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１．緒言

　バドミントン競技は，ネットを挟みシャトルを打ち

合う競技である．その運動様式は，ラリーが行われる

運動期間（work period）とラリー終了から次のラリ

ーが始まるまでの休息期間（rest period）を繰り返え

す間欠運動で，試合時間に制限はなく，一定の得点を

先取するまで競われる．そのため，種目（ダブルス，

シングルス），相手コートに打ち返す技術レベルや体

力レベルにより試合時間は異なる．各競技レベルでの

運動時間を知ることは，競技特性を考慮したトレーニ

ング負荷を設定するうえで重要である．

　バドミントン競技ではこれまでにも時間的な要素に

着目し，種目や性別，レベルの違いによるゲーム特性

などを分析した研究が報告されている1)2)3)4)5)．一般的

に競技レベルが高いほど，また対戦相手との競技レベ

ルが拮抗するほど，ラリー時間が長くなる傾向にある．

また北京オリンピック3)4)やロンドンオリンピック5)な

ど，その年々の主要な大会におけるラリー時間や戦術

の変化の報告もあり，これらは指導者にとって，年々

変化するゲーム展開に対応するための練習に向けての

重要な判断材料となっている．しかし，これらのほと

んどは国際大会を対象にしており，国内大会の報告は

少ない．そこで今回は筆者が関わっている国内大学大

会に焦点を当てた．

　Table 1 は平成24年度全日本学生バドミントン選手
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権大会の団体戦ベスト8及び個人戦ベスト16の大学及

び競技者の所属地区内訳である．近年では，各地区に

おいてのレベルの差が広がり，全国大会での上位は，

関東・関西地区所属の大学で占めており，本学の所属

する九州地区の大学は上位に進めていないのが現状で

ある．

Table 1: 平成 24 年度全日本学生バドミントン選手権大会の上位校 及び選手（団体戦ベスト 8、
　　　　個人戦ベスト 16）の所属地区内訳

　そこで本研究では，大学女子バドミントン競技の全

国大会と地区大会の試合（各々決勝，準決勝）を対象

にゲーム分析を行い，大学選手の試合の特徴及び大会

レベルによる違いを主にラリー時間の観点から検証し，

トレーニング負荷設定の基礎的知見を得ることを目的

とした．

２．方法

１）分析対象大会および試合

　対象大会は，2010年から2011年に開催された全日

本学生バドミントン選手権大会（以下：全国大会）と，

中・四国バドミントン選手権大会及び中四国・九州学

生バドミントン選手権大会（以下：地方大会）とした．

対象試合は各々の大会の決勝及び準決勝（団体戦を含

む）からランダムに抽出された合計49ゲーム（ダブ

ルス：全国大会11ゲーム，地方大会16ゲーム，シン

グルス：全国大会10ゲーム，地方大会12ゲーム）とし，

ダブルスとシングルスに別け，分析を行った．

２）分析項目および分析方法

　各ゲームにおける分析項目は，以下のとおりである．

分析対象試合をビデオカメラにて撮影し，映像上にて

各項目のデータ抽出を行なった．

・１ゲームの平均所要時間

・１ゲームの最大所要時間

・１ゲームの平均ラリー数

・１ラリーの平均時間

・１ラリーの最長時間

・ラリー間（rest period）の平均休息時間

・１ラリーの平均打数

・１ラリーの最長打数

・１打に要する平均所要時間

・work period／rest period

　ラリーとは，プレーヤー同士がシャトルを打ち合っ

ている状態を指す．バドミントン競技では，1ゲーム

21点先取（スコア20-20の場合はdeuceとなり，先に2

点差を先取した方の勝利）のラリーポイント制にて実

施される．そのため，1ゲームのラリー数は，deuce

の場合を除き，そのゲームの対戦スコアを容易に導き

出すことができる．ラリー時間は，サーブを打つ瞬間

からシャトルが床面に落ちる，ネットにかかるなど，

そのラリーが終了するまでの時間を測定した．また，

ラリー時間は，そのゲームの運動期間（work period

／以下：WP）であり，ラリー間はそのゲームの休息

期間（rest period ／以下：RP）を示す．なお，競技

ルールにより，どちらかのプレーヤーが11点取得し

た際，60秒以内のインターバルをとることができる

が，本研究ではトレーニング負荷設定の基礎的知見を

得ることを目的とするため，そのインターバルの時間

はRPに含めなかった．1ラリーの打球数は，サーブを

１打目とし，ラリーが終了するまでの両プレーヤーの

打数を数えた．

　各項目の平均値を算出し，全国大会と地方大会にて

比較した．比較には対応のないt検定を用い，有意水

準を5％未満とした．

３．結果

　Table 2 に分析結果を示した．なお，本研究結果と

比較するための参考値として，蘭3)のロンドンオリン

ピック及び岸ら5）の北京オリンピックの報告結果も示

した．
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１）１ゲームの平均所要時間及び最大所要時間

　1ゲームの平均所要時間は，ダブルスでは地方大会

13.4±1.8分，全国大会14.3±3.0分，シングルスでは

地方大会13.7±2.7分，全国大会15.2±3.1分であり，

両種目とも大会間で有意な差はみられなかった

（Fig.1）．最大所要時間は，ダブルスでは地方大会

15.8分，全国大会18.9分，シングルスでは地方大会

18.9分，全国大会20.6分であり，両種目とも大会間で

有意な差はみられなかった．

２）１ゲームの平均ラリー数

　1ゲームの平均ラリー数及びその値から算出される

ゲームスコアは，ダブルスでは地方大会36.9±3.6回

（スコア21-16），全国大会35.0±5.4回（スコア21-14），

シングルスでは地方大会37.8±5.1回（スコア21-17），

全国大会34.3±3.5回（スコア21-13）であった．両種

目とも大会間で有意な差はみられなかった．

３）１ラリーの平均時間及び最長時間

　1ラリーの平均時間は，そのゲームのWPを示す．ダ

ブルスでは地方大会7.5±1.4秒，全国大会6.4±2.6秒，

シングルスでは地方大会6.6±1.0秒，全国大会8.3±

1.4秒であった．シングルスにおいて，地方大会と比

べて全国大会の方が有意に高い結果となった（Fig.2）．

最長時間は，ダブルスでは地方大会28.2±10.6秒，全

国大会29.1±13.7秒，シングルスでは地方大会18.7±

4.3秒，全国大会22.2±4.5秒であり，両種目とも大会

間で有意な差はみられなかった．

Table 2: 大学女子バドミントン競技におけるゲーム分析　結果一覧

Fig.1: １ゲームの平均所要時間

Fig.2: 1ラリーの平均時間
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４）ラリー間（rest period）の平均時間

　ラリー間の平均時間は，そのゲームのRPを示す．

ダブルスでは地方大会12.1±2.3秒，全国大会14.4±

3.2秒，シングルスでは地方大会13.8±3.7秒，全国大

会17.2±2.5秒であり，両種目とも地方大会と比べて

全国大会が有意に長かった（Fig.3）．

５）１ラリーの平均打数及び最長打数

　1ラリーの平均打数は，ダブルスでは地方大会8.9±

1.4打，全国大会8.8±2.3打，シングルスでは地方大

会5.6±1.0打，全国大会7.8±1.4打であった．地方大

会と比べて，シングルスにおいて全国大会が有意に多

い結果となった（Fig.4）．1ラリーの最長打数は，ダ

ブルスでは地方大会32.1±13.8打，全国大会33.9±

14.1打，シングルスでは地方大会17.3±4.3打，全国

大会21.9±4.8打であり，シングルスにおいて全国大

会が有意に多い結果となった（Fig.5）．

６）１打に要する平均所要時間

　1打に要する平均所要時間は，ラリー時間からその

ラリーでの打数を除した値である．これは，ラリース

ピードの目安となり，値が低いほどラリー展開が速い

ことを示す．ダブルスでは地方大会0.85±0.09秒，全

国大会0.72±0.13秒，シングルスでは地方大会1.18±

0.05秒，全国大会1.07±0.07秒であり，両種目とも地

方大会と比べ，全国大会が有意に低い結果となった

（Fig.6）．

７）work period ／ rest period

　WP ／ RPは，運動時間に対してどのくらいの休息

時間を有しているか（比率）を示し，これはバドミン

トン競技におけるインターバル負荷設定の目安となり

うる．ダブルスでは地方大会0.62±0.10，全国大会

0.44±0.10，シングルスでは地方大会0.50±0.10，全

国大会0.48±0.09であり，ダブルスにおいて全国大会

が地方大会と比べ有意に低い値を示した．

Fig.3: ラリー間（rest period）の平均時間

Fig.5: １ラリーの最長打数

Fig.6：1打に要する平均所要時間

Fig.4: 1ラリーの平均打数
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４．考察

　本研究では，大学女子バドミントン競技における全

国大会と地方大会の試合を分析し，大学選手の試合の

特徴及び大会レベルによる違いを主にラリー時間の観

点から比較検討した．

　全体的なゲームの所要時間については，両種目とも

平均値では，地方大会と比べ全国大会の方が長かった

ものの，大会間に統計的有意差はみられず，全体平均

はダブルス13.8±2.4分，シングルス14.4±2.9分であ

った．しかし，ラリー展開に注目すると，大会間で違

いが見受けられた．

　まずラリー時間及びラリー打数では，シングルスで

全国大会の方が地方大会より有意に高値を示した．こ

れは全国大会では，ポイントを得るためにより長くラ

リーを継続する能力が求められることを意味する．一

般的に女子プレーヤーは，男子プレーヤーと比べて，

強い攻撃力を有しないため，守り重視の長いラリーに

なる傾向にある．したがって，シングルスにおいて全

国レベルで戦うためには，より長いラリーに耐え抜く

スタミナが求められることが推測できる．一方，ダブ

ルスでは，これら大会レベルの違いによる差はみられ

ず，全体平均は7.1±2.0秒であった．

　次に，ラリー展開の速さの目安となる1打に要する

平均所要時間について注目する．これは各々ラリー時

間を打数で除した値であり，シャトルコックを打って

から相手が打ち返す，もしくはラリーが終わるまでの

時間を示す．そのため，もちろんプレーヤーの打つ位

置やショットの種類の影響も否定できないが，その値

が低いほど，シャトルのスピードが速く，ラリー展開

が速いことが推測できる．ダブルスでは，平均ラリー

時間は全国大会の方が短いものの，ラリー時の平均打

数はほぼ変わらず，結果として1打に要する平均所要

時間に有意差がみられた．これはダブルスにおいて，

全国大会の方が地方大会よりも，より速いラリーを展

開し，ポイントを競い合っていることを示唆する．ま

たシングルスにおいても同様の有意差を示した．これ

はシングルスでは，上述の長いラリーに耐え抜くスタ

ミナに併せて，より速いラリー展開も求められている

ことが推測できる．

　一方，本研究結果を国際大会を対象とした先行研究

の結果3)5)と比較すると，国際大会の方が，ゲームの所

要時間，ラリー時間及びラリー打数とも，本研究結果

を大幅に上回った．WP ／ RPは，値が高いほどWPに

対して回復期でもあるRPが相対的に短いことを示す．

つまり高い生理的運動負荷のもと，ポイントを競って

いると考えられる．本研究で対象としている大学生の

大会では0.4から0.6の範囲であった．運動時間の比

（WP：RP）は，ダブルスでは全国大会1：2.4，地方

大会1：1.6，シングルスでは大会間に差はなく，全体

平均で1：2.1であった．阿部ら6）は一流プレーヤーの

W/Rは1.0に近い値（WP：RP＝1：1）となり，二流

プレーヤーでは一流プレーヤーに比べてWRが短く，

結果として0.5以下（WP：RP＝1：2）になることが

多いとしている．バドミントン競技は間欠運動にもか

かわらず，シングルス試合時の心拍数は175 ～ 180拍

／分という高い運動強度を必要とする7）．また，須田

ら8）のバドミントンの熟練者と非熟練者の心拍数を比

較した研究では，RPでは未熟練者の方が有意にエネ

ルギー消費が高かったとしており，プレーヤーの熟練

度によってRPにおける体力の回復程度が異なること

が考えられる．実際の試合中にプレーヤーは，シャト

ル交換や汗の拭き取りなどのルールで認められた範囲

内で，RPの時間を増やし，回復を図る光景はしばし

ば見受けられる．このことから，RPにおける体力の

回復が次のWPの運動パフォーマンスに影響を与える

ことは容易に想定できる．本研究で対象としたゲーム

は全国大会の決勝・準決勝であり，将来，日本代表選

手として世界で戦う可能性も十分にある．彼女たちが

国際大会の場で打ち勝っていくためには，より長い

WPを相対的により短いRPで反復できる能力が必要で

あることが示唆された．

　本研究では中四国・九州地区の大会に焦点を当てて

いる．上述ように大学バドミントン競技では，各地区

においてのレベルの差が大きく，全国大会での上位は

関東・関西地区所属の大学で占めている．本研究結果

は，学生選手のトレーニング負荷設定を決める際の参

考資料になると考えられ，今後，大学生プレーヤーの

競技力の向上に役立つことを期待する．

５．まとめ

　本研究では，大学女子バドミントン競技の全国大会

と地方大会の試合を分析し，大学選手の試合の特徴及

び大会レベルによる違いを比較検証した．

・1ゲームの平均所要時間は，地方大会と全国大会で

差はなく，全体平均はダブルス13.8±2.4分，シン

グルス14.4±2.9分であった．

・ダブルスでは，平均ラリー時間は大会間に差はなく，

全体平均は7.1±2.0秒であった．また1打に要する
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平均所要時間では全国大会の方が短く，全国大会の

方が地方大会よりも，より速いラリー展開でポイン

トを競い合っていることが推測された．

・シングルスでは，全国大会において平均ラリー時間

が長く，1打に要する平均所要時間は短かった．シ

ングルスでは，全国大会の方が地方大会よりも，よ

り長く，かつより速いラリー展開でポイントを競い

合っていることが推測された．

・work periodとrest periodの比は，ダブルスでは全

国大会1：2.4，地方大会1：1.6，シングルスでは大

会間に差はなく全体平均で1：2.1であった．

　以上のことから，大学バドミントン競技において，

より高い大会レベルで競い合っていくには，より長く，

かつより速いラリー展開を継続する技術とスタミナが

求められることが示唆された．本研究で得られた結果

は，今後，学生選手のトレーニング負荷設定を決める

際の参考資料になると考えられる．
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Abstract
It has become clear that in order to solve the many problems of our country it is necessary to form 

specialist in the solution of community problems. They must identify the main community problems and 
think about their solutions based on a right planning and proper actions. So, the problem of how realize 
the formation of such kind of specialist is now awaiting for a solution.

  In this paper, we propose the development of a program for the formation of the kind of specialist 
that our country is now requesting at the community level and present some concrete examples of its 
implementation and their backgrounds.

KEY WORDS : community problems’ specialists,　program development,　implementation of programs.

要　　旨

　我が国には．激動の社会を生き抜くため．地域社会の形成に参画し寄与する地域人材の育成が求められている．

その人材育成のためには．地域の課題を発見し．その課題解決に向けて参画・寄与する人材育成が重要であり．

その人材育成のプログラム開発が求められる．本論では．課題解決型の地域人材育成の背景や地域における人材

育成の課題等を明らかにし．地域課題解決型の人材育成プログラムの開発を試みた．

キーワード：地域課題．人材育成．社会の形成に参画・寄与．自立・協働・創造
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１．緒論

　最近，地域課題解決のための研修方法に関する問い

合わせが多くなっている．その主催者の多くは首長部

局側の市民協働課やまちづくり課及び生涯学習課（室）

等である．

　また，日本経済新聞の「ニッポンの製造業　新たな

挑戦」（2013（平成25）年9月30日掲載）にも，「問題

解決型　稼ぐ力」として，「厳しい国際競争の中では，

手をこまねいているわけにはいかない．問題があれば

何時でも対応する，問題解決型サービスへの発想の転

換と工夫で稼ぐ力が生み出せる．」として「日立製作所」

の事例が掲載されている．激動する国際社会での企業

の生き残りにも，柔軟にして高度な「問題解決力」が

求められていると言えよう．

　なぜ今，地域課題解決なのか．さらに，行政側が地

域課題解決のための研修に力を入れるのはなぜなのか．

学校外の「社会で行われる教育」を担い，地域を基盤

とする社会教育・社会体育振興の視点からも注目した

いところである．

　まず，地域現場の声を聞いてみよう．この「地域課

題解決研修」の増加現象に対して，北九州市のNPO

活動経験者からは，「地域に基盤を置く団体が，お互

いに横につながる研修会は有り難い」（2013年6月取

材）と好評である．一方，ベテランの教育委員会社会

教育OB関係者からは，「戦後の社会教育では既に住民

の「要求課題」「必要課題」「地域課題」「現代的課題」

等を把握・発見し，その解決に向けて地域の人材育成

に取り組んで来た」との声も聞かれる．社会教育・生

涯学習行政では「まちづくりは人づくり・人がまちを

つくる・その人づくりは学びから」として，地域の人

材育成は，既に俺たちがやって来たではないか」との

強い思いを持っているようである．それにも拘わらず，

地域課題解決研修が今叫ばれるのは何故か．その背景

を考察する必要がある．

　また，地域に目を向けると，少子高齢社会の中で，

安心･安全，青少年健全育成，環境問題等々，地域の

抱える諸課題は山積していると言ってよい．すなわち，

「地域課題・現代的課題は誰が解決するのか．」「地域

の課題解決をする人材育成は進んでいるのか．」「地域

づくりの人材育成を支援する行政窓口は何処か．」「地

域づくりはこのままで良いのだろうか．」との思いが

強い．

　一方，行政に目を転じると，今や行財政改革は推進

されてきていると言ってよい．例えば，文化・スポー

ツ・生涯学習行政の一般部局化は大きな流れである．

そして，地方６団体の全国市長会等からは，行革に伴

い教育委員会廃止論まで出ている現状である．1）

　新しい時代に向けて行政の地域との関わりや守備範

囲は変わってきているのである．

２．目的

　そこで，次の点を明らかにしたい．①地域課題解決

のための人材育成が叫ばれる背景，②「教育基本法」・

「第2期教育基本計画」等が求める地域人材育成の法

的根拠，③市町村段階における地域活動人材育成の現

状と問題点，④地域づくり・まちづくりの人材育成プ

ログラムのあり方，⑤「自助・共助・公助」の役割分

担と責任体制等，⑥今後の人材育成の方策

３．方法

　次の手法で考察した．①「教育基本法」・「第2期教

育基本計画」による地域人材育成の根拠等分析．②筆

者の参画した，山口県，大分県，福岡県，北九州市，

古賀市，行橋市等での「地域課題解決等研修」資料に

よる実践事例分析．③内閣府の「国民生活選好度調査」

（平成23年度），福岡県総合政策課「平成24年度福岡

県民意識調査」（平成25年１月10日発表）等による資

料分析．④社会教育・生涯学習関係者への直接インタ

ビュー調査分析

４．考察　

（１）地域課題解決のための人材育成が叫ばれる背景

　なぜ今，地域課題解決のための地域人材育成が必要

か．その背景を見てみよう．

　１つは，社会の急激な変化に伴って，地域住民の地

域社会への帰属意識や住民同士の連帯感が希薄化し，

地域社会（地域コミュニティー）の相互扶助機能が低

下していることが挙げられる．すなわち，地域は自分

たちの住む地域であり，地域の問題は自分たちに関わ

る問題であるとの意識が希薄になってきているのであ

る．地域意識の希薄化である．

　２つには，都市化，工業化，情報化，高度な技術革

新，高学歴化等，社会の進展とともに，地域住民の成

熟化が挙げられる．すなわち，人々は物質的な豊かさ

よりも精神的な豊かさや生活の質の向上を目指してき

ている．また，個人の価値観や生活様式等が多様化し，
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－「自立・協働・創造」の地域人材育成を目指して－

人々は，利便社会の中で各人の要望に沿った生活を求

めて活動･行動を希望している．今や，各人が自ら個

人の価値観や要望で行動しようとする人が多くなり，

地域との関わりも主体的に関わろうとする人が多くな

ってきている．

　例えばこの傾向は，地域の学習活動についても現れ

ている．すなわち，かつての，行政主導の承り的伝達

学習から，学習者主体の参加･企画型の学習を希望す

る人が多くなっている．自らの目的を持って学習し，

地域に関わろうとする人たちが出てきたのである．

　３つには，行政主導を改め，住民主体の行政を目指

した「行政改革」の影響がある．すなわち，平成12

年の地方分権一括法の施行は，自治体のあり方を原理

的に変更したと言われている．それは，国から包括的

指揮監督を受け従う自治体から，自ら考えて実行する

自治体に変わることが求められたのである．総務省は

『今後の行政改革の方針』（平成16年）を踏まえ，平

成17年に「地方公共団体における行政改革の推進の

ための新たな指針」２）を定め，「国，地方を通じた厳

しい財政状況の中で，今後わが国は，地方公共団体が

中心となって住民の負担と選択に基づき各々地域にふ

さわしい公共サービスを提供する分権型社会システム

に転換していく必要がある」としている．ここには，

今後，住民やNPO，民間企業・団体など多様な主体

と協働して自治体を運営していくことが求められてい

る．

　さらに，人々が地域社会と関わり，持続可能な自治

体運営をしていくためには，公共を行政のみによって

担う考え方から，地域の様々な主体が自治体と協働し

て公共を担うことが求められてきたのである．

　４つには，住民の価値観の多様化等により，住民の

ニーズが複雑にして多様化してきているのである．こ

の多様化する住民のニーズに応えるには，いわゆる「小

さな政府」を目指し，「行政改革」された行政だけで

対応することは困難になってきており，住民の住民に

よる自助・共助社会づくりが求められ，その担い手と

なる地域人材の育成が喫緊の課題となっているのであ

る．

　５つには，住民の「ボランティア活動等への意識の

変化」が挙げられる．内閣府の「国民生活選好度調査」

（平成23年度）によると，国民の50.3％が「ボランテ

ィアやＮＰＯ活動，市民活動に参加したい」としてい

る．2010年度（46.5%）より3.8%ポイント増加してい

る．また，ボランティアやNPO活動，市民活動によ

る社会的な「サービスを利用したい」と答えた割合は

59.5％で，2010年度（51.8％）よりも7.7％ポイント

増加している．３）

　しかし，実際に活動に参加している人は24.6%，サ

ービスを利用している14.4%，寄付の形で貢献してい

る37.2%となっている．参加希望と参加経験に差があ

り，この差の解消が求められる．

　さらに，福岡県民意識調査の結果によると，福岡県

政の各分野において「行政に対して力を入れてほしい

こと」は，「NPO・ボランティア」の分野では「県民

がNPO等の活動に参加しやすい仕組みやきっかけづ

くり」52.8%，「NPO等の活動情報の提供」40.9%，「NPO

等と行政がともに地域課題の解決に取り組む事業の実

施」36.5%となっている．県民は「活動に参加しやす

い仕組みやきっかけ」や「活動情報」及び「地域課題

解決の事業実施」等を望んでいることがわかるのであ

る４）．

（２）教育基本法等が求める地域人材の育成

　　　－育成する新しい人材像－

ア．「教育基本法」５）

　改正された「教育基本法」（平成18年）では，その「教

育目標」に「公共の精神に基づき，主体的に社会の形

成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと」と

している．すなわち，教育基本法で「主体的に社会の

形成に参画し，その発展に寄与する」地域人材の育成

が求められているのである．

　また，第3条[生涯学習の理念]として，「生涯学習社

会の実現」を掲げ，「国民一人一人が，自己の人格を

磨き，豊かな人生を送ることができるよう，その生涯

にわたって，あらゆる機会に，あらゆる場所において

学習することができ，その成果を適切に生かすことの

できる社会の実現が図られなければならない．」とし

ている．すでに，学習し，その成果を社会で活用する

循環型の学習社会の実現が謳われているのである．

　さらに，学校外の教育を担う「社会教育」では，「第

12条　個人の要望や社会の要請にこたえ，社会にお

いて行われる教育は，国及び地方公共団体によって奨

励されなければならない．」としている．すなわち，「個

人の要望や社会の要請にこたえ，社会において行われ

る教育」奨励は，社会教育に期待されているのである．

イ．「第2期教育振興基本計画」（平成25年6月14日閣

議決定）６）

　教育振興基本計画は，教育基本法第17条第1項に基

づき策定された教育の振興に関する総合計画である．

第2期教育振興基本計画（以下「基本計画」という）
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の期間は平成２５年～２９年度である．この，教育基

本法の理念を踏まえた「基本計画」は，人材育成をど

のように捉えているだろうか．

　まず，「基本計画」では「我が国を取り巻く危機的

状況」を次のようにしている．すなわち，「①少子化・

高齢化の進展等による社会全体の活力の低下，②地域

社会，家族の変容，グローバル化の進展等による我が

国の国際的な存在感の低下，③格差の再生産・固定化

等による一人一人の意欲減退，社会の不安定化，④雇

用環境の変容等による失業率，非正規雇用の増加，⑤

地球規模の課題への対応の必要」等である．

　また，「第1期の基本計画」の評価として，「第1期

の教育振興基本計画」に掲げた「10年を通じて目指

すべき教育の姿の達成はいまだ途上」として，「第2

期の基本計画」では「（略）規範意識・社会性等の育

成など依然として課題が存在」としながら「一方，コ

ミュニティの協働による課題解決や教育格差の問題な

ど新たな視点も浮上」としている．「コミュニティの

協働による課題解決」を新たな視点として挙げている

のである．

　さらに，「今後の社会の方向性」として，「成熟社会

に適合し知識を基盤とした自立，協働，創造モデルと

しての生涯学習社会の実現」を目指すとしている．す

なわち，自立は「一人一人が多様な個性・能力を伸ば

し，充実した人生を主体的に切り開いていくことので

きる生涯学習社会」．協働は「個人や社会の多様性を

尊重し，それぞれの強みを生かして，ともに支え合い，

高め合い，社会に参画することのできる生涯学習社

会」．創造は「自立・協働を通じて更なる新たな価値

を創造していくことのできる生涯学習社会」としてい

る．

　そして，「我が国の危機回避に向けた4つの基本的

方向性」を定めている．すなわち，「１．社会を生き

抜く力の養成～多様で変化の激しい社会の中で個人の

自立と協働を図るための主体的・能動的力～」，「２．

未来への飛躍を実現する人材の養成～変化や新たな価

値を主導・創造し，社会の各分野を牽引していく人材

～」，「３．学びのセーフネットの構築～誰もがアクセ

スできる多様な学習機会を～」，「４．絆づくりと活力

あるコミュニティの形成～社会が人を育み，人が社会

をつくる好循環～」としている．

　特に，教育基本法を踏まえた「基本計画」では，そ

の「前文」で，「今正に我が国に求められているもの，

それは，『自立・協働・創造に向けた一人一人の主体

的な学び』である．」としている．さらに，「・・深刻

な諸課題を抱える我が国は，極めて危機的な状況にあ

り，・・これまでの物質的な豊かさを前提にしてきた

社会の在り方，人の生き方に大きな問いを投げ掛けて

いる．」としている．

　そして，「これらの危機を乗り越え，持続可能な社

会を実現するための一律の正解は存在しない．」とし

ながら「社会を構成する全ての者が，当事者として危

機感を共有し，自ら課題探究に取り組むなど，それぞ

れの現場で行動することが求められる．」とし，自ら

の課題探究を求めているのである．そのためには，「・・

一人一人が生涯にわたって能動的に学び続け，必要と

する様々な力を養い，その成果を社会に生かしていく

ことが可能な生涯学習社会を目指していく必要があ

る．」「これこそが，我が国が直面する危機を回避させ

るものである．」とし，課題探究学習とその成果の社

会還元を求めている．まさに，学習による人づくり・

その成果を上げた人が地域づくり・社会づくりの「好

循環」システムである．

　また，「第１部　我が国における今後の教育の全体

像」の「Ⅰ-（４）社会の方向性」では「社会システ

ム転換の必要性」を述べるとともに，「新たな社会モ

デル　～知識を基盤とした自立，協働，創造モデルと

しての生涯学習社会の実現～」として，「地球規模の

問題が山積しており，・・・諸問題の解決に向けた「協

働」や新たな社会的価値を示すイノベーションの視点

が求められている．同時に，・・（中略）・・今後の方

向性を行政が一律に指し示すことは困難と考えられ，

それぞれの現場においても様々な方向性を見いだし，

実現していくことが必要となっている．」としている．

そして，「今後は，『自助』を基調としつつも，人々が

主体的に社会参画し，社会全体で支え合う『互助・共

助』の在り方が一層重要になり，これらが困難な場合

に『公助』が必要となる．すなわち，一人一人の自立

した個人が多様な個性・能力を生かし，他者と協働し

ながら新たな価値を新たな価値を創造していくことが

できる柔軟な社会を目指していく必要がある．」とし

ているのである．

　そのためには，「各自が生涯にわたって自己の能力

と可能性を最大限に高め，様々な人々と協調・協働し

つつ，自己実現と社会貢献を図ることが必要となる．」

とし，「人々がそれぞれのニーズに応じた多様な学習

をあらゆる機会にあらゆる場所において能動的・自動

的に行い，その学習成果を社会に生かしていくことが

できる生涯学習社会を構築する必要がある」しながら，

「『自立』『協働』『創造』の3つの方向性を実現するた
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－「自立・協働・創造」の地域人材育成を目指して－

めの生涯学習社会の構築を旗印とする」としている．

（表- １参照）７) 

表-1　今後の社会の方向性（第2期教育振興基本計画

　　　第1部-Ⅰ-(4)）

自立：一人一人が多様な個性・能力を伸ばし，充実

した人生を主体的に切り開いていくことので

きる生涯学習社会

協働：個人や社会の多様性を尊重し，それぞれの強

みを生かして，ともに支え合い，高め合い，

社会に参画することのできる生涯学習社会

創造：自立・協働を通じて更なる新たな価値を創造

していくことのできる生涯学習社会

　さらに，「5年間における具体的方策」の「基本施

策11　現代的・社会的な課題に対応した学習等の推

進」の「基本的考え方」として「個々人が，社会の中

で自立して，他者と連携・協働しながら，生涯にわた

って生き抜く力や地域の課題解決を主体的に担うこと

ができる力を身に付けられるようにする．」「このため，

現代的・社会的な課題に対応した学習や，様々な体験

活動及び読書活動が主体的な実践につながるよう，各

学校や公民館，図書館等の社会教育施設による提供の

みならず，一般行政や民間等の多様な提供主体とも連

携して，推進する．」「現代的，社会的な課題に対して

地球的な視野で考え，自らの問題として捉え，身近な

ところから取り組み，持続可能な社会づくりの担い手

となるよう一人一人を育成する教育（持続発展教育：

ESD）を推進する．」としているのである．正に「持

続可能な社会づくりの担い手となるよう一人一人を育

成する教育が求められているのであり，地域課題解決

の人材育成が喫緊に求められている所以がそこにある．

　このように見てくると，今，地域社会は急激に変わ

ってきている．その変化とともに，直面する危機的状

況も多い．その社会の変化に対応し，地域の人々は，

自分たちの住んでいる地域の課題を主体的に解決しな

がら，さらに，地域の特性を活かしたまちづくり・地

域づくりが求められるのである．まさに，地域にとっ

ての必要課題である．

　さらに注目したいのは，「新しい時代の協働を推進

するのは誰か」「転換されたシステムを動かすのは誰

か」と言うことである．協働しシステムを動かすのは

人である．「人」対「人」が繋がり，組織を動かし協

働が始まるのである．すなわち，協働する地域人材の

育成が喫緊の行政の課題であり・目標である．人材育

成なきところに「活動は無し」，「地域の活性化も無し」

と言えよう．ここに，人材育成の重要性が浮き彫りに

されるのである．すなわち，「自ら地域の課題を考え・

発見・発掘し，解決に向けて活動する人材の育成」が

求められるのである．正に，「社会が人を育み，ひと

が社会をつくる」所以である．

（３）地域人材育成の課題と解決策

ア．市町村段階における地域活動人材育成の現状と問

題点

　ところが，地域活動の現場においては，公共の活動，

ボランティア活動者が簡単には育たないという課題が

ある．

　「なぜ，ボランティア活動が必要か」を問われると，

「地域は誰が守るのか．地域を守り，活性化すること

への喜びを感じ，地域づくりを自分の生きがい・自己

表現，自己実現の場と考え，行動する人をどのように

育てるかが大事」である．ここに，地域づくり・まち

づくり行政の存在意義がある．今では，生活好感度の

高い地域づくりが求められているのである．では，地

域づくりに行動する人はいるかどうかである．

　Ｋ市の研修会（平成25年度）で，地域のボランテ

ィア活動に関わりを持つ，市民センターの館長から発

言があった．「ボランティア活動をする人の多くはボ

ランティアが本来の仕事ではない．希望者による活動

である．自分の希望する分野の活動をする活動家達で

ある．」「公共の活動へ導くのは難しい．」「行政が希望

するボランティアは簡単には育たない」「苦労してい

る」というのである．

　では，この人達を市民活動に向かわせるにはどうす

るか．活動の展開もボランティアには，色々な参加の

方法がある．意識レベルでも違いがある．人は，学び，

理解し，納得しないと動かない．自ら活動する意識レ

ベルの育成が必要であり，それを活動に結び付ける行

動プログラムが求められるのである．

　すなわち，地域の人達を，どのように社会参加活動

へ導き・支援するのか等，コーディネートが大事であ

る．ここに，地域社会の課題解決のための公共活動に

主体的に参画する人材の育成の厳しさが浮き彫りにさ

れるのである．

イ．地域の実践活動に結びつく人材育成（地域リーダ

ー養成）が課題

　では，市町村段階の地域現場では，どのような人材

育成ができるか．これからの地域における人材育成手

法の一つが，地域課題解決研修である．
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　地域のボランティア養成講座に長く関わってきた社

会教育行政関係者から「地域ボランティアの養成は，

既に地区公民館の段階でも実施してきました」．しか

し，「講座には満足して良かったとの評価が高いので

すが，地域活動に結びつかない」「実践につながる講

座の実施が必要である」というのである．すなわち，

｢実践に結びつく地域リーダーの養成は永年の課題｣

であるというのである．

ウ．地域づくり・まちづくりの人材育成プログラムの

あり方

（ア）まずは地域課題の発見・把握から

　①地域課題解決に向けて住民の実践が伴わないのは，

地域住民の意識が課題解決の実践まで高まっていない

からである．②支援する側の行政が注目しなければな

らないのは，「地域課題の解決は必要であるが，地域

課題を解決するのは誰か」まで住民の意識が高まって

いない点である．③「自分たちの地域づくりは地域に

住む地域住民である」と言っても住民は意識がない・

動かないのである．地域住民が自ら動き，地域課題解

決に向かって動くように支援するのは，行政の人材育

成の役割が大きい．④さらに強調したいのは，住民は，

地域課題解決がなぜ必要かを納得しないと動かないの

である．正に，「公共の精神に基づき，主体的に社会

の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養う（教

育基本法第1条の３）」という，地域人材育成には行

政の育成・育てる役割が必要になるのである．

　よって，地域課題解決研修には，まず，地域課題の

発見･把握のプログラムを導入することが求められる．

筆者の開発したプログラムには，KJ法を使った「地

域課題発見｣ プログラムを入れ，それを「自助･共助･

公助」に分類するとともに，「環境・健康・安心･安全

等」の領域別に分類して，その課題の背景･原因を分

析し，解決策を考察し，解決プログラム作成へと進む

ようにしている．

（イ）人材育成は段階的に育てる

　最初からボランティア精神に目覚めた人は少ない．

第１段階は，住民に身近な公民館等で「ボランティア

養成研修」を実施する．第２段階は，養成した人たち

をボランティア活動の実践に案内し活動を促すととも

に，「中級のボランティアリーダー研修」を実施する．

第3段階は，上級レベルとして，中級修了者を中核と

して，自主団体活動に向けて「自主的ボランティア団

体・グループ」形成の支援をしていくのである．この

中級・上級レベルの人たちを「地域課題解決研修」に

参加してもらうと，地域への意識も高く効果的である

と思われる．

（ウ）地域課題解決の「自助・共助・公助」の役割分

担と責任体制等々

　膨大な地域課題を解決するには，大きく分けて３つ

の段階がある．１段目は，自分でできることは自分で

解決する「自助」活動である．２段目には，隣近所の

地域の人々や，地域の団体で協力し合い・組み合って

解決する「共助」活動である．3段目には，行政と組

んだ方が効果的・効率的に実現する「公助」活動であ

る．特に，誰と・何処と・どの団体と・どの組織と組

み・連携・協力し協働するかが必要になってくるので

ある．その中でも，行政機関との協働は新しい時代の

取り組みとして注目されるのである．すなわち，今後

は，「自助」「共助」「公助」のそれぞれの主体的な役

割分担と相互の連携による社会システムの転換が必要

になってきていると言えよう．

エ．育った人材の活用

　地域課題解決型の研修で育った人材をどのように活

用するか．この人材活用も重要である．なぜなら，人

材を育てても，その成果を活用され・活躍する場がな

いと，好循環は起こらないと言えよう．そこで地域の

現場では，次のような活用が成果を挙げている．

（ア）人材バンクの登録・活用

　課題解決学習型研修の修了者は，人材バンクに登録

する．活用し易くするためには，派遣システムを明確

にし，関係機関に周知徹底する．また，登録者のステ

ップアップ研修を行う．

（イ）企画員制度の実施

　関係分野の新規事業等は人材バンク登録者を企画立

案の段階から参加・企画させて「企画員」として活用

する．公募方式も良い．

（ウ）自主活動団体の育成

　地域課題解決学習で育った人材を核にして，地域課

題解決の自主活動団体として育つように支援していく．

発見した地域課題を解決する自主的な活動団体・グル

ープの育成である．

（エ）関係行政の抱える地域課題を解決するプログラ

ムの公募と実施

　今，女性支援行政や，地域活動支援行政が行うよう

になってきているのが，地域課題を解決するプログラ

ムの公募と実施である．公募し，プレゼンテーション

を実施して，効果の期待されるプログラムに補助金を

だし，実施してもらうのである．正に育った人材の活

用である．
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－「自立・協働・創造」の地域人材育成を目指して－

（オ）まちづくり協議会での活用

　地域活動の中間組織（プラットホーム組織）と言え

ば，まちづくり協議会に代表される．組織的にも，人

的にも財政的にも中核であり，まちづくり協議会が動

かなければ地域は動ないと言える．この，拠点に地域

課題を発見し解決する人材の存在は重要である．まち

づくり協議会が地域問題解決型研修で育った人材を登

録・活用する人材バンクを設置することを進めたい．

５．結論　－今後の人材育成の方策

　我が国は，今，激変する国際社会の中で生き残りを

かけて，持続可能な社会づくりにまい進しなければな

らない．そのためには，社会の形成に参画し寄与する

地域人材の育成が求められているのである．その人材

育成の中の，地域人材の育成が，学校外の地域社会の

教育を担う社会教育･社会体育の領域である．

　急激に変化する社会の中で，地域の形成に積極的に

参画・寄与する人材の育成には，地域課題を発見し，

その課題解決に向けて寄与する人材育成が重要であり，

その人材育成のプログラム開発が求められるのである．

　本論では，課題解決型の地域人材育成の背景や教育

基本法や「基本計画」が求める人材育成，地域におけ

る人材育成の課題等を明らかにし，地域課題解決型の

人材育成プログラムの開発を試みた．筆者が企画段階

から関わった，プログラムを提供したい．

　また，今後の本研究を深めるには，社会教育関係者

を中心に，過去，研究・実践してきた「要求課題，必

要課題，地域課題，現代的課題等」の先行研究を分析

する必要があることを痛感する．さらに研究を深めた

い．

６．課題解決型の人材育成プログラムの実際

　ここで，地域課題解決に向けての具体的な取り組み

を見てみよう．事前打ち合わせから，研修実施に講師

として関わった筆者から，出典を明らかにして紹介し

たい．

（１）大分県の事例

ア．平成24年度大分県社会教育関係職員基礎研修:平

成24年11月29日

表-2　演習：11：30 ～ 12：00，13：00 ～ 15：30

午前

●講義・演習「地域課題とは」

・地域課題の発見手法

・地域課題解決の先進事例の

　紹介

11:30 ～ 12:00

１，地域コミュニティとは

　「地域住民が生活している場所，消費，生産，労働，

教育，衛生・医療，遊び，スポーツ，芸能，祭りに関わ

り合いながら，住民相互の交流が行われている社会」（出

典：フリー百科事典『ウイキペディア（Wikipedia）』

(2012/12/06 UTC版），

　「日常生活のふれあいや共同の活動，共通の経験を通

して生み出されるお互いの連帯感や共同意識と信頼関係

を築きながら，自分たちが住んでいる地域をみんなの力

で自主的に住みよくしていく地域社会」（出典：香川県

HP）

２，地域コミュニティが，なぜ必要か

①都市化が進み，価値観が多様化する中で，地域におけ

る連帯感が希薄化し，地域が本来持っている相互扶助が

低下してきている．

②少子・高齢化など社会情勢の変化に伴って，高齢者や

子育て家族に対する支援，環境保全，防災・防犯など，

住民の生活に直結するさまざまな課題が発生してきてい

る．

③地方分権や市町村合併が進み，自己決定，自己責任の

原則のもと，住民が主体となって，地域の課題は地域自

ら解決する「地域分権型社会」の実現が求められている．

（出典：香川県HP）

３，これからの地域コミュニティ

（１）幅広い世代や住民層の参加促進

（２）住民の自主的な参加促進

（３）住民自ら地域課題を捉え，解決に向けて合意形成

を図る

・地縁型団体（自治会など）とテーマ型団体（ＮＰＯなど）

との連携

（４）多様な人材の育成・確保・・・全住民が地域づく

りの資源・人材

（５）行政との連携

　　―自助・共助・公助―の関係づくりへ

表-3　演習の実際：　『地域課題発見と解決策の視点』　

　　　11:30 ～ 12:00

（１）地域課題の発見　（ＫＪ法）：「KJ法」による地域課

題発見

「KJ法」とは，・・・住民参加の「KJ法」，みんなもでき

る「KJ法」

課題発見の手法：現状の診断と問題の発見

＊　川喜多二郎の発見・「質」より「量」の原則，自

由な雰囲気で，質問の禁止，批判の禁止，多くの意見

の集積，情報の集積

地域の課題発見；現状診断：

①解決小集団の結成：課題テーマごとに班編成
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②KJ法による解決

・多くの意見出し，ポストイットに書く・・・情報を

集める

・全ての意見を記録―短文で記録―正確に記録

分類１：似たものを集める（似た意見のグループづく

り，－小グループをたくさん作る．

看板の決定「表札」づくり，グループ分類にタイトル

を付ける；

（なぜこのグループにまとめたか）

分類２：小グループをつなげて相対的な大グループを

作る；

（グループ間の関係を見つける；グループ間の関係を

言葉で表す）

・全体構造を示す：グループの関係を模造紙の上にグ

ループを配置，関係図をもって計画・問題の全体構造

を示す

・関係者が分かりやすいように色分けを工夫する

状況の診断と問題の発見

・何が問題か？　なぜ問題か？　何が原因か？　解決

の方法はあるのか？

・解決に向けてブレーンストーミング：相手の意見尊

重，容認と相乗発想

「すぐできること」「工夫すれば可能なこと」「時間を

かけて検討を要すること」の類別

（２）地域診断表（案）に清書する：発表できるように

する

＜例＞

北九州市（　　　地区）地域診断表：KJ法：広用紙，ポ

ストイット，マジックの準備

地域の現状 問題点・課題 既存の施策 解決策 備考

１，防犯･防災

２，健康・福祉

３，環境

４，校区一体感

事業計画

作成へ

（３）課題の絞り込み　　―　次に絞り込んでよい

家庭教育，青少年体験活動，奉仕活動・ボランティア活動，

学校支援地域本部事業，

（４）問題点の整理

表-4

午後

講座の企画･立案の手順②，

●課題の解決策の検討

課題解決に向けた方策の検討：

地域課題の絞込み

13:00～14:40

１，講義・演習：●課題の解決策の検討

（１）課題解決に向けた方策の検討

地域診断表（案）に清書する：発表できるようにする

○○町（　　　　地区）地域診断表：KJ法：広用紙，ポ

ストイット，マジックの準備

地域の現状 問題点・課題 既存の施策 解決策 備考

１，家庭教育

２，体験活動

３，学校支援

４，ボランティア

５，

演習 演習 演習・検討

清書

事業計画

作成へ

（２）課題の絞り込み　：手順

①地域診断・

②地域課題発見（問題点・課題の発見）

③課題の絞り込み・・・来年度に向けて，早急に解決し

たい課題を絞り込む

④問題点の分析

⑤既存の事業施策の挿入

⑥解決策の考察：課題解決に向けた方策の検討

⑦解決のための事業計画を作成

＊具体的なアクションプラン（事業計画）の作成・演習

２，成果発表　　１４：４０～１５：３０

＊各班別発表

（２）北九州市の事例

ア．平成24年度　地域課題解決のための情報交流会の

開催について　

１．趣旨

　少子高齢化が進行する社会情勢の中で，市民みんなの

ちからで取り組むまちづくりが求められています．地域

に関わりのある人々の知恵や力を積極的に取り組みなが

ら，多様で重層的なネットワークを形成することが大切

です．

　しかし，実際の取り組みでは，それぞれの地域が試行

錯誤や，戸惑いながら活動している場合があります．同

じ活動を行っている地域団体と市民活動団体がワークシ

ョップ形式の情報交流会を開催し，活動や問題解決の促

進を図ります．

２．事業概要

（１）ワークショップでの事例発表及び進行係の募集

　地域で要望が高い７分野（後述）について，情報交換

会で「事例発表＆進行係」を担当する市民活動団体を募

集する．

　具体的には，「まちづくり専門家派遣事業（別紙参照）」

のスキームを活用する．

　※募集分野　①環境美化・ごみリサイクル　②健康づ

くり・スポーツ　③防犯・防災　④地域の親睦　⑤青少

年の健全育成　⑥高齢者支援　⑦子育て支援

（２）意向調査の実施

　地域課題に関する情報交流会について，まちづくり協

議会などの地域団体の関係者へ参加の意向調査を実施

（各区コミュニティ支援課）する．

　なお，情報交流会は，活動分野単位ワークショップを

開催するが，希望が２団体以下は中止，６団体以上の場

合は抽選とする．

（中止，抽選漏れの場合，まちづくり専門家派遣事業を

紹介する）

（３）情報交流会（ワークショップ）の開催
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　参加団体とまちづくり専門家による情報交流会（ワー

クショップ）を開催する．

　進行は，次のとおりとする．

１）全体会

・主催者挨拶，進行スケジュール説明（10分）

２）分科会(分野毎)

・自己紹介（1分/人×人数　15分）

事例発表（まちづくり専門家による活動事例　15分）

・ワークショップ（70分）

ａ各団体から，活動実績と抱えている問題点の発表

ｂ議論する問題の決定

ｃ問題解決の検討＆提案（模造紙にまとめる）

※各分科会へ書記1名（コミュニティ支援課職員）配置

３）全体発表会

・結果発表（35分：1グループ5分以内）

※ファシリテーターが，進行管理及び交流会総評を行う．

３．実施概要

①開催予定　平成25年2月（平日午後）

②会場予定　ウェルとばた

③人数見込　70 ～ 105名（１ワークショップ（10 ～ 15名）

×７分野）

イ．地域課題解決のための情報交流会の実際

【期日】平成25年2月19日（火）13：30 ～ 16：30

【会場】西日本総合展示場 新館 AIM3階 315会議室

（北九州市小倉北区浅野三丁目8-1　℡541-5931）

【総合コーディネーター】

　　九州共立大学　教授　古市　勝也　先生

【研修当日の流れについて】事例

13:30	 全体会（15分）

	 ・主催者あいさつ

	 ・オリエンテーション

	 （本日スケジュール説明等）

13:45	 移動（5分）

	 ・分科会々場への移動（受付担当（分科会担当）

	 が案内いたします）

13:50	 分科会（グループ討議：85分）

	 311会議室（防犯・防災（2ｸﾞﾙｰﾌﾟ））

	 312会議室（環境美化・ゴミリサイクル）

	 313会議室（高齢者支援）

	 314会議室（子育て支援）

	 315会議室（地域の親睦・青少年の健全育成

	 （2ｸﾞﾙｰﾌﾟ））

	 303会議室（健康づくり）

	 ・グループ討議の進行は，各分野のまちづく

	 り専門家です．

15:15	 移動（5分）

	 ・全体会々場(315会議室)へ移動

	 （分科会々場の現状復帰をお願いいたします）

15:20	 全体発表会（50分）

	 ・各分科会での討議内容，結果を発表

	 （1グループ5分以内）

	 ・まとめ

16:30	 終了予定

【配布資料】

総合コーディネーター，まちづくり専門家（話題提供）

一覧

参加者一覧（分野・区別）

グループ討議の留意点

北九州市　協働のあり方に関する基本指針（冊子，パ

ンフレット）

まちづくり専門家派遣事業チラシ等

表-5　まちづくり専門家＆担当職員　一覧

分野
まちづくり専門家 担当職員

団体名 氏名 区 氏名

環境美化・
ごみリサイ
クル

戸畑

健康づくり 若松

防犯
安全
安心

防災
八幡
西

地域の親睦
八幡
東

青少年の健
全育成

小倉
北

高齢者支援
小倉
南

子育て支援 門司
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表-6　まちづくり専門家の提供話題（分科会）について

分野
（団体名・

氏名）
話題提供 概　　　　　要

環境美化
ごみリサ
イクル

集団資源
回収と地
域コミュ
ニティの
活性化に
ついて

　地域で協力すること
により，ごみの減量化・
資源化に協力できるこ
とになるため，沢見ま
ちづくり協議会では，
積極的に古紙回収活動
を行っています．
　地域で行っている古
紙回収活動と沢見まち
づくり協議会が行って
いる様々な活動をあわ
せて，紹介します．

健康づく
り・スポ
ーツ

地域の健
康づくり
に期待さ
れるスポ
ーツの役
割と可能
性

　健康づくりに「運動・
栄養・休養」の要素は
欠かせません．特に最
近では運動の実践が重
要となっています．た
だ，これまで「運動」
と「スポーツ」は，そ
れぞれに別なものとし
て捉えられてきた印象
があります．しかしな
がら本来，運動とスポ
ーツは同じもので，ス
ポーツという単語の訳
語が運動という言葉の
始まりとも言われてい
ます．
　ここ10年ほどは，特
にスポーツという言葉
が強調されており，健
康づくりにおいてもス
ポーツという言葉が使
われるようになってき
ました．子どもたちの
体力づくり，成人（女
性を含む）の健康づく
り，高齢世代の介護予
防など，そのスポーツ
の実践の場として地域
に期待が集まっていま
す．
　スポーツを実践する
には，指導者はもちろ
んのこと，「時間・空間・
仲間」というサンマ（3
つの間）が必要です．
当法人で行ってきた，
健康教室などでの経験
や学び等を報告させて
もらいながら，健康づ
くり事業の企画につい
て皆さんとさまざまな
意見交換をしたいと思
います．

防犯・
防災

犯罪が起
きない地
域づくり
～地域に
できるこ
と～

（防犯）

　犯罪の起きない地域
とは？
　特に女性や子どもが
犯罪被害に遭わないよ
うな地域とは，どうい
った地域なのか，
　実際に世界各地で防
犯活動をしていく中で
感じたこと，考えたこ
とを発表し，皆さまと
一緒に，地域にできる
ことを考えていきます．
１　犯罪が起きにくい

地域とは？
２　まず一人一人に，

犯罪被害に遭わない
ために気をつけて欲
しいこと

自治会と
しての災
害に対す
る取り組
みについ
て

（防災）

　地域の災害観を，ハ
ザードマップ等を用い
て確認し，居住地域の
強み弱みを理解する．
　そして災害が発生し
たら？発生しそうだっ
たら？個人として，地
域としてどうするか？
　問題や課題の明確化
を行い，そのうえで，
どのような活動を行っ
ていくかを考えるとい
うことを具体的に行っ
ている地域の事例を紹
介します．
　また，被災後の避難
所や仮設住宅での自治
会としての取り組みを
東日本大震災の岩手県
沿岸市町の事例につい
て紹介します．

地域の
親睦

地域の結
び目（つ
ながり）
が解けそ
うになっ
ていませ
んか？

　活動を継続的に活性
化 さ せ る た め に は，
人々が無理なく，楽し
く参加出来ることが前
提となります．
　多くの団塊の世代の
方々が，地域デビュー
をはたし，新たな「な
かま」として，活動で
きる場を地域も切望し
ています．
　点と点になりがちな
各催事をどうすれば地
域の面として共有し広
げられるか？　今まで
の方法や活動の仕方な
ど，事例を通じてこれ
からの新たな３世代間
交流などの取り組みを
一緒に考えてみたいと
思います．
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青少年の
健全育成

地域との
協働によ
る事業の
発展可能
性

事例：「くらしまるご
と体験宿」

（平成22年北九州市協
働 提 案 モ デ ル 採 択 事
業）
　今回紹介させていた
だく「くらしまるごと
体験宿」は，それまで
地域の自治会などを中
心に行われていた通学
合宿事業をＮＰＯの視
点からプログラム企画，
運営し事業として実施
させていただきました．
その活動で得た経験を
基に，これまで行われ
てきた形とわれわれの
実施してきた形を組合
せ，発展させるような
新たな事業が地域でで
きるのではないかと考
えています．

高齢者
支援

「居場所・
行く場
所・坐る
場所」
～居場所
づくりを
しません
か～

　私たちの世代は，誰
もが自分だけの自由を
追い求めて，社会のつ
ながりを崩壊させてし
まった．自分の都合だ
けで生きようとすると
相互不信や無関心に満
ちた生きにくい社会を
作りかねない．
　今この時代だからこ
そ新たな助け合いの仕
組みを作らなければ，
私達の子や孫が生きら
れない．その仕組みの
有力な一つが「居場所
づくり」だろう，と思
います．
　なぜ，居場所がどの
世代にも必要なのか，
どうしたらつくれるの
か，交流の中で，明ら
かにしていきたいと思
います．

子育て
支援

①子育て
支援の場
作り，支
援者のチ
ームづく
り

②子育て
サークル
支援

①市内では子育てサポ
ーター登録制度も充実
してきて，市民センタ
ーを拠点に多彩な活動
が展開されています．
サポーターさんやセン
ター関係者のニーズに
沿って内容をデザイン
します．
 例）子育て広場，フリ
ースペースの場づくり
の工夫，支援者のコミ
ュニケーション・スキ
ル研修，支援者同士の
チーム・ビルディング
②子育てサークルメン
バーを側面から支援す
るには？
・サークルメンバーの
交流ワークショップ
・サークルのリーダー
養成ワークショップほ
か
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はじめに

　秘書とは「上役が本来の職務に専念できるよう補佐

する者」と定義される．総務省統計局による平成9年

12月に改訂された「日本標準職業分類」によると，

秘書という職業は大分類1ではC事務従事者に分類され，

中分類では25一般事務従事者に，小分類では254秘書

の項目に掲載されている．秘書の項目内容には「国会

議員，会社社長・重役など高度に専門的，管理的な職

業従事者に対して内外との連絡，文書作成，スケジュ

ール調整などの日常的な業務を補助する仕事に従事す

るものをいう」と定義されている．

　秘書の定義における上役というのは，企業などの組

織体における直接の上司のことであるが，秘書が補佐

役としてつくのは一般に取締役クラス以上の管理職な

どの重要な役職者に限られている．諸外国においては，

ミドル・マネジメント（middle management）2を補

佐する秘書も存在するが，わが国では秘書が補佐役と

して担当する上役は，トップ・マネジメント（top 

management）3が多いものと思われる．

　トップ・マネジメントは社会的に責任のある地位に

あり，経営判断や意思決定などで極めて多忙な毎日を

送っている．限られた貴重な時間を本務遂行のために

最も有効に用いるには，必ずしも自身で担当する必要

のない実務を引き受けてくれる補佐役である秘書

（secretary）にそれを委譲（delegate）4する．しかし，

今までの秘書はサポートするという役割であったため，

補佐的な業務だけに甘んじてしまいがちであった．

　しかし，急速なIT化の進展により，秘書の求めら

れる役割や業務が大きく変容しているのではないだろ

うか．テキストなどにおける旧来の秘書の機能や業務

に対する定義や認識が時代とマッチングしていないの

ではないだろうかと疑問をもった．そこで，本論文で

はこの変容しつつあると思われる秘書の業務に焦点を

当て，広島の企業および病院にアンケート（依頼件数

510件　有効回答件数135件）を実施することで，現

代的な特徴を調査することにした5．第1章では，先行

研究について検討し，秘書の現代的特徴について詳述

する．第2章では，「現代秘書の業務，中でも来客の

応対」に焦点を当てその変化を調査・分析した．言葉

遣いや身だしなみでは，一般企業(医療と金融を除く

その他の企業)では私服化が進んでいること，医療で

は制服着用が主流であることがわかった．名刺の取り

扱いでは，同時交換が主流になりつつあることがわか

った．「茶菓接待における業務」では，金融で茶葉か

ら急須を用いて接待する比率が高いことがわかった．

[原著論文：査読付]
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「勤務中の服装」では，業種別の違いでカイ二乗検定

での有意差が見られた．第3章では，「情報管理にお

ける業務の変化」に焦点を当て，その調査項目を検討

した．「スケジュール管理」は紙ベースよりパソコン

ベースがやや多く，特に一般企業でパソコンベースが

多いことがわかった．「名刺の管理」の実態については，

金融業で名刺読み取りソフトやパソコンを利用してい

る人が多いことがわかった．第4章では，「国際化，効

率化と現代秘書」という視点から秘書業務の変化を検

討した．国際化については，秘書業務はあまり国際化

しておらず，このため日常的に英語能力は必要ではな

いことがわかった．効率化については，「丁寧な応対」

よりも「スピード」が求められているとする回答が多

かった．

第１章　秘書の現代的特徴

1-1  先行研究

　先行研究として，秘書業務の実態をアンケートによ

り調査した井原（1989）の研究がある．井原（1989）

は，昭和62年から63年にかけてアンケート調査を行

い，企業における女性秘書の業務内容について考察し

た．現在まかされている女性秘書の業務内容について

質問し，「現在まかされている業務」と「まかされて

いない業務」について，雇用者あるいは管理者の意見

を求め，特に「まかされていない業務」について今後

の可能性をさぐり，大阪地区及び福岡地区の2つの調

査を比較・検討したものである．福岡地区は400社，

大阪地区は248社に回答を求めた．有効回答件数は福

岡地区61社，大阪地区は53社であった．

　調査の結果としては，宴会の同席と国内外出張の随

行については，大阪・福岡ともに半数が女性秘書には

まかせられないという見方で一致している．しかし，

会合の運営については，現在まかせているが50％以

下であるが，女性秘書の能力向上により，90％まで

アップできるとみている．交際費の管理はまかされて

いる度合いが高いが，株主総会対策については約40

％，庶務業務のトラブル対応については約30％強が

大阪・福岡ともに共通して，女性には無理とみている．

重要文書の処理管理や慶弔の式場運営においては，大

阪がほとんどまかせている状態であり，福岡の実態と

かなりの違いがあった．さらに，業種別でみてみると，

両地区とも金融業において女性であるがゆえにまかせ

られないという意識が若干他業種よりも高い傾向にあ

った．

　この研究は，男性秘書と女性秘書の業務を比較・検

討したものであるが，調査の着手時点では，一般的に

秘書業務の性別における差違は縮小しているのではな

いかという仮説を想定していた．しかし，井原（1989）

が指摘するように，一般的動向よりも，業種別での差

異の現れ方の違いに注目すべきではないかと，考える

ようになった．

　そこで，本研究では，秘書業務の中でも「来客の応

対」と「情報の管理」に焦点を絞り，業務の実態と意

識の変化について，調査することとした．今回アンケ

ート調査した企業や医療機関に，秘書に相当する者は

いるか調査したところ，135件中「相当する者はいる」

が60件，「いない」が75件であった．そこで，本稿で

は秘書に相当する者がいる60件における業務の実態

や意識の変化についてみていきたい6．

1-2  秘書の現代的特徴

　まず，業種であるが，医療が34件で56.7％，金融が

11件で18.3％，その他の企業7が15件で25％であった．

1 日本標準職業分類分類項目表において、大分類はA専門的・技
術的職業従事者、B管理的職業従事者、C事務従事者、D販売
従事者、Eサービス職業従事者、F保安職業従事者、G農林漁
業作業者、H運輸・通信従事者、I生産工程・労務作業者、J分
類不能の職業の10に分類されている。

2 トップ・マネジメントの戦略的決定を実行するためには、設備、
組織、人員、技術、資金などの諸資源を調達し、これを構造
化し、さらにこれを開発していくことが必要である。戦略の
実行には必要な組織構造を計画したり、必要な人員計画、人
材を開発する能力開発計画を必要とする。ミドル・マネジメ
ント（中間管理層）は、このような管理計画の作成・立案と
実施の責任をもつとともに、生産や販売にたいする日常的管
理の責任者をなしている。（占部都美『経営学入門』中央経済社・
1999年・117ページより）

3 トップ・マネジメント（最高経営層）は、方針決定機関とし
ての取締役会（board of directors）とその方針を執行する最
高責任者である社長からなっている。企業の存続と成長をは
かるために、企業の内外の環境の変化にたいして企業全体を

適応させる戦略的決定を行っていくことがトップ・マネジメ
ントの主要な任務をなしている。戦略的決定を通じて、企業
の長期・短期の経営目標とそれを達成するための戦略決定が
なされる。（占部都美　前掲書・117ページより）

4 ここでいう補佐と権限委譲の概念の関係は興味ある課題であ
る。今後、バーナード（Chester I. Barnard）の権限委譲論

（Delegation theory）や経営組織論におけるラインアンドスタ
ッフ理論（Line and staff theory）から考えてみたい。

5 今後、東京や大阪、福岡で同様のアンケート調査を行い、結
果を検証していきたい。

6 本研究は、秘書業務の変化を調査するという目的であるため、
企業の場合は勤続5年以上、医療の場合は2年以上の方に回答
してもらうように依頼した。企業の選定においては、公開さ
れている広島県の企業・医療機関名簿からランダムに送付し
たものである。

7 その他の企業とは、サービスが5件で8.3％、卸・商社が3件で
5.0％、製造業が2件で3.3％、運輸業が2件で3.3％、建設業と
デパート・スーパー、マスコミがそれぞれ1件で1.7％である。
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－広島におけるアンケート調査結果から－

医療における秘書が34件で56.7％と半数以上を占め

ており，残り26件の43.3％が企業における秘書という

割合となった．したがって，回答件数の多い医療，金

融，その他の企業という3つの業種における秘書の実

態を検討することとする．

　秘書の勤務形態をみてみると，正社員が50件で

83.3%，非正社員8が10件で16.7%であった．8割以上

の秘書が正社員として勤務している状況である．業種

別に秘書の勤務形態をみてみると，医療では正社員が

26件で76.5%，非正社員は8件で23.5%，金融は正社員

が10件で90.9%，非正社員9は1件で9.1%，その他の企

業は正社員が14件で93.3%，非正社員10が1件で6.7%

であった．金融を含めた企業に勤務している秘書は9

割が正社員である．企業の秘書と比較して，非正社員

の割合が多かった医療の勤務形態を詳細にみてみると，

契約社員が3件で8.8%，嘱託が2件で5.9%，派遣社員

が1件で2.9%，パートが2件で5.9％であった．医療秘

書の勤務形態が多様化していることがわかる．

表1  業種別にみる秘書の勤務形態

正社員 非正社員 計

医療
26

（76.5）

8

（23.5）

34

（100）

金融
10

（90.9）

1

（9.1）

11

（100）

その他
14

（93.3）

1

（6.7）

15

（100）

計（件数）

（％）

50

（83.3）

10

（16.6）

60

（100）

　どのような形態で上役を補佐しているかを調査した

ところ，欧米などの企業に多くみられる上役個人につ

く「個人つき秘書」が11件で18.3％，日本の大企業に

多く，秘書室や秘書課に所属してグループ単位で上役

を補佐する「グループ秘書」が12件で20.0％，総務部

や人事部などに所属し，所属部門の仕事と上役の補佐

という秘書の仕事を兼務する「兼務型秘書」が35件

で58.3％，「チームつき秘書」が1件で1.7％，「その他」

が1件で1.7％であった．この広島での調査においては，

兼務型秘書が5割を占めていることが確認できた．広

島だけではなく中小企業が99.2%を占めるわが国では，

「兼務型秘書」が多いのではと推測される．この補佐

の形態を業種別でみてみると，医療では「兼務型秘書」

が19件で59.4%，「個人つき秘書」が7件で21.9%，「グ

ループ秘書」が6件で18.8％であった．金融は「グル

ープ秘書」が5件で45.5%，「個人つき秘書」が3件で

27.3% 11，「兼務型秘書」が3件で27.3%であった．そ

の他の企業は，「兼務型秘書」が13件で76.5%，「個人

つき秘書」が1件で5.9%，「グループ秘書」が1件で

5.9％，「チーム型秘書」が1件で5.9%，「その他」が1

件で5.9％であった．その他の企業では，「兼務型秘書」

が7割以上，医療では半数以上を占め，金融では「グ

ループ秘書」の形態が多い．以上のことから，医療で

は「兼務型秘書」と「個人つき秘書」がやや多く，金

融では「グループ秘書」が多く，その他の企業では「兼

務型秘書」が多いことがわかった．この結果は，企業

の規模や従業員数にも関係があると推測できる．一般

に，大企業では役員の人数が多いため，秘書室や秘書

課があり，グループで役員の補佐をする「グループ秘

書」の形態が多い．一方，中小企業では，比較的役員

の数が少ないため，秘書室や秘書課がなく，人事部や

総務部などに所属している社員が，社長などの役員の

秘書業務を兼務している「兼務型秘書」の形態が多く

とられている．なお，医療において「個人つき秘書」

が2割程度いるのは，院長秘書や理事長秘書など個人

につく場合があるものと考えられる．

表2  業種別にみる上役の補佐の形態

個人

つき

グル

ープ
兼務型

チーム

つき
その他 計

医療
7

（21.9）

6

（18.8）

19

（59.4）

0

（0）

0

（0）

32

（100）

金融
3

（27.3）

5

（45.5）

3

（27.3）

0

（0）

0

（0）

11

（100）

その他
1

（5.9）

１

（5.9）

13

（76.5）

1

（5.9）

1

（5.9）

17

（100）

計（件数）

（％）

11

（18.3）

12

（20.0）

35

（58.3）

1

（1.1）

1

（1.1）

60

（100）

　従業員数でみてみると，100人未満が9件で15.0％，

100 ～ 300人が18件で30.0％，300 ～ 500人が13件で

21.7％，500人～ 1000人が6件で10.0％，1000人以上

が14件で23.3％となっている．従業員数を業種別にみ

て み る と， 医 療 で は100 ～ 300人 が12件 で35.3 %，

8 詳細をみてみると、契約社員が4件で6.7%、嘱託が2件で3.3％、
派遣社員が2件で3.3％、パートが2件で3.3％という結果であ
った。

9 金融の非正社員は契約社員1件で9.1％である。

10 その他の企業の非正社員は、デパート・スーパーの1件で6.7
％である。

11 金融において、個人つき秘書が3割弱いるのは、今後インタビ
ュー調査などの検証が必要であるものと思われる。
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300 ～ 500人 が11件 で32.4 %，1000人 以 上 が4件 で

11.8%，100人未満が4件で11.8%，500 ～ 1000人が3

件で8.8％であった．医療機関の中でも規模の大きな

医療機関が多いが，企業規模に置き換えると中小規模

となるであろう．金融では，1000人以上が6件で

54.5 %，500 ～ 1000人 が2件 で18.2 %，300 ～ 500人

が2件で18.2%，100 ～ 300人が1件で9.1％であり，大

企業が多い．その他の企業は，100人未満が5件で

33.3％，100 ～ 300人が5件で33.3％，1000人以上が

4件で26.7％，500 ～ 1000人が1件で6.7％であった．

その他の企業では，中小企業が多く，業種別に従業員

数をみてみると，表2の上役の補佐の形態と関連がみ

てとれる．

表3  業種別にみる従業員数

100人

未満

100 ～

300人

300 ～

500人

500 ～

1000人

1000人

以上
計

医療
4

（11.8）

12

（35.3）

11

（32.4）

3

（8.9）

4

（11.8）

34

（100）

金融
0

（0）

1

（9.1）

2

（18.2）

2

（18.2）

6

（54.5）

11

（100）

その他
5

（33.3）

5

（33.3）

0

（0）

1

（6.7）

4

（26.7）

15

（100）

計（件数）

（％）

9

（15.0）

18

（30.0）

13

（21.7）

6

（10.0）

14

（23.3）

60

（100）

　回答者の性別は，男性が25件で41.7％，女性が35

件で58.3％であり，女性の秘書からの回答が半数以上

を占めている．業種別にみてみると，医療では男性が

12件で35.3％ 12，女性が22件で64.7％，金融では男性

が4件で36.4％，女性が7件で63.6％，その他の企業で

は男性が10件で66.7％，女性が5件で33.3％であった．

その他の企業では男性が多く，医療や金融においても

3割の秘書が男性である13．一般に，欧米では99％の

秘書が女性であり，日本では男女の比率は1対3であ

る．比較的日本で男性秘書の比率が高いのは，秘書室

や秘書課というグループ組織において，男性と女性の

役割分業があったからである．日本的経営という特殊

な体質により，接待や上役の随行など男性でなければ

務まらないとされていた業務があり，女性は男性の補

助的な存在におかれることが多かった．この男女の役

割分業は，1986年の男女雇用機会均等法の施行など

により，女性が管理職に昇進する割合もわずかではあ

るが高くなり，キャリア志向の女性が増え，徐々に改

善しつつある．男性と同様に，ブレーン秘書とよばれ

る者がこれから先増えていくものと思われる．

表4  業種別にみる秘書の性別

男性 女性 計

医療
12

（35.3）

22

（64.7）

34

（100）

金融
4

（36.4）

7

（63.6）

11

（100）

その他
10

（66.7）

5

（33.3）

15

（100）

計（件数）

（％）

26

（43.3）

34

（56.7）

60

（100）

　回答者の年齢は，30代が25件で41.7％と一番多く，

つづいて50代以上が16件で26.7％，40代が13件で

21.7％，20代が6件で10.0％であり，10代の秘書はい

なかった．業種別にみてみると，医療では30代が16

件で47.1％と最も多く，次いで50代が10件で29.4％，

40代が4件で11.8％，20代が4件で11.8％であった．

50代の秘書も3割弱勤務しており，比較的年配の秘書

が多いことがわかった．医療の現場では，現場経験と

医療事務や医療秘書などの専門知識が求められるため，

勤務経験のあるベテランの秘書が求められているので

はないかと考えられる．また，事務部門の管理職が回

答している場合も考えられるであろう．金融では30

代が6件で54.5％，40代が3件で27.3％，20代が2件で

18.2％であり，30代の秘書が半数を占めている．その

他 の 企 業 で は，50代 が6件 で40.0 ％，40代 が6件 で

40.0％，30代が3件で20.0％であった．その他の企業

では，年配の秘書が多く，役に就いている可能性が考

えられ，性別を業種別にみた表4と関連がみてとれる．

表5  業種別にみる秘書の年齢

10代 20代 30代 40代 50代以上 計

医療
0

（0）

4

（11.8）

16

（47.1）

4

（11.8）

10

（29.4）

34

（100）

金融
0

（0）

2

（18.2）

6

（54.5）

3

（27.3）

0

（0）

11

（100）

12 医療において、男性の秘書が3割程度回答しているのは、大変
興味深い点であり、事務部門の管理職が回答しているものと
推測できる。それは、回答者の年齢からも推測可能であるが、
医療では50代の秘書が3割弱存在していることと関係してい
るものと思われる。

13 秘書室や秘書課がある大企業においては、秘書室長や秘書課
長など役付に男性が就く場合も多いと考えられ、対外的な業
務にも随行するなど男性秘書が一定数存在しているものと思
われる。
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その他
0

（0）

2

（18.2）

3

（20.0）

6

（40.0）

6

（40.0）

15

（100）

計（件数）

（％）

0

（0）

6

（10.0）

25

（46.7）

13

（21.7）

16

（26.7)

60

（100）

第２章　来客応対における業務の変化

2-1  言葉遣いや身だしなみにおける意識の変化

　本研究では，秘書業務の中でも「来客の応対」と「情

報の管理」に焦点を絞り，秘書の業務や意識に変化が

現れていないか調査した14．＜応対の際の言葉遣い＞

において，丁寧語・尊敬語・謙譲語を正しく使い分け

ているか確認したところ，「そうしている」が25件で

41.7％，「ややそうしている」が30件で50.0％，「あま

りしていない」が2件で3.3％，「していない」は0件で

あり，9割以上の秘書が正しく使い分けていると回答

している．応対の基本となる言葉遣いには，先方に失

礼のないよう気を配っていることがわかる．

　ところが，基本的な敬語表現であれば，丁寧語・尊

敬語・謙譲語を厳密に使い分ける必要はなくなってき

たと思うかを質問したところ，「そう思う」が4件で

6.7％，「ややそう思う」が26件で43.3％，「あまり思

わない」が19件で31.7％，「思わない」が8件で13.3％

であった．半数近くの秘書が，「そう思う」と回答し

ている．業種別にみてみると，医療では「そう思う」

が2件で6.1％，「やや思う」が13件で39.4％，「あまり

思わない」が13件で39.4％，「思わない」が5件で15.2

％であり，5割以上の秘書は厳密に使い分ける必要が

あると回答している．昨今，モンスターペイシェント

の出現が問題となっていることもあり，患者さまと呼

ぶ医療機関も出てくるなど応対には気を配っている医

療の現状が現れているのではないだろうか．金融では，

「やや思う」が6件で66.7％，「あまり思わない」が3件

で33.3％であった．6割以上の秘書が厳密に使い分け

る必要はなくなってきたと思うと回答している．その

他の企業では，「そう思う」が2件で13.3％，「やや思う」

が7件で46.7％，「あまり思わない」が3件で20.0％，「思

わない」が3件で20.0％であった．つまり，金融やそ

の他の企業では6割以上の秘書が，3種類の敬語を厳

密に使い分ける必要がなくなってきたと思うと回答し

ており，金融やその他の企業における秘書の意識の変

化がみてとれる結果となった．以上のことから，秘書

の言葉遣いでは，「敬語の使い分け」が望ましいと評

価しているものの実際には，その厳密な使い分けは，

金融やその他の企業において必ずしも必要ではなくな

ってきていると考えられており，企業における秘書の

意識の変化がみられた．

表6  丁寧語・尊敬語・謙譲語を使い分ける必要はなくな

　　ってきたと思う（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

医療
2

（6.1）

13

（39.4）

13

（39.4）

5

（15.2）

33

（100）

金融
0

（0）

6

（66.7）

3

（33.3）

0

（0）

9

（100）

その他
2

（13.3）

7

（46.7）

3

（20.0）

3

（20.0）

15

（100）

計（件数）

（％）

4

（7.0）

26

（45.6）

19

（33.3）

8

（14.0）

57

（100）

　次に，＜身だしなみ＞についての秘書の意識である

が，身だしなみは現代の実情として，秘書のテキスト

等とは異なり，自由さが大きいと思うか調査したとこ

ろ，「そう思う」が4件で6.7％，「やや思う」が24件で

40.0％，「あまり思わない」が14件で23.3％，「思わな

い」が9件で15.0％という結果であった．業種別にみ

てみると，医療では「そう思う」が2件で6.7％，「や

や思う」が18件で60.0％，「あまり思わない」が5件

で16.7％，「思わない」が5件で16.7％であった．医療

では，6割以上の秘書がやや自由さが大きくなってき

ていると回答していることがわかった．

　金融では，「そう思う」が1件で11.1％，「やや思う」

が3件で33.3％，「あまり思わない」が3件で33.3％，「思

わない」が2件で22.2％であった．金融では半数以上

の秘書が「思わない」と回答している．その他の企業

では，「そう思う」が1件で8.3％，「やや思う」が3件

で25.0％，「あまり思わない」が6件で50.0％，「思わ

ない」が2件で16.7％であった．やはり，その他の企

業でも半数以上の秘書が「思わない」と回答している．

医療においては，身だしなみにおける自由さが大きく，

比較的企業では身だしなみに厳しく，自由さがあまり

ないことが推測できる．

表7  身だしなみは現代の実情として，秘書のテキスト等

　　とは異なり，自由さが大きいと思う（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

14 秘書業務の実態や意識に関するアンケートにおいて、職場に
ない業務等、回答しにくい項目がある場合は、回答不要とし
たため、各アンケートの総数が異なっている。
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医療
2

（6.7）

18

（60.0）

5

（16.7）

5

（16.7）

30

（100）

金融
1

（11.1）

3

（33.3）

3

（33.3）

2

（22.2）

9

（100）

その他
1

（8.3）

3

（25.0）

6

（50.0）

2

（16.7）

12

（100）

計（件数）

（％）

4

（7.9）

24

（47.1）

14

（27.5）

9

（17.6）

51

（100）

　さらに，勤務中の服装について女性秘書に確認した
15．医療では制服が19件で82.6％，私服が4件で17.4

％であった．医療では，8割以上の秘書が制服を着用

して勤務しており，衛生上の問題があるものと思われ

る．金融では，制服が4件で57.1％，私服が3件で42.9

％であった．金融機関の窓口においては，私服化が進

んでいる印象があるが，秘書室や秘書課がある大企業

が多く，スタッフ部門で働く秘書は4割程度が制服で

勤務していることがわかる．その他の企業では，制服

が2件で22.2％，私服が7件で77.8％であり，その他の

企業で私服化が進んでいる．私服で勤務する秘書が多

い反面，身だしなみには自由さがなく，非常に気を配

っていることがわかる．また，表8においては，カイ

二乗検定を行ったところ，χ²＝29.2，f＝2，29.2＞

9.21となり，（危険率1％水準）有意差があるといえる

結果となった．

　以上の検討から，秘書の身だしなみについては，医

療において自由さが大きくなってきており，比較的企

業では身だしなみに厳しく，自由さがあまりないこと

がわかった．勤務中の服装については，医療では8割

以上の秘書が制服で勤務しており，金融では5割以上

の秘書が制服で勤務している．これに対して，その他

の企業では私服化が進んでいる．比較すると，金融業

で身だしなみに厳しい現状がみてとれる結果となった．

表8  勤務中の服装（女性回答・業種別）

制服 私服 計

医療
19

（82.6）

4

（17.4）

23

（100）

金融
4

（57.1）

3

（42.9）

7

（100）

その他
2

（22.2）

7

（77.8）

9

（100）

計（件数）

（％）

25

（64.1）

14

（35.9）

39

（100）

2-2  名刺の取り扱いや茶菓接待における業務の変化

　来客の応対において，名刺を受け取る際や名刺交換

の際は，両手で受け取るのが基本であるが，実情はど

うか調査したところ，「そうしている」が47件で78.3

％，「ややそうしている」が8件で13.3％，「あまりし

ていない」が3件で5.0％であった．ビジネスにおいて，

相手の分身ともいえる名刺を受け取る際は，両手で行

うのが基本であるというマナーは，現代においても変

わりがないようである．

　ところが，名刺を交換する際は，同時に交換する（右

手で自分の名刺を差し出し，左手で相手の名刺を受け

取っている）のか確認したところ，「そうしている」

が24件で40.0％，「ややそうしている」が10件で16.7

％，「あまりしていない」が6件で10.0％，「していない」

が8件で13.3％であった．業種別にみてみると，医療

では「そうしている」が11件で42.3％，「ややそうし

ている」が7件で26.9％，「あまりしていない」が4件

で15.4％，「していない」が4件で15.4％であった．金

融では，「そうしている」が5件で71.4％，「あまりし

ていない」が，1件で14.3％，「していない」が1件で

14.3％であった．医療では6割，金融では7割以上の秘

書が同時交換している．その他の企業では，「そうし

ている」が24件で51.1％，「ややそうしている」が9

件で19.1％，「あまりしていない」が6件で12.8％，「し

ていない」が8件で17.0％であった．その他の企業に

おいても7割以上の秘書が同時交換をしており，どの

業種においても名刺の同時交換が主流になってきてい

る．

表9  名刺交換をする際は，同時に交換する16（業種別）

そうして

いる

ややそう

している

あまりして

いない
していない 計

医療
11

（42.3）

7

（26.9）

4

（15.4）

4

（15.4）

26

（100）

金融
5

（71.4）

0

（0）

1

（14.3）

1

（14.3）

7

（100）

その他
8

（57.1）

2

（14.3）

1

（7.1）

3

（21.4）

14

（100）

計（件数）

（％）

24

（51.1）

9

（19.1）

6

（12.8）

8

（17.0）

47

（100）

　さらに，茶菓接待において，急須を用いて茶葉から

入れるのか，ペットボトルやお茶・コーヒーなどのサ

ーバーを利用するのかを調査した．茶菓接待において，

15 勤務中の制服について、女性秘書に回答を求めたが、男性秘
書が回答しているものが含まれているものと思われる。本調
査の女性の総数は34名である。

16 同時交換とは、右手で自分の名刺を差し出し、左手で相手の
名刺を受け取ること。
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急須を用いて茶葉から入れるのかを業種別にみてみる

と，医療では「している」が18件で62.1％，「してい

ない」が11件で37.9％であった．金融では「している」

が8件で88.9％，「していない」が1件で11.1％である．

金融では9割弱の秘書がお茶を出す際，茶葉から入れ

ている．その他の企業では，「している」が9件で60.0

％，「していない」が6件で40.0％であった．医療とそ

の他の企業では，約6割の秘書が茶葉から入れて接待

しているが，約4割の秘書が茶葉から入れていないこ

とがわかった．

表10  茶菓接待は急須を用いて茶葉から入れる（業種別）

している していない 計

医療
18

（62.1）

11

（37.9）

29

（100）

金融
8

（88.9）

1

（11.1）

9

（100）

その他
9

（60.0）

6

（40.0）

15

（100）

計（件数）

（％）

35

（66.0）

18

（34.0）

53

（100）

　ペットボトルやお茶・コーヒーなどのサーバーがあ

るので，それを利用しているのか業種別に調査したと

ころ，医療では「している」が15件で50.0％，「して

いない」が15件で50.0％であった．医療機関では，半

数の秘書がペットボトルやサーバーを利用して，来客

を接待している場合もあることが判明した．金融では，

「している」が4件で44.4％，「していない」が5件で

55.6％であった．その他の企業では，「している」が8

件で57.1％，「していない」が6件で42.9％であった．

医療とその他の企業では，半数以上の秘書が，ペット

ボトルやお茶・コーヒーのサーバーを利用して，来客

を接待している場合もあることがわかった．

　以上の検討から，名刺を交換する際は，どの業種に

おいても同時交換が主流になってきていることがわか

った．また，金融では，お茶を入れる際，8割以上の

秘書が茶葉から入れると回答していた．医療やその他

の一般企業では，お茶・コーヒーなどのサーバーを半

数の秘書が利用し，応対していることがわかった．

表11  ペットボトル，お茶やコーヒーのサーバーがある

　　　ので，それを利用している（業種別）

している していない 計

医療
15

（50.0）

15

（50.0）

30

（100）

金融
4

（44.4）

5

（55.6）

9

（100）

その他
8

（57.1)

6

（42.9）

14

（100）

計（件数）

（％）

27

（50.9）

26

（49.1）

53

（100）

第３章　情報管理における業務の変化

3-1  スケジュール管理

　情報の管理における業務に変化がないか調査するた

め，「スケジュール管理」と「名刺の管理」に焦点を

絞って，研究を進めた．まず，スケジュール管理はス

ケジュール帳を用いて紙ベースで行っている秘書が多

いのか調査したところ，医療では「多い」が19.0％，「や

や多い」が28.6％，「あまり多くない」が28.6％，「多

くない」が23.8％であった．若干の差であるが，紙ベ

ースでスケジュール管理をする秘書は半数以下となっ

ている．金融では，「多い」が2件で25.0％，「やや多い」

が2件で25.0％，「あまり多くない」が2件で25.0％，「多

くない」が2件で25.0であった．ちょうど半数の秘書が，

紙ベースでスケジュール管理を行っている．その他の

企業では，「多い」が1件で6.7％，「やや多い」が5件

で33.3％，「あまり多くない」が3件で20.0％，「多く

ない」が6件で40.0％であった．その他の企業では，

比較的紙離れが進んでいるようである．

表12  現在，スケジュール管理はスケジュール帳を用い

　　　て紙ベースで行っている秘書が多い（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
4

（19.0）

6

（28.6）

6

（28.6）

5

（23.8）

21

（100）

金融
2

（25.0）

2

（25.0）

2

（25.0）

2

（25.0）

8

（100）

その他
1

（6.7）

5

（33.3）

3

（20.0）

6

（40.0）

15

（100）

計（件数）

（％）

7

（15.9）

13

（29.5）

11

（25.0）

13

（29.5）

44

（100）

　さらに，現在，スケジュール管理は専用ソフトを用

いてパソコン上で行っている秘書が多いか確認したと

ころ，医療では「多い」が8件で36.4％，「やや多い」

が3件で13.6％，「あまり多くない」が7件で31.8％，「多

くない」が4件で18.2％であった．約半数の秘書が，

スケジュールを管理する際，パソコン上で行っている

ようである．金融では，「多い」が1件で12.5％，「や
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や多い」が3件で37.5％，「あまり多くない」が2件で

25.0％，「多くない」が2件で25.0％であった．ちょう

ど半数の秘書が，スケジュール管理をパソコン上で行

っており，表12の結果と一致している．その他の企

業では，「多い」が7件で50.0％，「やや多い」が4件で

28.6％，「あまり多くない」が3件で21.4％，「多くない」

は回答者がいなかった．その他の企業では8割弱の秘

書が，スケジュール管理をパソコン上で行っており，

IT化が進んでいるようである．

表13  現在，スケジュール管理は専用ソフトを用いて

　　　パソコン上で行っている秘書が多い（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
8

（36.4）

3

（13.6）

7

（31.8）

4

（18.2)

22

（100）

金融
1

（12.5）

3

（37.5）

2

（25.0）

2

（25.0）

8

（100）

その他
7

（50.0）

4

（28.6）

3

（21.4）

0

（0）

14

（100）

計（件数）

（％）

16

（36.4）

10

（22.7）

12

（27.3）

6

（13.6）

44

（100）

3-2  名刺の管理

　現在，名刺を管理する際は，名刺整理箱や名刺整理

簿を利用している秘書が多いか調査したところ，医療

では「多い」が4件で20.0％，「やや多い」が7件で

35.0％，「あまり多くない」が5件で25.0％，「多くない」

が4件で20％であった．医療では，半数以上の秘書が

名刺を管理する際は，名刺整理箱や名刺整理簿を利用

している．金融では，「多い」が1件で16.7％，「やや

多い」が3件で50.0％，「あまり多くない」が2件で

33.3％であった．その他の企業では，「多い」が6件で

46.2％，「やや多い」が4件で30.8％，「あまり多くない」

が2件で15.4％，「多くない」が1件で7.7％であった．

金融では6割以上，その他の企業では7割以上の秘書

が名刺整理箱や名刺整理簿を利用しており，名刺の整

理に関しては，IT化が進んでいないようである．

表14  現在，名刺を管理する際は，名刺整理箱や名刺

　　　整理簿を利用している秘書が多い（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
4

（20.0）

7

（35.0）

5

（25.0）

4

（20.0）

20

（100）

金融
1

（16.7）

3

（50.0）

2

（33.3）

0

（0）

6

（100）

その他
6

（46.2）

4

（30.8）

2

（15.4）

1

（7.7）

13

（100）

計（件数）

（％）

11

（43.6）

14

（35.9）

9

（23.1）

5

（12.8）

39

（100）

　そこで，現在，名刺を管理する際は，名刺読み取り

ソフト等を用いて，パソコン上で管理している秘書が

多いのか再確認したところ，医療では「多い」が2件

で10.5％，「やや多い」が2件で10.5％，「あまり多く

ない」が7件で36.8％，「多くない」が8件で42.1％で

あった．金融では「多い」が2件で25％，「やや多い」

が2件で25％，「あまり多くない」が1件で12.5％，「多

くない」が3件で37.5％であった．金融では，半数の

秘書が名刺読み取りソフト等を用いて，パソコン上で

名刺を管理している．その他の企業においては，「多い」

が1件で8.3％，「やや多い」が0件，「あまり多くない」

が5件で41.7％，「多くない」が6件で50.0％であった．

表14の結果と若干の差はあるが，ほぼ一致している．

名刺を管理する際，金融の秘書は半数がパソコン上で

管理しており，名刺整理箱や名刺整理簿を併用してい

る可能性もある．医療やその他の企業では，名刺整理

箱や名刺整理簿を利用している秘書が多いことがわか

った．

表15  現在，名刺を管理する際は，名刺読み取りソフト

　　　等を用いて，パソコン上で管理している秘書が

　　　多い（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
2

（10.5）

2

（10.5）

7

（36.8）

8

（42.1）

19

（100）

金融
2

（25.0）

2

（25.0）

1

（12.5）

3

（37.5)

8

（100）

その他
1

（8.3）

0

（0）

5

（41.7）

6

（50.0）

12

（100）

計（件数）

（％）

5

（12.8）

4

（10.3）

13

（33.3）

17

（43.6）

39

（100）

  さらに，現在，企業・病院の概要や人物について調

べる際は，会社四季報や役員四季報等の書籍を利用し

ている秘書が多いかどうか調査したところ，医療では

「多い」が2件で9.5％，「やや多い」が1件で4.8％，「あ

まり多くない」が6件で28.6％，「多くない」が12件

で57.1％であった．金融では，「多い」が0件，「やや

多い」が1件で14.3％，「あまり多くない」が3件で

42.9％，「多くない」が3件で42.9％であった．その他

の企業では，「多い」が2件で15.4％，「やや多い」が
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3件で23.1％，「あまり多くない」が6件で46.2％，「多

くない」が2件で15.4％であった．医療と金融では8割

以上，その他の企業では6割以上の秘書が，企業・病

院の概要や人物について調べる際は，書籍を利用する

ことは少ないという結果が出ている．

表16  現在，企業・病院の概要や人物について調べる際は，

　　　会社四季報や役員四季報等の書籍を利用している

　　　秘書が多い（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
2

（9.5）

1

（4.8）

6

（28.6）

12

（57.1）

21

（100）

金融
0

（0）

1

（14.3）

3

（42.9）

3

（42.9）

7

（100）

その他
2

（15.4）

3

（23.1）

6

（46.2）

2

（15.4）

13

（100）

計（件数）

（％）

4

（9.8）

5

（12.2）

15

（36.9）

17

（41.5）

41

（100）

　そこで，現在，企業・病院の概要や人物について調

べる際は，企業や病院のホームページや日経テレコン

等を用いて，インターネットを利用している秘書が多

いか再確認した．医療では，「多い」が9件で36.0％，「や

や多い」が10件で40.0％，「あまり多くない」が4件

で16.0％，「多くない」が2件で8.0％であった．金融

では，「多い」が5件で62.5％，「やや多い」が2件で

25.0％，「あまり多くない」が0件，「多くない」が1件

で12.5％であった．その他の企業では，「多い」が7件

で46.7％，「やや多い」が8件で53.3％，「あまり多く

ない」と「多くない」は0件であった．情報を調べる

際は，インターネットを利用することが主流になって

きている．

　以上の検討から，スケジュールを管理する際は，医

療とその他の企業ではパソコン上で管理することが主

流になってきており，金融では紙ベースで行う秘書と

パソコン上で管理する秘書と半々であった．名刺の管

理においては，どの業種においても，名刺整理箱や名

刺整理簿を利用しているが，情報を調べる際は，イン

ターネットを利用することが主流になってきている．

表17  現在，企業・病院の概要や人物について調べる際は，

　　　企業や病院のホームページや日経テレコン等を用

　　　いて，インターネットを利用している秘書が多い

　　　（業種別）

多い やや多い
あまり多く

ない
多くない 計

医療
9

（36.0）

10

（40.0）

4

（16.0）

2

（8.0）

25

（100）

金融
5

（62.5）

2

（25.0）

0

（0）

1

（12.5）

8

（100）

その他
7

（46.7）

8

（53.3）

0

（0）

0

（0）

15

（100）

計（件数）

（％）

21

（43.8）

20

（41.7）

4

（8.3）

3

（6.3）

48

（100）

第４章　意識の変化　―国際化・効率化に向けて

4-1　国際化に向けて

　秘書の応対において，電話や来客応対など仕事をす

るうえで，日常的に英語等の語学力が必要になること

があるか調査したところ，医療では「よくある」が0件，

「たまにある」が10件で29.4％，「あまりない」が14

件で41.2％，「全くない」が10件で29.4％であった．

金融では，「よくある」が0件，「たまにある」が1件

で11.1％，「あまりない」が4件で44.4％，「全くない」

が4件で44.4％であった．その他の企業では，「よくあ

る」が1件で6.7％，「たまにある」が4件で26.7％，「あ

まりない」が7件で46.7％，「全くない」が3件で20％

であった．医療では7割，金融では9割弱，その他の

企業では6割強の秘書が日常的に英語等の語学力が必

要になることはないと回答している．

表18　電話や来客応対など仕事をするうえで，日常的に

　　　英語等の語学力が必要になることがある（業種別）

よくある
たまに

ある

あまり

ない
全くない 計

医療
0

（0）

10

（29.4）

14

（41.2）

10

（29.4）

34

（100）

金融
0

（0）

1

（11.1）

4

（44.4）

4

（44.4）

9

（100）

その他
1

（6.7）

4

（26.7）

7

（46.7）

3

（20.0）

15

（100）

計（件数）

（％）

1

（1.7）

15

（25.9）

25

（43.1）

17

（29.3）

58

（100）

　そこで，現代の秘書は国際化していると思うか意識

調査したところ，医療では「そう思う」が0件，「や

や思う」が11件で36.7％，「あまり思わない」が12件

で40.0％，「思わない」が7件で23.3％であった．金融

では，「そう思う」が0件，「やや思う」が5件で45.4％，

「あまり思わない」が5件で45.4％，「思わない」が1件

で9.1％であった．その他の企業では，「そう思う」が

4件で30.8％，「やや思う」が0件，「あまり思わない」

が9件で69.2％，「思わない」が0件であった．医療で
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は6割以上の秘書が「思わない」と回答し，比較的語

学力を駆使して業務を行っているその他の企業では，

7割弱の秘書が「思わない」と回答している．比較的

語学力を必要としない金融において，4割以上の秘書

が国際化していると思うと回答しているのは興味深い．

今後，インタビュー調査を行うなど，検証する必要が

あろう．

　以上の検討から，国際化における秘書業務やその意

識は，医療では7割，金融では9割弱，その他の企業

では6割強の秘書が日常的に英語等の語学力は必要な

いと回答している．昨今，楽天やソフトバンクのよう

に，英語を公用語とする企業も出てくるなど，秘書業

務においても国際化が進みつつあるのかと考えていた

が，地方都市の医療では3割弱，金融では1割，その

他の企業では3割の秘書が英語等の語学力が必要にな

ることがあると回答するに留まった．また，医療では

6割以上の秘書が国際化していると思わないと回答し

ている．語学力を生かして業務を行っているその他の

企業でも，7割弱の秘書が思わないと回答している．

これに対し金融業では，4割以上の秘書が国際化して

いると思うと回答している．

表19　現代の秘書は国際化していると思う（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

医療
0

（0）

11

（36.7）

12

（40.0）

7

（23.3）

30

（100）

金融
0

（0）

5

（45.5）

5

（45.5）

1

（9.1）

11

（100）

その他
4

（30.8）

0

（0）

9

（69.2）

0

（0）

13

（100）

計（件数）

（％）

4

（7.4）

16

（29.6）

26

（48.1）

8

（14.8）

54

（100）

4-2　効率化に向けて

　秘書の業務はテキストやマニュアルとは異なり，簡

略化したほうがよいと思うか調査したところ，医療で

は「そう思う」が0件，「やや思う」が16件で53.3％，「あ

まり思わない」が14件で46.7％，「思わない」が0件

であった．金融では，「そう思う」が0件，「やや思う」

が4件で36.4％，「あまり思わない」が6件で54.5％，「思

わない」が1件で9.1％であった．その他の企業では「そ

う思う」が1件で9.1％，「やや思う」が3件で27.3％，「あ

まり思わない」が6件で54.5％，「思わない」が1件で

9.1％であった．全体的に秘書の年齢層が高いにもか

かわらず医療では5割以上，金融では3割以上，その

他の企業でも3割以上の秘書が秘書の業務はテキスト

やマニュアルとは異なり，簡略化したほうがよいと回

答しており，現代の秘書の意識の変化がみてとれる．

表20　秘書の業務はテキストやマニュアルとは異なり，

　　　簡略化したほうがよい（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

医療
0

（0）

16

（53.3）

14

（46.7）

0

（0）

30

（100）

金融
0

（0）

4

（36.4）

6

（54.5）

1

（9.1）

11

（100）

その他
1

（9.1）

3

（27.3）

6

（54.5）

1

（9.1）

11

（100）

計（件数）

（％）

1

（1.9）

23

（44.2）

26

（50.0）

2

（3.8）

52

（100）

　そこで，現在，どちらかといえば丁寧な応対よりも

スピードが求められると思うか確認したところ，医療

では「そう思う」が2件で6.7％，「やや思う」が14件

で46.7％，「あまり思わない」が12件で40.0％，「思わ

ない」が2件で6.7％であった．金融では「そう思う」

が0件，「やや思う」が7件で70.0％，「あまり思わない」

が3件で30.0％であった．その他の企業では，「そう思

う」が4件で30.8％，「やや思う」が3件で23.1％，「あ

まり思わない」が4件で30.8％，「思わない」が2件で

15.4％であった．医療では5割，金融では7割，その他

の企業では5割以上の秘書が「丁寧な応対」よりも「ス

ピード」が求められると思うと回答している．

　以上の検討から，業務効率化に対する秘書の意識は，

医療では5割以上，金融では3割以上，その他の企業

でも3割以上の秘書が「業務を簡略化したほうがよい」

と回答しており，現代の秘書の意識の変化がみてとれ

る結果となった．さらに，医療では5割，金融では7割，

その他の企業では5割以上の秘書が，「丁寧な応対」よ

りも「スピード」が求められると思うと回答している．

表21　現在，どちらかといえば丁寧な応対よりもスピー

　　　ドが求められる（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

医療
2

（6.7）

14

（46.7）

12

（40.0）

2

（6.7）

30

（100）

金融
0

（0）

7

（70.0）

3

（30.0）

0

（0）

10

（100）

その他
4

（30.8）

3

（23.1）

4

（30.8）

2

（15.4）

13

（100）

計（件数）

（％）

6

（11.3）

24

（45.3）

19

（35.8）

4

（7.5）

53

（100）
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結論―秘書業務の現代的特徴と今後の課題

　現代の秘書業務の実態や意識において，どのような

変化が見られるのかをアンケート調査の結果をもとに

検討してきた．調査結果として､ 以下の点が明らかに

なった．

(1)「来客応対における業務の変化」では､ 次のこと

がわかった．

　言葉遣いや身だしなみにおける意識では，金融やそ

の他の企業では6割以上の秘書が，3種類の敬語を厳

密に使い分ける必要がなくなってきたと思うと回答し

ており，企業における秘書の意識の変化がみてとれる

結果となった．勤務中の服装は，医療では，8割以上

の秘書が制服を着用して勤務しており，その他の企業

で私服化が進んでいることがわかった．

　名刺を交換する際は，どの業種においても同時交換

が主流になってきていることがわかった．また，金融

では，お茶を入れる際，8割以上の秘書が茶葉から入

れると回答していた．医療やその他の一般企業では，

お茶・コーヒーなどのサーバーを半数の秘書が利用し，

応対していることがわかった．

(2)「情報管理における業務の変化」では､ 次のこと

がわかった．

　スケジュールを管理する際は，医療とその他の企業

ではパソコン上で管理することが主流になってきてお

り，金融では紙ベースで行う秘書とパソコン上で管理

する秘書と半々であった．名刺の管理においては，ど

の業種においても，名刺整理箱や名刺整理簿を利用し

ているが，情報を調べる際は，インターネットを利用

することが主流になってきている．

(3)「国際化や効率化に向けての意識の変化」では，

次のことがわかった．

　国際化における秘書業務やその意識は，医療では7

割，金融では9割弱，その他の企業では6割強の秘書

が日常的に英語等の語学力は必要ないと回答している．

昨今，英語を公用語とする企業も出てくるなど，秘書

業務においても国際化が進みつつあるのかと考えてい

たが，地方都市の医療では3割弱，金融では1割，そ

の他の企業では3割の秘書が英語等の語学力が必要に

なることがあると回答するに留まった．また，医療で

は6割以上の秘書が国際化していると思わないと回答

している．語学力を生かして業務を行っているその他

の企業でも，7割弱の秘書が思わないと回答している．

これに対し金融業では，4割以上の秘書が国際化して

いると思うと回答している．

　業務効率化に対する秘書の意識は，医療では5割以

上，金融では3割以上，その他の企業でも3割以上の

秘書が「業務を簡略化したほうがよい」と回答してお

り，現代の秘書の意識の変化がみてとれる結果となっ

た．さらに，医療では5割，金融では7割，その他の

企業では5割以上の秘書が，「丁寧な応対」よりも「ス

ピード」が求められると思うと回答している．

　全体的にみてみると，医療やその他の企業では，業

務において概ねIT化が進んでいることがわかった．金

融では，お茶を入れる際は茶葉から入れることが多く，

スケジュール管理は紙ベースで行う秘書とパソコン上

で管理する秘書と半々であるなど，比較的従来の秘書

学のテキストに近い業務の仕方がみられる結果となっ

た．どの業種においても，業務上，英語等の語学力を

生かす場面が日常的には少ないこともわかった．意識

のうえでも業務の国際化が進行しているとはいえず，

「丁寧な応対」よりも「スピード」が求められる時代

になっていることがわかった．

　最後に，時には専門知識を発揮してサポートするな

ど，前に出て業務を行うことも必要だと思うか調査し

たところ，医療では「そう思う」が2件で6.7％，「や

や思う」が15件で50.0％，「あまり思わない」が9件

で30.0％，「思わない」が4件で13.3％であった．金融

では「そう思う」が2件で18.2％，「やや思う」が3件

で27.3％，「あまり思わない」が5件で45.5％，「思わ

ない」が１件で9.1％であった．その他の企業では，「そ

う思う」が3件で25.0％，「やや思う」が5件で41.7％，「あ

まり思わない」が2件で16.7％，「思わない」が2件で

16.7％であった．医療では5割以上，金融では4割，そ

の他の企業では6割以上の秘書が時には専門知識を発

揮してサポートするなど，前に出て業務を行うことも

必要であると回答していることがわかった．

表22　時には専門知識を発揮してサポートするなど，前

　　　に出て業務を行うことも必要だと思う（業種別）

そう思う やや思う
あまり思

わない
思わない 計

医療
2

（6.7）

15

（50.0）

9

（30.0）

4

（13.3）

30

（100）

金融
2

（18.2）

3

（27.3）

5

（45.5）

1

（9.1）

11

（100）

その他
3

（25.0）

5

（41.7）

2

（16.7）

2

（16.7）

12

（100）

計（件数）

（％）

7

（13.2）

23

（43.4）

16

（30.2）

7

（13.2）

53

（100）
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　秘書学のテキストにおいては，秘書は黒子にも例え

られ，縁の下の力持ちに徹するのが一般的であったが，

現代の秘書の意識は変化してきており，秘書教育を行

う際は，テキストにとらわれず，時代や現場に即した

教育が求められるであろうし，新しく作成するテキス

トにおいては，秘書業務の進め方を現代と合ったもの

にする必要があるのではないかというのが本論の結論

である．
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バスケットボールの「前進型」プレイの「流れ」

川面　剛1），八板　昭仁1），大山　泰史1），青柳　領2），今村　律子3）

九 共 大 紀 要
第4巻　第2号
２０１４年 ３ 月

要　　旨

　本研究では，ファストブレイクやアーリーオフェンスなどのボールを絶えず前へ進める「前進型プレイ」にお

いて，時系列にプレイした状況が次の状況を発生させる「プレイの流れ」があることに着目し，各状況間の相関

を手がかりにそれらを構成するプレイや状況を明らかにすることであった．そして，2009年および2010年度の

bjリーグ所属するRFチームを対象とし，12試合でファストブレイクやアーリーオフェンスを試みたと見なされ

る658プレイを調査し，得られたデータの尺度水準に応じて積率相関係数，一元配置の分散分析，クロス表の調

整残差を検討した結果，以下のような関連や「流れ」が認められた．

　1)ボール獲得方法に着目すると，スティールやインターセプトによるボール獲得からは，ドリブルによってミ

ドルレーンでボールを前進させながら，2人のプレイヤーによって攻撃し，ゴール下でシュートするという「流れ」

が認められた．

　2)ボール獲得後の最初のプレイに着目すると「ボール獲得時のボールDF数が多い」「ボール獲得エリアがエン

ドラインから遠い」「ミドルレーンを進めることができる」という状況下では，ドリブルを使える状況であればゴー

ル下までボールを進めてショットできるという傾向が認められた．

　3)ボールの運び局面における「ボール獲得からショットまでの時間」および「ボールを進めたレーン」に着目

すると，ボール獲得からCLまでを短時間にミドルからミドルでボールを進めた場合は，2対1や3対2のような少

人数のアウトナンバーになる傾向があり，CLを越えてからシュートまでの時間が短ければゴール下でシュート

するという「流れ」が認められた．そして，ミドルからサイドでボールを進めた場合は，4対3や5対4のようなトレー

ラーを使ったアーリーオフェンスによって2点エリアでシュートするという「流れ」が認められた．また，ボー

ル獲得からCLまでボールを進める時間が他のプレイよりも長く，「サイドからサイド」でボールを進めた場合は，

4対4や5対5といったOFとDFの人数が同じであってもしっかりとした対峙の状態ではないことによって3点エリ

アでシュートするという「流れ」が認められた．

キーワード：ファストブレイク, アーリーオフェンス, 因子分析

Relationship between the preceding and subsequent play and 
situation during a progressive play in basketball

Tsuyoshi KAWAZURA1），Akihiro YAITA1），Yasufumi OYAMA1），
Osamu AOYAGI2），Ritsuko IMAMURA3）

Abstract
In basketball, fast-break and early-offense are called “progressive plays” because the ball is 

continuously advanced from the back-court through the front-court to the basket. In a progressive play, 
the preceding play and situation are related to the subsequent play and situation. The plays are not 
necessarily chosen freely due to the former play or situation. The plays and situations that are related to 
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each other and are frequently performed in sequence are referred to as nagare in Japanese. This study 
investigated the relationship between the preceding and subsequent play and condition in the nagare of 
a progressive play in basketball.

We observed and evaluated 658 plays considered either fast-break or early-offense plays. These 
plays took place during 12 games between the RF team and 6 other teams in the same bj League (Japanese 
Professional Basketball League) held in 2009 and 2010. A total of 17 items, such as “How the opponent’
s ball was taken away,” “The number of defensive players putting pressure on the ball man when 
taking the ball,” and “Distance (length) from the end line to the place where the ball was taken away,” 
were assessed. As categorical and continuous scales were mixed in the data, we used the t-test for a 
correlation coefficient for two continuous variables, the chi-test for two discrete variables, and analysis 
of variance for continuous and discrete variables. Considering significant relationships among variables, 
we found the following 3 nagare:

When we paid attention to the ball-taking-away method, we found a nagare that was started from 
the ball-taking-away by a steal/intercept, through conveying the ball on the center lane by two players 
mainly using dribbling and finishing with a lay-up shot under the goal.

When we paid attention to the play just after the ball was taken away, we found a nagare in which 
under-goal lay-up shooting was allowed under the conditions that many defensive players put pressure 
on the ball man, the distance from the end line to the ball-taking-away place was farther, and the ball 
could be conveyed through only the middle lane.

When we noted the duration time from taking the ball to shooting the ball and the ball-conveyed 
lane, the following three nagare were detected: In the case of the short ball-conveying time from the 
ball-taking-away to the center line and the ball-conveying lanes through only the middle lane, small out-
numbered situations (e.g., 2 to 1 and 3 to 2) appeared and a short duration from center line to shooting 
allowed the use of a lay-up shot under the goal; the middle-to-middle ball-conveying allowed for 2-point 
shooting by an early offense using the trailers (e.g., 4 to 3 and 5 to 4); and long ball-conveying duration 
time from the ball-taking to the center line and ball-conveying middle to middle lines allowed for 3-point 
shooting because of loose matching, even though players were not out-numbered (e.g., 4 to 4 or 5 to 5).

KEY WORDS : Fast break, Early offense, Factor analysis
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Ⅰ．緒言

　バスケットボールの攻防は，相手の防御の準備が整

わない状況下で素早く攻めるファストブレイク（以下

FBと略する）やアーリーオフェンス（以下EOと略す

る）等と，時間をかけて防御体制が整った相手を攻め

るセットオフェンス（以下SOと略する）に分けるこ

とができる（稲垣,1989; 岡本,1978; Wooden, 1988）．

SOでは，途中のある時点でお互いが攻防の準備を整

え，仕切り直した状況から新たに攻防が開始される（日

本バスケットボール協会,2002）．このような場合は仕

切り直し以前のプレイや状況は仕切り直し後のプレイ

に影響を与えることはない．その点，FBやEOなどは，

基本的にはボールを絶えず前へ進める「前進型プレイ」

といえる（谷釜,2010）．この「前進型プレイ」では，

FBの 第2次 攻 撃（Secondary offense）（ 吉 井

,1987,p.8）を除けば後方へボールがパスされること

はなく，また同じオフェンス（以下OFと略する）間

でパスが繰り返されボールが循環することもない．こ

のように，FBやEOなどの「前進型プレイ」では時系

列に発生した状況下でプレイが決定され，それらのプ

レイが次の状況を発生させている．つまり，前のプレ

イや状況と次局面に行われるプレイや状況は独立では

なく関連があり，全てのプレイがその状況に無関係に

自由に選択できるわけではない．例えば，「不意にボ

ールのトランジションが行われたインターセプトでは，

新たに防御側になったディフェンス（以下DFと略す

る）の多数が帰陣できない状況を生み，得点後のアウ

トオブバウンズでは容易に帰陣できる状況を作り出す

（八板・七森,2004;吉井,pp.9-10）」というボールの獲

得方法とその後のDF数との間に関連性を見いだすこ

とができる．このような関連性は「ロングパスの可否

とフロアバランスの良し悪し（稲垣,1963,1975; 吉井, 

1987）」「獲得方法とワンマンブレイクの可否」「シュ

ート前のプレッシャーの強弱と3点シュートかレイア

ップシュートかのシュート方法の選択」などにも見い

だすことができる．

　このようなプレイや状況の関連は，戦術的に予め計

画されたプレイの連続性のみならず，成功率の高いプ

レイを優先的に選択することから必然的に，選手にプ

レイの自由度が与えられたフリーランスオフェンス

（以下フリーランス）においても見られる．このように，

お互いに拘束され，高い頻度で行われるプレイや発生

しやすい状況を時系列に並べた事象はコーチングの現

場では「流れ」と呼ばれる（久井, 2002; ハギンス, 

2005; クラウス, 1997; 倉石, 2007）．現実の試合で繰

り返され，成功した「流れ」は選手やコーチの経験と

融合し，戦術体系の一部となる．そこで，本研究はバ

スケットボールの「前進型プレイ」におけるプレイの

時系列的相関を手がかりに「流れ」を抽出し，それら

を構成するプレイや状況を明らかにする．

　さて，バスケットボールの試合で発揮されるプレイ

や発生する状況は競技水準や体力・技術の影響を受け

ると考えることができる．十分なスタミナのない選手

群ではFBは多用できないし（吉井,1987,p.12），レベ

ルの低い水準では成功する戦術でもレベルの高い水準

では通用しない場合もある．したがって，先に述べた

プレイの「流れ」自体も競技水準に応じて変化するも

のであるといえる．その点を考慮して，本研究では高

い競技水準を持つbjリーグの試合を取り上げ，バスケ

ットボールの競技特性を十分反映していると考えられ

る試合における「流れ」を統計学的に検討することに

する．

Ⅱ．研究方法

１．対象試合およびプレイ数

　対象は2009年および2010年度bjリーグに所属する

Aチームが対戦した6チーム（B-Gチーム）との12試

合で発生されたFBやEOを試みたと見なされる両チー

ムの658プレイである．対戦別プレイ数は表1に示した．

２．分析項目

　吉井（1987,p.93）はFBを「リバウンディングとア

ウトレット・パス（初めの場面）」「レーンを満たして

ボールを運ぶ場面（中の場面）」「アウトナンバーして

の攻撃場面（つめの場面）」にその局面を分類してい

る.本研究でもこれに準じてボール獲得から最終的な

シュートまでの局面を時系列に「獲得」，バックコー
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トからフロントコートへの「運び」，「シュート局面」

の3局面に分類した.さらに，最終的にFBやEOの成否

を示す「結果」に分類した．ただし，論旨の展開上，

便宜的に「結果」も局面と見なして考えることにする．

図1は局面をコートと関連づけて模式的に示したもの

である．

　「獲得」局面では，リバウンド，インターセプト，

スティールなどの「①ボール獲得の手段（省略名=獲

得手段）」，ボール獲得時の状況を示す「②ボール獲得

時にボール保持者がDFされた人数（ボールDF数）」，

そしてボール獲得地点を示す「③ボール獲得した地点

の縦方向の距離（獲得エリア縦）」「④ボール獲得した

地点の横方向の場所（獲得エリア横）」を記録した．

　「ボール運び」局面では，ボール獲得直後にドリブ

ルかパスの何れのプレイなのかを示す「⑤ボール獲得

後最初のプレイ（獲得後プレイ）」，コートを縦方向に

3分割した際にミドルレーンと両サイドの何れをボー

ルが運ばれたのかを示す「⑥ボールを進めたレーン（レ

ーン）」，ワンマンブレイクなのか，2線速攻なのか，

あるいは3線速攻なのかなどを示す「⑦速攻に関わっ

た人数（関わった人数）」，そして，センターライン（以

下，CL）付近でのフロアバランスを示す「⑧ボール

がCLを越えた時のOF人数（CL越えOF数）」「⑨ボー

ルがCLを越えた時のDFとOFの人数の差（CL越えOF

とDFの差）」，ドリブルとパスの頻度を示す「⑩獲得

からシュートまでのドリブルをした延べ人数（ドリブ

ル人数）」「⑪獲得からシュートまでのパスをした延べ

人数（パス人数）」を記録した．

　「シュート」局面では「⑫シュートした場所（シュ

ート場所）」「⑬シュート時にボール保持者に対して防

御行動を試行したDF人数（シュート時DF数）」，さら

に「結果」として，意図したFBが成立したかどうか

をFB，EO，あるいは「SOに切り替えたか」に分類し

た「⑭FBが成立したか否か（攻撃形態）」，そして「⑮

シュートが成功したか否か（シュート成否）」を各々

記録した．同時に，FBの成否が所要時間との関連が

高い（八板・七森, 2004）ことから「⑯ボール獲得か

らCLをボールが越えるまでの所要時間（獲得-CL時

間）」と「⑰ボールがCLを越えてからシュートまでの

所要時間（CL-S時間）」についても一連のプレイの結

果として記録した．以上，17項目の分析項目の詳細

は表2に示した．また，図2は「獲得エリア横」と「レ

ーン」の分割区分，および「獲得エリア縦」の定義を

コートと関連づけて図示したものである．
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３．分析方法

　先に述べた局面間で先に述べた分析項目間の関連を

検討する．図3は局面ごとの分析項目とその関連を検

討する組み合わせを示したものである．ただし，上記

の分析項目には，「獲得手段」などのようにいくつか

の選択肢の中から1つを選ぶカテゴリカルデータと，

「ボールDF数」や「獲得エリア縦」などのように人数

や距離を数値として記録するデータが混在している．

したがって，数値データ間の相関係数はピアソンの積

率相関係数を求め，その有意性はt検定により検定し

た．数値データとカテゴリカルデータ間は一元配置の

分散分析により検定し，有意差が見られた場合はボン

フェローニによる多重比較検定（永田・吉田,1997）

を行った．また，カテゴリカルデータ間はクロス表を

作成した後，χ2検定を行い，有意差が見られた場合

は式（1）による調整残差（原,1983）を用いて期待値

と比較して有意に大あるいは小のセルを見いだし，そ

の有意に大となるセルの配置より当該項目間の関連の

傾向を求めた．

　　　　　　　　　　　　　　　　　…………（1）

                                           

　ただし，

Rij:調整残差，nij:頻度，Fij:期待値，n:総頻度，

ni・:行の総計，n・j:列の総計

                                                                               

　ただし，期待値が5.0に満たない場合は有意差につ

いては言及しなかった．

Ⅲ．結果

１．「獲得手段」からボール運び局面への関連

　「獲得」局面から「ボール運び」局面間の各項目間

の関連の有意差検定の結果を表3に，そして，その関

連の内容を図4に示した．

[ ]
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パス

50 

-5.19 * 

358 

5.19 * 
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「アウトj:アウトオフ、バウンズ.r I ~ス力j: パスカットリバウj: リバウンドルーズj: ルーズボール

図4.rボール獲得局面」と「運び局面」との関連の内容
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　「1．獲得手段」と得点後のアウトオブバウンズ（以

下アウトオブバウンズ）を除く「5．獲得後プレイ」

には有意な関連があり（χ2=39.08, df=3, p=0.000注１）），

調整残差が有意に大きかったセルの組み合わせから

「ドリブルカット（調整残差Ro=3.85）」「パスカット

（Ro=4.22）」 か ら は「 ド リ ブ ル 」，「 リ バ ウ ン ド

（Ro=5.99）」からは「パス」を選択する傾向があり，「ル

ーズボール」とは明らかな傾向がみられなかった．

　「1．獲得手段」と「6．レーン」でも有意な関連が

見られ（χ2=59.71, df=16, p=0.000），「アウトオブバ

ウンズ」からは同じサイドのレーンを使う頻度が有意

に多く（Ro=3.52），同じ中央のレーンを使う頻度が

有意に少なかった（Ro=-4.21）．「ドリブルカット

（Ro=4.70）」や「パスカット（Ro=5.59）」からは両者

とも同じ中央のレーンを使う頻度が有意に多かったが，

「ドリブルカット」ではその後，同じサイドレーンを

使ってボールを運ぶ頻度が有意に少なかった（Ro=-

2.78）．しかし「パスカット」ではミドルレーンから

サイドレーンに移動してボールを運ぶ頻度が有意に少

なかった（Ro=-2.31）．「リバウンド」と「ルーズボー

ル」では有意な傾向はみられなかった．

　「1．獲得手段」と「7．関わった人数」でも有意な

関連が見られ（χ2=124.62, df=16, p=0.000），「アウト

オブバウンズ」からは「4線」が有意に多く（Ro=6.12），

「1線（Ro=-3.21）」「2線（Ro=-3.17）」「3線（Ro=-2.26）」

が有意に少なかった．「ドリブルカット」では「2線」

が多く（Ro=2.97），「4線」が少なかった（Ro=-3.64）．「パ

ス カ ッ ト 」 で も「2線 」 が 多 く（Ro=3.37），「4線

（Ro=-4.22）」「5線（Ro=-1.97）」が少なかった．また，「リ

バウンド」では「1線（Ro=-2.57）」，「ルーズボール」

では「4線（Ro=-3.10）」が有意に少ない傾向がみられ

た．

  「1．獲得手段」別「8．CL越えOF人数」には有意な

差が見られ（FO=25.33, df=[4,652], p=0.000），「アウ

トオブバウンズ（平均=3.62人，以下平均は略する）」「リ

バウンド（3.37人）」「ルーズボール（2.68人）」「パス

カット（2.58人）」「ドリブルカット（2.39人）」の順

であった．多重比較検定の結果，「ルーズボール」「パ

スカット」「ドリブルカット」間には有意な差はなく，

その他の全ての組み合わせに有意差がみられた（複数

の多重比較検定の統計値については略する）．

　「1．獲得手段」別「9．CL越えOFとDFの差」には

有意な差がみられ（FO=31.78,df=[4,652],P=0.000），

多重比較検定の結果「ドリブルカット（0.58人）」「パ

スカット（0.35人）」と「リバウンド（-0.14人）」「ル

ーズボール（-0.32人）」「アウトオブバウンズ（-0.70

人）」間に有意差がみられる傾向があった．

　「1．獲得手段」別「10．ドリブル回数」でも有意な差

がみられ（FO=9.02,df=[4,652],P=0.000），「アウトオブバ

ウンズ（2.15回）」「リバウンド（1.80回）」「ルーズボール
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（1.64回）」「パスカット（1.57回）」「ドリブルカット（1.48回）」

の順であった．多重比較検定の結果，「アウトオブバウンズ」

と「リバウンド（to=4.35,df=653, P=0.000）」「パスカット

（to=4.67,df=653,P=0.000）」「ドリブ ルカット（to=2.82, 

df=653,P=0.001）」との間に有意差がみられた．

　「1．獲得手段」別「11．パス回数」でも有意な差

がみられ（FO=18.38, df=[4,652], P=0.000），「アウト

オブバウンズ（3.48回）」「リバウンド（2.59回）」「ル

ーズボール（2.14回）」「パスカット（1.84回）」「ドリ

ブルカット（1.45回）」の順で，多重比較検定の結果，「ア

ウトオブバウンズ」とその他のプレイとの間に有意差

がみられた．

２．「ボールDF数」からボール運び局面への関連

　「2．ボールDF数」は「6．レーン」以外のボール運

び局面の全てのプレイや状況と有意な関連を示した．

　「5．獲得後プレイ」別の「ボールDF数」の平均値

に は1 % 水 準 で 有 意 な 差 が み ら れ

（FO=6.95,df=[1,656],P=0.009），「ドリブル（0.54人）」

の方が「パス（0.41人）」よりも多くのプレッシャー

人数であった．

　「7．関わった人数」別の「2.ボールDF数」には有

意な差が見られ（Fo=4.86, df=[4,653],P=0.000），「3

線（0.58人）」「1線（0.54人）」「2線（0.50人）」「4線（0.36

人）」「5線（0.33人）」の順にプレッシャーをかける

DF人数が少なかった．多重比較検定の結果，特に「3

線 」 と「4線 」 間 に 有 意 な 違 い（to=3.99, df=653, 

P=0.001）が見られた．

　「2.ボールDF数」と「9．CL越えOFとDFの差」は

有意な正の相関（r=0.291, t=7.79,df=656,P=0.000）を

示したが，それ以外は，「8．CL越えOFの人数（r=-

0.129,to=3.33,df=655,P=0.001）」「10.ド リ ブ ル 回 数

（r=-0.113,to=2.92, df=656, P=0.004）」「11.パ ス 回 数

（r=-0.159, to=4.11, df=656,P=0.000）」とともに負の相

関を示した．

３．「獲得エリア縦」からボール運び局面への関連

　「5．獲得後プレイ」別の「3．獲得エリア縦」には

有意な差（Fo=166.92, df=[1,656],P=0.000）がみられ，

ドリブル（4.06m）の方がパス（1.70m）よりもエン

ドラインから遠かった．

　「6．レーン」別「3．獲得エリア縦」でも有意な差

を示し（Fo=9.16, df=[4,652], P=0.000），「ミドルから

ミドル（3.42m）」「サイドからミドル（3.02m）」「サ

イドから同サイド（2.23m）」「ミドルからサイド

（2.09m）」「サイドから逆サイド（1.75m）」の順であ

った．多重比較検定の結果，「ミドルからミドル」と「サ

イドから同サイド（to=4.99,df=652,P=0.000）」「ミド

ルからサイド（to=5.02, df=652, P=0.000）」間に有意

な違いが見られた．

　「7．関わった人数」別の「3．獲得エリア縦」には

有意な差（FO=45.30, df=[4,653],P=0.000）を示し，「1

線（6.14m）」「2線（3.83m）」「3線（2.76m）」「5線

（2.25m）」「4線（1.57m）」の順であった．多重比較

検定の結果，「3線」と「5線」および「4線」と「5線」

間以外はすべて組み合わせで有意差が見られた．

　「3．獲得エリア縦」は，「9．CL越えOFとDFの差」

とは有意な正の相関（r=0.363, t=9.98,df=656,P=0.000）

を示したが，それ以外は，「8．CL越えOFの人数（r=-

0.421,to=11.88,df=655）」「 ド リ ブ ル 回 数（r=-

0.253,to=6.70,df=656）」「パス回数（r=-0.333, to=9.06, 

df=656）」ともに負の相関を示した．

４．「獲得エリア横」からボール運び局面への関連

　「4．獲得エリア横」と「5．獲得後のプレイ」には

有意な関連（χo2=26.93,df=1, P=0.000）がみられ，「サ

イド」で獲得した場合は「ドリブル（Ro=5.19）」，「ミ

ドル」で獲得した場合は「パス（Ro=5.19）」の方が

有意に多かった．

　「6．レーン」別「4．獲得エリア横」でも有意な差（χ

o2=47.36,df=4,P=0.000）を示し，サイドで獲得した場

合は「サイドからミドル（Ro=3.47）」「サイドから同

サイド（Ro=4.39）」でボールを運ぶことが多く，サ

イドで獲得しても「サイドから逆サイド」に振ってボ

ールを運ぶことは認められなかった．ミドルで獲得し

た場合は「ミドルからミドル（Ro=4.02）」「ミドルか

らサイド（Ro=3.39）」が多かった．

　「4． 獲 得 エ リ ア 横 」 別「10.ド リ ブ ル 回 数

（Fo=166.92,df=[1,656],P=0.000）」「11.パ ス 回 数

（Fo=166.92,df=[1,656],P=0.000）」はともに有意な差

を示し，ドリブル回数（サイド=1.69回,ミドル=1.89

回），パス回数（サイド=2.21回,ミドル=2.81回）とと

もにサイドの方がミドルよりも多かった．

　しかし，「4．獲得エリア横」と「7．関わった人数」

「9．CL越えOFとDFの差」「8．CL越えOFの人数」に

は有意な関連は示さなかった．

５．ボール運び局面からシュート局面への関連

　「ボール運び」局面から「シュート」局面間の各項

目間の関連の有意差検定の結果を表4に，そして，そ
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の関連の内容を図5に示した．
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「サ→ミJ:サイドからミドル.rサ→逆J:サイド、から逆サイド.rサ→向上サイドから閉じサイド.rミ→サJ:ミドルからサイド.rミ→ミJ:ミド、ルからミドル

図5.r運び局面」と「シュート局面」との関連の内容
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　「5．獲得後プレイ」と「12．シュート場所」には

有意な関連（χo2=14.19,df=2, P=0.001）を示し，ボ

ール獲得後に「ドリブル」をした場合は「ゴール下」

からのシュートが有意に多く（Ro=3.68），「パス」の

場合は「3点エリア」が多かった（Ro=2.57）．また，「5．

獲得後プレイ」別「13．シュート時DF数」にも有意

な差（Fo=10.65,df=[1,656],P=0.001）があり，「パス

（1.00人）」が「ドリブル（0.88人）」よりもシュート

時のDFの人数は多かった．

　「6．レーン」と「12．シュート場所」には有意な

関連（χo2=23.68,df=8, P=0.003）を示し，「サイドか

ら同じサイド」でボールを運んだ場合は「2点エリア

（Ro=2.98）」が，「ミドルからサイド」にレーンを変

更した場合は「3点エリア（Ro=2.07）」が，そして「同

じミドル」を継続してボールを運んだ場合は「ゴール

下（Ro=3.21）」が多かった．また，「6．レーン」別「13．

シ ュ ー ト 時DF数 」 で も 有 意 な 差

（Fo=3.41,df=[4,652],P=0.009）を示し，「ミドルから

同じミドル（1.04人）」「サイドから逆サイド（1.00人）」

「ミドルからサイド（0.95人）」「サイドからミドル（0.91

人）」「同じミドル（0.88人）」の順にシュート時のDF

の人数は少なかった．

　「7．関わった人数」と「12．シュート場所」には

有意な関連（χo2=46.29,df=8, P=0.000）を示し，「1

線（Ro=4.59）」「2線（Ro=3.32）」で「ゴール下」が

多く，「4線」では「3点エリア（Ro=3.52）」が多かった．

また，「7．関わった人数」別「13．シュート時DF数」

でも有意な差（Fo=2.66,df=[4,653],P=0.032）を示し，「1

線（0.78人）」「2線（0.91人）」「4線（0.97人）」「3線（0.98

人）」「5線（1.08人）」の順にプレッシャーをかける人

数は多かった．多重比較検定の結果，「1線」と「5線」

に有意な差が見られた（to=2.96,df=653,P=0.032）.

　「12．シュート場所」別「8．CL越えOF数」には有

意な差（Fo=22.41, df=[2,654],P=0.000）を示し，「2

点エリア（3.52人）」「3点エリア（3.47人）」「ゴール

下（2.97人）」の順にOFの人数は少なく，多重比較検

定 の 結 果「 ゴ ー ル 下 」 と「3点 エ リ ア

（to=5.33,df=654,P=0.000）」「2点 エ リ ア（to=5.95, 

df=654,P=0.000）」に有意な差がみられた．また，「13．

シ ュ ー ト 時DF数 」 も 有 意 な 正 の 相 関（r=0.109, 

to=2.81,df=655,P=0.005）を示した．

　「12．シュート場所」別「9．CL越えOFとDFの差」

には有意な差（Fo=15.86,df=[2,655],P=0.000）が見ら

れ，「2点エリア（-0.39人）」「3点エリア（-0.36人）」

ではDFの人数が多く，「ゴール下（0.02人）」ではOF

の人数はが多かった．多重比較検定の結果「ゴール下」

と「3点エリア（to=4.44,df=655,P=0.000）」「2点エリ

ア（to=5.04,df=655,P=0.000）」に有意な差がみられた．

しかし，「13．シュート時DF数」には有意な関連はみ

られなかった．

　「12．シュート場所」別「10．ドリブルの回数」に

は有意な差（Fo=18.94, df=[2,655],P=0.000）が見られ，

「3点エリア（2.18回）」「2点エリア（1.83回）」「ゴー

ル下（1.65回）」の順でドリブルの回数は少なかった．

多重比較検定の結果「3点エリア」と「2点エリア

（to=3.88,df=655,P=0.000）」「ゴール下（to=6.13,df=654, 

P=0.000）」に有意な差がみられた．しかし，「13．シ

ュート時DF数」には有意な関連はみられなかった．

　「12．シュート場所」別「11．パスの回数」には有

意な差（Fo=30.48, df=[2,655],P=0.000）が見られ，「3

点エリア（3.26回）」「2点エリア（3.01回）」「ゴール

下（2.05回）」の順でパスの回数は少なかった．多重

比 較 検 定 の 結 果「 ゴ ー ル 下 」 と「3点 エ リ ア

（to=7.17,df=655,P=0.000）」「2点 エ リ ア（to=5.87, 

df=655,P=0.000）」に有意な差がみられた．しかし，「13．

シュート時DF数」には有意な関連はみられなかった．
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６．シュート局面と結果との関連

　「シュート」局面から「結果」間の各項目間の関連

の有意差検定の結果を表5に，そして，その関連の内

容を図6に示した．

項目14(行)vs項目12(列)

顎覆
(期待値) アーリー セット

調整残差

61 92 

2点 (52) (63.4) 

1.74 5.21 * 
79 76 

3点 (57.5) (70.2) 

4.02 * 1.03 
42 54 

ゴール下 (72.5) (88.4) 

-5.42 * -5.79 * 
項目15(行)vs項目12(列)

顎覆
(期待値) 失敗

調整残差

120 

2点 (105.4) 

2.53 * 
140 

3点 (116.6) 

3.95 * 
109 

コール下 (146.9) 

-6.09 * 
項目16(縦軸)vs項目12(群)

4.1 
3点

項目 17(縦軸)vs項目12(群)

14.4 2点

ファスト

35 

(72.6) 

-6.66 * 
53 

(80.3) 

-4.7 * 
166 

(101.1) 

10.61 * 

成功

68 

(82.6) 

-2.53 * 
68 

(91.4) 

-3.95 * 
153 

(115.1) 

6.09 * 

項目14(縦軸)vs項目13(群)

1.6 
ファスト

項目15(縦軸)vs項目13(群)

1.6 
成功

項目16(y)vs項目13(x)

。 00。

4.5 

.，0 00αm・・~ax・100.0 。

3.7 

。
2.8 

2.0000e 

2.8 

~。

-・・_oOCD 0 。
4.4 6.0 

項目 17(y)vs項目13(x)

。o 0。

5.90 -圃・0∞・ 0000 0 00 0 0 0 

。。

7.5 

。。

4.8 oea寓to 0。

CIIC凋.。
3.6 

2.4 
6.3 11.3 

.。 。

16.4 21.4 

注)r結果」の4項目は行シュート局面Jの2項目は列に配置されている項目番号は文中の項目番号と対応している
『アーリーJ:アーリーオフェンスセットJ:セットオフェンスファストJ:ファストブレイク r2点J:2点シュートエリア r3点J:3点シュートエリア

図6.rシュ一卜局面」と「結果」との関連の内容
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　「12．シュート場所」と「14．攻撃形態」には有意

な関連（χo2=119.44,df=4, P=0.000）を示し，「3点エ

リア」では「EO（Ro=4.02）」，「2点エリア」では「SO

（Ro=5.21）」，「ゴール下」では「FB（Ro=10.61）」が

多かった．

　「12．シュート場所」と「15．ゴールの成否」にも

有意な関連（χo2=37.52,df=2, P=0.000）を示し，「ゴ

ール下」では「成功」する傾向があり（Ro=6.09），「2

点エリア（Ro=2.53）」「3点エリア（Ro=3.95）」では

シュートは「失敗」する傾向があった．

　「12．シュート場所」別「16．獲得-CL時間」にも

有意な差（Fo=11.57,df=[2,655],P=0.000）が見られ，「3

点エリア（2.78秒）」「2点エリア（2.75秒）」「ゴール

下（2.40秒）」の順で時間が短かった．多重比較検定

の 結 果「 ゴ ー ル 下 」 と「3点 エ リ ア

（to=3.84,df=655,P=0.000）」「2点 エ リ ア（to=4.27, 

df=655,P=0.000）」に有意な差がみられた．

　「12．シュート場所」別「17．CL-S時間」にも有意

な差（Fo=36.64, df=[2,655],P=0.000）が見られ，「2

点エリア（8.46秒）」「3点エリア（6.91秒）」「ゴール

下（5.13秒）」の順で時間が短かった．多重比較検定

の結果「ゴール下」「3点エリア」「2点エリア」の全

ての間に有意な差がみられた．

　「13．シュート時にプレッシャーをかけるDFの人数」

と「16． 獲 得-CL時 間 」 で は 有 意 な 正 の 相 関

（r=0.153,to=3.97,df=656,P=0.000） が み ら れ，「17．

CL-S時 間 」 に も 有 意 な 正 の 相 関

（r=0.097,to=2.51,df=656,P=0.012）を示した．しかし，

「14．攻撃形態」や「15.ゴールの成否」とはいずれも

有意な関連は示さなかった．

Ⅳ．考察

１．「1.獲得手段」からボール運び局面への関連

　「1．獲得手段」と「5．獲得後プレイ」との関連で，「ド

リブルカット」「パスカット」からは「ドリブル」を

選択する傾向があった.これは「ドリブルカット」「パ

スカット」など素早いトランジションでは味方プレイ

ヤーがフロントコートに移動しておらずパスができな

いことが原因と考えられる．

　「1．獲得手段」と「6．レーン」との関連では，「ア

ウトオブバウンズ」が同じサイドのレーンを使い，「ド

リブルカット」「パスカット」は同じ中央のレーンを

使っていた．これはミドルレーンは防御チームの選手

が密集する場合が多く攻撃側としてはリスクが高いに

もかかわらず「ドリブルカット」「パスカット」では

まだ防御側の準備が整わないことから攻撃側としても

最もバリエショーンに富む攻撃を展開できるミドルレ

ーンを選択したことが考えられる．反対に，「アウト

オブバウンズ」では防御態勢が整っているのでより安

全なサイドレーンを使用してボール運びを選択せざる

得ないことが考えられる．また，「リバウンド」「ルー

ズボール」に有意な傾向がみられなかった点について

は，ボール獲得場所が様々であることから一定の傾向

がみられなかったことが考えられる．

　「1．獲得手段」と「7．関わった人数」との関連では，

「アウトオブバウンズ」からは「4線」，「ドリブルカ

ット」「パスカット」からは「2線」が多かった.これ

は「ドリブルカット」「パスカット」の場合，ボール

獲得が急激に行われるので防御態勢が不十分でより少

ない人数での攻撃が可能であり，「アウトオブバウン

ズ」ではその逆の状態であることが考えられる.また，

「リバウンド」で「1線」が多かった理由としてはセ

イフティがフロントコートに残っているため1人での

攻撃ができないことが考えられる.

  「1．獲得手段」と「8．CL越えOF人数」との関連で

は，「アウトオブバウンズ」「リバウンド」「ルーズボ

ール」「パスカット」「ドリブルカット」の順にOFの

人数が多かった．これは「アウトオブバウンズ」「リ

バウンド」はエンドライン付近からのトランジション

となり，OFもCL付近になると攻撃に参加しやすいこ

とが考えられる．しかし，攻撃側にとっても不意にボ

ール獲得する「パスカット」「ドリブルカット」では

OFも攻撃に参加しにくいことが考えられる．

　しかしながら，「1．獲得手段」と「9．CL越えOF

とDFの差」との関連から，「8．CL越えOF人数」と
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比較すると逆に「ドリブルカット」「パスカット」で

正の人数となりOFの方が多かった．これは，攻守に

関わらずDFはOFにマッチアップしていると考えられ

るので無制約にコート上のOFとDFの数が決まるわけ

ではなく概ね同数になるはずである．しかし「ドリブ

ルカット」「パスカット」ではOFも急激なボール所持

の変化に追いついていけないがそれ以上にDFは追い

ついていけないことを示していると考えられる．

　「10．ドリブル回数」と「11．パス回数」はともに「1．

獲得手段」との関連では「アウトオブバウンズ」「リ

バウンド」「ルーズボール」「パスカット」「ドリブル

カット」の順で多かった．これは「アウトオブバウン

ズ」「リバウンド」ではいずれも低い位置でボール獲

得する場合が多く，低い位置からのスタートであるた

め，それだけの距離に関してボールを運ぶ関係上ドリ

ブルやパスの回数が多くなったと考えられる．

２．「2.ボールDF数」からボール運び局面への関連

　「2.ボールDF数」と「5．獲得後の手段」との関連

では，「ドリブル」の方が「パス」よりもボール獲得

時のDFのプレッシャーの人数は多かった．ただし，

その平均値は各々 0.5人と0.41人であることから「1

人いるか，いないか」という状況であると考えられる．

この点を考慮すると，DFが1人もプレッシャーをかけ

ていない場合は速くボールを運べるパスを選択し，

DFがいる場合はインターセプトされるリスクを避け，

ドリブルで抜くことを選択していると考えられる．

　「ボールDF数」と「7．関わった人数」との関連で

は「3線」「1線」「2線」と関わった人数が少ない場合

にプレッシャーをかける人数が多く，逆に「4線」「5線」

と関わった人数が多い場合にプレッシャーをかける人

数が少なかった．これは関わった人数が多い場合は

OFの布陣の整えるのに時間を要するため，ゆっくり

とした攻撃になってしまっている場合が多い．そのた

めDFはフロントコートに戻ってしまい，ボールを運

んでいるOFに対して早い段階でDFがボールを奪いに

いかないことが原因と考えられる．また，「8．CL越

えOFの人数」は負の相関を示し，逆に「9．CL越え

OFとDFの差」では有意な正の相関を示した．これは

ボール獲得時にDFがプレッシャーをかけるとセンタ

ーラインを越える時のOFの絶対数は少なくなる．し

かし，プレッシャーをかけるとその分，プレッシャー

をかけたDFは戻りきれず，OFの絶対数を減らすこと

にはなる．しかし相対的にはOFが多くなるというリ

スクを負うことになることを意味している．この点に

ついては「10.ドリブル回数」「11.パス回数」にも共

通しているといえる．「10.ドリブル回数」「11.パス回

数」はともに「ボールDF数」と負の関連を示した．

つまり，プレッシャーをかけるとその分，プレッシャ

ーをかけたDFは戻りきれず，ボール獲得に失敗する

とより少ないドリブル回数やパス回数で速くボールを

運ばれてしまう危険を冒すことになる．

３．「3.獲得エリア縦」からボール運び局面への関連

　「3．獲得エリア縦」と「5．獲得後のプレイ」との

関連ではドリブルの方がパスよりもエンドラインから

遠かった．逆にみればエンドラインから遠い場合はド

リブルを，近い場合はパスを選択しているということ

になる．これはエンドラインから遠い場合はボールを

獲得したボールマンより前にOFがいる場合が少なく，

パスする相手がいないので自らドリブルするという選

択肢を選び，逆にエンドラインから近い，低い位置で

のボール獲得ではパスする相手もいるのでボールを早

く運べるパスを多用していることが考えられる．

　「3．獲得エリア縦」と「6．レーン」との関連では，「ミ

ドルからミドル」「サイドからミドル」「サイドから同

サイド」「ミドルからサイド」「サイドから逆サイド」

の順にエンドラインから近かった．本来ミドルはDF

が多く，ボールを運ぶにはリスクが高いにも関わらず

「獲得エリア縦」が遠い，つまり高い位置でのボール

獲得ではDFが戻り切れていないので，その後に多用

な展開が望める「ミドルからミドル」「サイドからミ

ドル」が多い傾向にあり，ボール獲得の位置がある程

度エンドラインに近くなるとDFも十分戻るだけの時

間があるため，より安全なサイドを中心とした「サイ

ドから同サイド」「ミドルからサイド」が多くなった

と思われる．最も低い位置でのボール獲得ではDFに

時間の余裕がありOFに有利な状況を作り出すことが

できず，パスカットのリスクを負ってでも逆サイドに

ロングパスしなければならない状況になったと考えら

れる．

　「7．関わった人数」と「3．獲得エリア縦」との関

連では「1線」「2線」「3線」「5線」「4線」の順にエン

ドラインからの距離が近く，特に「1線」「2線」はそ

れ以上の人数と有意な差があり，エンドラインから遠

かった．これは高い位置でのボール獲得になればなる

ほどより少ない人数で容易にボールを運べるのに対し

て，低い位置では距離に応じて多く人数が必要となる

ためと考えられる．

　「9．CL越えOFとDFの差」は「3．獲得エリア縦」
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とは正の相関を示したが，「8．CL越えOFの人数」と

は逆に有意な負の相関を示した．つまり，高い位置で

のボール獲得であればあるほどCLまで戻れるDFは少

ないが，それでもその状況はOFについても同様で，

相対的にみれば高い位置でのボール獲得の方がDFよ

りもOFの方が多くなると考えられる．

　また，「9．CL越えOFとDFの差」と「ドリブル回数」

「パス回数」との関連ではともに負の関連を示した．

つまり，エンドラインから遠い位置でボールを獲得し

た場合はゴールまでの距離が近くなることからドリブ

ルとパスの両方でその回数が減ったと考えられる．

４．「4.獲得エリア横」からボール運び局面への関連

　「4．獲得エリア横」と「5．獲得後のプレイ」との

関連では，「サイド」で獲得した場合はドリブル，「ミ

ドル」で獲得した場合はパスの方が有意に多かった．

これはミドルでボールを獲得する場合はリバウンドや

アウトオブバウンズなど低い位置が多く，逆にサイド

では高い位置でのボール獲得が多い．このため，「3．

獲得エリア縦」と「5．獲得後プレイ」との関連の場

合と同様の理由が考えられる．

　「4．獲得エリア横」と「10.ドリブル回数」「11.パ

ス回数」との関連ではいずれも回数が多い方が「ミド

ル」，少ない方が「サイド」であった．これは「ミドル」

は比較的低い位置でボールを獲得する場合が多く，ゴ

ールまでの距離が長いことから自ずとドリブル回数や

パス回数が多いことが考えられる．同時に，ミドルは

DFも密集する傾向にあるので，短いパスやドリブル

でつなぐ傾向もあるため回数が増えることも考えられ

る．

　それ以外の「7．関わった人数」「8．CL越えOFの

人数」「9．CL越えOFとDFの差」とは有意な関連を

示さなかった．また「6．レーン」との有意な関連も，

獲得場所を起点としたレーンでボールを運ぶパターン

が有意に多かったが，「サイド」でボールを獲得した

場合でも「サイド→逆サイド」のパターンはいずれの

獲得場所でも有意にならなかった．これは，ミドルレ

ーンを中心にOFもDFも進むことを考えれば，典型的

な一連のプレイの流れの中で出現するパターンではな

く，例えば，ボールマンにDFが追いつき，激しいプ

レスをかけられた時に，やむを得ず，逆サイドでフリ

ーとなっているOFにパスをするなど，順調に攻撃が

進まない場合に突発的に選択されるプレイと考えられ

る．

５．ボール運び局面からシュート局面への関連

　「5．獲得後プレイ」と「12．シュート場所」との

関連では，ボール獲得後にドリブルをした場合はゴー

ル下からのシュートが有意に多く，パスの場合は3点

エリアが多かった．これはドリブルというプレイを選

択するのは「自分より前にパスする相手がいない」と

いう「状況に依存し，自らが能動的にそのプレイを選

択できない」という受動的な理由と同時に，自分がチ

ームの中で最もゴールに近い位置にいることにもよる．

つまり，ドリブルというプレイを選択できることは比

較的に有利な状況にあることになり，最終的なシュー

ト場所として最も成功率の高いゴール下を選べること

になる．パスの場合は「パスできる味方選手がいる」

という「状況に依存せず，自らが能動的にそのプレイ

を選択できる」という能動的な意味づけができる反面，

その味方選手にマッチアップしている相手選手も当然

いることになるので最適なゴール下までいけないこと

を意味していると考えることができる．この意味づけ

は「13．シュート時DF数」についても成り立つ．「13．

シュート時DF数」では，ドリブルよりもパスの方が

シュート時のDFの人数は多かった．これはドリブル

で攻撃されている場合の方がパスで攻撃されている場

合よりもDFがフロントコートに帰陣できていないこ

とが考えられる．

　「6．レーン」と「12．シュート場所」との関連で

は「サイドから同じサイド」でボールを運んだ場合は

「3点エリア」で，「ミドルからサイド」にレーンを変

更した場合は「2点エリア」で，そして「同じミドル」

を継続してボールを運んだ場合は「ゴール下」でシュ

ートする場合が多かった．本来はミドルレーンはDF

も凝集する傾向にあるのでOFからすればDF側に十分

準備する時間があれば選ばないはずである．しかし，

人的優位あるいは空間的優位によりミドルレーンを選

択できるということはその時点で有利が状況下にある

ことになるので最終的なシュート場所としては「ゴー

ル下」が多くなるであろう．また，リスクの高いミド

ルレーンを避けて，なおかつ直線的にボールを運ぶこ

とを考えればサイドレーンを選択することになる．こ

の場合，ゴール下までは到達できなくても「3点エリ

ア」でのシュートが多くなると考えられる．ゴールま

でボールを最短距離で運ぶことを考えれば，同じレー

ンを使ってボールを運ぶことになるが，「2点エリア」

の場合はミドルレーンからサイドレーンに変更する場

合が多かった．これはミドルレーンを継続してボール

を運ぶにあたり，DFいるためにサイドレーンに変更



45バスケットボールの「前進型」プレイの「流れ」

せざるを得なかったと考えられる．

　また，「6．レーン」と「13．シュート時DF数」と

の関連では，「ミドルから同じミドル」「サイドから逆

サイド」「ミドルからサイド」「サイドからミドル」「同

じミドル」の順にシュート時のDFの人数は少なかっ

た．全体的にミドルレーンを使用する場合はシュート

時にDFの人数が少なく，サイドレーンからしかボー

ルを運べない場合はDFの人数が多い傾向になる．こ

れはボール運びに時間を要するとミドルレーンにDF

が凝集する傾向があり，ミドルレーンでボールを運ぶ

ができないことが原因と考えられる．

　「7．関わった人数」と「12．シュート場所」との

関連では，「1線」「2線」で「ゴール下」が多く，「4線」

では「2点エリア」が多かった．また，「13．シュー

ト時DF数」との関連でも，「1線」「2線」「4線」「3線」

「5線」の順にプレッシャーをかける人数は多かった．

これらは少人数でボールを運べるという状況自体が，

効率よくボールを運べているということで，成功率が

高い「ゴール下」でシュートを放つことができ，DF

のプレッシャーも少なかったといえる．

　「8．CL越えOF数」と「12．シュート場所」との関

連では「2点エリア」「3点エリア」「ゴール下」の順

にOFの人数は少なかった．しかし，これを「9．CL

越えOFとDFの差」で見てみると逆に「2点エリア」「3

点エリア」ではDFの人数が多く，「ゴール下」では

OFの人数は多かった．つまり，センターラインを越

える時点のOFの数が少ない方が成功率の高い「ゴー

ル下」でシュートすることになっているが，DFの数

とOFの数を相対的にみるとOFの数が優位な場合に

「ゴール下」でシュートする傾向があった．この点は

「8．CL越えOF数」と「13．シュート時DF数」では

有意な正の関連を示しているにもかかわらず，「9．

CL越えOFとDFの差」と「13．シュート時DF数」で

は有意な関連ではなくなっていることからも伺える．

フロントコートにOFが多数いるということは同時に

DFも同程度いるということを意味している．したが

って，「数的優位」とは絶対数が多いということでは

なく相対的に多い（out/over number）ことを意味し

ていることを確認することができる．

　「10．ドリブルの回数」と「11．パスの回数」は共

に「13．シュート時DF数」には有意な関連はみられ

なかったが，「12．シュート場所」との関連ではいず

れも「3点エリア」「2点エリア」「ゴール下」の順で

それらの回数は少なかった．これは，ボール運びがう

まくいっていれば最短距離でボールを移動されられる

ので必然的にドリブルやパスの回数が減ることになる．

逆に，ピックアップされる機会が多くなるにつれて不

要なドリブルやパスは増えることが予想される．

６．シュート局面と結果との関連

　「12．シュート場所」と「14．攻撃形態」との関連

では，「2点エリア」では「EO」，「3点エリア」では「SO」，

「ゴール下」では「FB」が多かった．最短距離・最短

時間で攻撃できた場合にはアウトナンバーが成立し，

有利な状況下でゴール下までたどり着ける場合が多く，

最短距離でボールを運べない場合でもできるだけ短い

時間内でシュートをすることを優先する場合（EO）

は完璧なアウトナンバーが成立せず，最も望ましいゴ

ール下までたどり着くことができなくても自ずと2点

エリアからシュートを放つことになる．さらに，FB

やEOを試みたにもかかわらずFBやEOを成立させる

ことができず切り替えてSOで攻撃する場合には当初

の目的であるゴール下からのシュートができないので

3点エリアからのシュートが自ずと多くなる．

　「12．シュート場所」と「15．ゴールの成否」との

関連では，「ゴール下」では成功する傾向があり，「3

点エリア」「2点エリア」からシュートは失敗する傾

向があった．これは今回対象となったbjリーグという

かなりレベルの高いゲームにおいては，FBが成功し

ても敢えてゴール下ではなく2点エリアからシュート

を打つ選手もいるが，全体的な傾向としては「ゴール

下からのレイアップシュートが最も成功率が高い」と

いうことを物語っている．

　「12．シュート場所」と「16．獲得-CL時間」「17．

CL-S時間」との関連では，いずれも「ゴール下」が

最も時間が短かった．しかし，「16．獲得-CL時間」

では「3点エリア」「2点エリア」で短かったのに対して，

「17．CL-S時間」では「2点エリア」「3点エリア」で

あった．これはセンターラインまではとにかく短時間

であればあるほどゴール下に近づけるが，センターラ

インからの時間ではすでに帰陣しているDFのプレッ

シャーに対応するために時間を要し，2点エリアから

のシュートの方が時間的にかからないためと考えられ

る．

　「13．シュート時にプレッシャーをかけるDFの人数」

と「14．攻撃形態」「15.ゴールの成否」とはいずれも

有意な関連は示さなかったものの，「16．獲得-CL時間」

や「17．CL-S時間」には有意な正の関連を示した．

つまり，ボールを運ぶ時間がかかればかかるほどシュ

ート時にプレッシャーをかけるDFが多くなる傾向が
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あった．このことからはDFに防御されずにシュート

を放つためには短い時間で攻撃する，つまりFBを成

立されるようにすることが重要であるといえる．

Ⅴ．結論

　以上，時系列に発生するプレイや状況間での有意な

関連をまとめると以下のような「流れ」がバスケット

ボールの前進型プレイには存在すると考えられる．

　まず，ボール獲得方法に着目すると，スティールや

インターセプトによるボール獲得からは，ドリブルに

よってミドルレーンでボールを前進させながら，2人

のプレイヤーによって攻撃し，ゴール下でシュートす

るという「流れ」が認められた．

　そして，ボール獲得後の最初のプレイに着目すると

「ボール獲得時のボールDF数が多い」「ボール獲得エ

リアがエンドラインから遠い」「ミドルレーンを進め

ることができる」という状況下では，ドリブルを使え

る状況であればゴール下までボールを進めてショット

できるという傾向が認められた．

　また，ボールの運び局面における「ボール獲得から

ショットまでの時間」および「ボールを進めたレーン」

に着目すると，ボール獲得からCLまでを短時間にミ

ドルからミドルでボールを進めた場合は，「2対1」や「3

対2」のような少人数のアウトナンバーになる傾向が

あり，CLを越えてからシュートまでの時間が短けれ

ばゴール下でシュートするという「流れ」が認められ

た．そして，ミドルからサイドでボールを進めた場合

は，「4対3」や「5対4」のようなトレーラーを使った

EOによって2点エリアでシュートするという「流れ」

が認められた．これは4人目や5人目のDFの帰陣が遅

くなった場合に相当し，3対3や4対4といったセイム

ナンバーから4対3や5対4に移行した状況である．そ

の場合，CLを越えてからは，4人目や5人目のDFが帰

陣するまでの間はチャンスが継続するので，シュート

までの時間が他の「流れ」よりも長いという特徴が認

められた．また，ボール獲得からCLまでボールを進

める時間が他のプレイよりも長く，「サイドからサイ

ド」でボールを進めた場合は，4対4や5対5といった

OFとDFの人数が同じであってもしっかりとした対峙

の状態ではないことによって3点エリアでシュートす

るという「流れ」が認められた．この「流れ」は，多

くの場合はフロントコートで5対5になっているので，

速攻やEOからSOに移行する状況であり，DFの隙を

突いた形でのシュートと考えることができる．

　ただし，本研究で分析対象となった資料は実際に行

われたゲームから得られた結果であり，様々な条件を

組み合わせた状況下で実験的に得られたものではない．

したがって，「前進型」プレイと見なされるプレイで

発現されたプレイや状況間の関連の一般的な傾向を概

観したに過ぎない．つまり，明らかにされた時系列的

なプレイの傾向や関連は，常にそのようなプレイを選

択すればよい結果を得られるという最適戦術を示唆し

ているわけではない．そういった点で本研究は探索的

研究の範囲に留まり，本研究の結論には研究の限界が

存在する．

注1）確率が0.0005未満の場合はP=0.000と表記した．

Received date 2013年11月7日

Accepted date 2014年1月15日

文献

原純輔（1983）質的データの解析法.直井優編 ライブ

ラリ社会学6 社会調査の基礎.サイエンス社：東

京, pp.217-219.

久井茂稔（2002）好機を捉え突き放す．バスケット

ボールマガジン10（12）:18-21.

ハギンス:三原学訳（2005） ファストブレイク & セカ

ンダリーオフェンス. ジャパンライム:東京．pp.8-

91.<原典不明>

稲垣安二（1963）教科におけるパスケットボールの

指導．世界書院：東京, pp. 109-110. 

稲垣安二（1975）パスケットボールの速攻－理論と

練習方法－．泰流社：東京, pp. 11-17. 

稲垣安二（1989）バスケットボールにおける速攻の

方法の体系化に関する研究．日本体育大学紀要 

18（2）: 51-57.

クラウス:水谷豊ほか訳（1997） バスケットボールコ

ーチングバイブル．大修館書店：東京．pp. 309-

328. <Kraus, J. （1994） Coaching basketball: the 

complete coaching guide of the National 

Association of Basketball Coaches. Masters 

Press: Indianapolis.>

倉石平（2007）トランジション･プラクティス．ベー

スボールマガジン社:東京, pp. 34-48.

永田靖・吉田道弘（1997）統計的多重比較法の基礎.サ

イエンティスト社：東京,pp.81- 103.

日本バスケットボール協会（2002）バスケットボー

ル指導教本.大修館書店：東京，pp. 220-233.

岡本重夫（1978）バスケットボールのゲームにおけ



47バスケットボールの「前進型」プレイの「流れ」

るアウトナンバーの分析．奈良教育大学教育研究

所紀要 14: 35-40.

谷釜尋徳（2010）昭和初期の日本におけるバスケッ

トボールの速攻法について. 東洋法学 54（1）: 

91-111.

Wooden, J.R. （1988） Practical modern basketball 

（3rd. ed.）. Macmillan Publishing Company: 

New York, pp. 149-225.

八板昭仁・七森浩司（2004）バスケットボールのゲ

ームにおける速攻の要因について．九州女子大学

紀要 41（4）:1-9.

吉井四郎（1987）バスケットボール指導全書2 基本

戦法による攻防．大修館書店：東京.





１章　はじめに

　現在，「海外子会社」とともに，「海外孫会社」が増

加しつつあることから，「海外孫会社」が今後どの程

度増加するのかへの関心が高くなりつつある．「海外

子会社」や「海外孫会社」への関心の高まりは，「海

外子会社」や「海外孫会社」と日本（本社）との貿易

が日本経済に影響を与えるようになってきたからであ

り，「海外子会社」や「海外孫会社」から日本本社へ

の配当額が日本における資本収支，ひいては国際収支

に無視し得ない影響を与えるようになってきたからで

ある．

　海外子会社増加が日本の貿易収支や資本収支に与え

る影響は，多くの研究蓄積があるので，分析可能であ

る．「海外孫会社」についての分析を行なうには，「海

外孫会社」をコントロールしうる「海外子会社」，特に，

地域統括本社1の分析が必要であり，地域統括本社に

ついてはいくつかの研究が存在しているが，地域統括

本社についての研究には問題が存在しているため，「海

外孫会社」に関わる日本の貿易収支や資本収支に与え

る影響の分析は，現時点では困難である．

　地域統括本社についての研究において存在している

問題とは，地域統括本社が統括機能を持ち，統括機能

を発揮している組織であると，先験的に見なしている

ことである．全ての地域統括本社が統括機能を持ち，

統括機能を発揮している組織であると先見的に見なす

ことは妥当なのであろうか．

　森 （2003）に示されているアンケート調査によれ

ば，意思決定機能を持っていない地域統括本社が存在

している2．意思決定機能を持っていないのであれば，

統括機能を持っていないと見ることができるので，統

括機能を持っていない地域統括本社が存在していると

考えることができる．森 （2003）以外にも，理想と

は相違している地域統括本社の存在に言及している研

[原著論文：査読付]
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究としては，高橋（1998）や藤野（2007）などが存

在する．

　高橋（1998）は，理想としての地域統括本社と地

域統括本社の実態にはギャップの存在していることを

指摘しており3，組織に屋上屋を重ねているだけの地

域統括本社である場合には，存立意義があるのか疑義

を呈している4．藤野（2007）は，地域統括会社が製

品事業戦略における意思決定に関与すると，余計な経

営階層（extra layer of management）問題が生じう

るとしている5．高橋（1998）や藤野（2007）に基づ

けば，理想とは相違する活動をしている地域統括本社

が，存在していることになる．

　地域統括本社が理想とは相違する形態で活動してい

るとするならば，実際の地域統括本社はどのような特

徴を持つのであろうか．森 （2003）や高橋（1998）

や藤野（2007）などは，地域統括本社の特徴を一定

程度は明らかにしているが，それらの研究で明らかに

された特徴だけでは，十分とは言えない．

　地域統括本社の特徴は，地域統括本社の立地場所や，

公表されている事業目的や権限などを見ることで，一

定程度は明らかにできる．しかし，与えられている権

限と実際に行使されている権限は，イコールとは限ら

ないことから，先行研究で明らかにされた特徴だけで

は，地域統括本社の特徴を十分に明らかにしたとはい

えない．

　地域統括本社によって実際に行使されている権限は，

出資された現地法人（「海外孫会社」）の特徴を見るこ

とによって明らかにされるべきであるにもかかわらず，

先行研究では，出資された現地法人については，ほと

んど取り上げていない．そこで本論では，地域統括本

社を含む「海外子会社」によって出資された「海外孫

会社」に注目することによって，地域統括本社を含む

「海外子会社」に関する研究の足がかりを得て，最終

的には「海外孫会社」増加が日本の貿易収支や資本収

支に与える影響を分析可能とすることを目的とする．

　「海外子会社」によって出資されたアジアの「海外

孫会社」については水戸（2012）において，ヨーロ

ッパの「海外孫会社」については水戸（2013）にお

いて，検討を行なっている．本論では，アメリカにお

ける「海外子会社」と「海外孫会社」に注目して検討

を行なう．

　本論ではいくつかの事実を明らかにする．明らかに

する事実の1つは，アメリカにおける「海外孫会社」

に出資している「海外子会社」の立地している場所と

しては，現地法人設立費用や，企業に有利な会社法な

どから経済合理性を持つデラウェア州が，それほど多

くないことである．デラウェア州に設立されている「海

外子会社」が多いとは言えないという事実は，多国籍

企業や地域統括本社についての今後の研究において，

重要な事実となりうるものである．

　2章では，カリフォルニア州，ニューヨーク州，イ

リノイ州におけるアメリカ「海外孫会社」とアメリカ

「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の事業

目的等を提示することで，アメリカ「海外孫会社」等

の特徴を明らかにする． 3章では，「海外孫会社」に

出資している「海外子会社」として，デラウェア州は

十分に多いとは言えないことから，日本企業の現地法

人数がデラウェア州と近似しているテキサス州，オハ

イオ州，ジョージア州，インディアナ州と，デラウェ

ア州との比較を行なうことで，デラウェア州が特異な

州であることを示す．デラウェア州が特異な州である

ことを示した上で，国際財務戦略の観点から6，現地

法人設立に有利であるデラウェア州において，現地法

人数が多いとはいえない理由についての考察を行なう．

4章ではまとめを行なう．

２章　「海外孫会社」，「海外子会社」のデータ

　本論では「海外子会社」と「海外孫会社」を以下の

ように定義する．「海外子会社」とは，東洋経済新報

社の『2013【国別編】海外進出企業総覧』（以下では「総

覧」と呼ぶ）に掲載されている，日本企業の出資比率

合計（日系企業による間接投資を含む7）が10％以上

の企業であり，かつ，以下で定義する「海外孫会社」

1 地域統括本社としている文献と，地域統括会社としている文
献が存在しているが，本論では，地域統括本社と地域統括会
社は同等のものとして取り扱う．

2 地域統括本社を意思決定機能を持つ組織のみとすれば，ここ
で取り上げる問題は生じない．しかし，様々な企業が各社な
りの定義に基づいて，自社の子会社を地域統括本社とみなし
ている現実がある．意思決定機能を持つ組織のみを地域統括
本社と定義するよりも，この現実を尊重する方がより望まし
いと考えて，本論は問題提起を行なっている．地域統括本社
の定義については，森(2003)第２章３節を参照のこと．森
(2003)第４章表１の1997年調査（地域統括会社あるいは地域

統括機能を持つ現地法人を対象）によれば，意思決定機能を
持たない企業が少なからず存在している．

3 高橋（1998）まえがきⅲ
4 同上書 p.104.
5 藤野（2007）p.12およびp.14． 
6 実務上，どのような行動が国際税務戦略や国際財務戦略とし

て適切な行動なのか論じている文献として，大庭・山本（2000）
やKPMG税理士法人（2013）などが存在している．

7 間接投資を含むため，海外孫会社や海外曾孫会社などである
ことを容認する．
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を除いた外国法人とする8．「海外子会社」への出資が

50％超であることのつながりが途切れない限り，そ

の「海外子会社」は日本本社のコントロールの下にあ

るとする時，「海外孫会社」とは，日本本社のコント

ロールの下にあることを「総覧」によって確認できる

「海外子会社」が50％超の出資を行ない，50％超の出

資を受け入れていることが「総覧」によって確認でき

る現地法人を「海外孫会社」とする9．

2-1節　対象州の選択基準

　「総覧」に基づいて「海外孫会社」および，「海外孫

会社」に出資している「海外子会社」の実態を見てい

きたい．分析対象とする州は，日本企業が多く進出し

ている州であることと，市場規模の大きなアメリカに

進出するのならば，販売を主たる目的とすることが予

想されるので，販売に有利な州を分析対象とする10．

具体的には以下の2つの基準を用いて，対象州を選定

する．第1の基準は，現地法人が100社以上の州であ

ることである．現地法人が100社以上あれば，「海外

孫会社」比率（「海外孫会社」/（「海外子会社」＋「海

外孫会社」））が1割程度であったとしても，「海外孫

会社」は10社以上存在しているので，分析対象が少

なすぎることはないからである．

　「総覧」において，アメリカでの現地法人が100社

以上の州は10州存在しており，カリフォルニア州825

社，ニューヨーク州384社，イリノイ州257社，ミシ

ガン州168社，ニュージャージー州168社，テキサス

州154社，オハイオ州152社，デラウェア州129社，ジ

ョージア州110社，インディアナ州105社である．し

たがって，第1の基準に基づく時，カリフォルニア州，

ニューヨーク州，イリノイ州，ミシガン州，ニュージ

ャージー州，テキサス州，オハイオ州，デラウェア州，

ジョージア州，インディアナ州が対象となる．

　第2の基準は，GDP規模の大きな州であることであ

る．日本企業のアメリカ進出の主たる目的が販売であ

るのならば，各企業の販売している財・サービス市場

規模の大きな州に進出することが予想される．そして，

販売・サービス市場規模の指標としては，州のGDP

規模を利用できる．第1の基準の順序に基づいて，

GDP規模の大きな州を見てみると，カリフォルニア

州，ニューヨーク州，イリノイ州の順序となる11．

　分析対象とする州が2州（現地法人825社のカリフ

ォルニア州と384社のニューヨーク州）だけでは十分

とはいえないことと，257社のイリノイ州が少なすぎ

るとはいえないことから，カリフォルニア州，ニュー

ヨーク州，イリノイ州の3州を分析対象として，「海

外孫会社」に出資している「海外子会社」と，「海外

孫会社」について見ていく．

　以下ではカリフォルニア州，ニューヨーク州，イリ

ノイ州の順に，「海外孫会社」に出資している「海外

子会社」の事業内容，州や国籍，「操業年」（操業年と

設立年が混在して表記されているので，どちらの表記

であっても，「操業年」として示す）および，「海外孫

会社」の事業内容，「操業年」などを見ていく．

2-2節　「海外子会社」と「海外孫会社」の特徴

　カリフォルニア州の「海外孫会社」比率は23.0％（＝

190社/825社 ）， ニ ュ ー ヨ ー ク 州 は21.9 ％（ ＝84社

/384社），イリノイ州は19.8％（＝51社/257社）であ

ることから，3州における「海外孫会社」比率は20％

程度であり，3州の比率は近似している．

　「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の事

業目的を，「製造」「販売」「サービス」「統括」に分類

し，Table1に示してみる．「総覧」に掲載されている

事業内容が多様であり，ほぼ同じ内容であるにもかか

わらず，様々な表現が使われているため，以下に，分

類に利用するキーワードを例示する．

　「製造」とは，製造，組み立てなどが記載されてい

る場合とともに，販売，サービス，管理や統括等が記

載されている場合も，製造などの記載が含まれている

場合は，「製造」とする．「販売」とは，販売や営業お

よび貿易取引や商社などが記載されている場合ととも

に，サービス，管理や統括等が記載されている場合も，

販売などの記載が含まれている場合は，「販売」とする．

8 『我が国企業の海外事業活動』において，「海外子会社とは，
日本側出資比率が10％以上の外国法人を指し，海外孫会社と
は，日本側出資比率が50％超の海外子会社が50％超の出資を
行っている外国法人」を指すと定義している．本論においても，
上述の一般的な定義に沿った定義を行なっている．

9 この定義は，曾孫会社や玄孫会社等をも「海外孫会社」とし
て分析対象とするからである．

10 州別の分析を行なうのではなく，アメリカ全州を対象として
分析を行なうことを考えることはできる．しかし，消費都市
であるニューヨークを含んだニューヨーク州と，観光が重要

な産業であるハワイ州等をまとめると，特徴が不明瞭となる
可能性がある．アメリカ全州を，同一グループとして扱うこ
とが妥当かどうか，分析前には判断できないため，本論では，
まず，州別のデータに注目した．今後は，アメリカ全州を1つ
のグループとして扱う場合についても，分析を行なっていき
たい．

11 http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/doushuu/kuwari/dai6/
siryou3.pdf 閲覧日2013年11月13日．原資料は2007年アメリ
カ経済分析局HPであるため，順位が変化している可能性はあ
る．
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「サービス」とは，サービス，保守（メンテナンス），

修理や据付け，技術サポート，コンサルティング，調

査，リース，広告業，運輸業，海運業，倉庫業，旅行

業，レストラン，資材調達，資金調達や金融業務や投

資や投融資12，損害保険業務，研究・開発，経理業務，

試作，試作品の設計，開発申請業務，建設等が記載さ

れている場合とともに，管理や統括等が記載されてい

る場合もサービスなどの記載が含まれている場合は，

「サービス」と表記する．つまり，「製造」や「販売」

と分類できず，かつ，明確に「統括」であるとはいい

きれない事業目的の場合に，「サービス」とする．「統

括」とは管理，統括，地域統括，金融統括，在庫管理

等の統括，持株会社としての子会社の経営管理，子会

社の事業管理会社，統括会社，傘下会社の統括・管理，

持株会社，持株統括会社，ホールディング会社などの

記載がされている場合のみ，「統括」とする．

　「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の事

業目的を示すTable1から，3つの特徴を指摘できる．

第1の特徴は，「統括」の多いことである．Table1に

基づけば，カリフォルニア州，ニューヨーク州，イリ

ノイ州「海外子会社」の事業目的は，「統括」が最も

12 関連会社への投融資等も，投資に属するものとして，「サービ
ス」として扱っている．投融資が関連会社における借入を常
に100％ファイナンスしていることが明示されているのなら
ば，金融統括の役割を果たしているとみなすことができるの
で，「統括」とすることは可能である．しかし，どの程度の割
合を占めているかが明らかではない場合には (関連会社借入
額の1％である可能性を否定できない)，金融統括の役割を果
たしているとは断定できない．本論では断定できないことか
ら，統括や持株会社や管理等のキーワードが記載されていな
い場合には，関連会社への投融資等を「サービス」として扱
っている．このため，「サービス」と分類されている企業数は，

「統括」と分類すべきかもしれない企業を含むという意味で過

大に，「統括」と分類されている企業数は，「統括」と分類す
べきかもしれない企業を含んでいないという意味で過小に示
されている可能性がある．

13 http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/doushuu/kuwari/dai6/
siryou3.pdf 閲覧日2013年11月13日．経済規模に関する原資
料は2007年アメリカ経済分析局HP，人口規模に関する原資
料は2000年アメリカ国勢調査局センサスに基づくものであり，
順位は変化している可能性がある．

多く，3州共通して40％以上である．第2の特徴は，「販

売」を事業目的とする「海外子会社」は3州共通して

20％程度であることである．第3の特徴は，ニューヨ

ーク州では，「サービス」を事業目的とする「海外子

会社」が多いことである．

　Table2は「海外孫会社」に出資している「海外子

会社」設立州および国籍を示すものであり，4つの特

徴がある．第1の特徴は，当該州に「海外孫会社」を

設立する「海外子会社」が多いことである．具体的に

は，カリフォルニア州「海外子会社」がカリフォルニ

ア州「海外孫会社」の55％，ニューヨーク州「海外

子会社」がニューヨーク州「海外孫会社」の64％，

イリノイ州「海外子会社」がイリノイ州「海外孫会社」

の47％を設立しており，当該州に「海外孫会社」を

設立することが多く見られる．

　第2の特徴は，3州共通してデラウェア州が見られ

ることである．人口規模が50州中45位であり，経済

規模も50州中40位程度であるデラウェア州が13，「海

外孫会社」に出資している「海外子会社」の州として，

カリフォルニア州では4番目，ニューヨーク州では2

番目，イリノイ州では3番目に多い州である．

Table1　「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の事業目的

「海外子会社」の事業 「製造」　「販売」　「サービス」　「統括」

カリフォルニア「海外孫会社」に出資している「海外子会社」（188社1））
ニューヨーク「海外孫会社」に出資している「海外子会社」（83社2））
イリノイ「海外孫会社」に出資している「海外子会社」（49社3））

	19社10％	 34社18％	 35社19％	 100社53%
	 4社5％	 19社23％	 27社33％	 33社40%     
	 9社18％	 10社20％	 3社6％	 27社55%

出所）「総覧」より筆者作成．

注）１）カリフォルニア州では，事業目的分類のできない「海外子会社」が2社存在しているので，カリフォルニア州におい

て「海外孫会社」に出資している「海外子会社」総計は190社である．

　　２）ニューヨーク州では，事業目的分類のできない「海外子会社」が1社存在しているので，ニューヨーク州において「海

外孫会社」に出資している「海外子会社」総計は84社である．

　　３）イリノイ州では，事業目的分類のできない「海外子会社」が2社存在しているので，イリノイ州において「海外孫会社」

に出資している「海外子会社」総計は51社である．

　　４）四捨五入のため，合計100％とならない州がある．
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　第3の特徴は，「海外孫会社」に出資している「海

外子会社」の州は少数の州に集中していることである．

カリフォルニア州では5州（カリフォルニア州，ニュ

ーヨーク州，ニュージャージー州，デラウェア州，イ

リノイ州）合計で82％，ニューヨーク州では83％，

イリノイ州では86％である．

　第4の特徴は，アメリカ以外の国の「海外子会社」が，

アメリカ3州の「海外孫会社」に出資していることで

ある．カナダやメキシコではなく，シンガポール等の

「海外子会社」が，アメリカ3州の「海外孫会社」に

出資しているのは意外であり，インタビュー調査等に

よる理由の解明が望まれる．

　ここまでは，カリフォルニア州など３州において，

「海外孫会社」に出資している「海外子会社」につい

て見てきた．「海外孫会社」について示している

Table3とTable4においても，カリフォルニア州など

同じ３州に注目することにする．「海外孫会社」に出

資している「海外子会社」であっても，「海外孫会社」

であっても，分析のためには現地法人の多い州である

方が望ましいからである．

　Table3は「海外孫会社」の事業目的を示すもので

あり，3つの特徴がある．第1の特徴は，「販売」の多

いことである．3州共通して30％以上である．第2の

特徴は，ニューヨーク州において「サービス」を事業

目的とする「海外孫会社」が多いことである．第3の

特徴は，カリフォルニア州とニューヨーク州では「統

括」は少数ではあるが存在しており，「統括」の存在

は曾孫会社や玄孫会社の存在を示唆していることであ

る．

　「海外孫会社」と「海外子会社」の「操業年」を示

しているTable4を分析することで，日本側要因や3州

共通要因で「海外孫会社」を設立したのか，各州独自

の要因に日本企業が反応して「海外孫会社」を設立し

たかについての検討ができる．Table5は，「操業年」

分布状況を概観するために平均年，中央値，最頻値，

標準偏差を示している．

　「海外孫会社」の「操業年」分布，つまり，平均年

や中央値や最頻値や標準偏差等が類似しているのなら，

日本側要因もしくは3州共通要因で，「海外孫会社」を

設立した可能性を追求すべきであり，分布に無視でき

ない相違があるのならば，各州独自の要因に日本企業

が反応して「海外孫会社」を設立した可能性を追求す

べきである．

　Table5には2つの特徴がある．第1の特徴は，「海外

Table2　「海外孫会社」に出資している「海外子会社」設立州および国籍

「海外子会社」
設立州および国籍

カリフォルニア　　ニューヨーク　　ニュージャージー　　デラウェア　　　イリノイ　　　　外国　　　　　　その他の州

カリフォルニア「海外孫会社」190社
ニューヨーク「海外孫会社」	 84社
イリノイ「海外孫会社」	 51社

	104社55％	 22社12％	 12社6％	 10社5％	 8社4％	 8社4％ 1）	 26社14％

	 5社6％	 54社64％	 3社4％	 7社8％	 1社1％	 3社4％ 2）	 11社13％

	 5社10％	 8社16％	 1社2％	 6社12％	 24社47％	 1社2％ 3）	 6社12％

出所）「総覧」より筆者作成．

注）1）カルフォルニア州における外国とは，シンガポール3社，香港2社，ドイツ2社，ブラジル1社である．

　　2）ニューヨーク州における外国とは，シンガポール1社，イギリス1社，フランス1社である．

　　3）イリノイ州における外国とは，ドイツ1社である．

　　4）四捨五入のため，合計100％とならない州がある．

Table3　「海外孫会社」の事業分類

「海外孫会社」の事業 「製造」　　「販売」　　「サービス」　　「統括」

　　　　カリフォルニア：189社注1

　　　　ニューヨーク　：84社
　　　　イリノイ　　　：51社

	 54社29%	 59社31%	 70社37%	 6社3%

	 5社6%	 25社30%	 51社61%	 3社4%

	 17社33%	 21社41%	 13社25%	 0社0%

　　　出所）「総覧」より筆者作成．

　　　注）１）カリフォルニア州では，事業目的分類のできない「海外孫会社」が1社存在しているので，カリフォル

　　　　　　ニア州における「海外孫会社」総計は190社である．

　　　　　２）四捨五入のため，合計100％とならない州がある．
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孫会社」「操業年」は，3州で相違しているか否かの

判断が困難なことである．「海外孫会社」平均年を見

る限り，3州における差異は小さいので，「海外孫会社」

における「操業年」は相違していないと考えることは

可能である．しかし，最頻値はカリフォルニア州は

1989年，ニューヨーク州は2002年，イリノイ州は

1996年と相違しており，「海外孫会社」における「操

業年」は相違していないとはいいきれない．つまり，

日本側要因もしくは3州共通要因によって，「海外孫

会社」を設立した可能性とともに，各州独自要因に日

本企業が反応して設立した可能性を否定し得ない．

　第2の特徴は，ニューヨーク州とイリノイ州の「海

外孫会社」と「海外子会社」における平均年は，近似

していないことである．カリフォルニア州での「海外

孫会社」と「海外子会社」における平均年は，1992

年と1991年であり，近似している．しかし，ニュー

ヨーク州での平均年は1993年と1988年であり，近似

しておらず，イリノイ州での平均年は1993年と1989

年であり，近似していない．中央値についても同様で

あり，カリフォルニア州での差異は1年であり，近似

しているが，ニューヨーク州とイリノイ州での差異は

7年であり，近似していない．また，ニューヨーク州

での「海外孫会社」と「海外子会社」の最頻値に大き

な差異（13年の差異）が存在する．このことから，

カリフォルニア州における「海外孫会社」は，特別な

ものではなく，たまたま「海外孫会社」として設立し

ただけであり，「海外孫会社」と「海外子会社」の設

立動機は類似している可能性がある．それに対して，

ニューヨーク州とイリノイ州における「海外孫会社」

は何らかの理由に基づいて設立したので，「海外孫会

社」と「海外子会社」の設立動機は相違している可能

性がある．

　2章では，いくつかのことを明らかにした．第1に，

「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の事業

目的は，「統括」が多いこと，第2に，3州の「海外孫

会社」に出資している「海外子会社」設立州として，

デラウェア州が見られること，第3に，ニューヨーク

州とイリノイ州における「海外孫会社」と「海外子会

社」とでは，設立動機の相違している可能性があるこ

となどである．

　3章では，3州の「海外孫会社」に出資している「海

外子会社」の州として，デラウェア州が多いとは言え

ないことについて検討する．つまり，デラウェア州会

社法（州法）を利用できるので，国際財務戦略として

は，デラウェア州への進出が経済的に有利であり，進

出するべきであるにも関わらず，なぜ，Table2で示

されている進出数（各州で10社以下）でとどまって

いるのかについての考察を，3章において行なう．

３章　持株会社をデラウェア州に設立する理由，

　　　しない理由

3-1節　デラウエア州の特異性

　２章のTable2は，デラウェア州が「海外孫会社」

に出資していることを示している．この理由として，

デラウェア州会社法（州法）を挙げることができるか

もしれない．デラウェア州会社法（州法）が，日本企

業のデラウェア州進出に影響を与えた否かを検証する

には，デラウェア州の「海外子会社」および日本本社

へのインタビューを行なうとともに，税制が進出に対

Table 4　3州「海外孫会社」と「海外子会社」における「操業年」

中央値　　平均年　　最頻値　　標準偏差　　企業数

カリフォルニア「海外孫会社」
カリフォルニア「海外子会社」

	 1994年	 1992.8年	 1989年	 11.8	 171
	 1993年	 1991.4年	 1988年	 12.8	 591

ニューヨーク「海外孫会社」
ニューヨーク「海外子会社」

	 1997年	 1993.6年	 2002年	 14.2	 79
	 1990年	 1988.6年	 1989年	 16.9	 284

イリノイ「海外孫会社」
イリノイ「海外子会社」

	 1996年	 1993.8年	 1996年	 11.5	 46
	 1989年	 1989.4年	 1996年	 13.0	 188

　　　出所）「総覧」より筆者作成．

　　　注）１）「総覧」では，設立年と操業年が混在しており，設立年も「操業年」として示している．

　　　　　２）「総覧」においては，設立年と操業年が混在しているので，月データまで分析しても，意味のある分析

　　　　　　データとはならない．このため月データは入力しておらず，年データを入力して，平均年を算出してい

　　　　　　る．したがって，Table5における小数点以下の平均年は参考データとしてしか利用できない．
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14 高橋(1998)，p.50．
15 同上書，p.87．
16 同上書，p.89．
17 同上書，p.90．
18 同上書，p.90．

してどのように関わっているのかについて重回帰分析

等を行なう必要がある．インタビューなどは今後の課

題とし，本論では本格的な検討の前段階として，

Table5に基づいての検討を行なう．Table 5は，現地

法人数が129社のデラウェア州と類似している4州

（154社のテキサス州，152社のオハイオ州，110社の

ジョージア州，105社のインディアナ社）と，デラウ

ェア州の従業員数データを比較したものである．

　Table5によれば，デラウェア州の従業員数平均お

よび従業員中央値は，他の州に比べて少ない．また，

従業員数の明示率（従業員数が明示されている企業数

/（従業員数が明示されている企業数+従業員数が省略

されている企業数））は，テキサス州61.7％，オハイ

オ州59.9％，ジョージア州63.6％，インディアナ社

57.1％であるのに対して，デラウェア州は28.7％なの

で，デラウェア州は他の4州の2分の1程度（60％前後

に対して30％弱）である．したがって，デラウェア

州従業員数平均，従業員中央値，従業員数の明示率の

相違に注目するならば，デラウェア州と他の4州に進

出している現地法人の目的は相違している可能性があ

る．

　デラウェア州と他の4州とが相違しているように見

える理由としては，登記だけ行なって実際の事業活動

を行なっていない，いわゆるペーパーカンパニーの比

率の相違が影響しているからかもしれない．そしてペ

ーパーカンパニーの比率に相違があるとすれば，デラ

ウェア州会社法（州法）の影響が予想される．Table5

を見る限り，デラウェア州は類似した他の４州とは相

違しており，特異性を持つといえる．それではなぜ，

特異性を持つのであろうか．特異性を持つ理由を探究

するために，個別ケースに注目して，考察してみよう．

3-2節　デラウエア州に設立するケース，設立しない

　　　 ケース：高橋（1998）

　デラウェア州において「海外孫会社」に出資してい

る「海外子会社」の実態はどのようなものであろうか．

高橋（1998）に基づいて，地域統括本社への訪問調

査のうち，デラウェア州に関わる部分を紹介していく．

高橋（1998）は，法人設立の容易さや，司法制度や

会社法の点で，他州よりも有利（判例の豊富さ等）で

あることから，デラウェア州は法人設立の州として多

く選ばれていることを報告している14．

　デラウェア州に持株会社を設置しているケースとし

て，高橋（1998）は（株）神戸製鋼所のケースを示

している．1991年10月にニューヨークのコウベ・ス

チールUSA社長である佐藤真住氏へのインタビュー

を行ない，1998年時点で変化がないかを（株）神戸

製鋼所総合企画部でのチェック後，若干の加筆・訂正

を加えたものを紹介している．

　「地域本社を作られたのは，88年4月ですね．その

趣旨，目的は何ですか15」との質問に対して，佐藤真

住氏が趣旨，目的を回答しており，その回答の中で，「ホ

ールディング・カンパニーは登録は会社運営が弾力的

にできるという点からデラウェアにした．会社の登録

税とかいろいろな費用が安いということ…統括会社の

実質機能はニューヨークに置いて，ホールディング・

カンパニーは別会社にしてデラウェアに置いた16」と

述べている．また，「アメリカで節税効果が最もある

州はデラウェアだけですか17」との質問に対して，「そ

うですね．デラウェアがメリットが多い18」と述べて

いる．

Table5　「海外子会社」の従業員数データ

「海外子会社」 テキサス州1），オハイオ州2），デラウェア州3），ジョージア州4），インディアナ社5）

従業員数平均
従業員数中央値

従業員数標準偏差

	 426人	 212人	 8人	 208人	 365人
	 24人	 96人	 0人	 60人	 114人
	 228.0	 246.9	 25.9	 475.1	 748.1

　　出所）「総覧」より筆者作成．

　　注）１）従業員数が明示されている企業95社（省略されている企業59社）を対象としている．

　　　　２）従業員数が明示されている企業91社（省略されている企業61社） を対象としている． 

　　　　３）従業員数が明示されている企業37社（省略されている企業92社）を対象としている．

　　　　４）従業員数が明示されている企業70社（省略されている企業40社）を対象としている．

　　　　５）従業員数が明示されている企業60社（省略されている企業45社）を対象としている．
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19 同上書，p.83．
20 同上書，p.83．
21 http://www.jetro.go.jp/world/n_america/us/invest_09/閲 覧 日

2013年5月23日
22 「国際財務戦略」と「デラウェア州」あるいは，「デラウェア州」

と「本社」などでインターネット検索すると，様々なホーム
ページがヒットし，そこでは，デラウェア州のメリットとして，
登記は短時間(1時間弱)で完了すること，資本金は1ドルで問
題ないこと,設立手続き費用の低さ等が指摘されている．

23 ネバダ州もタックス・ヘイブン州として知られており，当該
企業にとって，デラウェア州が最も有利であるか否かは慎重
に検討する必要がある．アメリカ地域統括本社をアメリカに

設置することにこだわらないのであれば，シンガポールやオ
ランダや英国等も検討対象であると考えられる．実際，ヨー
ロッパ「海外孫会社」に出資している「海外子会社」の国籍が，
アメリカであるケースが存在する．

24 本論のTable2によれば，アメリカ「海外孫会社」に出資して
いるデラウェア州「海外子会社」は，多いとは言えない．も
っと古いデータにおいても，同様な傾向にある．高橋(1991)
p.76に示されたデータによれば，アメリカ地域本社はニュー
ヨークが15社で最も多く，次に多いロサンゼルスは4社であ
り，80年代後半における調査においても，デラウェア州設立
の地域統括本社が多いとは言えない．

　デラウェア州に持株会社を設置していないケースと

して，高橋（1998）はHOYA（株）のケースを示し

ている．1991年10月にカルフォルニア州サンノゼの

HOYA・USA社長である打谷文俊氏へのインタビュ

ーを行ない，1998年2月時点で内容に大幅な変化のな

いことを確認しているものを紹介している．「持株会

社はペーパーカンパニーとして，アメリカの場合はデ

ラウェアに登録すると一番いいということを聞きまし

た19」との質問に対して，打谷文俊氏は「私どもの場

合は株主との間のトラブルが起こるとも思えないし，

特に商法上配慮しなければならない点もあるとも思え

ないので，今は気にしていない．将来必要が起きれば

デラウェアに登録替えすることもありえる20」と述べ

ていた．

　高橋（1998）は，持株会社であれば，デラウェア

に登録するのが一番良いと認識しており，その認識の

下でインタビューを行なっている．この高橋（1998）

の認識は妥当であるのか否かを見るために，日本貿易

機構（ジェトロ）のホームページを見てみる21．

　日本貿易機構におけるアメリカでの外国企業設立手

続き・必要書類に関わるページにおいて，様々な州の

利点を示すのではなく，デラウェア州会社法の利点の

みを紹介していることから，日本貿易機構はデラウェ

ア州での設立が有利であると見ており，高橋（1998）

と同様の認識を持っていると考えられる．デラウェア

州が有利である理由として，州外で得た収入（モノや

サービスの売り上げ），また利子やその他の投資収入

には州法人所得税は課されない等の記載がされていた．

高橋（1998）および日本貿易機構の情報などから22，

デラウェア州に持株会社を登記することは，国際財務

戦略 （企業グループ全体としての合法的な節税額の最

大化）として，有利な行動であると考えることができ

る．

3-2節　持株会社をデラウエア州に設置しない理由

　高橋（1998）や日本貿易機構等の情報から，アメ

リカで持株会社を設立するのであれば，デラウェア州

が有利であると見なすことができる23．それでは，デ

ラウェア州において，「統括」を事業目的とする「海

外子会社」は多いのであろうか．本論は多いとはいえ

ないと評価し，アメリカに進出した日本企業の一部は，

合理的な行動，つまり，デラウェア州での持株会社設

立という行動をとっていないと考える24．

　Table6によれば，持株会社であることを含む「統括」

を事業目的とする現地法人数41社のデラウェア州は，

49社のカリフォルニア州に匹敵する．また，Table6

の「統括」比率（事業目的が「統括」である現地法人

数/現地法人数）で見れば，30％を超えるデラウェア

州に対して，他の3州は10％未満である．したがって，

アメリカに進出した日本企業は，合理的な行動，つま

り，デラウェア州での持株会社設立という行動をとっ

ていると見ることは可能である．

　しかし，本論ではデラウェア州での41社は少なす

ぎると評価する．Table6によれば，事業目的が「統括」

である現地法人137社（＝49+33+14+41）のうち，デ

ラウェア州の比率は29.9％（＝41/137）にすぎず，4

州ではなく，全米を対象とするなら，デラウェア州の

比率はさらに低くなる．つまり，デラウェア州での持

Table 6　4州において事業目的が統括である現地法人の比率

事業目的が「統括」である現地法人　　　現地法人数　　　「統括」比率

カリフォルニア
ニューヨーク

イリノイ
デラウェア

	 49社	 825社	 5.9%
	 33社	 384社	 8.6％
	 14社	 257社	 5.4％
	 41社	 129社	 31.8％

　　出所）「総覧」より筆者作成．

　　注）１）「海外子会社」か「海外孫会社」かの判別を行なっていないので，現地法人と表記する．

　　　　２）「統括」比率＝（事業目的が「統括」である現地法人数/現地法人数）とする． 
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株会社設立という経済合理的な行動をとる日本企業は，

アメリカ全体の中では多くないと評価する．多くない

とすれば，なぜ，日本企業の多くはデラウェア州に持

株会社（「海外子会社」）を設立しようとしないのであ

ろうか．

　デラウェア州における「海外子会社」の多くないこ

とを説明するため，3タイプの企業について考察して

いく．第1のタイプは，デラウェア州が一般に有利で

あることを認識していない企業である．第2のタイプ

は，デラウェア州が一般に有利であることは認識して

いるが，自社にとっては有利ではないと認識する企業

である．第3のタイプは，デラウェア州が一般に有利

であることを認識しており，自社グループにとっても

有利であることを認識しているが，あえて行動をおこ

さない企業である．

　有利であることを認識していない第1タイプの企業

は，存在しうる．事業目的が「製造」なら製造，「販売」

なら販売に全力で取り組むことこそが重要であり，事

業目的をある程度達成し，アメリカでの事業が安定し

た（黒字の持続が見込まれる）後に，節税に注目すべ

きであると考える企業は，存在するであろう．上述の

ように考える企業は，節税に配慮した事業活動は，本

来の事業目的をおろそかにさせる可能性を包含したも

のであり，節税を通じての利益増加よりも，本来の事

業目的に集中することを通じての利益増加を重視すべ

きであると考える．節税のための持株会社を設置する

ならば，デラウェア州が有利であることは，進出時に

おける現地調査時や，進出に関わるコンサルタントと

の相談時や，進出後の日系企業同士の懇親会等で聞い

ている可能性はある．しかし，本来の事業目的に集中

することを通じての利益増加を重視すべきと考える企

業であれば，デラウェア州が節税に有利であることは

聞こえていても聴いていない可能性があり，意思決定

者の記憶に残っておらず，デラウェア州が節税に有利

であることを認識していない企業は存在しうる．デラ

ウェア州が節税に有利であることを認識していない企

業は，デラウェア州に節税目的の持株会社を設立しよ

うとはしない．

　自社にとっては有利ではないと認識する第2のタイ

プの企業について，3ケースに分けて考えてみる．第

1のケースは，その企業の出資するアメリカ「海外子

会社」が少数のケースである．例えば，アメリカ「海

外子会社」が1社だけであり，近い将来，アメリカ「海

外子会社」を追加して設立する予定がないのであれば，

デラウェア州に節税目的の持株会社を設立しても，ア

メリカ「海外子会社」が黒字であるのならば，黒字を

相殺する赤字企業が存在しえないので，節税メリット

は存在しえない．アメリカ「海外子会社」が赤字であ

るならば，法人税を支払う必要がないので，やはり節

税メリットは存在しない．節税メリットは存在しない

にも関わらず，デラウェア州に節税目的の持株会社を

設立・維持するには，デラウェア州に支払う州税等の

コストがかかる．そのため，デラウェア州に節税目的

の持株会社を設立しようとしない．

　自社にとっては有利ではないと認識する第2のケー

スとして，自社は節税メリットを実現するための前提

を満たさないと認識する企業のケースである．持株会

社を設立することのメリットは，黒字の子会社と赤字

の子会社の決算を連結することによる節税メリットで

ある．しかし，この節税メリットは，赤字の子会社の

存在を前提としており，なぜ，黒字化への十二分の努

力を想定しないのか，十二分の努力を行なえば，赤字

の子会社はなくなるのではないのか，と考える企業は

存在するであろう．そして，赤字の子会社が存在しな

いのであれば，節税メリットは存在せず，持株会社設

立・維持コストのみが存在するので，持株会社設立は

合理的な選択とはいえず，このように考える企業にと

っては，持株会社設立は有利ではない．このため，デ

ラウェア州に節税目的の持株会社を設立しようとしな

い．

　自社にとっては有利ではないと認識する第3のケー

スとして，持株会社の設立・維持コストの方が，期待

節税額の現在価値よりも高いために，有利ではないと

認識する企業のケースである．アメリカでの関連会社

全体としての節税額を予想するには，アメリカ「海外

孫会社」Aにおける黒字額の予想と，アメリカ「海外

孫会社」Bにおける赤字額の予想を必要とする．今期

の黒字額，赤字額の予想であっても困難であるのに，

黒字と赤字の合算額を予想することはさらに困難であ

る．ましてや来期以降の節税額予想の不確実性はさら

に高いことから，時間割引率を高く想定する企業が存

在しても不思議ではない．そして，高い時間割引率を

想定する企業の期待節税額の現在価値は低くなる結果

として，持株会社の設立・維持コストの方が，期待節

税額の現在価値よりも高くなることはありうる．この

ため，デラウェア州に節税目的の持株会社を設立しよ

うとしない．

　デラウェア州が有利であることを認識し，自社グル

ープにとって有利であることを認識しているが，あえ

て行動をおこさないという第3のタイプの企業は存在
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25 アメリカ進出を手伝うコンサルタントや，メイン・バンクな
ども，合法的な節税を目的とした持株会社設立を勧める可能
性はあるとはいえ，その可能性は低いと考えられるので，こ
こでは検討しない．

26 どのような理由なのかの探求こそが，重要であり，インタビ
ュー調査が必要である．本論はインタビュー調査を行なって
いないので，探求は今後の課題としたい．

しうる．あえて行動を起こさないということを考察す

るために，アハロニー（1966）の直接投資理論を参

考とする．アハロニー（1966）では海外子会社設立（海

外進出）の説明として，海外子会社は起動力が働く場

合に設立されるとしており，起動力が働くとは，当該

企業に影響力のある経済主体，つまり，取引銀行や主

要顧客や当該企業社長などが，海外子会社設立の発議

をしたり，影響力を行使することを意味している．こ

のアハロニー（1966）の説明に準拠して，持株会社

の設立を説明するならば，持株会社は，何らかの経済

主体が起動力を働かせる場合に設立されることになる．

　アハロニー（1966）に準拠する場合，どのような

経済主体が起動力を働かせて，持株会社である「海外

子会社」を設立しようとするのであろうか．まず考え

られるのは，日本本社であり，次にアメリカ「海外子

会社」である25．

　日本本社は，アメリカ現地法人が赤字であることを

前提とする節税メリットを考えることを忌避するケー

スを想定することは可能である．したがって，節税メ

リットの生じる状況を考えたくない等の理由で26，日

本本社が持株会社設立のための起動力を働かせない場

合には，企業グループとして持株会社設立が有利であ

ったしても，持株会社は設立されない．

　アメリカ「海外子会社」が，持株会社の設立に起動

力を働かせるとすれば，設立に関する予算，設立許可

のための日本本社との交渉，設立手続きに関わる手間

等は，起動力を働かせるアメリカ「海外子会社」の負

担となることが予想される．このため，日本本社との

間に強いパイプを持っているので，交渉によって設立

許可を容易に得る可能性が高く，かつ，余分な事務作

業を行なう余裕を持っており，かつ，持株会社設立に

よる大きな節税メリットなどが，アメリカ「海外子会

社」に大きなメリットをもたらす場合には，アメリカ

「海外子会社」が起動力を働かせる可能性はある．

　アメリカ「海外子会社」は，企業グループとしては

持株会社設立することが望ましいとしても，アメリカ

「海外子会社」社長が，日本本社からの設立許可を容

易に得るほどの交渉力を持っていない場合や，余分な

事務作業を行なう余裕や資金的な余裕がない場合や，

設立されている複数のアメリカ「海外子会社」には赤

字の会社が存在しておらず，今後とも存在する可能性

が低いという認識を持っているため，持株会社設立に

よる節税メリットが，アメリカ「海外子会社」に大き

なメリットをもたらすとは考えられない場合などにお

いて，アメリカ「海外子会社」は，持株会社の設立の

ための起動力を働かせない．

　デラウェア州が有利であることを認識し，自社グル

ープにとって有利であることを認識しているが，あえ

て行動をおこさないという第3のタイプの企業の例と

して，高橋（1998）で紹介されているHOYA（株）

のケースを挙げることは可能である．

　我々がインタビューを行なっていないため，第3の

タイプであると断定することはできないし，不明瞭な

部分が残されている．例えば，デラウェア州に持株会

社を設立することが有利であるのは，トラブルがあっ

た場合に有利な会社法があるからと認識しているよう

に見え，国際財務戦略の観点から有利であると認識し

ていない可能性がある．また，デラウェア州が有利で

あ る こ と を 認 識 し て い る の が 日 本 本 社 な の か，

HOYA・USA社長なのかが，明確には示されていない．

上述のように不明瞭な部分が存在するため，高橋

（1998）で紹介されているHOYA（株）のケースが第

3のタイプであると断定することはできないが，

HOYA（株）の存在によって，第3のタイプの企業は

存在しうると考えることができる．

　3章では，まず，デラウェア州は類似した他の州と

比較して，特異な州であることを示した．特異な州で

あることを示した上で，高橋（1998）に基づいて，

持株会社をデラウェア州に設置している企業と設置し

ていない企業を紹介した．持株会社である「海外子会

社」をデラウェア州に設置していない理由について，

3タイプに分けて検討した．デラウェア州が有利であ

ることを認識し，自社グループにとって有利であるこ

とを認識しているが，あえて行動をおこさないという

第3のタイプの企業が存在していることは考えにくい

が，HOYA（株）は第3のタイプの企業であるかもし

れないことを指摘した．ここでの検討がどの程度，現

実を説明するかは，インタビュー調査によってさらに

見ていく必要がある．今後の課題としたい．
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アメリカにおける日系「海外孫会社」の特徴

－『2013【国別編】海外進出企業総覧』に基づく分析－

27 複数の現地法人をアメリカに設立している，あるいは今後設
立を予定の多国籍企業にとって，国際税務戦略に基づく最も
適切と考えられる行動としては，持株会社機能を持つ「海外
子会社」を，ペーパーカンパニーとしてデラウェア州に設立
した上で，デラウェア州「海外子会社」傘下の「海外孫会社」
として，実質的に統括機能を発揮するカリフォルニア州「海
外孫会社」やニューヨーク州「海外孫会社」などを設立する
ことである．しかし，持株会社機能を持つ「海外子会社」を
デラウェア州に設立している企業は多いとは言えないことか
ら，国際財務戦略以外の何らかの要因が影響していると考え
られる．

４章　まとめ

　アメリカにおける「海外子会社」と「海外孫会社」

の特徴について，いくつかのことを明らかにすること

ができた．アメリカにおける「海外子会社」と「海外

孫会社」の「操業年」の近似していない州（ニューヨ

ーク州とイリノイ州）があり，そういった州での「海

外孫会社」設立動機は，「海外子会社」設立動機と相

違する可能性のあることや，3州（カリフォルニア州，

ニューヨーク州，イリノイ州）の「海外孫会社」に出

資している「海外子会社」設立州として，デラウェア

州が見られること等を明らかにした．そして，「海外

孫会社」に出資している「海外子会社」設立州として，

デラウェア州は多いとはいえないことについての検討

を行なった．なぜ，この程度の進出数でとどまってい

るのかについての検討を行ない，3タイプの企業が存

在している場合には，デラウェア州に多くないことを

説明できることを示した．しかし， 3タイプの企業が

存在している場合に，「海外孫会社」に出資している「海

外子会社」設立州としてデラウェア州に多くないこと

は説明可能であることを示しただけであり，インタビ

ュー調査による実態に基づいた検証は行なっていない．

インタビュー調査による実態に基づいた検討は，今後

の課題としたい．

　最後に，国際財務戦略等に基づく経済合理性のみに

よって，設立先が選択されているようには見えないこ

とは，全てのことについて，検証が必要であることを

示唆するものである．例えば「海外孫会社」は日本本

社の国際経営戦略に沿った行動しかとらないと見なし

て，日本の多国籍企業グループの行動を分析するので

はなく，「海外孫会社」も経済主体の一つであると認

識した上で，「海外孫会社」の経営方針についても丁

寧にインタビュー調査するべきである．

　本論は，「海外孫会社」に出資している「海外子会社」

の州として，最も有利であると見られるデラウェア州

は，意外に多くないことを明らかにすることができた．

カリフォルニア州やニューヨーク州など，デラウェア

州以外に「統括」目的として「海外子会社」を設置し

ている場合には，経済合理性以外の戦略や行動原理に

基づいた設立と考えることができる27．「海外孫会社」

に出資している「海外子会社」の州として，どのよう

な戦略や行動原理であればデラウェア州以外の州であ

ることを可能とするのかについての調査・分析・考察

が必要である．今後行なうインタビュー調査等を通じ

て，明らかにしていきたい．
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１．はじめに

　わが国の不動産市場の中長期的な動向を展望するに

あたり，高齢化や人口減少など人口動態による影響を

無視できなくなってきている．「人口オーナス（人口

問題が経済成長に負荷を与える状態）」という用語も

巷間広がりつつあり，人口動態が経済動向にもたらす

影響の大きさが認識され，人口動態と経済についての

問題意識や提言も数多く行われるようになってきた．

たとえば，翁・北村［2011］ではわが国の金融業と

人口動態との関係について検証し，井出・倉橋［2011］

は人口と所得から見た三大都市圏の住宅地地価のファ

ンダメンルズからのＧＤＰギャップとの乖離を分析し

ている．本論では，OECD諸国を対象に分析した

André［2010］や日本について分析した植村・佐藤

［2000］の推計を参考にして，人口動態要因が不動産

市場や地価にもたらす影響についての考察を，直近ま

での都道府県別データを利用して先行研究にはないパ

ネルデータ分析を行う．

　まず，わが国における人口動態要因と地価や不動産

市場との長期的な関係について考察する．その後，

1990 年代以降の土地取引や住宅建設等の動向を概観

し，現在まで続くトレンドに注目していく．さらに，

人口動態要因のほかに経済諸指標を含めて，住宅地地

価や住宅着工件数に影響を及ぼす要因について分析す

る．最後に，本論で考察した結果のまとめのほか人口

動態と地価に関する今後の見通しと政策課題について

検討する1）．

２．人口要因と不動産との長期的な関係

（１）わが国の人口動態の推移

　戦後の日本の人口は1950 年に8,220万人から増加

を開始し，2010 年に1 億2,654万人でピークに達した

後に，減少し始める（図1 参照）．今後は徐々に減少し，

2070 年には9,813万人と1億人を下回ることが予想さ

[原著論文：査読付]
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れている．人口構成から推移を見ると，生産年齢人口

（15 ～ 64歳）は，1950年に4,905万人であったが，

1995年には約8,660万人と1.77倍となり，ピークをつ

けた．その後，減少を開始し，2010年には8,093万人

となり，2070年には5,084万人まで減少していくこと

が予想されている．15歳未満の年少人口は1955年に

2,958万人となったのが最大で，その後は減少してい

っている．2010年では1,690万人で，2070年は1,418

万人と予想されている．

図１　わが国の人口構成の推移

（注）1950 年から5 年刻みで表示．

（出所）“World Population Prospects: The 2010 Revision,” 

Population Division of the Department of Economic and 

Social Affairs of the United Nations Secretariat より作成

　他方，65歳以上の老齢人口は1950年の407万人から

増加を続け，2010年には2,871万人と1950年の約7倍

にまで達している．その後も老齢人口は増加し，ピー

クとなるのは2045年の3,895万人である．2045年以後

は老齢人口も減少し始めるが，2070年には3,311万人

になると予測されている．このように，わが国の人口

構成では，老齢人口は当面増加を続ける一方，年少人

口と生産年齢人口は減少を続けるため，全体的に総人

口は減少していく．

　図2で従属人口指数（（15歳未満人口＋65歳以上人

口）／生産年齢人口×100）を見ると，いわゆる「団

塊の世代」2）や「団塊ジュニア」3）の世代が生産年齢

人口に入ってくるようになると，従属人口指数は大き

く低下していることが分かる．その後，従属人口指数

は，1990 年の43.4％から急速に上昇していく．この

ような人口の動きと経済の関係を考えると，小峰

［2010］によれば，従属人口指数が低下している局面

では，人口全体の中で生産年齢人口の比率（働く人の

割合）が高くなる結果，経済には追い風の状態になる．

この「人口の動きが経済にプラスに作用する状態」を

「人口ボーナス」と呼び，従属人口指数が低下してい

る局面がこれにあたるという．

図２　わが国の従属人口指数の推移

 （注）1950 年から5 年刻みで表示．従属人口指数 ＝（15歳

未満人口+65歳以上人口）／生産年齢人口×100．

（出所）“World Population Prospects: The 2010 Revision,” 

Population Division of the Department of Economic and 

Social Affairs of the United Nations Secretariat より作成

　逆に，従属人口指数が上昇している局面においては，

働く人の割合が低くなる結果，経済には逆風の状態に

なる．これを人口オーナスと呼ぶという．わが国にお

いては，人口オーナスには1990 年頃に入ったとされ

（小峰［2010］），従属人口指数は，2055 年頃まで上

昇すると予測されている．このように経済にとって人

口動態は追い風となったり，逆風となったりすること

が近年指摘されるようになった．最近でも，日本銀行

の西村元副総裁が，資産価格バブルのピークと従属人

口指数の逆数のピークがほぼ一致していることを指摘

し，人口動態と資産価格の関係を結びつけた議論をし

ていた（西村［2011］）4）．

1） 本論は森[2011]を元にデータの追加・再推計を行い，大幅に
加筆・修正したものである．また，本稿作成にあたり，査読
者から非常に有益なコメントをいただいた．なお残る誤りは
すべて筆者に帰することは言うまでもない．

2）「団塊の世代」の定義はいくつも存在するようだが，一般的
には（1947 年～ 49 年生まれ）の第一次ベビーブーム世代を
指し，さらに広義として1946 年から1954 年まで（戦後期と

呼ばれる時期で，年号では昭和20 年代）に生まれた世代を指
す場合もある．

3）一般的に，1971 年から1974 年までのベビーブームに生ま
れた世代を指す．これも論者により生年期間が異なる場合も
ある．

4）西村[2011]では，従属人口指数ではなく，その逆数（生産年
齢人口／非生産年齢人口）で図表を作成し議論している．
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（２）わが国の人口動態と不動産市場

　従属人口指数の推移と資産価格との関係について，

西村［2011］のようにそのピーク・ボトムの一致か

ら議論していく方法もあるが，本論では小林［2011］

を参考に，長期データを用いて人口動態と地価や住宅

着工戸数との長期的な関係を見ていく5）（図3）．住宅

着工戸数は戦後増加していき，1973 年に190.7万戸で

ピークを迎える．その後1983 年に113万戸まで減少

するが，その後再び増加し1990年に170.7万戸まで達

する．その後は増減が錯綜するものの，全般的には減

少して推移している．直近の2010 年では81.3万戸で

あった．従属人口指数の推移と住宅着工戸数を重ね合

わせた図3では，従属人口指数の2 つのボトムと住宅

着工戸数のピークがほぼ重なっているように見える．

図３　わが国の従属人口指数と住宅着工戸数の推移

（注）1950 年から5 年刻みで表示．従属人口指数 ＝（15歳

未満人口+65歳以上人口）／生産年齢人口×100

（出所）国土交通省 ｢住宅着工統計｣，社会保障・人口問題

研究所「人口統計」より作成

　一方，両変数を時系列でプロットすると図4のよう

になる．従属人口指数が戦後低下していく一方で，住

宅着工戸数が増加している様子が窺える．住宅着工件

数の最初のピークの1973年から次のピークの1990年

まで，両者の関係はなくなったように見える．これは

高度成長期の終了期にかけて従属人口指数の低下は止

まり，その後横這いで推移した後，若干増加し，その

後1979年頃から1990年まで低下する．住宅着工件数

は1973年以降低下するが，その後1983年頃から再度

急速に拡大する．これはバブル経済の影響によると見

られる．このように，70年代からの時期は人口動態

の転換期である一方，バブル経済等の影響が強く住宅

着工戸数に反映されたために，両者の関係が強くは見

られなくなったと考えられる．しかし，1990年から

2010年までは，再び傾向線に沿って推移し，両者の

関係は再び強くなっている様子も窺える．両者につい

て，回帰分析を行うと結果は表１のようになった．住

宅着工戸数を被説明変数とする回帰分析の結果（表１

上段）では，従属人口指数は負で有意となっている．

5）井出・倉橋[2011]でも，人口と所得から見る日本の住宅地地
価への影響を分析している．

図４　従属人口指数と住宅着工戸数の年度別分布

（注）従属人口指数 ＝（15歳未満人口+65歳以上人口）／生

産年齢人口×100

（出所）国土交通省 ｢住宅着工統計｣，社会保障・人口問題

研究所「人口統計」より作成

表１　従属人口指数と住宅着工戸数の回帰分析結果

（注）***は1%水準で有意であることを示す
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さらに，都道府県別の住宅着工戸数（対数値）を被説

明変数としたパネルデータで分析（表１下段）を行っ

たところ，「人口増加率（県別，1期前）」は正で有意で，

「65 歳以上人口比率（県別，1期前）」は負で有意とな

っている．これらの結果から，人口の増加は住宅着工

を促し，高齢化の進行は住宅着工を減らす要因となり，

人口動態と住宅着工件数は長期的に密接な関係がある

ことが窺われる．

　村本［2013］は日本の住宅と高齢化について議論

している．すなわち，日本の住宅状況を総世帯数と総

住宅数の対比でみると，1968年に総世帯数を総住宅

数が上回り，さらにその差が拡大していること，持家

比率も60％前後で推移し変化していないことなど，

質量ともに十分に住宅があると指摘し，さらに近年は

住宅余剰時代に突入し，空家数・空家率が高まってい

ることなどを示している．人口要因が住宅着工や地価

に影響を与えるのは，このように人口動態が住宅状況

等を通じての影響があるからだと考えられる．

３．人口動態要因と不動産市場との中期的な関係

（１）OECD 諸国の実質住宅価格と人口増加率

　本節では人口動態要因と不動産市場について，中期

的な観点から検討する．中期的に考察する場合は，景

気変動等の要因が影響してくることも考慮する必要が

ある．

　André［2010］は，2000 ～ 2006年までのデータを

用いて，OECD 加盟19 カ国を対象に人口増加率と実

質住宅価格上昇率の相関について研究している．結果，

人口増加率が高い国ほど，実質住宅価格上昇率が高い

ことを示唆する．人口増加率を横軸，実質住宅価格上

昇率を縦軸にプロットした図での傾向線の決定係数は

0.40で，人口増加率の係数は5.88であった．これは人

口が１％減少すれば，住宅価格は5.88％下落すること

を示唆している．

　本論ではAndré［2010］と同じOECDのデータを用

いて，ほぼ同じ対象国について高齢化の進行が住宅価

格にもたらす影響について分析する．ただし，対象期

間はAndré［2010］が検証した以前・以後の期間を含

む1996年から2006年とした．その結果は図5で示され

る（André［2010］の分析も下図で合わせて示す）．

上図からは，高齢化の進行が速い日本やドイツ，韓国

といった国では実質住宅価格の変化が低い一方，高齢

化が進行していない，あるいは緩慢であった英国やノ

ルウェーでは実質住宅価格の変化が高いことが窺われ

る．図5下図からは，人口増加率が高い国ほど実質住

宅価格上昇率が高く，また図5上図からは高齢化の進

行が緩慢な国ほど実質住宅価格の変化が大きいことが

分かる．ただし，これらの推計期間については注意が

必要である．すなわち，この時期は米国を中心として

世界的に住宅価格が上昇していった時期で，2008年

のリーマンショックによる経済金融危機により住宅バ

ブルが崩壊するまで，急速に上昇していた時期が含ま

れている．このため，必ずしも人口要因だけではない

金融要因（バブルの形成）が住宅価格に影響した可能

性も考えられるからである．

　André［2010］は，アイルランド，スペイン，ニュ

ージーランド，オーストラリアは，移民流入がプラス

であるために人口増加国であり，そのことが要因とな

って実質住宅価格の上昇率を押し上げたと指摘してい

図5　人口動態と実質住宅価格の関係

（注）　「実質住宅価格の変化」は2006年÷1996年の倍率で

示す.

　　　「高齢化の進行」は65歳以上人口の比率の2006年と

1996年の差異で示す.

（ 出 所 ）　 上 図 の 実 質 住 宅 価 格 はOECDの「Economic 

outlook Vol.83」，65歳以上人口の比率は，OECD「Health 

at a glance」から作成した. 下図はAndré［2010］の図7か

ら作成している.
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る．図5下図からも分かるようにアイルランドは，人

口増加がある一方，図5上図からわかるように高齢化

の進行は若干ではあるが負となっている．これは，や

や高齢者比率が下がる，すなわち，やや若年化したこ

とを示唆しよう．アイルランドでも金融要因による住

宅価格の押し上げ効果もあった可能性もあるが，人口

増加とこの若干の若年化が実質住宅価格上昇率にプラ

スに働いた可能性も否定できない．尚，ドイツと日本

の実質住宅価格上昇率は，図5下図においては（すな

わち，2000-2006年の期間でも）負で傾向線から乖離

していたことが示唆されている．しかし，図5上図で

は日本はほぼ傾向線上にあり，実質住宅価格と人口高

齢化の関係がより強いことも示唆される．

　以上，OECDに加盟する先進諸国の人口変動と住宅

価格との関係を見ると，人口増加率のほか，高齢化と

住宅価格との間に密接な関係がある可能性が示唆され

よう．

（２）近年の不動産取引，商業用・住宅用不動産市場

　　  の動向

　この節では，わが国の不動産取引の中期的な動向に

焦点をあて，1990年代以降を中心に図6 で確認しよ

う．まず，土地取引について売買による所有権の移転

登記の件数でみると（図6-1），2000年代においては，

全般的に減少傾向で，特に2006年頃から減少が加速

している．その傾向は大都市圏，地方圏でも同様であ

り，特にここ数年は減少が続き，2012年は若干持ち

直しているが，全国の土地取引件数は120万件程度で，

2000年から50件万件ほど減少している．

図6　2000年代における圏域別不動産市場の動向

（注）土地取引件数（図6-1）の地域区分は以下のとおり．東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神

奈川県．大阪圏：大阪府，京都府，兵庫県．名古屋圏：愛知県，三重県．地方圏：上記以外の地域．

事務所着工床面積（図6-2）および住宅着工戸数（6-3図）の地域区分は以下のとおり．首都圏：

埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県．中部圏：岐阜県，静岡県，愛知県，三重県．近畿圏：滋賀県，

京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県．その他の地域：上記以外の地域．

マンション新規発売戸数（図6-4）の首都圏，近畿圏の地域区分は住宅着工戸数と同じ．その他の

地域は首都圏・近畿圏以外の地域．

（出所）国土交通省「土地白書」より作成
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　次に，商業用不動産について，オフィスの着工面積

で見ると（図6-2），2003年からの景気回復期には800

万㎡程度まで上昇するものの，その後，上下変動はあ

るもが，やや減少し，直近の2012年時点では612.5万

㎡となっている．

　住宅用不動産について，住宅着工戸数で見ると（図

6-3），やはり2000年代以降の景気拡大期には拡大し，

2006年まで続く．しかし，2007年以後水準を下げ，

2009年以降に上昇していくが，2006年の水準には遠

く及ばす，2012年では88.3万戸であった．これはピ

ークである1996年の半分程度の低い水準である．一

方，マンション市場の動向を新規発売戸数で見ると（図

6-4），住宅着工戸数と同様に2000年代からの景気回

復に上昇するが，その後急速に減少している．最大の

首都圏でも2012年で4.7万戸であり，2004年の8.4万

戸から減少が著しい．総数では直近の2012 年では9.4

万戸程度で2004年の16.0万戸の58％程度にまで落ち

込んでいる．

　以上のように，2000年以降の不動産市場の動向を

見ると，いずれの指標でも全般的に減少傾向で推移し

ていることが観察された．1990年以降から現在まで，

景気循環における景気拡大期は3つほど含んでおり6），

その拡大期には不動産市場もやや上向きになる傾向が

見えるなど，景気要因によって不動産市場には上向き

の効果があったことも否定できない．しかし，そのよ

うな景気拡大の効果は，図6で見た不動産市場の指標

の水準そのものを押し上げるほど強いものではなかっ

たように見受けられる7）．

　全般的に2000年代からだけでなく，1990 年代から

不動産市場は減少傾向にあり，その要因として低い経

済成長率が影響を与えている可能性も考えられる．し

かし，前節で見たように長期的に不動産市場に影響し

ていると見られる人口要因，特に，その内容が人口減

少と高齢化という形で顕著に進むようになった2000

年代以降において，その影響が大きいのではないかと

考えられる．

　人口動態要因による地価への影響を理論的に考える

と，土地が生み出すサービスへの需要に人口動態要因

が影響することが先ず考えられる．短中期的には土地

供給は急増させることは困難であるため，供給はほと

んど一定だと考えると，人口の増加や生産年齢人口の

構成比率が上昇すると，土地への需要が増加する．結

果，土地を提供することによる収益が増加するため，

土地の割引現在価値が増加し，結果として地価が上昇

していくと考えられる．高齢化や人口減少は，逆の作

用をもたらしていくと考えれば，地価が低下していく

ことも理解できよう．

４．中期的な不動産市場と人口動態の関係

（１）人口動態等と地価：プーリング推計

　本節では，人口動態要因と地価との関係について，

1990 年代半ばから現在までのデータを用いて検証す

る．先ずは，都道府県別の住宅地地価と商業地地価と

人口動態やその他関連する経済変数との関係について，

植村・佐藤［2000］等を参考にしてプーリング推計

を行う．データは，人口増加率・生産年齢人口・高齢

人口は総務省統計局「人口推計（平成23年10月1日現

在）」，名目県内GDP・第2次および第3次産業付加価

値総額は内閣府「県民経済計算」，預貸率は日本銀行「預

金・貸出関連統計」，年収1500万円超世帯比率8）は総

務省統計局「平成24年就業構造基本調査」より得た．

推計結果は表2で示される．

　先ず，人口構成と地価の関係を見よう．人口増加率 
9）と地価との関係については，住宅地地価および商業

地地価に対し，人口増加率の係数は正で有意となって

いることが分かる．人口増加率が高いほど住宅地地価・

商業地地価が高いという関係があることが確認される．

生産年齢人口比率は，住宅地地価・商業地地価のいず

れにおいても正で有意である．また，高齢者比率は，

住宅地地価・商業地地価のいずれにおいても負で有意

であり，高齢者の比率が低いほど，また生産年齢人口

の比率が高いほど地価は高くなることが分かる．これ

は，生産年齢人口が高い都市を多く含む都道府県では，

若年人口が集中し，住宅や産業のための土地利用のニ

ーズが高いために，地価に正の影響をもたらすのでは

ないかと見られる．他方，地方圏では逆に高齢者が多

く，住宅需要や産業のための土地需要も少なくなるた

6） 内閣府が発表しているわが国の景気基準日付によると，2000 
年代以降の景気拡大期は第13 循環（1999 年1 月～ 2000 年
11 月），第14 循環（2002 年1 月～ 2008 年2 月），第15 循環

（2009 年3 月～）の3 つを含んでいる．
7）これには景気要因と不動産市場の関係が薄れたといったこ

ともあるかもしれない．その検証は今後さらに進めていく必
要がある．

8）総務省による『就業構造基本調査』では都道府県別の所得
階層別の世帯数が示されている．年収1500万円超は一括して
示されている．このため，ここでは1500万円超の世帯を高所
得世帯として採用することとした．

9） 人口増加率のほか，各変数の定義や説明については，表2の
注を参照のこと．
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めに，地価には負の影響があったものと考えられる．

　このほか，いくつかの都道府県別変数と地価との関

係について確認しておこう．名目県内GDPおよび，1

人当たり県内GDPの係数は，住宅地地価および商業

地地価に対し，いずれも正で有意となっている．経済

活動水準が高い都道府県ほど土地需要も活発となり，

地価には正の影響をもたらしたと見られる．

　次に，第2 次産業比率，第3 次産業比率と地価の関

係について見る．第2次産業比率の係数はいずれも有

意ではなかった．ただし，商業地地価に対しての符号

は負である．他方，第3 次産業比率は商業地地価に対

しては正で有意となっている．本論の計測期間におけ

る1990年代後半から2010年までの時期は，各地方経

済は低い経済成長率に苦しみ，地方産業の空洞化が取

り沙汰された時期でもあった．第2次産業のGDPに占

める構成比も70-80年代ほど高くはなくなってきてお

り，またその収益性も落ちてきた時期である．このた

め，第2次産業比率が高い県ほど収益寄与度も低くな

り，また土地利用の需要も低下し，地価へ影響も負と

なったためではないかと考えられる．逆に，第3次産

業の比率が高い県は，都市化が進んだことが反映され，

土地からの収益性も高くなり，地価も高くなる可能性

が考えられる．

　預貸率と地価の関係は，住宅地・商業地いずれの場

合でも正で有意となっている．ただし，預貸率につい

ては，平均的には低下傾向にある一方，東京都は100

％以上であるが，他県は100％未満であるなど際立っ

て異なっており，第3次産業比率の場合と同様に，都

表2　都道府県別住宅地地価・商業地地価と各変数の関係（プーリング推計）

（注）*は10%，**は5%，***は1%水準で有意であることを示す

 *1  生産年齢人口（14 ～ 65歳人口）÷総人口

*2  65歳以上人口÷総人口

*3  名目県内GDP÷総人口

*4　第2次産業付加価値総額÷県内GDP

*5　第3次産業付加価値総額÷県内GDP

*6　労働生産性（「県別名目GDP÷生産年齢人口」の対数値で定義）

*7　土地生産性（「県別名目GDP÷可住地面積」の対数値で定義）
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市と地方で異なる効果がある可能性がある．

　年収1500万円超世帯比率と地価との関係について

は，住宅地・商業地いずれの場合でも正で有意となっ

ている．高所得世帯が多いということは，高所得にな

るだけの高い労働生産性をあげる人が属する世帯の比

率が高いといったことを意味するために，その高い生

産性に見合って地価も高くなるのかもしれない．ある

いは，高所得世帯が集中する結果，地価が吊り上がっ

てしまう，支払い能力が高いから高い地価でも需要が

下がらない，といったことも考えられよう．

　最後に，労働生産性，土地生産性はいずれも地価に

対し住宅地・商業地いずれの場合でも正で有意となっ

ている．特に土地生産性の方は，t値も高く，決定係

数も高いため，地価との関係が強いことが示唆される．

これは，土地生産性が高い県ほど平均地価も高いこと

を示すため，ある意味当然と言えるかも知れない．し

かし計測期間が1996年から2010年までであることに

は注意したい．すなわち，この期間の前半は全国的に

地価下落が続いた期間であり，また後半は地価が回復

していく期間である．そのような地価下落・上昇の期

間であっても，平均的には土地生産性に見合うように

地価が形成されていた可能性もあるのである．

　以上の推計は1975 ～ 1997年度の期間を推計対象と

した植村・佐藤［2000］の推計を参考に，1996年か

ら2008年までの都道府県別の各変数と住宅地・商業

地地価との2変数間の関係を回帰分析（プーリング推

計）したものである．この結果は，一部を除きいずれ

も係数は有意であり，植村・佐藤［2000］の推計結

果と整合的な結果となった（特に，土地生産性の説明

力が高いことも同様の結果である）．時期が異なるに

も関わらず，同様の符号条件を満たし，同様の結果が

得られたのは意義があろう．

（２）人口動態等と地価：パネルデータ推計

　次に，都道府県別の住宅地価格（平均価格・対数値）

と商業地価格（平均価格・対数値）および住宅着工件

数（対数値）を被説明変数として，前節で取り上げた

いくつかの説明変数を用いて，パネルデータ分析を行

う．人口動態に関する変数としては，人口増加率のほ

かに，人口構成を示す変数として高齢者比率を選択し，

高所得世帯比率としては前節でも用いた1500万円超

世帯比率を説明変数として加える．産業構成からは第

2次産業比率を選択する10）．生産性については表2で

有意な結果を示した土地生産性を選択した．

　その際，前節での結果から示された都市と地方との

人口動態，特に生産年齢比率・高齢者比率で相違があ

ることを考慮し，都市圏ダミー 11）と高齢者比率との

交差項も説明変数に追加した．尚，各説明変数と地価

表3　都道府県別住宅地平均価格・商業値平均価格に関するパネルデータ推計

（注）推計期間は2003-2010年．人口増加率，高齢者比率，高齢者比率×都市

圏ダミーについては2期ラグ，それ以外の変数については1期ラグを使用して

いる．また，*は10%，**は5%，***は1%水準で有意であることを示す．各変

数の説明の詳細は表2の注を参照．

10）生産年齢人口比率を選択した推計では，高齢者比率を採用
した場合と符合が逆となるだけで結果に大差はないため，本
稿では省略した．第3次産業比率を選択したケースも推計した
が，有意ではなかったため，推計結果からは省略した．

11） ここで都市圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，
京都府，大阪府，兵庫県と定義し，都市圏に属する都道府県
の場合を1，それ以外の場合を0とするダミーを都市圏ダミー
として使用している．
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―高齢化・人口減少による地価への影響―

との関係についてはその効果が反映される速度を鑑み，

人口動態変数（人口増加率，高齢者比率）については

2期ラグを，その他変数については1期ラグをとって

使用した．推計結果は表3で示される．

　住宅地価格・商業地価格についての推計結果を見る

と，人口増加率は正で有意あり，高齢者比率も負で有

意となっていることが分かる．これら結果はいずれも

前節の結果と整合的である．ただし，高齢者比率と都

市圏ダミーとの交差項は正で有意となっている．これ

は都市圏に属する都道府県の場合，高齢者の比率が高

くても地価は下がらずに正の影響をもたらしたことが

示され，都市と地方で人口動態がもたらす影響が異な

り，都市圏特有の要因があることも示唆している．

　また住宅地価格・商業地価格のいずれの推計結果に

おいても，土地生産性は正で有意であり，前節の結果

と符合する．尚，第2次産業比率は前節の結果では有

意ではなかったが，負で有意となっている．また，年

収1500万円超世帯比率は住宅地価格においては有意

ではなかったが，商業地価格においては正で有意であ

る．これらの推計結果は概ね前節の結果と整合的であ

ると言えよう．このように，人口動態以外の要因を調

整した場合でも，人口動態要因が住宅地価格・商業地

価格に影響することが確認できた．

　以上の⑴，⑵節の推計結果から，人口動態が示す変

数である人口増加率，高齢者比率（生産年齢人口比率）

はいずれも有意であり，中期的にも人口動態は地価に

影響することが確認できた．これらの結果は，先行研

究と整合的な結果である一方，先行研究にはなかった

都市と地方で人口動態がもたらす影響が異なることな

ども考察できた．

５．まとめと今後の課題

　本論の推計結果から，人口減少と高齢化の進行が地

価には負の効果となって現れる可能性を指摘できた．

その影響は都市圏・地方圏において差異があることも

示唆されるが，今後は都市圏であったとしても高齢化

が進んでいくことを考えると，その影響がないわけで

はなく，地方圏よりも影響が徐々に表れてくることが

示唆されたといえる．

　これらの結果を踏まえ，今後も高齢化と人口減少が

進むことを考えると，各都道府県の住宅地価格・商業

地価格には負の影響があることが予想される．地価の

動向に影響を与えるのは必ずしも人口動態だけではな

いが，以上の結果は，人口動態以外の要因を中立にし

ても，将来的な人口動態の動向だけで，将来的な地価

には負の影響があることを示唆しよう．

　人口減少，高齢化を止めることは難しく，その影響

は不可避であろう．しかし，その影響を緩和するよう

な対策はないのであろうか．地価を維持することは必

ずしも目的ではなく，有効な土地利用と地域経済の活

性化が目的だとするならば，土地活用の再編と生産性

向上を求めることが重要課題だろうと考えられる．本

論では，都道府県ベースでの平均価格によって推計し

たことに注意すれば，平均価格ベースでは下落してい

くものの，各県の中で，人口集積する都市部と，そう

でない郡部を分けて，土地利用の効率性をあげること

で，地価下落の影響を和らげることが一つの方策とし

て考えられる．「コンパクト・シティ」といった構想

もあるが，それは人口が減少していく中で，小さなス

ペースに居住地や病院・商業施設等を集めて，高齢者

にとって利便性を高めた都市を計画することを目的と

し，効率的な都市運営を実現する理念を持ったもので

あろう．このような方策は，人口減少によって不動産

市場が大きく萎み，都市機能が低下することを防ぐ一

方，都市としての魅力や競争力を高め，地域経済への

好影響をもたすことを意図したものである．その一方

で，さらに過疎化が進む郡部では，農地利用の再編な

ど，より地方の実情にあった有効な土地利用政策が必

要とされよう．土地の有効活用に関するグランドデザ

イン策定において，人口減少・高齢化を意識した市民

の利便性向上と経済性の向上に対応した政策が必要に

なってきているように考えられる．
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Ⅰ．緒　言

　近現代における中日関係の歴史を見ると，日清戦争，

日露戦争，満州事変，第二次世界大戦，中日国交正常

化及び中日友好条約締結など130余年に渡る波瀾万丈

な出来事の連続である．日清戦争で日本の植民地にな

った台湾は「最後の帝国の最初の植民地」1）とも言わ

れるが，そこでの日本語教育は，中国における日本語

教育の原点2）と考えられる．その後，日露戦争で日本

の租借地になった大連における日本語教育は初等（小

学校，以下同じ）教育段階において実施され普及した

という特徴を持ち，「日本語の普及に大きな役割を演

じた」という3）．

　1972年の中日国交正常化及び1978年の中日友好条
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約締結がきっかけで，友好交流を目的とした日本語教

育は中国東北三省（黒竜江省，吉林省，遼寧省）及び

内蒙古自治区など旧「満州国」地域で急速に発展して

きた．そのうち，朝鮮族集中地の吉林，蒙古族集中地

の内蒙古及び漢民族の中で日本語学習者が集中してい

る大連という3つの地域は最も注目される．　　

　1980年代になると「中国経済改革開放」による外

国企業の中国進出で，経済方面における人材需要の拡

大による日本語教育の普及，とりわけ近年来のボーダ

ーレス化・グローバル化による中日両国間の政治・経

済・文化の「三輪車」型4）の交流において，日本語教

育の重要性はますます顕著になった．

　日本語教育の研究は，今まで主として言語政策史，

教授法・教科書・教材の変遷及び日本語史・日本語学

史との関係史という3つのアプローチ5）に分けて進め

られ，マクロな視点から中国における日本語教育事情

全体をまとめてきたが，ミクロな視点から地域におけ

る日本語教育を分析した研究はまだ多くない．とりわ

け大連市おける日本語教育は全国の教育の中で終始一

貫して極めて重要な位置を占めていると同時に，中国

の最大開放都市の一つである大連市における都市発展

のプロセスに重要な役割を果たしてきたものの，大連

における日本語教育に関する研究は極めて少ない．

　本論は，戦後大連における日本語教育の変遷及び都

市発展過程において果たしたその役割を明らかにする

ものである．大連市における日本語教育とりわけ高等

教育6）における展開及び現況を調査・分析することに

よって，そのことを明らかにしたい．

Ⅱ．調査・研究方法

　本研究では，資料調査，アンケート調査及び現地イ

ンタビュー調査によって，大連市の高等教育機関にお

ける日本語教育の概況をまとめた．

　まず，2013年5月から6月にかけて戦前大連におけ

る日本語教育に関する資料を収集・整理し，その特徴

を分析した．

　次に，2013年7月から8月にかけての2 ヶ月間に，

大連市にある高等教育機関に関する資料を整理した上

で，日本語教育を行っている大学でアンケート調査を

実施した．調査内容をさらに詳しく分析するため，9

月から10月にかけて，大連にある日本語教育課程を

設けた10の大学において，日本語教育の関係者約10

人にインタビューを行った．

　資料，アンケート調査及びインタビュー内容に基づ

き，日本語教育に関するデータを分析し，大連市の高

等教育機関における日本語教育の状況を究明する．

Ⅲ．調査結果と分析

１．調査地の概況

　大連は中国東北部遼寧省の最南端に位置し，人口は

約600万人の港湾都市である．1894年日清戦争で調印

した日清講和条約により，日本は清から賠償条件とし

て遼東半島を得たが，その後1898年，三国交渉の代

償として，ロシアは清から「関東州」（大連の租借名．

以下「」を省略する．）を25年間の期限で租借した．

その後，東清鉄道の終点を設け，「ダーリニー」と名

付けた．1904年に日露戦争で日本の勝利により，関

東州の租借権はロシアから日本に譲渡され，「ダーリ

ニー」は「大連」と名付けられた．

　1984年に中国最初の沿海開放都市の一つであった

大連に外国企業とりわけ日本企業が続々と進出した．

2011年までに外資企業の総数は14,477社に達し，う

ち日本企業は4,308社で，全体の30％を占めていた7）．

21世紀に入るとグローバル化に伴い，大連市に長期

滞在（3 ヶ月以上）している日本人数は2001年の

1,863人から2010年の6,151人まで増え，その増加率

は230.2％になった．とりわけ日本からの観光客は

2001年の19.6万人から2010年の51.5万人までに増え，

増加率は1.6倍であった8）．

２．戦前大連における日本語教育の特徴

　1904年から1945年までの40余年間に，日本に統治

された大連における日本語教育についていくつかの特

徴がある．李延坤（2012）は，主な政治事件をとら

えてこの時期を①スタート段階の教育（1905年～

1915年4月），②展開段階の教育（1915年5月～ 1923

年3月），③緩和段階の教育（1923年4月～ 1931年9月），

④深化段階の教育（1931年9月～ 1941年12月），⑤頂

点段階の教育（1941年12月～ 1945年8月）の5つの段

階に分けている9）．また張玲玲（2009）は，教育機関

の特徴という観点から①初等教育を中心とした“同化”

時期（1915年5月まで），②職業教育を中心とした展

開時期（1915年5月～ 1931年9月），③“州民化”教

育を中心とした深化段階（1931年9月～ 1941年12月），

④“皇民化”を中心とした頂点時期（1941年12月～

1945年8月）の4つに分けて考えている10）．

　戦前の大連における日本語教育は日本植民地的教育

で，最初は“同化”の目的で，小学校教育を中心とし
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て展開した．1931年の「満州事変」までは，日本の

租借地である大連市の基盤産業を発展させるため，大

量の労働者及び技術者を養成する必要があり，実業教

育も重視された．1931年の関東州及び満鉄付属地学

校における教育状況を見てみると，学校数は520校，

教師数は3,474人で，学生数は92,585人に達している．

その後，1932年に成立した「満州国」は傀儡政権と

なり，中国東北地方における日本の統治を強化する為，

「日満一体化」のイデオロギーのもとで，日本語は国

語として強化された．

３．戦後大連における高等日本語教育機関の状況

　中国の大学における日本語教育は1928年，北京大

学で日本語学科を主催した周作人からだと言われてい

る．1949年新中国成立の当時，日本語専攻学科を設

けた大学は北京大学と軍委工程学校11）だけであった．

その後，旧ソ連との関係が強まりロシア語の教育が発

展したが，1957年にはロシア語の人材は需要を遥か

に超えていた．60年代初頭からは旧ソ連との関係が

悪くなったことによって，ロシア語教育から英語教育

に重点を転換した．専攻日本語科を設けた大学は50

年代から64年にかけて，最初の2校から14校まで増加

したが12），規模は英語などの言語に比べるとずっと小

さかった．

3.1 新中国成立後～ 70年代の模索期

　この時期の大連の高等教育機関における日本語教育

を見ると，50 ～ 60年代に日本語教育を選択科目とし

て設けた大学は1956年の大連水産学院（1952年設立，

現大連海洋大学），1958年の大連軽工業学院（1958年

設立，現大連工業大学）と1961年の大連工学院（1949

年設立，現大連理工大学）で，専攻学科を設けた大学

は1963年の遼寧師範学院（1951年設立，現遼寧師範

大学）と全国初の日本語専門大学として1964年に設

立された大連日本語専科学校（現大連外国語大学）で

ある．1972年の中日国交正常化により，中国全土で

の日本語教育が盛んになろうとした時，「文化大革命」

の影響で，1976年まで全国の教育は殆ど停止の状態

になった．「文化大革命」収束期の1976年に日本語を

選択科目として設けた大学は大連海運学院（1953年

設立，現大連海事大学）と大連鉄道学院（1956年設立，

現大連交通大学）の2校だけであった．

3.2 経済成長に伴う日本語教育の成長期

　80年代に加速した経済改革の中，1984年に国家に

許可された全国14の開発区の一つである大連経済技

術開発区に進出した外資企業の大半は日本の製造系企

業であった13）．工場現場で働く中国人ワーカーに対す

る日本語教育は極めて重要な課題であり，その解決の

ため，1985年の大連工人大学（1952年設立，社会人，

中でも主に工場で働く社員を教育対象とする）と

1989年に設立した大連職工大学（工場や会社のワー

カーを教育対象とする）で大連の日本製造企業の社員

向けの日本語教育を実施した．さらに，90年代初期

には円高による日本企業の海外進出の加速に伴って日

本語の通訳人材が不足するという深刻な事態が発生し

た．この問題を解決するため，日本語教育課程を設け

た大学が10校も増え，合計で19校になった．

3.3 グローバル化に伴う日本語教育の繁盛期

　90年代末期，世界の交通の利便性の向上及びIT産

業の発展による経済グローバル化に伴い，大連市も著

しく発展した．とりわけ1998年に設立された大連ソ

フトウェアパークに，日本の企業をはじめ世界のIT

関連企業が数多く進出した．進出企業の業務内容の9

割が対日輸出関連である14）ため，ITに関する日本語

人材の需要も激増した．社会需要に応じるため，上述

した大連理工大学，大連海事大学，大連工業大学と大

連職工大学などで，今までの選択日本語科目をそれぞ

れ専攻科目に変更した．新しく日本語科目を設けた大

学および新設された大学を合わせると，18校に達し

た．そのほかに，「IT＋日本語」という教育パターンで，

2000年以降設立されたIT学科に日本語教育を設けた

大学は13校もあった．

3.4大連の高等教育機関における日本語教育の現状

　本論の調査により，大連市にある高等教育機関数は

37校で，その内訳は，総合大学11校，元大学の1学部

から独立した大学5校，実務教育を中心とした大学13

校，社会人向け（通信教育も含む）の大学5校，軍隊

あるいは警察に関係する特別大学は3校である．在校

生数は322,147人，専任教師数は18,204人である15）が，

日本語教育を設けた学校数は26校で，全体の72％を

占めている．在校日本語学習者数は32,160人で，全体

の1割である．日本語教師数は503人（うち日本人教

師81人）で全体のわずか3％となっている．（表1参照）

Ⅳ．まとめ

　大連における日本語教育史を見ると，20世紀の初

期から日本租借地において初等教育段階での日本語教

育の普及をはじめ，中等教育，実業教育，師範教育の

発展の中で日本語教育の基盤は作り上げられた．ただ

し，租借地における日本語教育は強制的且つ駐在日本
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人向けの日本語教育といった特徴が見られる．戦後中

国における外国語教育の主流はしばらくロシア語であ

ったが，50年代から70年代までの間に日本語教育課

程を設けた大学は8校に達した．80年代の経済発展に

より，高等教育機関における日本語教育は在連日系の

製造工場のワーカーを対象とした教育であったが，

90年代からそれは著しく発展した．とりわけ21世紀

の複合的グローバル人材の需要に応ずるべく考案され

た「日本語＋α」教育パターンの普及により，大連市

の都市発展に日本語教育は大きな役割を演じてきた．

　しかし，70年代から90年代まで，大連市における

日本語教育の主役は中等（中学校・高校）日本語教育

であった．機関数も学習者数も高等教育機関における

日本語教育より多かった．それが2000年以降，高等

教育機関が上回るようになった原因は何なのか．また，

外資企業への優遇政策の取消し，中国の経済発展に伴

うコスト上昇，さらに2012年の9月以降の中日関係の

悪化などの原因から，日本企業の撤退による日本語人

材の需要が減少しているが，そのことが日本語教育に

どんな影響を与えたのか，という問題については今後

の課題としたい．
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Students’ attitudes towards NS and NNS Teachers 

in Japanese Language Teaching

The foreign language profession has discussed 

issues related to native versus non-native speaking 

teachers in recent years due to the increasing 

numerous non-native speaking teachers, especially 

in the field of English teaching. According to the 

Japan Foundation (2008), among the 45,000 

Japanese teachers working abroad, almost 70 

percent of them were non-native local people. It 

shows that it is not suitable to consider native 

teachers only while we study the Japanese 

education problem. However, in the field of Japanese 

language profession researching as a foreign 

language, studies focused on the differences between 

NS and NNS were limited.

This study investigates the attitudes of Chinese 

students in different levels which were taught by 

native speakers (NSs) and non-native speakers 

(NNSs) of Japanese.

Background

In the field of foreign language teaching, it was 

considered ordinary that NSs were believed to be 

superior to NNSs, and the NNS teachers were 

second in knowledge and performance to NS 

teachers (Firth & Wagner (1997)). Some studies 

attempted to find out the reason for the notion. 

Phillipson (1992) argued that a greater facility in 

demonstrating fluent, idiomatically appropriate 
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language; a greater appreciation of the cultural 

connections of the language; the ability to judge a 

linguistic form were the reasons for the NSs’ 

advantage.

However, the commonly accepted views of NSs 

are superior than NNS teachers in the field of 

English language teaching was discussed recently. 

Philipson ’s (1992:195) research showed the 

advantage of the NNS like the successful experience 

of learning foreign language, sharing the same 

culture context with the students. Medgyes (1992) 

indicated that both NSs and NNSs have strengths 

and weakness, and they have equal chance to 

achieve success. Recent studies in the ESL context 

also noticed that NS and NNS should not be divided 

into dif ferent camps. It was represented in 

Holliday(2005) and Pasternak & Bailey,(2001).

Hertel,T.J. & Sunderman,G. (2009) divided 

recent research on the NS and NNS debate into 

instructors’ sel f -percept ions and students’ 

perceptions of instructors. Most NNS teachers feel 

deficient about their language problem and consider 

it will effect on their teaching (Medgyes,1994 ; 

Griffler,1999). As for student perceptions, recent 

research also questioned the widely held notion in 

language teaching that students prefer NS teachers. 

Both NS and NNS teachers have advantages and 

disadvantages .  Mahboob ’s  (2001) research 

investigated the perceptions of 32 English students 

at a U.S. university. It showed that students 

preferred the NNSs’ teaching grammar and 

answering questions based on their own successful 

experience of learning English, and the students 

preferred the NSs’ teaching oral skil ls and 

vocabulary and culture. Moussu(2002) examined the 

84 students’ perceptions towards the NNS teacher 

in university. He pointed out that the students 

expressed positive attitudes toward NNS instructors 

after a semester’s learning. A similar study was 

conducted by Cheuning,Y.L.& Braine,G.(2007). 

Their study also noticed that the high grade 

students expressed more favorable attitude. 

Although much research concerning English in 

EFL contexts were conducted, the studies relating 

to Japanese language profession in Japanese Foreign 

language contexts were not discussed until recently. 

Despite the strong presence of NNS Japanese 

teachers worldwide, the researchers concerning the 

difference between NSs and NNSs Japanese teachers 

in language teaching were limited. Lokugamage 

(2008) presented that NS had power than NNS 

Japanese teachers in Japanese teaching in Sri Lanka. 

Okamoto (2010) explored the NS and NNS teachers 

perceptions and their teaching practice in a team 

teaching situation. Findings showed that the NNS 

Japanese teachers considered the NSs were superior 

to themselves, while the NSs questioned the 

conception through the team teaching.

Recent studies focused on the self-perception of 

Japanese teachers but  researchers focusing on the 

attitude of students’ were limited. This study aims 

to determine how students themselves feel about the 

question of NSs versus NNSs as Japanese language 

teachers by investigating specific domains such as 

knowledge, Pedagogical skills and communication.

Methodology

Participants

Participants were drawn from the Dalian 

University of Foreign Language. 59 undergraduate 

students participated in this study, 30 of them were 

second-year and 29 of them were third-year 

students. In selecting participants for this study, I 

took the students who have had the experience 

taught by both NSs and NNSs Japanese teachers. 

They were chosen on the belief that students at this 

level are more objective in their view than first-year 

students who had no experience of applying both 

NS and NNS teacher’s course. For the follow-up 

interviews, 4 students took part. They answered the 

questions from 15 to 30 minutes.

Instruments

The questionnaire contained the participants’ 

information including gender, age, institution and 

number of years of previous study in Japanese. 13 

statements were designed to crosscheck the 

students’ responses on the perceptions of NS and 

NNS Japanese teachers. According to the five-point 
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scale, 1 refers to ‘Strongly Disagree’, 2,’Disagree’, 3,’
Neutral ’ ,  4, ’Agree ’ ,  and 5, ’Strongly Agree ’ , 
participants evaluated the items to show their 

positive or negative standpoint clearly in comparing 

NS with NNS Japanese teachers.

The items on the questionnaire included three 

main issues: knowledge of the subject, teaching 

methodology and communication with the students. 

Before the subjects filled in the questionnaire, the 

meaning of the terms ‘NS teachers of Japanese‘ and 

‘NNS teachers of Japanese‘ were explained to the 

participants and the purpose of the study was stated.

Interviews

Interviews were concluded with 4 students after 

their surveys questionnaire to confirm and broaden 

the date from the questionnaire surveys.

Two questions were asked. The first question 

elicited the interviewee’ opinions on the advantages 

and disadvantages of NNS teachers of Japanese. The 

second question focused on the NS Japanese 

teachers. All interviews were conducted in 

interviewees’ mother tongue, Chinese.

Results

The responses to the questionnaires were 

grouped and analyzed. Summaries were showed in 

Table 1-Table 4.

Table 1

Difference
Average 

of  NS 
Average 
of  NNS 

Knowledge

1 ．teach more vocabulary 
and grammar

0.17 4.29 > 4.12

2．prefer to imitate the 
pronunciation and spell

1.34 4.50 > 3.16

6．oral class
0.50 3.93 > 3.43

10．prefer them to teach 
the writing class

0.35 3.72 < 4.07

13．prefer to teach culture 
of Japan

0.28 4.37 > 4.09

In the content of Knowledge, students perceived 

NSs to be more knowledgeable with respect to 

pronunciation and oral skills. Knowledge of culture 

showed less confidence.

Table 1 also presents that there are not much 

difference on the students’ attitudes towards NS and 

NNS Japanese teachers.  

Table 2

Difference
Average 

of  NS 
Average 
of  NNS 

Teaching ability

7．correct the students’ 
mistake immediately

0.57 3.72 < 4.29

8．prefer to explain the 
grammar 1.25 3.14 < 4.39

9．know what students 
want to express So as 
to teach effectually

0.75 3.69 < 4.44

11．answer questions 
based on their Own 
successful experience

0.99 3.41 < 4.4

Table 2 presents the terms of teaching 

methodology on learners’ attitudes regarding NS 

versus NNS teachers. Students have a more positive 

attitude to NNS teachers than to NS teachers on the 

terms of teaching grammar, asking questions to 

teachers. The L1 language plays a important role in 

the Japanese teaching class.

Table 3

Difference
Average 

of  NS 
Average 
of  NNS 

Communication with students

3．communicate 
effectively in the 
Classroom

0.9 3.38 < 4.28

4．prefer to ask them 
when the Students 
have some questions

0.9 3.39 < 4.29

5．feel comfortable 
talking about Personal 
concerns

0.44 3.63 < 4.07

12．do not feel nervous 
when talk With

0.38 3.76 < 4.14

Table 3 presents a multiple regression model on 

students’ attitudes regarding NS versus NNS 

teachers’ communication items with students. There 

is not much difference between NS and NNS which 

indicates that students want to communicate with 

NS teachers but using L1 language make them 

comfortable with NNS teachers.
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　　　　　　　　Table 4

Second-
year

Third-year
Second-

year
Third-year

NS NNS

Communication with students

3．communicate effectively in 
the classroom

3.24 < 3.51 4.31 > 4.24

4．prefer to ask them when 
the Students have some 
questions

3.2 < 3.58 4.13 < 4.44

5．feel comfortable talking 
about Personal concerns

3.36 < 3.89 4 < 4.13

12．do not feel nervous when 
talk with

3.56 < 3.96 4.1 < 4.17

Teaching ability

7．correct the students’ 
mistake immediately

3.43 < 4 4.2 < 4.37

8．prefer to explain the 
grammar

2.7 < 3.58 4.33 < 4.44

9．know what students want 
to express So as to teach 
effectually

3.5 < 3.89 4.37 < 4.51

11．answer questions based 
on their Own successful 
experience

3.33 < 3.48 4.43 > 4.37

Knowledge

1 ．teach more vocabulary 
and grammar 4.26 < 4.31 4.24 < 4.34

2．prefer to imitate the 
pronunciation and spell

4.36 < 4.65 3 < 3.31

6．oral skills 3.76 < 4.10 3.62 > 3.24

10．prefer them to teach the 
writing class

3.33 < 4.10 3.96 < 4.24

13．prefer to teach culture of 
Japan

4.23 < 4.51 4.13 > 4.06

Table 4 presents different proficiency level 

students’ attitudes towards NS and NNS teachers. 

In general, participants who were more proficient 

learners were more likely to judge NS teachers as 

better able to teach in all domains. 

Interviews 

The four interviewees all had experience being 

taught by both NS and NNS Japanese teachers. 

They were likely to judge teachers favorably in a 

number of areas. Gender showed no effects in the 

domains. The data was summarized according the 4 

in te rv iewees’ answer .  The subjec t s  were 

summarized below.

NNS Teachers’ advantages

Effective Pedagogical skills

The NNS teachers are successful in learning 

Japanese before, they can teach us by using their 

own experience. (Student A)

Knowledgeable in English Language

Most local NNS English teachers were educated in 

Japan. I loved learning Japanese after her teaching. 

(Student B)

Share the same context with students

They can tell what we want to express then tell us 
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how to say correctly, so we want them to teach us 

composition. (Student B)

Explain in students’ Mother Tongue

When we have some questions we can use Chinese 

to ask them, They can explain to us clearly. 

(Student C)

They teach us grammar explained in Chinese, so we 

can know it well. (Student D)

NS teachers’ advantages

Knowledgeable in oral Japanese

We can become accustomed to the NS’ talking 

speed when the NS teachers teaching me. (Student 

C)

They can correct my pronunciation when I talking 

to them. (Student B)

Communication

I can raise my confidence if I always talk with NS 

teachers so I am glad to talk with them after class. 

(Student D)

Discussion

The present study investigated the perceptions 

of Chinese students toward NS and NNS Japanese 

teachers, and examined if a different language level 

would influence their perceptions. The results 

support previous ESL and EFL research in Japanese 

teaching context. As Medgyes (1992) has pointed 

out both NSs and NNSs have strengths and 

weakness. Not similar to Lokugamage’s (2008) 

study in Sri Lanka, in the students’ attitude, the NS 

teachers are not superior than the NNS teachers in 

all areas.

Similar to Moussu(2002) and Cheung,Y.L. & 

Braine,G.’s (2007) study, the students showed a 

positive attitude toward NNS teachers although the 

students in this study also want to communicate 

with NS Japanese teachers positively.

Like the participants in previous studies, 

Mahboob (2001) and Cheung (2002) had pointed out 

it is likely that students in this study prefer NSs to 

be better pronunciation models and teaching 

Japanese culture. But it should be mentioned that 

the NSs in the present study are different from those 

imagined by Maboob (2001) when he cited that 

students preferred NS teachers with respect to 

teaching  vocabulary. 

The NNS Japanese teachers in this study were 

all Chinese and they share the same Chinese 

character radius with NS Japanese teacher. They 

also can tell the differences and teach the students. 

So there are not many differences between NS and 

NNS in the students’ view in this study. In grammar 

teaching, the students in this study were perceived 

NNS as superior to NS Japanese teachers. It support 

Medgyes (1992) and Mahboob (2001) and Hertel,T.

J.& Sunderman,G.  (2009)’s point also.

Similar to Philipson’s (1992:195) and Mahboob’
s (2001) qualitative investigation, NNS teachers’ 

own successful experience of learning English acted 

as an important role  model when NNS teachers 

teaching language.

As for the communication with NS and NNS 

teachers, this study showed that students feel 

comfortable to ask questions to NNS teacher because 

they share the same culture context with NNS 

teachers. Philipson (1992:195) also expressed this 

opinion.

The variable of proficiency level influenced 

students from the date analysis in present study. 

Hertel,T.J.& Sunderman,G. (2009) also examine the 

attitudes of students enrolled in beginning and 

advanced students in Spanish language learning 

toward NS and NNS teachers. Similar to the current 

study, their results the more advanced learners 

judged the NS to be more knowledgeable, to have 

more teaching ability, to communicate more 

smoothly as compared to less experienced students. 

It seems likely that the less experienced students 

need the L1 support more than advanced students in 

the classroom. They also need the exposure to 

comparisons of grammar between Japanese and 

Chinese.
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Conclusions

To sum up, this study, conducted in a Japanese 

Foreign Language context, supports the findings of 

Medgyes (1992), Manboob (2001), and Hertel,T.J.& 

Sunderman,G. (2009), which were conducted in the 

English context. The studies indicated that the 

students recognized that NSs and NNSs both have 

strengths and weakness in knowledge, teaching 

ability and to communication. The students do not 

consider the NNS teachers to be globally inferior to 

NSs teachers.

The results provide that the students prefer NS 

to be oral models and teaching Japanese culture and 

they prefer the NNS to teaching grammar and to put 

their own successful language learning experience 

to good use in teaching. When the administrators 

hire language teachers, they should consider these 

factors to contribute to effective language teaching.

The current study has provided quantitative 

data from the student participants. Future research 

could also examine the attitudes of NS and NNS 

teachers in order to gain a deeper and broader 

understanding. The present study investigated the 

Chinese students, the same script, such as English 

speaking students may also be conducted in future 

studies.
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１　はじめに

　高等学校の国語総合、古典Ａ、古典Ｂの授業に於け

る説話文学教材としては、『今昔物語集』『宇治拾遺物

語』『十訓抄』『古今著聞集』『沙石集』などを先ず挙

げることができる。平安時代末期に成立した『今昔物

語集』を除けば、何れも13世紀、鎌倉時代の説話集

である。本稿で採り上げる『日本霊異記』は管見の限

りでは教材として扱われることは従来は殆んどなかっ

たと言うべきである。ここでは、『日本霊異記』の持

つ古典（古文）教材としての可能性について考えてみ

ることにする。

２　『日本霊異記』研究の現状

　『日本霊異記』は、正しくは『日本国現報善悪霊異記』

と称し、平安時代初期にあたる9世紀に薬師寺の私度

僧景戒の編んだ現存最古の説話集である。後続の『三

宝絵詞』以降の説話集とは異なり、本文が漢文で表記

されている点に大きな特徴があり、日本文学では主に

上代文学の研究対象とされてきた。戦後のテキストと

しては、日本古典全書（昭和25年　朝日新聞社）、日

本古典文学大系（昭和42年　岩波書店）、日本古典文

学全集（昭和50年　小学館）、日本古典集成（昭和59

年　新潮社）など、索引は春日和夫・原栄一共編『日

本霊異記漢字索引』（昭和50年　桜楓社）が存してお

り、八木毅、中田祝夫、黒澤幸三、守屋俊彦、入部正

純、多田一臣などによって『日本霊異記』を対象とす

る研究書が発表されていた。

　平成期に入ると、『日本霊異記』の研究が俄かに活

況を呈し始める。新編日本古典全集（平成7年　小学

館）、新日本古典文学大系（平成8年　岩波書店）、ち

くま学芸文庫（平成10 ～ 11年　筑摩書房）などのテ

キスト、工具書として藤井俊博編『日本霊異記総索引』

（平成11年　笠間書院）も揃い、小泉道『日本霊異記

諸本の研究』（平成2年　清文堂）の書誌研究を加え

て整備された研究環境の中で、『日本霊異記』の研究

書が続々と刊行される状況が生ずる。朝枝善照『日本

霊異記研究』（平成2年　永田文昌堂）、丸山顕徳『日

本霊異記説話の研究』（平成4年　桜楓社）、宇佐美正

利『日本霊異記とその時代』（平成7年　おうふう）、

中村史『日本霊異記と唱導』（平成7年　三弥井書店）、

[原著論文]

教材としての『日本霊異記』論序説
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The Introduction to the Tale of “Nihon-Ryoi-Ki” as 
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Abstract
“Nihon-Ryoi-Ki” is the oldest persuasive stories in Japan. It has not been used as teaching materials 
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and demonstrate a lesson plan.

九 共 大 紀 要
第4巻　第2号
２０１４年 ３ 月

KEY WORDS : “Nihon-Ryoi-Ki”, persuasive stories , teaching naterials

＊九州共立大学共通教育センター ＊Kyushu Kyoritsu University



84 工藤　浩

河野貴美子『日本霊異記と中国の伝承』（平成8年　

勉誠社）、永藤靖『日本霊異記の新研究』（平成8年　

新典社）、多田伊織『日本霊異記と仏教東漸』（平成

13年　法蔵館）、小峰和明・篠川賢編『日本霊異記を

読む』（平成16年　吉川弘文館）、山口敦史『日本霊

異記と東アジアの仏教』（平成25年　笠間書院）など

である。書名からも、日本文学としての研究のみなら

ず、仏教史、比較文化等多方面からのアプローチもな

されつつあることが窺われ、『日本霊異記』研究は一

定レベルの成熟を見ているということができる。

３　教材としての『日本霊異記』

　前節では、信頼できるテキストが提供され、訓詁注

釈も定まってきた『日本霊異記』をとりまく外的な状

況を確認した。本節では高等学校国語の古典（古文）

教材としての可能性という、当該文献の内的要素を考

えてみたい。

　『日本霊異記』は上・中・下の三巻から成り、それ

ぞれの巻には35縁・42縁・39縁の説話が配されている。

採録された説話の性格として、唱導性を持つことが指

摘される1 ）
　　。唱導とは民衆を仏道帰依へと教え導くた

めの布教活動のことである。布教は、専ら法話の場で

聴衆に対して行われたため、所収の説話は口承性を持

つのであるが、説話集として編纂され、文字化された

以上は、『三宝絵詞』などの後続説話集に対しては、

書承の形で影響を及ぼしたことが明らかである２ ）
　　。冗

長化した話、ふざけの出た話、舌足らずになった話な

ど、ある種の稚拙さを含み持つことになった要因には、

口承の弊害があったものと考えられる３ ）
　　。だが、こう

した負の評価とは逆に、その場の雰囲気に合わせて民

衆を興味づけて納得させるための面白みや明快さ、単

純さといった要素が、口承性によって多くの所収の説

話には自ずと備わっていったのである。結果として、

『日本霊異記』高等学校の教材としては、使い勝手の

よい説話を多く含み持つに至ったとも言うことができ

る。

　『日本霊異記』を教材としての利点は次の三点に集

約できる。

　Ⅰ．説話内容が平易かつ明確で、編者の意図の理解

が容易なこと。

　Ⅱ．分量的にも、高等学校の古典の授業の配当時数

に適する説話を選べること。

　Ⅲ．文学史・日本語史・文化史的価値があること。

　其々に対して若干の説明を加えるとすれば、先ずⅠ

は、端的に言って仏・法・僧の所謂「三宝」の重要性

を説くという内容である。勿論のこと、必ずしもこの

点だけが『日本霊異記』説話に共通する内容という訳

ではない。力人譚（上巻第3縁、中巻第4・７縁）髑

髏譚（上巻第12縁、下巻第1・2 ７縁）など、直接的

には仏教の教義には結びつかない話柄を持つものもあ

る。また、冥土・地獄譚（上巻第30縁、中巻第７・

16・25縁、下巻第22・23・35・36・37縁）、修行譚（上

巻第26縁）、放生譚（中巻第5縁）のように、三宝の

重視そのものを説いてはいない仏教説話もある。こう

した内容の説話の中にも、教材として相応しい内容を

持つものも多いのも事実である。しかしながら、唱導

の目的を高校生に伝え難いものは、一先ずは本稿で扱

う範疇からは除くことにする。また、三宝を扱いなが

ら因果を身体の異変で示すような差別的な内容を含ん

だり、邪淫を主題とする説話など、教材としては不適

切なものも多々ある。こうしたものは除外するとして

も、『日本霊異記』には教材として相応しい説話が相

当数収録されているのである。Ⅱについては、通常の

A5版乃至はB5版の教科書に換算して、一つの説話が

1 ～ 2頁から多くても3 ～４頁程度で完結するものが

多い。従って、授業を実施する学年・クラスや時期、

生徒の実態、配当時数の多寡などの要素に適した教材

を選択することができるのである。Ⅲは、前節でもふ

れた『日本霊異記』の文学史的な位置に負うところで

ある。平安時代初期の作品でありながら、ひらがな表

記が確立する以前の時期に編まれたため、『古事記』『日

本書紀』『万葉集』「風土記」『懐風藻』などの上代文

学作品のように漢字のみで書かれた点に大きな特徴が

あるのが第一点である。写本の複製や、原文表記をプ

リントやパワーポイント等で示しながら、文字や表記

の歴史を説明することができる。次に、仏教説話集と

しては最古の作品であることが第二点として挙げられ

る。『古事記』『日本書紀』のような上代文学作品は、

アマテラスを頂点とした天神・地祇を祀る神道を背景

に有しているが、仏教公伝以来最初の説話集であるこ

とが、上代から中古への移行期の作品としての特異な

文学史的或いは文化史的な意義を有しているのである。

４　『日本霊異記』を教材とした授業展開

　本節では、これまで述べてきたことを踏まえて、『日

本霊異記』を教材とした高等学校における国語の授業

展開の例を、教案を示すことで具体的に提起してゆき

たい。教材には、三宝のうち「仏」の重要性を主題と
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する中巻第23縁「弥勒菩薩の銅像、盗人に捕られて、

霊しき表を示し、盗人を顕す縁」を採り上げる。盗人

が尼寺から盗み出した仏像を石で打つと声を発した霊

験譚である。本来は肉体を持たない弥勒菩薩の像４ ）
　　を

敬うべきことを説くという内容である。

対象；２学年古典A

教材；『日本霊異記』中巻第23縁「弥勒菩薩の銅像、

盗人に捕られて、霊しき表を示し、盗人を顕す

縁」

　　　※次のプリントを配布する。（実際に配布する

プリントは縦書きである。）

古典 （古文） 教材　　　　　　　　　　日本霊異記

　弥
１み

勒
ろく

菩
ぼさつ

薩の 銅
あかがね

の 像
みかた

盗人に捕られて霊
あや

しき 表
しるし

を 示
あらは

し盗人を顕す 縁
ことのもと

第二十三

聖武天皇の御世に、勅
みつ

信
かひ

、夜
２　

を巡りて 京
みやこ

の中を行
めぐ

る。其の半夜の時に、其の諾
な

楽
らの

京
みやこ

の葛
かつらぎの

木尼
あまでら

寺の

前の南の慕
しの

原
はら

にして哭き叫ぶ音
こゑ

有りて言はく「痛き

かな、痛きかな」といふ。勅信聞き、馳
３　

せ陳
つら

ねて見

れば、盗人弥勒菩薩の銅の像を捕り、石を以ちて破
くだ

く。打ち捉へて問へば、答へ白
ま

曰
を

さく「葛木尼寺の

銅の像なり。」とまをす。此の像を寺に置き、然う

して彼の盗人を 官
つかさ

に送り、囹
４ひとや

圄に閉
５こめとら

囚ふ。夫れ

理
６　

法身の仏は、血
ちしし

肉の身にあらず。何ぞ痛む所有ら

む。ただ常住不変を示す所
ゆゑ

以なり。是れまた奇
あや

異し

き事なり。　　　　　　　　　(中巻第二十三縁)

註　１、弥勒菩薩―釈迦入滅後、五十六億七千年後にこの世

で衆生を救済する仏。　２、夜を巡りて―夜警のために

巡り歩いた。　３、馳せ陳ねて―大勢が駆けつける。　

　４、囹圄―牢屋。　５、閉囚ふ―捕えて収監した。　６、

理法身―三種法身（理法身、智法身、理智無礙法身）の

一。弥勒菩薩も、本来は仏法の顕現としての仏身であって、

血肉を備えた人身は持たない。

日本霊異記　成立年は未詳であるが、9 世紀に薬師寺の私度

僧景
きょう

戒
かい

の編纂した最古の仏教説話集。原文は漢

文表記されている。新日本古典文学大系の訓読

を掲げた。

単元の目標；

⑴漢文訓読調のリズムを読み味わい、説話に関心を深

める。

⑵自らの知識や体験に基づいて、内容を正しく捉える。

⑶ひらがな成立以前の我が国に、中国の文化がもたら

した影響を考える。

　学習指導案は次頁に掲載．

評価；

⑴漢文訓読調のリズムを読み味わい、説話に関心を持

つことができたか。

⑵自らの知識や体験に基づいて、内容を正しく捉えら

れたか。

⑶我が国に、中国の文化がもたらした影響が理解でき

たか。

５　まとめ

　これまで、『日本霊異記』を古典（古文）の教材と

して扱った授業展開を提唱してきた。筆者自身も、勤

務していた東京都立高等学校において、平成23年度

までの10年余りに亙って『日本霊異記』を教材とし

た授業展開の試行を実施してきた。生徒の反応を見る

限りは、従来の教材を用いて行った際と、さほどの違

和感を持つこともないように見受けられた。授業評価

アンケートでも、特に内容に関する質問項目に対して、

「理解できた」「興味が持てた」といった概ね肯定的な

感想を確認し得たことを付言しておきたい。

　作品としての文学史上の扱い、大学入試問題では出

題例は皆無と言ってよいことなど、問題点も多く存し

ていることは確かである。しなしながら、ひとまずは

『日本霊異記』が、極めて適切な高等学校の古典（古文）

教材であるという感触を持ち得たことを以て結論とし

たい。今回は「仏」を主題とする説話を選んだが、『日

本霊異記』に採録された「僧」を尊ぶべきことを説く

説話については、稿を改めて論じることとする。

Received date 2014年1月7日
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　　　　学習指導案（三時間扱い）

指導内容　 学習活動　 指導上の留意点　

第

１

時

導入　　　　　　　　　（5分）

作品について理解する。

展開　　　　　　　　（40分）

漢文訓読のリズムに慣れる。

本文の書写

難解語句の確認。

まとめ　　　　　　　　（5分）

作品について確認し、次回の予

告をする。

作品の説明の指名読みを聞き、

板書をノートにとる。

本文の指名読み。

ノートに3行ごとに本文を写し、

難訓語句にはルビをふる。

指名して、難解語句を確認し、

本文に傍線を引く。

ノートで確認する。

板書で、作品の成立と特徴、同

時代の歴史事象などに言及しつ

つ要領よく纏める。

反復して読み、漢文訓読のリズ

ムを意識させる。ルビのふられ

たものも含めて、難読の漢字の

読み方を確認する。

右に註、左に字数を要する口語

訳を書くことを説明し、字間の

余裕を持って本文を写すよう最

初に指示する。作業中は、机間

巡視してノートの取り方を確認

する。

生徒の見落とした難解語句も理

解しているかどうかを確かめる。

第

２

時

導入　　　　　　　　　（5分）

前時の復習。

展開　　　　　　　　（40分）

内容の理解。

まとめ　　　　　　　　（5分）

次回の予告をする。

本文の指名読み。

一文ずつ指名読みをして、難解

語句の意味を確認して註を付す。

それを踏まえて口語訳をする。

本文が、いくつの部分に分けら

れるかを考える。

難解語句の傍線を確認するよう

指示する。

会話の発話者が誰なのかを考え

させる。

弥勒菩薩像は、画像で例を示す。

「常住不変」の意味に注意を促す。

どこからが後半になるのかを考

えてくるよう指示する。

第

３

時

導入　　　　　　　　　（5分）

課題の確認。

展開　　　　　　　　（35分）

説話の構成と方法を考える。

１唱導

２説話の方法

まとめ　　　　　　　（10分）

中国文化の我が国への影響

本文を前半と後半に分ける。

「唱導」について理解する。

不自然な記事が置かれた意味を

考える。

漢字の伝播、仏教思想について

理解する。

物語と後日譚に分かれているこ

とを理解させる。

唱導について先ず説明し、受講

者から「布教」という語を引き

出す。

仏像が喋る話が布教とどう関わ

るのかを、幼児に恐怖を覚えた

体験等と結び付けて理解させる。

固有文字をもたない我が国は、

漢字を用いたため、かなが生み

出されたことを理解させる。

仏教伝来後の、初期の布教の実

態を要領よく纏める。

３）長野一雄（1986）：「説教話としての資質」，黒澤

幸三編『日本霊異記―土着と外来―』三弥井書店
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４）高田　修（1987）：『仏像の誕生』，岩波書店

　　長岡龍作（2009）：『日本の仏像―飛鳥・白鳳・

天平の祈りと美―』，中央公論社



Ⅰ　問題と目的

　今日の学校教育においては，いじめ・不登校等生徒

指導上への諸課題への対応，道徳教育，特別支援教育

の充実，外国人児童生徒への対応，新たな学びに対応

するICTの活用の要請をはじめ，現場の複雑かつ多様

な課題に対応することが求められている．急激に変化

する社会の中で，学校現場における教員の力量はます

ます問われていると言える．

　平成24年8月28日中央教育審議会は，教員の資質能

力向上特別部会において平成22年6月より審議を続け

ていた「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総

合的な向上方策について」（文部科学省,2012）を答申

した．この中の「現状と課題」において，社会の急激

な変化に伴い高度化・複雑化する学校現場の諸課題に

対応するために「新たな学びを支える教員の養成と学

び続ける教員像の確立」の重要性が指摘され，「教育

委員会と大学との連携・協働により，教職生活全体を

通じて学び続ける教員を継続的に支援するための改

革」が必要であると提言された．そして，「取り組む

べき課題」として，教科や教職についての基礎・基本

を踏まえた理論と実践の往還による教員養成の高度化

[原著論文]

新卒教員の適応感と支援ニーズに関する一考察

－卒後１年目の追跡調査をもとに－
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Subjective adjustment of new teachers and their support needs
－Follow-up survey in the first year after graduation－
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Abstract
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schools were investigated and future possibilities for supporting them were examined. A questionnaire 
survey was conducted with new teachers (N = 40) who had completed a university teacher-training 
course and become teachers. The questionnaire inquired about work environment, feelings of difficulty 
at school, subjective adjustment, motivation, feeling of exhaustion, and support needs. Furthermore, 
their own goals and what they expect of the teacher-training course were inquired using a free 
description format. As a result, 23 valid responses were collected. The results indicated that new 
teachers had difficulties in “student guidance” and “guidance in school courses.” New teachers were well 
motivated and had feelings of high responsibility, but also felt many difficulties and a strong need for 
support. The importance of investigating feeling of difficulty experienced by new teachers in more detail 
and the need to develop support systems to facilitate continues learning after graduation is suggested.

九 共 大 紀 要
第4巻　第2号
２０１４年 ３ 月

KEY WORDS : new teachers after graduation, feeling of adjustment, support needs

１）九州共立大学経済学部 １）Kyushu Kyoritsu University



88 髙橋　佳代　他

の必要性が指摘された．教員が大学卒業後も学びを継

続する意欲を持ち続けることができる仕組みの構築が

必要である．

　さらに平成25年10月15日には，「大学院段階の教員

養成の改革と充実等について（報告）」（文部科学省

,2013）において，「『学び続ける教員』を支援するため，

養成は大学，採用・研修は教育委員会・学校というこ

れまでの役割分担から脱却し，教育委員会・学校と大

学との連携・協働により，教員の養成・採用・研修の

一体的な改革を行っていくことが極めて重要である．」

と指摘している．教員は初任段階においても学級担任

等初任者が負う責務が大きい職業であることを踏まえ，

学校現場と大学を結んだ能動的な学修を通じて基礎的

な実践的指導力が育成されることが望まれている．

　一方で，学校の小規模化や教師の多忙化が進む中，

公立学校の教員年齢構成は50歳以上が約4割を占め

（文部科学省，2010）教員の大量退職に伴う大量採用

傾向は進行している．つまり，経験の浅い教員が大勢

の新任教員を育成しながら学校の中心となっていかな

ければならないということである．今後，教員養成を

担う大学は，今日の学校教育の課題に即した教員養成

を進めることがより重要であり，さらには新任教員の

支援体制の構築を急ぐ必要があろう．

　ところで，本学の教職課程では中学・高校の保健体

育科，中学社会科，高校地歴公民科，高校商業科，高

校情報科教員の普通免許の取得が可能であり，毎年

50名ほどの学生が学部卒業後すぐに教員生活をスタ

ートさせている．全国的な動向と同様に，初年度はそ

のほとんどが常勤もしくは非常勤の臨時講師としての

勤務である．臨時講師としての勤務者には公式な研修

制度はなく，初任者研修等の教育委員会が行う研修を

受けることはできない．そのため，彼らの研修の機会

は極めて限定的である．そのような現状を踏まえると，

教員養成を担う大学として，在学中はもちろん卒業後

も，教職につく者としてとして着実な歩みを進めるた

め一人ひとりの状況に応じたにきめ細かい対応を継続

していくことが重要であると考える．今後，現場に出

た卒業生を継続的に指導し，教員としてのキャリアを

積み上げていく支援を的確に行うためには，まず彼ら

が現場でどのような課題を発見し，どこに支援ニーズ

を抱えているのかを把握する必要があるだろう．そし

て，実際に現場に出た卒業生から本学の教職課程での

学びに対する意見や要望を聴取することにより，今後

の本学教職課程における指導教育のあり方を検討する

ことにより本学の教職課程の充実化を図る姿勢も極め

て重要であると考える．

　よって，本研究では，本学教職課程卒業後１年目の

現職教員を対象に追跡調査を実施した．卒業生が学校

現場でどのような所感を抱いているのか具体的に調査

することにより，彼らの現場での適応感と困難感およ

び支援ニーズの所在を明らかにすることが本研究の目

的である．以上により，今後の卒業生支援の可能性お

よび教職課程における指導教育の充実化を目指す．

Ⅱ　方法

１．調査対象

　平成23年度九州共立大学を卒業し，卒後すぐに教

職についた卒業生のうち，連絡先が不明なものを除い

た40名．

２．調査方法

　無記名自記式調査票に，調査の目的と個人情報の保

護を明記した調査依頼書，返信用封筒を同封し，本人

宛に郵送，後日郵送で回収した．

３．調査時期

　平成25年1月～平成25年2月

４．調査内容

１）職場環境に関する項目

　「学校種別」「立場」「クラス担任状況」「部活指導状

況」について，それぞれ選択により回答を求めた．

２）現場での困難感および相談者に関する項目

　「仕事上で対応に困ることはどのようなことです

か．」および「仕事上で困ったことや迷うことがあっ

た時には誰に相談しますか．」という質問に対し，そ

れぞれ複数回答可とし選択を求めた．

３）適応感および支援ニーズに関する項目（責任感，

楽しさ，憔悴感，支援ニーズ）

　「今の仕事に責任を感じますか．」「今の仕事にやり

がいを感じますか．」「今の仕事を楽しいと感じます

か．」「今の仕事をやめたいと思うことがありますか．」

「仕事上のことを相談するところが欲しいですか．」と

いう質問に対し，それぞれ「とてもそう思う」「少し

そう思う」「どちらでもない」「あまりそう思わない」「全

くそう思わない」の５件法により回答を求めた．

４）自分自身の課題に関する項目

　「現場に出て，もっと学んでおけばよかったと思う

点はどのようなことですか．」という質問に対し，自
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由記述で回答を求めた．

５）本学教職課程に求めることに関する項目

　「本学の教職課程にどのような支援があればよいと

思いますか．」という質問に対し，自由記述で回答を

求めた．

５．分析方法

　データ分析はIBM社SPSS　Ver.21を使用し行った．

Ⅲ　結果と考察

１．回収状況

　対象者40名，回答数24名，内有効回答数23名，回

収率58％．回答数23名のうち11名は，卒業生が大学

行事で来校した際にアンケートを回収した．

２．卒業生の勤務状況

　勤務校は，公立中学校が10名（44％），公立高校が

7名（30％），私立高校が1名（4％），その他が5名（22

％）であった．その他の内訳は公立小学校が2名，特

別支援学校，組合立高校，社会福祉施設がそれぞれ1

名ずつであった．

　立場は，教諭が2名（9％），常勤講師11名（48％），

非常勤講師7名（30％），補助教員3名（13％）であった．

　担任状況は，担任をしている者が6名（26％），副

担任をしている者が8名（35％）残りの9名（39％）

はクラス担任を持っていなかった．

　部活指導状況は，体育部の顧問が13名（57％），文

化部の顧問が1名（4％），部活動を指導していない者

が5名（22％），顧問ではないが外部コーチやボラン

ティアとして自主的に指導している者が4名（17％）

であった．回答者の立場と担任状況および部活指導状

況をクロス集計表（Table1）に示す．

　回答者23名中約半数が常勤講師，30％が非常勤講

師としての勤務であり，両者を合わせ回答者の8割近

くに上ることがわかる．さらに常勤講師をしている者

11名中5名はクラス担任として学級経営を担っている．

彼らは教科の指導に加え，学級担任として不登校やい

じめ，保護者の対応など生徒指導および進路指導に取

り組む必要がある．初任者であれ，目の前の児童生徒

および保護者に対し，担任として責任を持った対応を

せねばならない．前述したが，講師としての勤務では

学びの機会は極めて限定的である．以上のような状況

を踏まえると，本学の教職課程においても，卒後の勤

務状況をより意識し，今日の学校現場の様々な課題に

対応することができる実践力を持った学生の養成をよ

り意識する必要がある．例えば，４年生の授業の中で

次年度に学級担任を持つイメージを持たせた上で，最

初の学級作りや一年を見通した学級への働きかけ，学

級作りに有効なワークやゲームなどを体験しておくと，

卒後の新任教員の助けになると考えられる．また，教

育実習後も教科だけでなく学級活動や生徒指導場面を

想定した模擬指導を積み重ねておくことも有効である

と考えられる．

３．現場での困難と相談相手

　仕事上対応に困ることについての設問結果（複数回

答可）をFigure1に示した．選択肢項10項目の選択割

合は多い順から，「教科の指導」13名（16％），「生徒

指導」12名（15％），「生徒との関係」12名（15％），「部

活の指導」10名（12％），「保護者への対応」9名（11

％），「職場環境」7名（8％），「自分自身の進路」7名（8

％），「上司との関係」6名（7％），「同僚との関係」5

名（6％），「進路の指導」2名（2％）であった．

　卒後１年目の教員が最も対応に苦慮している点は，

教科指導そして生徒指導および生徒との関係であるこ

とが明らかになり約半数の回答者が「苦労している」

と回答している．毎日の授業における指導案作り，授

業展開，教材研究や授業の目的に合致した発問の仕方

など教科指導に苦労している姿が伺われる．さらに生

徒指導や生徒との関係，部活の指導のみならず保護者

への対応など多様な生徒や保護者への対応など今日の

学校現場の様々な課題に対応する難しさを感じている

ようである．また「自分自身の進路に悩んでいる」と
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回答した者も７名と多い．講師として身分が安定して

いない者も多い中，新卒教員が自分自身のキャリア形

成に不安を抱えながらも日々の職務に取り組んでいる

ことが明らかになった．

　仕事上困った際の相談相手についての設問結果（複

数回答可）Figure2に示した．選択肢6項目の選択割

合は多い順から，「先輩教師」16名（37％），「友人」

11名（26％），「同僚教師」8名（19％），「家族」5名（12

％），「管理職」2名（5％），「その他」として恩師を

挙げた者が1名（2％）であった．

　困難に際した時のサポート役として，「先輩教師」

を挙げた者が最も多く，勤務校内での支援を得られて

いることが示された．一方で，半数弱の者が「友人」

を挙げており，個人的な繋がりが彼らの支えになって

いることも明らかになった．

４．現場での適応感と支援ニーズ

　仕事への責任感，やりがい，楽しさ，憔悴感，支援

ニーズに関するそれぞれの質問「今の仕事に責任を感

じますか．」「今の仕事にやりがいを感じますか．」「今

の仕事を楽しいと感じますか．」「今の仕事をやめたい

と思うことがありますか．」「仕事上のことを相談する

所が欲しいですか．」に対する回答人数をTable2に示

す．

　「仕事に責任を感じるか」という質問に対し回答者

全員が「少しそう感じる」もしくは「とてもそう感じ

る」と回答している．また，「仕事にやりがいを感じ

るか」という質問に対しても１名を除き他全員が「少

しそう感じる」もしくは「とてもそう感じる」と回答

している．また，「仕事が楽しいか」という問いに対

しても，「そう感じない」と回答した者はいない．す

なわち，新卒教員のほぼ全員が教師という職務に責任

感とやりがいを強く感じ，楽しいという実感を持つ事

ができていることが明らかになった．

　一方で，「やめたいと思った事はあるか」という質

問に対しては10名（43%）が「少しそう思う」もしく

は「とてもそう思う」と回答している．さらに，「相

談する所が欲しいか」という質問に対しては12名

（52%）が「少しそう思う」もしくは「とてもそう思う」

と回答している．つまり，新卒教員の多くが教師とい

う仕事にやりがいと責任を感じつつも，「やめたい」

と思うことも多く支援ニーズも高い．今回の調査から

は，「やめたい」と感じる場面やその内容が明らかに

なっていないが，彼らの感じる困難感の詳細を今後明

らかにし支援に繋げることが重要であると考えられる．

５．自分自身の課題，学習の足りない点

　「現場に出て，もっと学んでおけばよかったと思う

点はどのようなことですか．」という質問に対する自

由回答記述内容に対し，記述された内容からキーワー

ドを読み取り，11項目に対応させて集計した．複数

回答である．複数人が回答した内容は，回答数が多い
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順から「専門的な教科指導方法および専門知識」が

10名（34.5%），「様々な生徒に対応できる生徒指導」

が4名（13.8%），「読書や遊び，雑学など幅広い体験」「採

用試験対策」「ボランティア体験」が3名（10.3%）で

あった．集計結果をTable3に示す．

　最も多かった回答は「専門的な教科指導方法および

専門知識」に関する記述であり，「様々な生徒に対応

できる生徒指導」に関する記述がそれに続いている．

前述したが，多くの学生が教科指導および生徒指導に

難しさを感じ，自身の力量不足を痛感していることが

明らかになった．いじめや不登校，体罰等様々な教育

現場での課題に取り組む中，発達障害や配慮が必要な

生徒への対応等，専門知識ではカバーできない柔軟な

対応を求められる事も多い．そのような中，多様化す

る子どもたち一人一人に対応できる教師になるために

自身の生徒指導力不足を感じているのだろう．

　さらに，「読書や遊び，雑学等幅広い体験」「ボラン

ティア活動」「採用試験対策」を挙げた回答も10%程

見られる．教育問題や教育時事に関する知識だけでは

なく，幅広い教養と様々な社会体験，社会貢献活動の

経験など多様な社会との繋がりや人間関係形成の経験

が生徒指導や学級経営に直結するという実感とスキル

アップへの強い意志が読み取れる．講師として勤務す

る者は教員採用試験を突破していかねばならず，今後

卒業生へどのような支援ができるのか検討する必要が

ある．

６．本学教職課程に望む点

　「本学の教職課程に望むことはどのようなことです

か．」という質問に対する自由回答記述内容に対し，

記述された内容からキーワードを読み取り，7項目に

対応させて集計した．複数回答である．複数人が回答

した内容は，回答数が多い順から「ボランティア等学

校現場での体験」が4名（33.3%），「学生と卒業生と

の研究授業や交流の機会」「より多くの模擬授業体験」

が2名（16.7%）である．集計結果をTable4に示す．

　「ボランティアなど現場体験活動」という回答が最

も多い．卒業前からの現場を知る体験は，多くの子ど

もたちとふれ合う中での現代の子どもたちのコミュニ

ケーションの特徴を体験的に学ぶ機会，さらには自身

のコミュニケーションスキルを向上させる機会になる．

教職を目指す学生は，意欲的にボランティアなどの社

会貢献活動に参加し自身の資質能力を高めることが必

要であり，大学として多様な体験活動の機会を積極的

に提供する必要があるだろう．また，大学の教職課程

において模擬授業やロールプレイなどを取り入れたよ

り実践的な授業の展開を要望する回答もある．教員を

養成する大学として，学生の実践力を高めるための授

業の充実化を図る努力をさらに続ける事が重要である．

　また，同窓会組織の運営や卒業生と在学生の研究授

業や交流会の開催を望む記述もある．このような機会

は，在学生が現場の雰囲気を知る機会にもなる上に，

卒業生の支援としても有効であろう．在学生と卒業生

双方が切磋琢磨し，教師として充実したキャリアを積

みながら教師としての資質能力を向上させるような教

職課程の充実，さらには卒業生への支援体制の構築が

望まれる．

Ⅳ．まとめと今後の課題

　

　教職という職業は，当然免許取得がゴールではなく，

その後の研鑽が求められ，教職生活を通じて学び続け

ることが必要な職業である．研鑽は通常，勤務校内外

での様々な研修や個人的な繋がりの中で行われる．し

かしまた一方で，教職に就いた後の研鑽においても，

教員養成を担う大学としての役割があると考えられる．
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　本研究から，卒後１年目の新卒教員の多くが教職に

やりがいと責任感を感じながらも，困難感も強く感じ，

支援ニーズを抱えていることが明らかになった．力量

不足を感じる点としては「教科指導」に関する専門的

知識や技術に加え，様々な生徒に対応するための「生

徒指導」に関する知識や技術を挙げた者が多かった．

また，様々な幅広い体験をすることの重要性が指摘さ

れ，卒業前からボランティア等を通した現場体験活動

や社会貢献活動の重要性が確認された．今回の調査は

小規模で回答数も少ないため，統計処理が行えなかっ

たが，今後より大規模な調査を行う事で，担当科目や

勤務状況，学級担任状況などにより彼らの困難感に差

があるのか，さらにはどのような場面でどのような困

難感を抱いているのか，より詳細な調査を行う必要が

ある．この点は今後の課題としたい．

　また，本学教職課程に望むこととして，卒業生支援

や在学生と卒業生の研究授業・交流会の開催，同窓会

組織の運営等の要望が得られた．教員養成を担う大学

として充実化をさらに図りながら，本学で免許を取得

した学生の追跡調査，彼らが教職生活を通じて学び続

けることができるよう卒後の支援体制の構築を進めて

いきたい．
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Abstract
In  order  to  improve  J iyugaoka  K indergar ten ,  we worked on a  schoo l  eva lua t ion  in 

conformity with the guidance of MEXT （the Ministry of Education, Culture, Sports, Science, 
and Technology）. After analyzing a self-evaluation of the school, the following came to light:  

One, the reliability and validity of a self-evaluation.

Two, such evaluations becoming a mere shell, without real meaning.

Three, the difference in levels of enthusiasm in grappling with issues. 

And four, the growth of professional ability.

Moving toward solutions, we tried reciprocal staff evaluations, parent/guardian evaluations, and 
measures to improve professional growth. It is from these three approaches that we arrived at self-
evaluation-based curriculum management.
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The Kindergarten Management and the School 
Evaluation System

－Self-evaluation tasks and solutions for improving 
the childcare quality－

要　　旨

　学校改善のために自由ケ丘幼稚園では，文部科学省の指針にのっとり学校評価に取り組んだ．学校評価の自己

評価の分析から，１自己評価の信頼性妥当性，２自己評価の形骸化，３取り組みの温度差，４職能成長といった

課題が見えてきた．その課題の解決に向け，職員相互評価，保護者評価，職能成長からのアプローチを試みた．

3つの課題解決の取り組みから自己評価を基盤とするカリキュラムマネジメントへとたどり着いた．

＊九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園 ＊Jiyugaoka Kindergarten Attached to Kyushu Women’s 
　University
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１．はじめに

　学校評価の目的として文部科学省から出された幼稚

園における『学校評価ガイドライン[平成23年改訂]』

には次の3点が述べられている．

①組織的・継続的な改善を図る

　各学校が，自らの教育活動その他の学校運営につ

いて，目指すべき目標を設定し，その達成状況や達

成に向けた取り組みの適切さなどについて評価する

ことにより，学校として組織的・継続的な改善を図

ること．

②学校・家庭・地域の連携協力による学校づくり

　各学校が，自己評価及び保護者など学校関係者な

どによる評価の実施とその結果の公表・説明により，

適切に説明責任を果たすとともに，保護者，地域住

民等から理解と参画を得て，学校・家庭・地域の連

携協力による学校づくりを進めること．

③一定水準の教育の質の保障と向上

　各学校の設置者などが，学校評価の結果に応じて，

学校に対する支援や条件整備などの改善措置を講じ

ることにより，一定水準の教育の質を保証し，その

向上を図ること．

　　　　

　文部科学省によるガイドラインが設定されたのが

2000年であったが，その取り組みの状況を見てみる

と，2006年の実施率は65.9％であったのが，2008年

には73・5％と少しずつ浸透してきている様子が見ら

れる．しかし私立幼稚園における学校評価は2006年

は52.9％，2008年は60.9％と上昇は見られるものの

まだ十分に浸透していない．その理由として安達譲氏

は『私幼時報』（2013年7月号）で次のような園経営

者の意見を紹介している．

　　「私たち私立幼稚園は毎年園児募集をしており，

入園申し込みの段階ですでに保護者から評価され

ています．これ以上シビアな評価はありません．

そもそも学校評価は義務教育諸学校における教育

の質向上への期待からきていることで，なぜ，私

立幼稚園まで複雑な手続きを踏んで評価に取り組

む必要があるのでしょうか．」１）

　幼稚園の経営者や園長からよく聞かれる意見である．

しかし，保護者が入園を決める際に参考とするのは単

に保育の質だけではない．筆者が勤務している自由ケ

丘幼稚園が2011年に新入園児の保護者を対象に行っ

たアンケートでは下記のような結果が出ている．

2011年実施　　　85人回答（記述式　複数回答）

　自由ケ丘幼稚園を選ばれた理由をお教えください．

○幼稚園を見学して先生たちの姿から（32人）

○園児送迎用にトーマスバスがあり子どもが喜ぶか

ら（29人）

○わくわく保育（未就園児教室）に参加して楽しか

ったから（28人）

○近所だったから（26人）

○幼稚園を見学して子どもたちの様子が良かったか

ら（25人）

○大学との連携を生かした教育がなされているから．

（15人）

○友達のすすめで（12人）

○自然環境が良い（8人）

○周りの子が通っていた（7人）

○制服がよい（6人）　

　この調査からわかるように，保護者の幼稚園選択に

は教員たちの姿が1位になっているものの，送迎バス

のキャラクターだったり，制服であったり，さまざま

な要素が入園を決めた動機となっている．園児数が増

加していることと保育の質の向上がなされていること

とは必ずしも相関があるのではなく，よりよい保育へ

の改善の取り組みが園児が増加していること，あるい

は減少していないことを理由におざなりになる可能性

がある．学校評価をめぐっては，次のような課題が指

摘されている．

　　「実施状況調査から見ると，今日では，全国の学

校で学校評価が実施され，確かに一定程度の成果

と学校の状況が公表され，保護者や地域住民との

連携も推進されている状況が読み取れる．しかし，

その内実をさらに分析すると，その取り組みが形

式的で改善の実感が得られず，実効性が高まって

いないという指摘があることは否めない．（中略）

学校評価の取り組みが十分に進んでいないか，目

的の把握等があいまいなまま，とりあえず実施し

ているという現状が散見される．」２）

　また福本みちよ氏は，「現在の日本の学校評価の展

開状況を見てみるとおよそ次のような問題が発生して

いるように思われる．まず第一は成果主義の浸透によ

り，数値で示せる『成果』に頼る傾向が生まれつつあ

ることである（中略）自治体レベルでの統一フォーマ

ットに従って実施しているケースが増えているが，（中

略）単純に数値を上げることが教育活動の目標となる

やり方や，現状分析が不十分なまま数値の設定がなさ
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れると，肝心な保育活動の質ではなく量的な側面に注

意がいくようになる．（中略）数値目標に達したかど

うかをチェックして確認するという矮小化された学校

評価が無意識のうちに定着していく危険性がある．」３）

と指摘している．日本の学校評価システムは，平成

14年3月に規定された小学校設置基準・中学校設置基

準及び高等学校設置基準等の一部改正による学校の自

己評価に関する規定の整備により，その法制化が進め

られてきたが，学校評価に対する理解不足を含め，多

くの課題を抱えているのが現状である．保護者アンケ

ートイコール学校関係者評価というとらえ方も多くの

幼稚園で見られる．また学校評価に関する実践，研究

は小学校中学校が大半を占め，幼稚園での実践，研究

はほとんど見られない．私立の個人経営が多く，その

ほとんどが小規模経営であることも実践，研究が進ま

ない一因であろう．

　先程の自由ケ丘幼稚園は，北九州市八幡西区に設置

されている九州女子大学の附属幼稚園として，今年で

創立43年を迎える．附属幼稚園として幼稚園教諭を

志す多くの学生を毎年受け入れ，園舎は九州女子大学

と隣接する形で建てられている．園児数は増加の傾向

にあり，現在2歳児から5歳児まで256人が在籍してい

る．園長，副園長，教職員8名，補助職員7名，事務

職1名が在籍し，筆者は平成22年度から園長として幼

児教育に携わっている．

　本稿では実効ある自己評価の取り組みについて，現

在の学校評価の現状をとらえ，その問題点と課題およ

び一歩踏み込んで自己評価を起点とする経営へのアプ

ローチによる解決策を勤務する自由ケ丘幼稚園での実

践によって探っていきたい．

２．本園におけるPDCAサイクル

　学校改善のための本園におけるPDCAサイクルは以

下の通りである．

１）P：プラン（計画）

　4月当初に，本園の方針の明確化を図り職員すべて

が共同実践できるように園長より経営方針を提示し説

明を行う．園児にとって魅力ある幼稚園，保護者にと

って信頼される幼稚園を大きな柱として，具体的に達

成の道筋を示している．それを受けて担任がそれぞれ

学級経営を構想していく．その中では，本園の目標と

整合性を取るために，重点項目に従い学級の青写真を

つくっていく．これにより職員の全ベクトルを本園の

重点目標へと収斂させることができる．（資料1,2）

２）D：実践

　カリキュラムをもとに月案を作成，週案に指導計画

を立て実践する．（資料3,4）

３）C：評価

　2013年度1学期の自己評価は以下の通りである．重

点目標に沿って項目を絞り，記述も併用している．文

章にすることで，取り組みの反省を意識化させ，次へ

の新たなアクションへ向かうようにしている．（資料

5）

　職員は自己評価の中で安全・安心な幼稚園づくりの

中の ｢安全に最大限の注意をして保育活動に当たった

｣ の項目に高い評価を与えている．また「自発的に活

動したり遊べる環境を整備している」にも高い評価を

与えている．逆に，｢生き物の飼育・植物の栽培，本

の読み聞かせ等心を耕す活動を実践した｣「PDCAの

サイクルを通して教育の改善を行い保育の向上に努め

た」の評価が低い．

４）A：アクション

　評価が低かった項目に対しては，全体的な取り組み

として改善のためのアクションを起こしている．例え

ば評価が低かった ｢生き物の飼育・植物の栽培，本の

読み聞かせ等心を耕す活動を実践した｣ に対しては，

読書に関するカリキュラムの整備，蔵書の点検，お勧

め図書の学年選定など具体的なアクションを行ってい

る．

３．自己評価の課題

　本園でのPDCAのサイクルを概観したが，ここから

自己評価の課題がいくつか見えてくる．評価自体の課

題として，１）自己評価の信頼性・妥当性，２）自己

評価の形骸化，３）重点目標に対する取り組みの温度

差，また評価の活用に関して４）職能成長につなげる

自分の強みと弱さの把握（学校改善に役立てる視点）

が挙げられる．

１）自己評価の信頼性・妥当性

　職員8名に自己評価をしてもらうと，評価がAやCに

偏る傾向が見られた．個人の評価基準に従い，甘く評

価する傾向と，逆に不十分であると厳しく評価する傾

向が表れ，第3者が行う評価とは必ずしも一致しない．

故に自己評価についてはなによりも信頼性と妥当性の
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問題が出てくる．信頼性については主観的であってあ

まり信頼できないのではないかとの疑問が多くの評価

研究者から常に出されてきた．この点に関して安彦忠

彦氏は「主観的であることは必ずしも信頼性が低いこ

とを意味しない．例えばある行動を本人は価値の高い

ものと『主観的』に評価した場合と，第三者が価値の

低いものと『客観的』に評価した場合とで，そのどち

らがその人の次の行動に影響を与えるだろうか．研究

者は，後者の場合と言いたいのであろうが，必ずしも

そうなるとは限らない．私自身はどちらかと言うと，

自分の行動を厳しくとらえ，周囲の人に『そんなに気

にしなくても良いのではないか』といわれることが多

い．けれども，私自身の判断は，たとえ，周囲の人か

ら見れば，厳しすぎるものであっても，『私』の評価

であるために，容易には捨てられない．むしろ，自分

の下した評価であるために，親密であって，実感も伴

っており，自己意識にマッチしているので，次の行動

は，それに依拠することの方が多い」４）と述べている．

評価の自律性は次のアクションへと向かわせる大きな

原動力である．個人による甘い評価，厳しい評価であ

っても自らの確とした基準による判断であれば，それ

は有効に機能する評価となりうる．

２）自己評価の形骸化

　むしろ自己評価で問題となってくるのは慣れによる

形骸化である．充分に中身を吟味することなしに，曖

昧な印象により評価してしまうことから起こってくる．

天笠茂氏によると「（学校における）自己評価は制度

的に整備されてきたことでどうしても『やらされるも

の』として認識されやすくなっている．よって学校現

場では自己評価に対する実施の義務についてその認識

が高まってきているが，その動機としてはどうしても

『制度だから』という理由づけを超えることができて

いない学校が多い．『制度だからやらされるもの』と

いう認識のままでは，学校をエンパワーするどころか，

パワーを削いでしまうことさえ懸念される」５）と述べ，

制度上の課題も指摘している．

３）取り組みの温度差

　評価項目を個人で比較すると，ＡからＣまでばらつ

きがある項目がいくつか見られる．「前述の本の読み

聞かせを行う」の項目もそうであるが，「クラスだより，

懇談会，連絡帳，電話，家庭訪問などを利用し，子ど

もの様子や育ち・保育内容を分かりやすく伝えるよう

工夫した」の項目も充分できているというA評価が3

人，B評価が3人，あまりできていないというC評価が

2人である．努力が十分でなかったのか，手立てがま

ずくてできなかったのか，何が原因かを自省できるか

どうかが次への改善とつながる．しかし視点を変えれ

ば，本園の重点目標が，職員一人一人に充分に浸透し

ていないともいえる．園をあげて保護者とのコミュニ

ケーションをとることの必要性の受け止め方が，個人

によって軽重があるとも考えられる．重点目標が一人

ひとりの課題となるような提示の工夫が求められると

ともに，課題をどう作っていくかという組織としての

マネジメントの課題ともなりうる．つまり，本園の園

児の実態を把握し，課題を出しどう解決していくかに

組織を挙げた取り組みが必要となる．課題が管理職だ

けのものではなく，一人一人の課題となるように経営

への職員の参画が問題となろう．

４）職能成長

　保育の質を高めるには当然のことながら，職員一人

ひとりの資質の向上がなければならない．幼稚園にお

ける自己評価が評価のための評価で終わることがない

ように，改善の手立てが職員をあげて組織的になされ

なければならないが，同時に職員の資質が問われなけ

れば改善は半端で終わってしまうだろう．自己評価を

進めていく過程では，定められた項目への評価は，達

成したかどうか，あるいはその過程はどうだったかの

みが問われ，個々人の保育のレベルアップまでに議論

が及ぶことは少ない．取り組みの過程と結果のみなら

ずそれを生んだ個人の保育の資質まで考慮していく必

要があろう．

自己評価に関していくつかの課題を提示したが，これ

らの解決に向けていくつかのアプローチを試みたい．

３．学校改善のためのアプローチ

１）相対的位置からのアプローチ

　前述のように極端にA評価に偏っている職員と，C

評価に偏っている職員が見られた．C評価に偏ってい

る職員に対する保護者の評価は決して悪いものではな

く，「子どもを迎えに行くとみんなが，『○○君のお母

さん，こんにちは．』といってくれます．子どもも毎

日楽しそうに幼稚園やお友達のこと，バスの中のこと

を話してくれ，本当に幼稚園をエンジョイしているよ

うです．」「2学期のはじめや体調が良くない時，また，

子どもが元気がなかったり変わった様子があれば先生

がお電話下さり，家で気づかないこともあったので助
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かりました．良く子どもを見てくださっている先生だ

なとうれしく思いました．」等といった意見が多くみ

られ，保護者から支持されている様子がうかがわれる．

評価が甘くなったり，厳しかったりする違いは個人が

持っている内部基準からきている．例えば，挨拶がで

きるかどうかの項目でも8割の子ができていればよく

出来ていると思うのか，まだ不十分だと思うのかの違

いであり，共通の評価基準を作る必要性が出てくる．

また，相対的位置からのアプローチも有効な方法であ

る．2学期の評価の前に，1学期のそれぞれの項目のA

評価からD評価の人数を提示した．これにより（他の

人の評価を見ることで）自分の評価の相対的位置を知

ることになり，それは個人が持っている評価の内部基

準（自分の評価は甘いのか厳しいのか，また確かな評

価基準を作る等）の変更を促し，妥当性が高まること

となる．

２）保護者評価からのアプローチ

　自己の持つ内部評価基準の変更や強化を促すツール

として保護者評価の活用がある．幼稚園における学校

評価ガイドライン（平成23年改訂）には，「自己評価

を行う上で，保護者や地域住民を対象とするアンケー

トによる評価や，保護者などとの懇談会を通じて，保

護者の幼稚園教育に関する理解や意見，要望を把握す

ることが重要である．尚，アンケート等については，

学校が，学校の目標等の設定・達成状況や取り組みの

適切さなどについて自己評価を行う上での資料ととら

えることが適当であり，学校関係者評価とは異なるこ

とに注意をする」と明記されている．（資料6）

　本園では，「幼稚園における学校評価ガイドライン」

に従ってアンケートによる評価を行った．自己評価の

資料として活用できるように項目の内容が努めて同じ

になるよう工夫をした．また，子どもにとって楽しい

幼稚園づくり，やってよかったと思われる園づくりが

大きな目標であるので，子どもが楽しく登園できてい

るか，入園させてよかったかどうかを問うた．重点目

標である，意欲の育ち，思いやりの心，元気な体づく

りが推進されているか，職員のことでは，信頼される

教師として保護者とのコミュニケーションができてい

るかが評価されるようにした．保護者評価が自己評価

より客観的で正しいとは言えない．例えば記述の中に

は「お友達とたくさん遊んでいる様子で，朝も早く幼

稚園に行きたいと言っています．卒園後に入園予定の

兄弟をなるべく入れるようにして欲しいです．」と書

いているにもかかわらず，本園に入園させてよかった

の項目にはC：あまりそうは思わないにチェックを入

れていたり明らかに矛盾している．しかし，そのよう

に見られているということは事実である．子どもにと

って楽しい幼稚園づくり，保護者にとって行かせてよ

かった幼稚園づくりに対して，そう思う（A評価とB

評価を合わせた回答数）がそれぞれ97％，95％にな

っている．すべての子ども達，保護者にとって満足さ

れる幼稚園に100％となるように幼稚園に対する要望

などを拾い上げながら絶え間ない努力が必要である．

絵本をよく読むようになった（77％），挨拶ができる

（87％），担任だけでなく幼稚園全体で園児にかかわ

っている（87％）は満足度は高いものの相対的にみ

ると出来ていない項目である．それぞれの項目をクラ

スごとの評価と照らし合わせながら3学期のアクショ

ンにつなげていく努力がいる．

　幼稚園の自己評価と保護者評価のずれが見られる項

目がある．個人的にみるとこのずれはより顕著となる．

（資料7） 

　自己評価は，単なる自分だけの評価から『他者評価』

を取り入れて一段高い質の ｢自己評価｣ に高まらなけ

ればならない．保護者評価は自分に見えていない部分

に気付きを与える契機となる．図示すれば次の通りと

なる．

自己評価Ⅰ ⇒ 保護者評価 ⇒ 自己評価Ⅱ

　保護者評価による自己評価の見直しを繰り返すこと

で自己評価がより信頼性・妥当性を持つものになって

くるが，それは自己評価能力の高まりに他ならない．

保護者評価の活用は職員個人が持つ内部基準の変更を

促すことになる．また自己評価を学校改善につなげて

いくには，職員の省察の文化をどう浸透させ常態化さ

せていくかという視点が必要となってくる．省察の文

化がないとどんなに良い評価システムが入ったとして

も職員の内発的な向上意欲に迫ることはできない．内

発的向上意欲につながる省察の文化をつくる保護者評

価はクラスの良さを保護者の立場から発信してもらう

ことである．保護者アンケートで「クラスの良さを教

えて下さい」という問いに寄せられた一部を紹介する．
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○とても明るく先生の話をしっかり聞いている楽し

いクラスだと思います．子どもも先生大好き，友

達大好きで休みの日も幼稚園に行きたいと言うく

らい幼稚園大好きです．園での様子もいつも詳し

く連絡帳に書いてくれるので園での様子がとても

わかりやすく，子どもの成長をいつもうれしく思

います．

○簡単に休みたがっていたのが，年長になってから

は全く休みたがらなくなりました．毎日帰って幼

稚園での話をしてくれるのですが，本当に毎日い

ろいろな経験をさせてもらい，いろいろなことを

学んできてくれているなと感謝の気持ちでいっぱ

いです．

○子どもが帰ってきて，幼稚園であったことをきめ

細かく話をしてくれるのでなんとなくその日の出

来事がわかります．楽しいことをたくさん話して

くれるのでクラスがよい雰囲気なんだなと伝わっ

てきます．先生も連絡帳に丁寧に子どものことを

書いてくれたり，会った時に話をしてくれるので，

そのあたりもよいなあといつも思います．それに

優しいだけでなく，厳しくするときはきちんと言

って下さるのでそれもありがたいです．

○とても明るくいつも友達と楽しそうに遊んでいる

いいクラスだと思います．先生大好き，友達大好

きで，いつも幼稚園に行くことを楽しみにしてい

ます．基本的生活習慣や集団生活の中での友達と

のかかわりなど，親の躾で行き届かないところま

で，ご指導をいただき本当に感謝しています．

　　

　これらは，モチベーションの向上に寄与し期待に応

えるための改善へと向かわせる．Y教諭の1学期の評

価（保護者とのコミュニケーション欄）には「生の声

で保護者と顔を合わせながら成長を伝えていくことが

本来の願いである．連絡帳もしっかりと書いたつもり

である．その気持ちが伝わっているのか保護者の方も

よく返事を書いてくれる．その相互作用が私のやる気

を起こしてくれるのがうれしい．」といった記述が見

られた．

　前述のずれが見られた評価項目の挨拶がよくできる

（A評価）は，自己評価が75％に対して保護者評価は

45％であった．保護者と幼稚園の自己評価が一致を

みるためには，双方の日ごろのコミュニケーションが

不可欠である．一致を見たときに保護者と園が同じ課

題を共有することとなり，保護者と園が一体となった

保育がなされるであろう．その為には保育を常に外部

に開くこととともに，幼稚園の活動に保護者が参加す

ることも考えられる．小学校では，保護者ボランティ

アとして本の読み聞かせに保護者が入ってくることは

ごく当たり前になっている．評価が低い「本の読み聞

かせ」に幼稚園でも保護者ボランティアを活用するこ

とは十分に考えられる．そうなると同じ子どもを前に

その実態や成長を目の当たりにすることとなる．保護

者も保育の当事者となり，保護者と園との情報交換量

は飛躍的に増えることになる．このように保護者評価

と園の自己評価のずれを解消する努力は必然的に保護

者の参画を促す．つまりそれは保護者と幼稚園が協働

して保育にあたることを意味し園児の成長にプラスに

働く．

３）職能成長へのアプローチ

　幼稚園の自己評価は学期末や学年末に保育活動の結

果として行われることが多い．どれほどの成果を上げ

たのか，成長が見られたのか，どんな手立てが講じら

れたかがもっぱらの議論の対象となる．その結果を生

んだ保育過程を振り返ることはあっても職員の力量ま

でなされることは少ない．したがって学校評価を考え

るにあたっては，「自律性の担い手である教職員一人

ひとりの現下の力量と職能発達を視野に入れる必要が

ある．しかし多くの学校評価の議論においては，教職

員の力量形成や職能発達は評価の対象とみなされるこ

とはあっても，出発点におかれることは少ないのでは

ないか」６）という指摘は重要であろう．この視点で

自己評価を見ると，個人の強みと弱みが見えてくる．

職員1，職員5，職員8の強みは保護者とのコミュニケ

ーション能力であり，職員6は園児の意欲を育てるた

めの環境の工夫である．

　自分の強みと弱さを把握することで個人の課題・研

究テーマが見えてくる．保育技能の向上や保育理論に

関する絶え間ない研鑽は，職能成長を促し保育の質を

引き上げる．それはまた保育者自身の人格形成の一翼

を担いだれからも尊敬される保育者になる契機となり

うる．

４）自己評価を基点とした経営へのアプローチ

　自己評価の要諦は学校改善にある．園の自己評価が

保育の質の向上に向かうには，今まで述べてきたよう

に，目標の共有化，課題を見据えてのカリキュラム編

成，幼稚園の課題が職員一人一人の課題となるような

組織の運営，改善を促す省察文化の確立，職員と保護
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者との協働，職能成長へと向かう組織的，系統的な研

修，それらをまとめるリーダーの存在が必要になって

くる．これらの一連の流れは「学校の教育目標を具現

化するために，評価から始まるカリキュラムのマネジ

メントに，組織文化を含めた学校内外の諸条件のマネ

ジメントを対応させ，これを組織的に動態化させる課

題解決的な営み」と定義されるカリキュラムマネジメ

ントと重なる．保護者が書いたクラスの良さを読んだ

職員の感想である．

保護者が書いたお一人お一人のアンケートを読んで

いて，涙があふれてきました．自分なりに（子ども

たちのより良い成長に向け）日々頑張っていること，

大好きな子どもたちへの愛情が子どもたちだけでな

く，しっかりと保護者の方々へも伝わっていたこと

を大変うれしく思いました．このアンケート結果に

甘んじることなく，私のペースで私らしさを出しな

がら日々の保育に精進していきたいと思います．

　保育の質の向上に向けての絶え間のない努力が，保

護者の満足，子どもの笑顔・成長に結び付くと実感で

きたとき学校評価に真摯に向かい合い，学校改善へと

向かわせるカリキュラムマネジメントにたどり着く．

　

４．おわりに

　自己評価を効果的な学校改善に結びつけるにはどう

したらいいのか，本園の実践を踏まえ，その課題と解

決策を探ってきた．自己評価の実践からモチベーショ

ンを高めながらカリキュラムマネジメントへ行きつく

過程を見てきた．次の実践でその有効性を確かめなが

らさらなる改善とつなげていきたい．

Received date 2014年1月7日
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資料１

平成２５年度　自由ケ丘幼稚園経営要綱　　　　　　

　　　　　　　九州女子大学附属自由ヶ丘幼稚園

園　　長　　永利　陽一

○　本園の特色

　・文部科学省が示す幼稚園教育要領にのっとり，

「一人一人を大切にする」愛情豊かな教育環境を

創造し，幼児の心身の調和的発達を図るとともに

建学の精神「自律処行」による道義的人間性の育

成を目指す．

　・九州女子大学附属としての誇りと教育実習園とし

ての責務と自覚のもとに，大学と一体になって常

に教育効果を高める理論や技術を研究し，幼児の

個性や能力がのびのび育つ保育を展開する

Ⅰ　自由ヶ丘の教育

１　教育目標

　一人ひとりを大切に，豊かな人間形成の基礎，望ま

しい生活習慣の基礎，より良い集団生活適応の基礎を

伸び伸び育てる．

２　教育方針

（１）子ども一人一人の心身の発達の実情と本園の教

育課程による生活と遊び中心の教育に専念する．

（２）子どもの主体的な楽しい活動の積み重ねによっ

て，豊かな心情・意欲・態度の育成に努める．

（３）附属幼稚園としての特性を生かし，大学との連

携を深めながら研修を進め，より望ましい保育を

目指す．

３　本年度の重点目標

　◎遊びに夢中，意欲と思いやりの心を育てる自由ヶ

丘の教育

幼稚園像：夢ふくらむ楽しい園づくり

○行きたくなる幼稚園
　幼稚園に行くのが楽しみ，みんなとの遊びが楽し

い，先生や友達とはやく会いたいと期待される幼
稚園

○夢や願いをかなえる幼稚園
　やりたいことが思いっきりできる，友達と一緒に

できる，自分が認められる喜び，安心で安全な喜
びをかなえる幼稚園

○満足して帰る幼稚園
　今日一日楽しかったと充実感や満足感を感じるこ

とができる幼稚園
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　園児像

（遊びに夢中になれる子ども）

○意欲的に活動できる子ども

○相手を思いやれる子ども　

　教師像

○笑顔で挨拶・声かけができる教師

○教育に対して強い情熱をもった教師

○教育の専門家としての確かな力量を持った教師

Ⅱ　具体的な構想

　１　意欲と思いやりの心を持った子の育成

　　○かかわる力を重視した教育の推進（かかわりを

通して子どもの育成を図る）

　　・人とのかかわり　　　⇒思いやりの心

　　・集団とのかかわり　　⇒規範意識・規律

　　・自然とのかかわり　　⇒生き物への愛情や情操

　　　を豊かにし生命を尊ぶ気持ちを養う．

　　・物とのかかわり　　　⇒創造性

　　・事とのかかわり　　　⇒社会性

　　◇かかわりを楽しむ年少組　◇かかわりを広げる

年中組　◇かかわりを深める年長組

（１）意欲を育む教育

①環境構成の工夫

◆２５年度の取り組みのポイント

　環境構成の工夫を行い子どもたちの自発的遊びを

支援する．

○事例研究会を行い，取り組みの深化を図る．

　○活動構成（遊び）の開発に努める．

②自発的遊びの展開

　・遊びが連続発展するための工夫（教師の支援・環

境整備）

③協同の遊び・協同の学びのための工夫

（２）思いやりの心を育む教育

①　挨拶の奨励

◆２５年度の取り組みのポイント

　挨拶ができる子９０％を目指す．（対教師→対園

児→対来園者）

　○教師が率先して挨拶を行い子どもの模範となる．

　○挨拶についての話を取り上げ機会あるたびに指

導を行う．

②読書活動の推進

◆２５年度の取り組みのポイント

　○毎日時間を決めて本の読み聞かせを行う．

　○子どもたちの心に響くお話の選択を行う．

　○各学年必修読書をつくる．

③規範意識の芽生えの育成

　・集団生活の中で自分の気持ちを調整する力が育つ

ようにする．

④規範意識の芽生えの育成

　・集団生活の中で自分の気持ちを調整する力が育つ

ようにする．

⑤基本的な躾（礼儀作法）を大切にした指導をする．

（３）健康な体を育む教育

①外遊び活動の奨励

②食育の推進

③健康な生活に対しての必要な習慣や態度の育成

　・習慣・態度の中身を具体化し共通実践を行う．

２　信頼される幼稚園教育の推進

（１）開かれた幼稚園づくりの推進

①家庭との連携

　・きめ細かな情報交換を行う．

②園（学級）からの情報発信

　・毎月1回を基本とし，子育て支援に努める．

③来園保護者とのコミュニケーション

　・保護者との信頼関係を築く

（２）安全・安心な園作り

①安全教育の推進

②危機管理マニュアルの整備

（３）教職員の資質・指導力の向上

①ＰＤＣＡのサイクルによる教育活動の改善

　・週案の効果的活用を図る．

②園内研修の充実

　・講師を招へいしての研修の実施

③個人研修の充実

　・テーマを持っての研修の推進

　・保育技術の向上（専門書を読む，ピアノの練習の

継続等）に努める．

★年度当初の重点

　ア　幼稚園での一日の生活を確立し，リズムある

一日を過ごさせる．

　イ　　安全・安心の幼稚園づくり

　ウ　家庭との連携　

　　・教師の服装と言葉づかい

　　・連絡帳の効果的活用（園内研修）

　　・信頼される学年便り，学級だより

　　・保護者との対応

　　・電話連絡・きめ細かな連携
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資料２

平成２５年度　　　学　級　経　営　　　　（年長）組　

遊びに夢中，意欲と思いやりの心を育てる自由ケ丘の教育

　

学年目標 ○友達とのつながりを深めながら主体的に活動し，その中で生活態度を身につけていく．

○友達と共同する経験を多くし，お互いのよさを認めあったりつながりを深めたりする．

学級目標
○様々な遊びや活動に興味を持ち，工夫したり挑戦したりしてやり遂げる充実感や達成感を味わ

　う．

幼

児

の

実

態

・年長組になったことを喜び，小さい組さんのお世話を進んで行い，自信を深めていく子が多い．

・新しい環境に興味・関心を持ち，自分のやりたい遊びを見つけ，友達ともかかわろうとする．

・ふざけてよい時ときちんとしなければならないときがわからない子がいる．

・みんなの前で発言できるが，お友達が話しているときにも自分勝手にしゃべる子がいる．

・好き嫌いが多かったり，マイペースの子が多い．

・身近な素材を使って，自由に切ったり貼ったりしてイメージしたものを作ることができる子が多い．

具体的取り組み

自

由

ケ

丘

の

教

育

意欲をは

ぐくむ教

育

・様々な活動や行事に取り組む中で自分なりに頑張ろうとする姿や目的・課題に向けて友達

　同士で声を掛け合ったり，助け合ったりする姿を見守りながらよいところを伝え褒めて伸

　ばしていく．

・いろいろな素材など遊びに行かせる様々な環境整備の工夫をし，身近なものを使って作る

　ことの楽しさや発想の楽しさなどを経験し味わえるようにする．

思いやり

の心をは

ぐくむ教

育

・バスの乗降の際，小さい組さんを迎えに行ったり優しく手をつないで連れて行ってあげる

　等親しみを持ってかかわる中で思いやりの心を育てる．

・毎日の絵本や紙芝居を繰り返し読んでいく中で，その内容についてクラスで話し，考えた

　りしながら自分の気持ちや相手の気持ちを考えられるようになり，友達の思いや言葉にも

　耳を傾けながら友達とのつながりを深めていく．

健康な体

をはぐく

む教育

・登園時の挨拶の時に健康観察をする．

・感染予防（手洗い・うがい・消毒・換気等）に努める．

・夏には十分な水分補給をするように促す．

・汗をかいたらタオルで拭いたり下着を着替えたりし，健康に気をつける．

・防寒着着用の仕方と寒さに対する対応をしながらインフルエンザなどの予防に努める．

信

頼

さ

れ

る

幼

稚

園

教

育

の

推

進

開かれた

園づくり

の推進

・来園されている方には笑顔で挨拶する．

・園での様子を具体的に伝え，園と家庭との連携をとっていく．そのことにより保護者が安

　心し信頼感を持てるようにする．

・一人ひとりの個性を認めたうえで，成長を共感できるようにしていく．

安全・安

心な園づ

くりの推

進

・避難訓練や交通安全教室などで火災や地震の時の避難の仕方を伝えていく．

・固定遊具の安全確認を行い，安全な使い方やルールを伝える．

・子どもの動きに合わせて，場の整理をしたり，遊びのスペースを充分に確保する．

・高い所から飛び降りない，階段や廊下は走らない等のルールを伝え身につけていく．

保 育 の

質・指導

力の向上

・昨年度の反省を生かし，一人ひとりの発達の課題や生活習慣の理解を深める．

・園外研修に参加し良かったところを保育に取り入れていく．

・先を見て計画的に保育を進めていく．

・職員会議などで子どもの状況を伝えあい，共通理解を深めていく．
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資料６

　自由ケ丘幼稚園　保護者アンケート集計表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年１１月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪配布数250部　回答数：198部　　　回収率：79％≫

A ：そう思う　　　　Ｂ：ややそう思う　　　　Ｃ：あまりそう思わない　　　　Ｄ：そう思わない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

お子様のこと Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１ 楽しく幼稚園に通っている． ８０ １７ ３ ０

２ 友達と仲良く遊んでいる． ７１ ２８ 0，5 0，5

３ 着替え・食事・排せつ等基本的生活習慣が身についている． ６７ ３１ 1，5 0，5

４ あいさつができる． ４５ ４１ １３ 0，5

５ 人を思いやる心が育っている． ４２ ５４ ４ ０

６ 絵本をよく読むようになってきた． ３７ ４０ ２１ ２

７ 食事はきちんと食べている． ５８ ３１ １０ １

職員のこと

８ 職員は園児に愛情を持ち一人一人に応じた保育を行ってる． ６６ ２９ ４ 0，5

９ クラスだより，連絡帳などでお子様の様子や保育内容が伝わっている．６０ ３４ ５ １

１０
お子様の教育や健康など子育ての悩みについて，気軽にそして誠実

に相談にのっている．
６７ ２７ 5，5 0，5

１１ 担任だけでなく，園全体で園児にかかわっている． ５１ ３６ １２ １

１２ 自由ケ丘幼稚園に入園させてよかったと感じている． ７０ ２５ ４ 0，5

１３　クラスの良さを教えてください．

１４　幼稚園に対する要望などありましたらお書きください．
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資料７

　自由ケ丘幼稚園　保護者評価と自己評価のずれ　　　

A ：そう思う　　　　Ｂ：ややそう思う　　　　Ｃ：あまりそう思わない　　　　Ｄ：そう思わない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

クラスＡ組（％）

回収率７３％
担任

クラスＢ組（％）

回収率１００％
担任

お子様のこと Ａ Ｂ Ｃ
職員

７
Ａ Ｂ Ｃ

職員

８

１ 楽しく幼稚園に通っている。 ７７ ２３ ０ Ｃ ７２ ２８ ０ Ａ

２ 友達と仲良く遊んでいる。 ５７ ４３ ０ Ｃ ７０ ３０ ０ Ａ

４ あいさつができる。 ４１ ３６ ２３ Ｃ ４６ ４２ １２ Ａ

５ 人を思いやる心が育っている。 ３６ ６０ ４ Ｂ ３０ ５８ １２ Ａ

６ 絵本をよく読むようになってきた。 ４４ ２８ ２８ Ｃ ３０ ５８ １２ Ａ

７ 食事はきちんと食べている。 ３６ ６０ ４ Ｂ ５８ ４２ ０ Ａ

職員のこと

９
クラスだより、連絡帳などでお子様の様子や

保育内容が伝わっている。
５０ ４２ ８ Ｃ ６２ ３０ ８ Ａ

１０
お子様の教育や健康など子育ての悩みについ

て、気軽にそして誠実に相談にのっている。
６２ ３３ ５ Ｂ ６７ ３３ ０ Ａ



１．はじめに

　

　本稿は，近年経営学領域において注目され，研究の

裾 野 を 急 速 に 拡 大 し つ つ あ る「 組 織 双 面 性

（organizational ambidexterity）」1の概念にまつわる

一群の研究を前提としながら，その主要な論点につい

てわれわれ独自の立場から整理し，今後の理論的・実

証的展開における研究上の基礎を構築しようとするも

のである．

　そもそも「双面性（ambidexterity）」とは，「両方

（both）」を意味するラテン語の‘ambos’と右（right）

と利き腕から連想される「器用さ」や「正しさ」を意

味する‘dexter’を語源とするものであり，一般に（相

反する）２つの事柄の「両面が正しい」あるいは「両

面において器用である」ことを意味する概念である

（Simsek, 2009:599）．そして，同概念を経営学領域に

最初に取り込んだのはDuncan（1976）であるとされ，

「競合する戦略的行為を行う組織の能力」を備えた「双

面型組織（ambidextrous organization）」のアイデア

を提示した．以降，「共に必要かつ重要だが，しかし

一方で両立し難い」タイプの戦略的行為の区分，例え

ば‘ フ レ キ シ ビ リ テ ィ’ と‘ 効 率 性 ’（Adler et 
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al.,1999）や‘漸進的イノベーション’と‘断絶的イ

ノベーション’（e.g.，Benner & Tushamn,2003）など，

それらの同時的な追求に関する理論的基礎を提供して

きたのである（Simsek et al. ,2009：865）．

　しかし，現在の組織双面性アプローチの展開に最も

大きな影響な与えている，いわばその‘原点’とも言

え る の は March（1991） 及 び Levinthal & March

（1993）であろう．彼らは，独自の組織学習論を展開

する中で，既存の資源・能力の「活用（exploitation）」

と新規領域における「探索（exploration）」の概念化，

及び両者間の対立（ジレンマ）の構図を明らかにした

が，さらに彼らは（企業）組織の長期的な成長ないし

生存において，現存する能力の有効な「活用」と新規

領域への「探索」という本来的に両立し難い試みをあ

えて‘同時的に追求する’ことの必要性と重要性を説

いたのである．そして，注目すべきは彼らの問題提起

が，いわゆる「コア・リジディティ」や「イノベータ

ーのジレンマ」といった概念が象徴する，きわめて‘現

代的な問題’と同型の構図を示すものであり，それを

ベースとする組織双面性アプローチの追究が，これら

の問題に対して有効な「解」を導き出す可能性を持っ

ていることである．

　こうしたMarch他（1991,1993）の問題提起を原点

とした「組織双面性」に関する研究は，今も多様な視

点からその展開を図る試みが行われている2．しかし

ながら，一方で多様なアイデア・視点が持ち込まれる

ことにより，同概念の本質や適用範囲について，諸研

究間の比較を困難とするほどの大きな不一致やあいま

いさが存在するという指摘も多い（e.g., Raisch & 

Birkinshaw, 2008; Cao et al, 2009; Simsek et al. 

,2009 ）．また，組織双面性の研究者は，組織的双面

性が長期的な企業成果のカギとなるドライバーである

と論じてきたが，上記の理由も含め，双面性と企業成

果との関係についての実証研究は稀で制限されたもの

であり，その結果（ポジティブ／ネガティブな影響）

も現状ではけして明確であるとはいえない状況がある

（Raisch & Birkinshaw, 2008:392-393.）．

　ゆえに，われわれは本稿において，こうした「組織

双面性」という研究視角の‘やや混乱した現状’を前

提としながら，まずは同アプローチにおいて展開され

てきた研究成果からその主要な論点を導出し，われわ

れ独自の立場からその整理・秩序化を図ることによっ

て，今後の理論的・実証的展開のための基盤の構築を

目指そうとするものである．

２．組織双面性の概念

（１）探索と活用のジレンマ 

　　－March（1991 ）の問題提起 －

　現在の「組織双面性」に関する多くの研究の‘原点’

とも言えるのは，March（1991）及び Levinthal & 

March（1993）の見解ないし問題提起である．そこで

彼らは，組織活動の本質的な２要素としての「活用

（exploitation）」と「探索（exploration）」を概念化し，

また両者の適切な共存ないしバランス化が困難である

とするジレンマ的構図を示した．

　まず，「活用」とは，改善，選択，生産，効率，選別，

道具，実行といった特性において捉えられる行為を指

す．一方「探索」は，調査，多様性，リスク・テイキ

ング，実験，遊び，柔軟性，発見，イノベーションと

いった特性において捉えられる行為を含むものである．

そして，この２つの区別された要素は，組織の長期的

な生存・成長を前提とする時，共に必要不可欠な行為

群を形成しており，探索と活用の間の適切なバランス

化を達成することが，システムの生存と繁栄にとって

一つの重要なカギとなる（March，1991：71）．

　しかしながら一方で，March（1991）はその両立の

困難さ，特に「活用が探索に対して過剰に優先されが

ち」な点について強調している．すなわち，探索と活

用は，組織にとって共に必要なものだが，それらは稀

少な資源を巡って競合する関係にあり3，結果として，

組織はどちらか一方を（過剰に）選択する傾向がある

とする（March，1991：71）．そうした「傾向」が生

まれる要因として，探索と活用に包摂される行為の‘成

果’に関する特性の違いが挙げられる．すなわち，「活

用」の本質は既存の能力，技術，そしてパラダイムの

追求と改善等であるが，通常それに対する成果は，ポ

ジティブで，近接的（proximate）で，予測可能なも

のである．一方「探索」の本質は，新たな選択肢を伴

う実験的行為にあるが，その成果は，不確実で，その

表出に時間がかかり，またしばしばネガティブなもの

である．ゆえに，一般的傾向として，「探索」よりも「活

用」が過剰に優先されるような力が組織において働き

やすいことが指摘されうるのである．

　さらに，Levinthal & March（1993）の主張する「組

織学習の限界」もこうした傾向を強化する要因となり

うる．一般に，組織は学習を効果的かつ効率的に行う

ために，単純化（simplification）や特化（specialization）

といった手法を用いる．すなわち，組織は自身をいく

つかの（小さな）ドメインに分解し，また適切なバッ
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ファーを導入するなどドメイン間の複雑な相互作用を

排除することによって，学習者が行う自然な経験を出

来る限り単純で，またある特定の範囲に特化したもの

にしようと試みる．

　しかしながら，こうした学習への注意とその成果を

空間的・時間的に近接した範囲に限定しようとする学

習プロセスに関するデザイン・アプローチは，以下の

３つの「学習の近視眼（learning myopia）」を発生さ

せる．一つは「時間的な近視眼（temporal myopia）」

と呼ばれるものであり，それは端的に短期（現有能力

の有効活用）のために長期（新規能力の探索）を犠牲

にする傾向を指す．次に「空間的な近視眼（spatial 

myopia）」は，組織学習において学習者にとっての近

接領域が優先され，結果としてより全体システムに関

する関心を損なうこと（全体最適より部分最適を優先）

を 示 唆 す る． 最 後 に「 失 敗 の 近 視 眼（failure 

myopia）」は，組織学習では成功から得られた教訓が

優先される一方で失敗のリスクが過小に評価されるこ

とを意味する．こうした失敗リスクの過小評価は，組

織に‘過剰な寛容さ’を生み出すことによって，（「過

剰な活用優先による探索の排除」のケースとは真逆の）

「過剰な探索優先による活用の排除」という形でやは

り 両 者 の バ ラ ン ス 化 を 阻 害 す る（Levinthal and 

March, 1993:101･110）．

　以上のような活用と探索の「特性」と組織学習にお

ける３つの「近視眼」は，「過剰な活用が必要な探索

を排除する」ことによる「成功の罠（success trap）」，

また逆に「過剰な探索が十分な活用を排除する」こと

による「失敗の罠（failure trap）」と呼ばれる状況に

組織を導く．すなわち，過去・現在の成功が既存能力

の活用優先を肯定することによって，組織は‘環境の

変化に直面した場合’ですら探索の犠牲の下にローカ

ルな改善に「短期的な善」を発見するようになりやす

い （Levinthal and March, 1993:106）4．そうした傾

向は，現有資源・能力を最大限効率的に‘活用’でき

るという意味でたしかに短期的には有効であるが，し

かし組織の長期的な能力（知識）レベルが探索の適切

なレベルに依存するために，軌道依存的な傾向を生む

活用の増加（探索の削減）は，その適応プロセスを潜

在的に自己破壊的なものとする（March，1991：73）．

また，（先の「失敗の近視眼」のメカニズムの影響も

含め）時に組織は実験，変化，そしてイノベーション

の虜となってしまい，むしろそうした挑戦の失敗がさ

らなる探索（への資源投入）と変化を導き，それが失

敗し，さらに…という「失敗のエンドレス・サイクル」

を 形 成 す る こ と が あ る（Levinthal and March, 

1993:105･106.）．こうしたケースでは，十分な経験

による学習，あるいは能力形成が行われにくく，長期

的な成果に行きつく以前に十分な活用にもとづく短期

的成果を確保することが困難となり，やはり自己破壊

的な適応プロセスを導くことになる．

　そして，特に前者の「成功の罠」に注目する形で，

March他（1991，1993）は組織が直面する基本的な

問題が「現行の実行力を確保する優れた活用と同時に，

十分なエネルギーを将来の活力を確保するために探索

にささげることにある」（March,1991：105），言い換

えれば，「根源的なジレンマを抱える‘探索と活用の

両立’を如何に実現するか」という組織双面性の研究

が取り組むべき問題を明示したと言いうるのである．

（２）ジレンマの「解」としての双面性　

　March（1991）は，探索と活用という2要素につい

て基本的に両立困難なものであることを示しながら，

一方でその適切なバランス化が組織の長期的な適応の

ために必要不可欠な，達成されるべき目標であるとす

る パ ラ ド キ シ カ ル な 問 題 提 起 を 行 っ た． ま た，

Levinthal & March（1993）によれば，探索と活用の

バランス化における不適当な「歪み」は，ある例外的

な状況にある組織が引き起こすものではない．なぜな

ら，組織が「過剰な活用」あるいは「過剰な探索」に

よって成功／失敗の罠に陥るのは，あくまで自身の能

力を向上させるための組織学習を追求するという，組

織にとってきわめて合理的な行為の結果に他ならない

からである．

　そして，特に「成功の罠」という事態は，March

（1991），及Levinthal & March（1993）以降の経営学

領域においてもきわめてなじみ深い問題であることは

容易に理解されるだろう．例えば，Leonard-Barton

（1992）が指摘した，過去の強さを体現していたコア

能力が一転して変化への障害となる「コア・リジディ

ティ（core rigidity）」のアイデアは，過去の成功の

源泉としてのコア資源・能力を保護・育成し，そのさ

らなる強化を図るという一見正しい企業行動こそが，

むしろ将来の成果獲得の足かせ（コア・リジディティ）

を産み出すという一種の‘パラドクス’を提示してい

る点で，まさに同様の構図を持っている．

　また，より最近のテーマとしては，Christensen等

（1997,2003）によって提起された「イノベーターの

ジレンマ」がやはり同様の構図を持つものとしてあげ

られるだろう．それは，業界をリードしていた優良大
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企業がある種の市場および技術的変化，曰く「破壊的

技術」（既存製品と比べ性能に劣り，登場した当初は，

主流から外れた少数の顧客にしか評価されないが，従

来製品とはまったく新しい価値基準を持つ）を備えた

新興企業の登場によってその地位を守ることに失敗す

るストーリーを描いている．そこでは，既存の大企業

がこれまでの成功を導いてきた（市場で多数を占める

主要顧客の評価する指標にそって既存製品の性能を向

上させる）「持続的技術」の追求に専念し，「破壊的技

術」への対応を怠ることによって適応に失敗すること

とされるが，問題は，なぜ経営資源も豊富な優良大企

業がこうした「破壊的技術」に対処することができな

いのかという点である．その理由は，必ずしも官僚主

義や慢心，単なる不運といった不合理なものではなく，

むしろ破壊的技術にもとづく製品が，導入時点では単

純かつ低価格で利益率も低く，また一般に小規模な市

場でしかない，また大手企業の主要顧客が望むもので

はないといった，きわめて‘合理的なものである．す

なわち，優良大企業はあくまで合理的な学習・行動の

結果として，適応に失敗するのである．

　こうした「持続的技術」の維持と「破壊的技術」へ

の対応は，既存大企業にとっての「活用」と「探索」

に 該 当 す る も の で あ る が， 基 本 的 にChristensen 

（1997）自身は，既存の大企業がその内部において，

主流市場の競争力を保ちながら，同時に破壊的技術を

的確に追求すること，いわば活用と探索の同時追求の

試みについては否定的であり，いわゆるスピン・アウ

ト等を通じた外部化によって「破壊的技術」（探索）

に対応することを提案している（Christensen,1997 

［邦訳］2001：160）．

　そして，いわゆる組織双面性に関する（主流にある）

研究は，単一組織における探索と活用の同時追求を指

向し，またそうした試みが組織成果にポジティブな効

果をもたらすことを前提としている点で，Christensen

（1997）の見解に明らかに対立するものと言えるだろ

う．言い換えれば，組織双面性アプローチは，March

（1991）が提起した活用と探索のジレンマという問題

に対してChristensen（1997）とは異なる一つの‘解’

を提起しているのである．

　たとえば，すでに組織双面性の研究における主要論

者の一角を占める O’Reilly Ⅲ & Tushman（2008）は，

組織における双面的な対応をイノベーターのジレンマ

を克服するための（スピン・オフ型の対応と並ぶ）有

効な方法の一つと位置づけている（O’Reilly Ⅲ& 

Tushman，2008：202）．彼らは，R.A. Burgelman（1984）

の新規機会の‘戦略的な重要性’と新規機会に対する

‘既存資源・能力のレバレッジ（の可能性）’によって

構成される「戦略機会のマトリックス」をベースとし

て，活用と探索の同時的な追求を所与とし，さらに一

定の条件を満たす（新たな機会が戦略的にも重要かつ

既存の資産やオペレーショナルな能力から利益を得ら

れる）場合に双面的な対応が有効となるとしている

（O’Reilly Ⅲ& Tushman，2008：196）．

（図２－１）双面性が有効となる条件

 

（出所）O’Reilly and Tushman （2008）, p.195. の

　　　 図表を一部変更して作成．

　こうした双面性が有効となる必要条件についての考

察はここでは避けるが（第4章にて後述），本稿では，

企業の長期的な生存あるいは成長を脅かすであろう独

自資源・能力の「コア・リジディティ」や「イノベー

ターのジレンマ」といった現象に対する‘解毒剤’と

して機能することが組織双面性アプローチに期待され

ていること，少なくともわれわれ自身がそれを明確に

意識していることを確認しておかれたい．

３．組織双面性の方法

　本章では，組織双面性の実現，すなわち活用と探索の

両立ないし同時追求を行なうための方法についての整

理を行なう．こうした組織双面性の方法については，

活用と探索を（同時的でなく）交互に繰り返す「時間的

双面性（temporal ／ sequential  ambidexterity）」や前

出のO’Reilly Ⅲ& Tushman（e.g., 2008）等を主要な

論者とする「構造的双面性（structural ambidexterity）」，

また Birkinshaw & Gibson （2004）に代表される「コ

ンテクスト的双面性（contextual ambidexterity）」と

いった主要な３つのタイプが存在する他，論者により

様々な分類が存在するのが実情である5．しかし，こ

こでは本稿の目的である主要な論点の整理を鑑み，上

記の‘主要な方法’に限定して，その特徴とメカニズ
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ムにについて言及する．

（１）時間的双面性

　「時間的双面性」とは，探索と活用の実行を時間軸

によって分離する，すなわち，ある支配的な活動に焦

点化した後に他の活動にシフトすることを繰り返す形

で双面性を実現する方法である．そこでは，ある時は

探索を行い，またある時は活用に焦点化が行われるこ

とによって，探索と活用を‘同時的’に行った場合に

生ずるであろうトレード・オフを回避することが可能

となる．

　たとえば，組織双面性の概念を初めて使用した

Duncan（1976）は，組織が長期においては，いわゆ

る有機的－機械的構造の両方を必要とし，イノベーシ

ョンの導入期には有機的になり，それを実行する時期

には機械的になると主張した．また，時間的な双面性

は，Tushman & Romanelli（1985）等が展開した「断

続的均衡（punctuated equilibrium）」の理論，すな

わち組織はその成長プロセスにおいて比較的長期で安

定した漸進的変化の期間と比較的短期だが業界に大き

な変動（技術的）要因が生起する断続的変化の期間を

繰り返すとする見方にもルーツを持つと言われている．

さらに，Eisenhardt & Brown （1997）は，探索と活

用の間で前後に小刻みに移動するために，ある種の企

業が単位組織の緩やかな連携を意味する．

　半構造化（semi-structure）やリズミカルなスイッ

チング（rhythmic switching）を使用しながら（交互

的な）時点間シフトを行うとしている．彼らの見解は，

矛盾する活動間の転換の管理に優れた‘俊敏な組織’

を構築することが，時間的双面性を可能にするという

興味深い示唆を与えている．

　そして，これらの時間的双面性の特性を基礎づける

（基本的には組織的適応に関する初期の研究を反映し

た）方法の最大の特徴は，組織が変化する環境条件や

戦略にあわせて彼らの組織（構造）を意図的に適切な

タイミングで再編成できるという前提にある（O’

Reilly & Tushman，2013：8）．しかしながら，こう

した「前提」を実現することはかなりの困難が伴うと

する根強い見解もある．すなわち，組織がある活動に

ある時点で焦点化することは，探索あるいは活用に関

する‘軌道依存’を強めることによって，適切なタイ

ミングでの転換を阻害したり，その実施を非常に高価

なものとする可能性があるからである（Lavie et 

al.,2010:133）．

　時間的双面性に関しては，たとえばVenkatraman 

et al.（2007）のように，探索と活用を同時的に追及

する（後述する「構造的双面性」の）場合よりも，時

間的双面性を用いた場合のほうがより高い成果（売上

高成長）をもたらすとする実証的研究も存在する．し

かしながら，その実現は組織にとってけして容易では

ないと見なされることが多く，結果として時間的双面

性は，組織が探索と活用の間の連鎖的な転換を適切な

タイミングで行うことを許すような「比較的安定した，

一定のペースでゆっくりと変化する環境（例えばサー

ビス産業）」にあるか，あるいは特定時点において同

時的に双面性を追求するための資源が不足しがちな，

また転換能力に優れた組織の俊敏性を維持しやすい小

企業にとって有効であることが指摘されている（Lavie 

et al.,2010:133－134.; O’Reilly & Tushman，

2013：9）6．

（２）構造的双面性

　「構造的双面性」は，Tushman and O’Reilly（1996）

によって提案された最初の双面性実現の方法であり，

組織双面性に関する研究全体の中で最も引用件数が高

く，また主要な研究成果（文献）も最も多く存在する

テーマとなっている7．この「構造的双面性」という

方法は，探索と活用の両立という課題について，①単

一組織内に活用そして探索のそれぞれを専門的に担う

分離されたユニットを設けるという‘構造的分離’，

並びに②分離されたユニットのルースな形での‘統合’

という2段階からなる「構造的解決」によって両者の

「同時追求」を行う方法である．

　まず，活用と探索のそれぞれに特化した分離ユニッ

トを設けるのは，両者の競合，あるいは他方からの負

の影響力から互いを保護し，一定の自律性を維持する

ために他ならない．活用と探索は本来的に諸資源をめ

ぐって競合する関係にあり，多くの場合に既存能力の

活用が新たな能力・機会の探索を排除する傾向がある．

ゆえに，活用と探索に対してそれぞれ特化したユニッ

トを割り当て，それぞれが内的にはタイトに統合され

た独自の能力，システム，プロセス，インセンティブ・

システムを持つと共に互いの影響を受けずに済む分離

型の構造が提案されるのである．

　しかしながら，上記の理由だけでは構造分離がなぜ

単一組織の内部で行われなければならないのか，つま

り先にChristensen（1997）がイノベーションのジレ

ンマの解として用意した「スピン・オフによる外部化」

との違いを明確にすることができない．どちらのケー

スも，組織ユニットが‘分離’される点では同様であ
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り，しかもスピン・オフによる外部化のほうが互いの

影響力排除という目的に対する効果はむしろ高いと言

えるだろう．

　こうした疑問について，たとえばO’Reilly Ⅲ& 

Tushman（2008）は，（投資資金の移転等も含めた）

両ユニットの活動間におけるシナジーの存在，すなわ

ち典型的には新たな機会（探索）に対する既存の資産

や能力（活用）のレバレッジが可能なケースにおいて

は，ユニット活動間の‘適切な統合’維持が必要とな

り，単一組織内におけるユニット分離がアドバンテー

ジを有しているとする（O’Reilly Ⅲ& Tushman，

2008：196）．

　また，こうした統合実現のメカニズムについて，た

とえばO’Reilly Ⅲ & Tushman（2008）は，①明確

な戦略的意図，②分離ユニット間を架橋するビジョン

や価値，③目的によって統合された適切な組織アーキ

テクチャー，そして④上級管理者チームの社会的統合

（運命共同体的な報酬システムの受け入れを含む）と

トレード・オフやコンフリクトに対する管理能力等を

網羅的に提案している（O’Reilly Ⅲ & Tushman，

2008：196-197.）．そして，構造的双面性に属する多

くの研究においても，特に上級管理者チームによる分

離ユニット間の適切なコーディネーションが双面性の

実現・維持において不可欠であるとする立場は一貫し

ているように思われる．

　しかしながら，たとえばJansen et al.（2009）は，

こうした統合メカニズムの問題について，上級管理者

チームによる統合メカニズム（運命共同体的な報酬シ

ステム，社会的統合）に加えて，より下位レベルのメ

ンバーが強く関与する（公式的に設けられた）クロス・

ファンクショナルなインターフェースも構造的双面性

を有効に機能させるための重要な統合メカニズムであ

る と す る 実 証 結 果 を 示 し て い る（Jansen et 

al.,2009:797）．

　こうした統合メカニズムは，構造的双面性の実現に

おいて重要な位置を占めることは間違いないが，一方

で分離ユニットの独立性を破壊しないという制約を伴

う非常にデリケートな性格をもつものでもある．ゆえ

に，この点については，今も思考錯誤が続いているの

が現状といってよいだろう．

（３）コンテクスト的双面性

　「 コ ン テ ク ス ト 的 双 面 性 」 は，Birkinshaw & 

Gibson（2004）によって提唱されたものであるが，

それは探索と活用の緊張を構造的な手段で解く試みで

ある先の時間的・構造的双面性とはまったく異なる特

徴を持つ．すなわち，双面性は（ユニット分離による

二重構造ではなく）①文化的な価値あるいは規範とい

った‘組織コンテクスト’から生じるものであり，（組

織レベルというより）②組織を構成する‘個人レベル’

で実現されると主張する．

　まず，組織コンテクストとは「個人の組織内におけ

る行動を形作るシステム，プロセス，そして信念」

（Gibson & Birkinshaw,2004:212）を指すものである

が，その具体的な分析図式として，彼らはGhoshal 

and Bartlett（1997）によるストレッチ，規律，サポ

ート，そして信頼の４つの属性からなる枠組みを採用

している．このとき，４つの属性は，人々を高レベル

の結果を残し，その行動を説明可能なように刺激する

「成果マネジメント」（より高い目標へと邁進させる「ス

トレッチ」と「規律」の結合）と個人による健全な機

能遂行のために必要な安全と寛容度を提供する「社会

的サポート」（サポートと信頼の結合）に分類するこ

とができるが，基本的に両者は同等に重要なものであ

り，相互強化的なものとみなされる．すなわち，成果

マネジメントと社会的サポートの双方が強い場合にそ

の組織的コンテクストはより高い成果を導くが，逆に

これらの組織的な特性がバランスを欠く，あるいは両

者とも低レベルのケースでは，組織コンテクストは劣

ったものとなる（Birkinshaw and  Gibson, 2004:51）．

　しかしながら，双面性の実現は‘組織レベル’でも

たらされるものではない．それは，注意深く設計され

た組織コンテクストが，組織を構成する‘個人レベル’

における（活用と探索に関わる）矛盾する要求への適

切なバランス化を容易にすることによって実現される．

すなわち諸個人が，コンフリクト状態にある要求に対

して自らの時間，そして注意をどのように配分するか

を自律的に判断することによって双面性が実現され，

あくまで組織コンテクストは，それを支援するプロセ

スやシステムのセットとして機能するのである

（Gibson & Birkinshaw,2004:211）．ゆえに，コンテ

クスト的双面性という方法の核は，組織の諸個人が競

合する活用と探索の両立という課題に対処する上でい

かに好ましい「組織コンテクスト」を創造することが

できるかという点にある．

　そして，双面性実現へのきっかけは時にトップダウ

ンのイニシアティブによるものだが，しかしそれが目

指す終局点はすべての組織レベルから生じるリーダー

シップ，すなわち組織の諸個人による「偏在的で創発

的なリーダーシップ」を許すことにある（Birkinshaw 
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－「イノベーターのジレンマ」の超克をめざして－

and  Gibson, 2004:55）．O’Reilly & Tushman（2013）

は，こうした点から，最も明確なコンテクスト的双面

性の例証としてAdler et.al.（1999）による「トヨタ

生産システム」に関する記述を挙げ，それが，環境の

小さな変化への継続的な適応を必要とするローカルな

イノベーションと変化を促進するものであると指摘し

ている（O’Reilly & Tushman，2013：12）8．

　以上，本章では組織双面性の主要な方法，すなわち

「時間的双面性」，「構造的双面性」，「コンテクスト的

双面性」について紹介してきた．これらの方法は確か

に双面性を実現するための異なるパス（軌道）として

提案されたものであるが，近年，この3者は相互に排

他的なものというより「補完的な存在」として捉える

見方が有力となってきている9．たとえば構造的なタ

イプの双面性を志向する見解は，「構造的解決」と共

に明確な文化やビジョン，サポート的なリーダー等に

言及している点で，この方法がより広い組織コンテク

ストを視野に入れた「単なる構造以上のもの」であるこ

とを強調している（O’Reilly & Tushman,2007:14）．

また，逆にGibson & Birkinshaw（2004）の言う組織

コンテクストには，当然のことながら，その不可欠な

要素として「構造（分化）」の問題が含まれよう（Raisch 

& Birkinshaw, 2008:399）．いずれにしろ，各方法単

独での考察はもちろんだが，特に方法間の関係性につ

いては今後のさらなる理論的・実証的展開が必要とさ

れていると言えるだろう．

４．組織双面性の条件

　本章では，組織双面性が有効となりうる「条件」に

ついて取り上げる．組織双面性という方法は，どのよ

うな形のものであれ本来的に複雑な組織的対応を実現

する方法であるため，どのようなケースでも容易かつ

安価に実行可能とは考えにくい．また，当然ながら先

に指摘したスピン・アウト（完全な独立事業組織とし

ての外部化）等の他の可能な選択肢との比較考量の問

題も出てくる．ゆえに，比較的その実行が「高価」で

あることが予想される組織双面性を用いる上での諸条

件を探ることが同アプローチにおける重要な論点の一

つとなっている．以下では，「双面性実現の前提条件」

として組織双面性が有効となりうる環境－組織的条件

について述べ，またその‘成功のカギ（key success 

factor）’と目される，やや具体的な施策（①資源・能

力のレバレッジ，②新規事業の評価）について取り上

げる．なお，本章においては，必要以上の複雑化を避

けるため，断りのない限り同アプローチの中で最も一

般的な「構造的双面性」を対象に議論を進めるものと

する．

（１）双面性実現の前提条件

　　－環境の不確実性と大規模企業の優位－

　組織双面性に関する比較的最近の包括的レビューに

おいて，O’Reilly & Tushman（2013）は（熾烈な

競争状況を含む）①「高度な環境不確実性」の下で，

また組織が十分なスラック（余裕）資源を持つ，典型

的には②「規模の大きな組織」である場合に，双面性

導入の価値がある，すなわち典型的な企業成果（売上

成長，成果の主観的指標，イノベーション，トービン

のqで測定された市場価値，企業の生き残り）に対し

て概ねポジティブな効果をもつ（ことをこれまでの研

究成果が示唆している）と述べている（O’Reilly & 

Tushman，2013：4・5）．

①高度な環境不確実性

　組織双面性は，予測可能な比較的安定した環境下よ

りも，変化の激しいダイナミックな環境においてその

価値を高める．なぜなら，ダイナミックな環境下にお

いて探索あるいは活用に過剰に特化することは非常に

リスクの高い試みであると考えられるからである．す

なわち，ダイナミックな環境における過剰な活用は，

Levinthal & March（1993）が指摘した「成功の罠」

に組織が陥る可能性を高めるだろう．また同時に，フ

レキシビリティの確保のための過剰な探索は，カオス

的な組織を結果しうるが，そこではコア・コンピタン

スを展開するのが困難となる，いわゆる「失敗の罠」

のサイクルが待ち受けていよう（Simsek, 2009:617）10．

ゆえに，ダイナミックに変化する環境下では，その高

い不確実性のために，企業は市場・技術の変化に対し

て高度に反応的であること，すなわち一定の「探索」

的活動への注力が期待される一方で，同時に探索それ

自体が内包する不確実性を補償ないし中和するのに十

分な効率性とキャッシュフローを確保する「活用」を

も追求すること，つまり双面的であることに大きな価

値 が 生 ま れ る と 想 定 さ れ る の で あ る（Jansen et 

al.,2005; Raisch & Birkinshaw, 2008;,Simsek, 2009）．

　そして以上のことは，変化の少ない比較的安定した

環境下では，活用か探索のどちらかに傾斜することが

安価で有益となり，逆に双面的な試みはその実行が高

価でありながらその有効性を大きく減じるであろうこ
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と を 示 唆 し て い る（Simsek, 2009；Uotila et al., 

2009）

②大規模組織の優位性

　組織双面性は，豊富なスラック資源を保有する，典

型的には大規模組織にとって有利な側面を持つ．なぜ

なら，探索と活用の両方を同時的に行なう組織双面性

は，端的にどちらかの活動に特化するケースに比べ，

多大な投入資源を必要とすることが予想されるからで

ある（Benner & Tushman,2003;Cao et al, 2009; O’

ReillyⅢ,Harreld and Tushman,2009）．

　特に双面性の実現には，ダイナミックな環境に対応

するための「探索」に対して十分な資源投下を行う余

裕があることが重要な条件となる．このとき，ベンチ

ャー的小企業が市場で生か死かを問われる単一の実験

にしか賭けられない一方で，大企業は，失敗が即企業

を死に至らしめることもなく，むしろ学習を高めるよ

うな仕方で，複数の実験を管理することができる（O’

ReillyⅢ,Harreld and Tushman,2009：96）．

　また，双面性は（「構造的双面性」を前提とするとき），

異なる志向性を持つ分離ユニットが相互に一定の自律

性を維持するためのバッファー（緩衝装置）を設ける

必要があるが，大企業が保有するスラック資源の存在

は，組織ユニットにとって他のユニットと資源コント

ロールを巡ってアグレッシブに競争するインセンティ

ブを減少させることによって，ユニット間で発生する

パラドキシカルな問題状況を緩和するのに役立つ

（Jansen et al.,2012:1290－1291.）．

　さらに，双面性の遂行には，分離ユニット間の適切

な統合のための施策（組織横断的なインターフェース，

あるいは統合責任者の設置等）実施等，資源投入が必

要な要因・機会は相対的に多いと考えられるが，いず

れにしろ豊かな資源保有という大規模企業の特性は，

‘双面性を介した’組織の長期的適応（生存）の可能

性を高めることが想定されうる．

　しかしながら，こうした「大規模組織の優位性」に

ついては留保すべき点もある．すなわち，大企業は豊

かな資源保有によって探索と活用の間で起こる資源競

合の制約を受けない一方，それは市場からの競争・変

化の圧力から‘不当な形’で組織を保護する，言い換

えれば‘必要な変革を怠る’原因ともなりうる．ゆえ

に，スラック資源の存在は「探索」を促進もするが阻

害 す る 要 因 と も な り う る の で あ る（Lavie et 

al.,2010:122; Goossen & Bazazzian,2012:12）．

（２）双面性実現の方法

　　－資源・能力レバレッジと探索ユニットの評価－

　「高度な環境の不確実性」と「十分なスラック資源」

の存在は，（一定の留保を必要とするものの）双面性

の実現を促す有力な前提条件であるといいうる．ここ

ではさらに，（これらの前提条件が満たされたと仮定

した上で）双面的な試みを成功裏に実現するための方

法，すなわち（活用ユニットから探索ユニットに対す

る）①資源・能力のレバレッジ，及び（‘業績’では

なく実践を通じた‘学習成果’による）②探索ユニッ

トの評価，の２点について言及する．われわれは，こ

れらを成功裏に遂行することが，たとえば「イノベー

ターのジレンマ」的な状況に直面した場合の「解」と

して組織双面性が（スピン・オフや独立事業組織のよ

うな）他の選択肢に対して優越するための重要なポイ

ントであると考えている．

①資源・能力のバレッジ

　O’Reilly & Tushman（2013）は，「資源・能力の

レバレッジ」，すなわち既存の資産と能力を成熟事業

から新規事業にレバレッジする組織の能力こそが，ま

さに‘組織双面性の本質’であると主張している

（18）．また，大企業によるイノベーション創出の問

題を論じたGovindarajan & Trimble（2005）も，既

存事業から新規事業への資源（既存の顧客，流通チャ

ネル，供給網，ブランド，信用，製造能力，技術等）

の「借用」という表現を使いながら，そこに大企業が

内部に探索ユニットを備えることの（独立ベンチャー

企業に対する）最大の優位性であるというほぼ同様の

主張を行っている（（邦訳）2013：25）11．そして両

者は，新規の探索ユニットが‘戦略的’（つまり会社

の長期的な生存・成長にとってより重要）であればあ

るほど適切なレバレッジ（借用）の重要度が増す点に

おいて一致している．

　問題は，基本的なレベルで性格・内容の異なる分離

ユニット間の資源・能力の移転（レバレッジ）が（単

に共存・バランス化を図ること以上に）けして容易で

はないという点である．特に自身も独自に事業を営む

‘移転元’である活用ユニット側には移転先である探

索ユニットに‘資源を分け与える’必然的な理由は存

在しないため，彼らを動かす‘意図的な仕掛け’が必

要とされる．

　この点で，たとえばTaylor & Helfat（2009）は，

メインフレーム・コンピューティングをめぐる事業転

換において，共に十分な資源・能力を保有していたに
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も関わらず，同分野の支配的企業となりえた米IBM社

と失敗したNCR社の違いを生んだ決定的な要因が，

新旧ユニット間での資源・能力移転を促すような経済

インセンティブ，構造，そして協調的な社会的コンテ

クストと共有された組織的認知から成る組織的リンケ

ージ（organizational Linkage）の構築努力の差にあ

ると指摘している12．また，Govindarajan & Trimble

（2005）は，新規の探索ユニットのリーダーを活用ユ

ニットのリーダーより上位の本社経営陣の直属とする

など異例の高い地位に設定してレバレッジ（借用）が

しやすい環境を整えるとともに（（邦訳）2013：73），（a）

新旧ユニットの間に協調を促すような‘共通の価値観’

を形成・強化すること，（b）ユニット・リーダーの‘イ

ンセンティブ’を再考すること（旧ユニットが新ユニ

ットへの支援を疎んじないようにユニット責任者の評

価を一部「連結業績」に連動させる，及び人事評価項

目に他部門との協力を導入する等），そして（c）資源

を奪われる不安を解消するために旧ユニットにも十分

な経営資源を配分し，またその新規ユニットの支援努

力に報いること，等を有効な施策として掲げている

（（邦訳）2013：101－103.）．

②探索ユニットの評価

　双面的デザインの利益は，「活用」を担うユニット

が生み出す安定した財務的成果と資源・能力の蓄積が，

十分な「探索」努力，すなわち「実験とそれに基づく

学習」を行なう原資，あるいは時間的余裕を組織にも

たらしてくれる点にある．そして，それが可能であっ

てこそ，組織はダイナミックに変化する環境の中で適

応し続けるためにチャレンジングな実験の試みを継続

的に行うことできる．

　しかし，当然のことながら探索ユニットが担う「実

験」のすべてが成功するわけではない．また，これま

で見てきたように本来的にそれ自体が不確実性を内包

する「探索」は常に「活用」からの淘汰圧力を受けて

いると考えるのが自然である．ゆえに，弱い「探索」

を強い「活用」から保護する‘意図的な仕組み’が必

要となるが，一方で，一切の（厳格な）評価なしに「探

索を擁護し続ける」だけでは，過剰な探索が導く「失

敗の罠」を結果する可能性を高めるに過ぎない．

　こうした「探索」の保護に関わる問題について，現

時点でわれわれはGovindarajan & Trimble（2005）

のアイデアが最も興味深く，また実践的（に有効）で

あると考えている．それは，探索ユニットのリーダー

を業績や計画の達成度など（活用ユニット同様）の一

般的・客観的基準で評価するのではなく，実験を通じ

て得た「学習成果」というもっと‘主観的な基準’に

よって評価を行なうべきというものである（（邦訳）

2013：74）．

　このアイデアの前提には，新規の実験的事業の先行

きは多くの場合に予測不能であり，そこで設定される

業績目標や計画は（将来がある程度予測可能な活用ユ

ニットとは異なって）あくまで後の修正を前提とした

‘仮説’に過ぎないという見方がある．ここで仮説とは，

「計画された行動と好ましい結果とのつながりを示す

因果関係に関する推測」を意味する（Gonvidarajan 

& Trimble，2010〔邦訳2012〕：210）．そして重要な

ことは，誰にとっても先行き不透明な新規領域では，

そうした仮説をより効率よく迅速に検証して改善し，

その‘予測精度’を高めた者，いわば「より速く学習

し適応した者」こそが勝者となりうるという点にある

（（邦訳）2013：120）．

　こうした探索ユニット（のリーダー）を（学習を阻

害する失敗への恐怖を高める）「結果責任」から開放し，

「学習の責任」へと向かわせる方法を用いることによ

って，探索ユニットの保護と一定の評価（と明確な責

任）を両立させることができる．ただし，学習成果に

関する‘評価’は，Govindarajan & Trimble（2005）

自身も言うように，より主観的なものとならざるをえ

ない．しかし，探索ユニットが活用ユニットと共に組

織内部に存在する双面的デザインは，評価する者とさ

れる者の‘絶妙な距離感’を作り出すことによって，

主観的ながらもより厳密な評価を可能とすることが期

待できるだろう（Gonvidarajan & Trimble，2010〔邦

訳2012〕：193）．

５．おわりに－本稿の限界と今後の課題－

　以上，われわれは「組織双面性」の概念にまつわる

一群の研究を前提としながら，その主要な論点につい

て整理し，今後の理論的・実証的展開の基礎を構築す

ることを目的として議論を展開してきた．まずは，同

アプローチの原点とも言うべきMarch（1991）等の問

題提起について言及し，探索と活用の同時追求という

双面的な試みが，独自能力のコア・リジディティ化や

イノベーターのジレンマといった障壁を超えて，組織

が長期的な生存・成長を可能にするための「解」とし

て捉えられることを確認した．続いて，そうした双面

性を組織が実現するための主要な３つの方法，すなわ

ち時間的双面性，構造的双面性，コンテクスト的双面
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性について，それぞれの特徴ついて言及した．そして

前章において，双面性がジレンマの「解」として高い

価値を持つことが想定される「前提条件」（高度な環

境不確実性，大規模組織の優位性），さらには，組織

が双面性を成功裏に実現するための条件として，必要

とされる活用ユニットから探索ユニットへの「資源・

能力のレバレッジ」，また結果責任ではなく‘学習へ

の責任’を重視した「探索ユニットの評価」について

言及した．

　本稿の最大の目的は，表題にもある通り，組織双面

性アプローチの現時点における主要な論点を明らかに

することにあり，特に今回はあえてそうした‘作業’

に徹する意図をもって臨んだこともあって，取り上げ

た論点に対するわれわれ独自の解釈，あるいは発展的

考察はほとんど行っていない．一方で，取り上げる論

点の選択，また整理の仕方についてはいくつかの優れ

たレビュー論文から多大なる示唆を得ているものの，

あくまでわれわれ独自の視点と解釈に基づくものであ

り，特に第４章の組織双面性の条件に関する論点は，

明確に今後の理論的・実証的展開の方向性を意識した

ものとなっている．

　しかしながら，本稿を全体として俯瞰した場合に，

各論点の詳細や関連性に関する考察が希薄なまま提示

せざるを得なかった点は，双面性アプローチに関する

研究のやや混乱した現状を考えても，やはり本稿の限

界であるといわざるを得ない．

　さらに，近年の組織双面性に関する議論において重

要性を増しているある論点について，今回はあえて取

り上げなかった．それは，いわゆる「ダイナミック・

ケイパビリティ（dynamic capability）」，すなわち「ラ

ディカルに変化する環境に適応するために内外の諸能

力を統合し，構築し，再構成する企業の能力」（Teece, 

Pasano & Shuen,1997:516）あるいは「目的的に資源

ベースを創造し，拡張し，改変する組織の能力」（Helfat, 

et al.,2007：1）との関連についてである．こうした

ダイナミック・ケイパビリティに関する議論は，組織

双面性の論点と重なり合う部分が非常に大きい．すな

わち，それらは共にラディカルに変化する不確実性の

高い環境を前提とし，またダイナミック・ケイパビリ

ティが実行する資源・能力の創造や再編成は，組織が

双面的なデザインの導入によって必要な「探索」を維

持・確保しようとする姿と通底するものがある．そし

て，すでに有力な研究者達は，組織双面性をダイナミ

ック・ケイパビリティそのもの（の一種）として捉え，両

者が互いの研究から多くアイデアを得られるであろう

ことを示唆している（O’Reilly Ⅲ& Tushman,2008;  

Jansen et al.,2009; Simsek, 2009; O’Reilly & 

Tushman，2013）．

　われわれは，こうした見解に大いに賛同するもので

あり，今回あえて取り上げなかったのは，それが別稿

にて単独で取り上げるに値する，非常に興味深いテー

マとして捉えているからにほかならない．本稿におけ

る成果および反省点を糧としながら，組織双面性に関

するさらなる理論的・実証的な展開はもとより，ダイ

ナミック・ケイパビリティ・アプローチとの「実りあ

る融合」の追究を今後の課題としたい．
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1 本稿ではOrganizational Ambidexterityを「組織双

面性」と訳出しているが，これは必ずしも一般化し

て い る と は 言 い 難 い も の で あ る． 今 回 は，O’

Reilly Ⅲ ＆ Tushman （2004） に お け る

Ambidextrous Organization に対する「双面型組織」

という翻訳を参考とし，「組織双面性」という訳語

を採用した．
2 こうした組織双面性研究の現状を把握しようとする

試 み と し て は，Nosella, Cantarello and Filippini

（2012） のマネジメント，および組織関連の領域に

おける「双面性」概念に関する計量書誌学的調査が

ある．

3 March（1991）は，探索と活用が稀少な資源をめぐ

ってトレード・オフの関係にあると規定しているが，

組織双面性に関する研究においては，両者はむしろ

補完関係にあり，必ずしもトレード・オフにはなら

ないと指摘する見解もある．それは，探索と活用の

関係を「連続帯の２つの両端（極）」として見るのか，

それとも（互いに他を圧迫することなく）両立可能

で補完的な直交軸（orthogonal）の異なる要素とし

て捉えるかの違いとなる．March（1991）の見解と

は異なる後者については，特にGupta et al. （2006）

を参照のこと．そして，どちらを採用するかは（特

に実証的な）研究成果に大きな影響を与える重要な

問題であるが，その詳細な検討はわれわれの目的を

はるかに超える課題であるため，本稿ではオーソド

ックスなMarch（1991）の見解をそのまま紹介する

こととした．
4 さらにLevinthal and March（1993）は，上級管理

者の「コントロール幻想」，すなわち（何らかの幸

運の後押しをも含むかもしれない）過去の成功経験

が将来の出来事に対処する自身の能力への確信を生

みだすことによって，またそうした幻想が「組織の

民俗学」によって組織全体に増幅されることによっ

て，過剰な活用（と探索の排除）は一層自己強化的

なものとなっていく由，指摘している（Levinthal 

and March, 1993:109）．
5 こうした主要な３つの方法以外には，たとえば

Raisch & Birkinshaw（2008）が構造的／コンテク

スト的双面性に加えて，組織のリーダーないしトッ

プ・マネジメント・チーム（TMT）の役割に特に

注目する「リーダーシップ・ベースの双面性」を提

案している．また，Lavie & Rosenkopf（2006）は，

組織双面性を一（企業）組織内部で完結させるので

はなく，戦略的提携，企業間ネットワークにまで適

用領域を拡大し，活動のドメイン（種類）毎に組織

が必要に応じて探索と活用を使い分ける「ドメイン

分離（domain separation）型の双面性」を提示し

ている．しかし，ドメイン分離に関する研究は，少

なく，ほとんどがアライアンスの文脈に限定されて

いる（Lavie et al.,2010:135）．
6 さらに近年では，こうした時間的双面性という方法

について，組織が探索と活用のモード間での構造シ

フトが具体的にどのように行われるのかという問題

についていまだ抽象度が高く，他の方法に比べて大

きな洞察をもたらすほど精緻なものとなっていない

（O’Reilly & Tushman，2013：9），あるいは高度
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－「イノベーターのジレンマ」の超克をめざして－

なレベルの時間的な双面性理解は，現実組織の豊か

さや複雑さをとの調和が困難なため，適用可能性は

低い（Turner et al., 2013:322）など，やや批判的

な見解が多いことを指摘しておく．
7 詳しくは，Nosella et al.（ 2012）による組織双面

性の計量書誌学的研究を参照のこと．
8 また同時に，O’Reilly & Tushman（2013）は，‘個

人’に焦点を当てるコンテクスト的双面性は，個人

レベルでは処理できない市場や技術における断続的

あるいは不連続なタイプの大きな変化への対処が難

しい，言い換えれば，そこで要請されるであろう大

規模な構造変革や資源の再配分にかかわる‘大きな

決定’を下位レベルの個人の自由裁量に委ねること

は非現実的であると指摘している．そして，こうし

たコンテクスト的双面性が自らの主張する構造的双

面性と補完的に用いられるとき有効となることをほ

のめかしている（O’Reilly & Tushman，2013：

12－14.）．
9 構造的双面性とコンテクスト的双面性の組み合わせ

以外に，（やや稀ではあるが）時間的双面性と構造

的（同時的）双面性についても補完性を主張する見

解もある．例えば，Goossen & Bazazzian（2012）

を参照のこと．
10 組織双面性アプローチは基本的に過剰な活用／過剰

な探索は共にリスクが高いと見るのが通常である．

しかしながら，環境のダイナミズムが増大する時，

過剰な活用はたしかにより有害なものとなりうるが，

一方の過剰な探索はそれほど有害にはならないとす

る 見 解 も あ る． 例 え ば，Wang & Li（2008） の

p.925を参照のこと． 
11 Govindarajan & Trimble（2005）は厳密には組織

双面性アプローチ（学派？）に属するとは言えない．

彼らは，「本書で提唱する組織編成は，オライリー

とタッシュマンがいう「双面型組織」に似ている」

と述べているに過ぎない（（邦訳）2013：274）．曰

く，分離ユニット間の統合について，組織双面性（構

造的双面性）がトップ・マネジメント（チーム）の

リーダーシップの役割を重視する一方で，彼らはも

っと実務者レベルの連携が重要である点で両者は異

なっているという（（邦訳）2013：274）．しかし，

そうした細部における相違を超えて，われわれは，

Govindarajan & Trimble（2005）の様々な主張は

組織双面性アプローチに有用な多くの示唆を与えう

るものと考えている．
12 たとえばIBMの（活用ユニットを代表する）販売マ

ネジャーには新事業の製品を積極的に販売する経済

的インセンティブが設定され，またそれは他部門と

の継続的なコミュニケーションを強調した組織構造，

新事業をサポートする事業機能間のコーディネーシ

ョンに高い価値を置く社会コンテクストや共有され

た組織的認知の中で機能していた．その一方で，

NCRの経済的インセンティブ，組織構造，社会的

コンテクスト，そして認識は，新旧技術の間の双面

的なリンケージ（特に，製造と販売）を好まなかっ

た．例えば，経済的報酬は，販売マネジャーに旧事

業に焦点化して，新事業の販売マネジャーと協調よ

り 競 争 す る よ う 仕 向 け ら れ て い た（Taylor & 

Helfat，2009:731・734）．





１．はじめに

　2013年8月3日～ 13日にロシア・カザンで開催され

たCMAS GAMES 2013・フィンスイミング世界選手

権大会に，日本代表選手としてロングディスタンス　

20km種目に出場した．本稿では，CMAS GAMES 

2013・フィンスイミング世界選手権大会出場の報告

を兼ねて，フィンスイミングを含む水中スポーツを国

際的に統括しているCMAS（世界水中連盟）と水中ス

ポーツの紹介を行う．

２．CMAS（世界水中連盟）

　CMAS（図1）とはフランス語の“Confederation 

Mondiale des Activites Subaquatares”の略であり，

“世界水中連盟”もしくは“世界水中活動連盟”と訳
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世界水中連盟（CMAS）の水中スポーツについて

－CMAS GAMES 2013・フィンスイミング世界選手権大会の報告を兼ねて－

大下　和茂1），小泉　和史2）

Introduction of CMAS (Confédération Mondiale des Activités 
Subaquatiques) , a body that governs underwater science, and sports

Kazushige OSHITA1）, Kazushi KOIZUMI2）

Abstract
The purpose of this article is to introduce CMAS (Confédération Mondiale des Activités 

Subaquatiques; World Underwater Federation in English), a body that governs underwater science, and 
sports. CMAS is an international federation that represents underwater activities related to underwater 
sports and sciences. It oversees an international system of recreational snorkel and scuba diver training 
and certification. Established in Monaco in January 1959, CMAS is one of the world's oldest underwater 
organizations and is today comprised of over 130 national federations from 5 continents. Further, 
CMAS consists of three major committees – “Sports”, “Technical”, and “Scientific” and is recognized 
by the “IOC; International Olympic Committee”, “Sport Accord”, and the “UNESCO; United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization”. The sports committee consists of commissions 
representing the following underwater sports: “Apnoea”, Aquathlon”, “Finswimming”, “Spearfishing”, 
“Sport diving”, “Underwater hockey”, “Underwater orienteering”, “Underwater rugby”, and “Underwater 
target shooting”. CMAS governs all the foregoing underwater sports in accordance with international 
standards.

九 共 大 紀 要
第4巻　第2号
２０１４年 ３ 月

KEY WORDS : 世界水中連盟，CMAS，フィンスイミング，CMAS GAMES

１）九州共立大学スポーツ学部スポーツ学科
２）日本体育大学体育学部社会体育学科

１）Department of Sports Science, Faculty of Sports 
　　Science, Kyushu Kyoritsu University
２）Department of Lifelong Sports and Recreation, 
　　Nippon Sports Science University



122 大下　和茂　他

される（英語では“World Underwater Federation”）．

CMASは，水中活動における国際連盟（＝水中の国連
1））と位置づけされ，各国を代表する水中活動組織の

集合体で形成されている．すなわち，世界各国の政府

機関に承認された水中活動団体，もしくは各国内を統

一し，その国家を代表する水中活動団体が，CMASの

総会において承認されることで，CMASに加盟できる．

図１　CMASのロゴ

フランス　アルプ・マリティーム県　Sospel村のマーメイドと

マーマンの彫刻が基になったと言われている4）．2つの尾びれは

“技術”と“スポーツ”を表しており4），左側には，水中科学・

技術の象徴である“水瓶”が，右側には水中スポーツの一つで

あるスピアフィッシングの魚が描かれている．

　CMAS設立の背景には，潜水呼吸器＝SCUBA（Self-

Contained Underwater Breathing Apparatus）の開発

により，水中活動が盛んになったことが挙げられる．

1943年にフランスで，海洋学者のジャック・イヴ・

クストー氏（Jacques-Yves Cousteau，1910 ～ 1997年）

がアクアラングというSCUBAを発明し，水中での活

動効率が飛躍的に向上した．第二次世界大戦中に開発

されたSCUBAは，機雷の除去など，軍隊による水中

活動で主に使用されたが，1950年代以降は，スポー

ツもしくはレジャー目的で行う水中活動にも多く用い

られるようになった2）．また，水中活動の活発化によ

り，水中は宇宙と共に人類に残された2大新天地とし

て脚光を浴びるようになり3），水中の開発活動も盛ん

になった．そんな中，水中活動・開発における独立し

た国際交流の場づくりが，ジャック・イヴ・クストー

氏（前出），ルイジ・フェラー口氏（Luigi Ferraro，

イタリア，1914 ～ 2006年），そしてジャック・デュ

マ氏（Jacques Dumas，フランス，1926 ～ 1985年）

らにより提唱される3）．そして，1958年9月にベルギ

ーのブリュッセルで開かれた，CIPS（Confederation 

Internationale de la Peche Sportive＝国際的なスポー

ツフィッシングの連盟）の第6回大会において，水中

活動に関する国際組織設立に向けた会議が開かれ，

1959年1月10日に15カ国（西ドイツ，ベルキー，ブラ

ジル，フランス，ギリシャ，イタリア，モナコ，ポル

トガル，スイス，アメリカ，ユーゴスラビア，スペイ

ン，イギリス4），マルタおよびポーランド3））の代表

がモナコに集いCMASが設立された4）．本部はフラン

スに設置され，初代会長として，ジャック・イヴ・ク

ストー氏が就任した4）．

　現在，CMASは，「水中活動連盟未組織の国への組

織設立支援」，「水中活動における法律や規則の国際的

な統一」，「水中活動の国際大会や万国博の主催及び後

援」，「国際スポーツ機関や国際的文化団体との交流」，

「国際水中スポーツ大会の開催」，および「水中活動全

般に関し国際間の調整と水中活動の振興」などを目的

に活動を行っている5）．これらの目的を達成するため，

CMASでは，「スポーツ委員会」，「技術委員会」，そし

て「科学委員会」を組織し，各委員会に各国組織が加

盟し，それぞれの分野で活動を行っている1）．

　具体的な活動として，フィンスイミング，アプニア，

スポーツダイビングおよび水中オリエンテーリング等，

水中スポーツに関する活動は「スポーツ委員会」が担

当し，種々の水中競技の規則制定，公式競技会の承認，

年間競技会の発表，競技記緑の公認（特に，フィンスイ

ミングとスピアフィッシングにおいて，CMASの規約

に基づいて提出された記録の承認を行っている．また，

CMAS主催や後援の競技会に参加する選手は，直接・

間接を問わず報酬を目的としないアマチュアでなけれ

ばならないと規定されている）を行っている3）．なお，

CMASはIFs（国際スポーツ競技団体）加盟団体であり，

1986年にIOC（国際オリンピック委員会）7），1988年には，

GAISF（General Association of International Sports 

Federations．現・スポーツアコード；Sport Accord）8）

に加盟している．

　SCUBA潜水技術教育・国際認定証認定，水中設備，

水中映像および潜水指導者水中科学（海洋博物館・海

洋研究所等）に関する活動は「技術委員会」が行い，

ダイバー同志の水中手信号の規則の統一化と成文化，

ダイバーのトレーニングプログラムの統一化と成文化，

ダイバー認定資格と試験基準の統一化と成文化（図

2），各国の水中連盟の代表機関に対して必要な規則

を定めることの勧告を行っている3）．

　そして，水中の考古学，生物学，地質学，工学，医

学，法律および自然保護などに関する活動は「科学委

員会」が担当し，各国の水中連盟や水中の研究所およ

び研究組織の仲介，応用科学研究や科学ダイバーへの

トレーニング案施，水中研究における科学者や専門家

がCMASの科学委員会の会員に就任する事の承認を行

っている3）．1988年にIUCN（国連自然保護連合）に
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加盟し，同年には，UNESCO（国連教育科学文化機関）

と「科学ダイバーマニュアル」を作成している．

2012年には水中環境や水中文化遺産の保護を目的と

したダイバーへの啓蒙活動や研修，科学的なダイビン

グに関する団体を組織する等の活動に，CMASの科学

委 員 会 とUNESCOの 政 府 間 海 洋 学 委 員 会

（Intergovernmental Oceanographic Commission）が

協力して取り組むことで調印が行われた（2012年5月

16日6））．

３．日本水中スポーツ連盟

　CMAS各委員会には，各国を代表する１組織の加盟

が認められている（科学委員会および技術委員会は代

表加盟の他に，各委員会承認により加盟組織として同

じ国の団体・組織も加盟できる．ただし，代表権および

総会における投票権はない．）1）．日本では，1982年に，

FEJAS（＝Federation Japonaise de Activites 

Subaquatiques；日本水中活動協会．現在はJCIA＝

Japan CMAS Instractors Association）が，国内の学術，

民間，潜水指導および水中スポーツ団体等の振興と連

絡調整を目的として設立され，1985年にアメリカ・

マイアミで行われたCMAS総会において，CMASへの

加盟が認められた5）．このうち，水中スポーツは，

FEJASの新水泳小委員会がフィンスイミングに関す

る普及窓口として担当していたが，1988年に新協会・

JAFSA（Japan Finswimming Association，日本フィ

ンスイミング協会）を組織し，FEJASの承認を受け

た協会として活動を行ってきた．その後，1996年に

JAFSAの活動，すなわち，日本における水中スポー

ツ部門を統括し，日本を代表する団体であることが

CMASで認められ，FEJASから水中スポーツ部門の全

権限を譲り受け，CMAS・水中スポーツ委員会の日本

代表機関として承認された5）．現在は，名称をJUSF

（Japan Underwater Sports Federation；日本水中ス

ポーツ連盟，図3）とし，CMAS・水中スポーツ委員

会に，唯一，日本の水中スポーツ代表団体として代表

加盟承認され，国内における水中スポーツの普及，選

手登録，競技会の主催・講演，記録の公認，そして国

際大会への派遣などを行っている1）．

図３　日本水中スポーツ連盟

（Japan Underwater Sports Federation）のロゴ

　なお，2013年現在，日本水中スポーツ連盟から，

事務局長の吉澤俊治氏がCMASの理事として9），そし

て国際委員会・ユース育成小委員会の上原有翔氏が

CMAS・スポーツ委員会のフィンスイミング委員とし

て10），それぞれ選出され，日本水中スポーツ連盟の活

動のみでなく，CMASにおける活動にも携わっている．

４．CMASの水中スポーツ

　水中で行われるスポーツには様々な競技がある．本

章では，CMASのスポーツ委員会が，競技規則を制定

し，公式競技会を承認，そして競技記緑の公認などを

担当している水中競技を紹介する．

4.1　フィンスイミング

　フィンスイミングとは，足ヒレ（フィン）を使って

水中や水面を泳者の筋力のみによって進む競技である
11）．フィンスイミングで用いられる道具として，競泳

競技で用いられるゴーグルなどのほかに，フィンやス

ノーケル，空気タンクなどがある．フィンには1枚の

フィンを両足で履くモノフィンと2枚のフィンを片足

ずつ履くビーフィンがあり，呼吸はスノーケルを使用

して行う場合や空気タンクを使用する場合があり，種

目により異なる（図4）．

　フィンスイミングは，サーフィス（SF），アプニア

（AP），イマージョン（IM）そしてビーフィン（BF）

と呼ばれる4つの種目で構成される．SFは，フィンを

つけて水面を泳ぐ種目であり，スタート後およびター

図２　CMASのSCUBAダイ

　　　バー認定カード

SCUBAダイバーとしての能力や

経験に応じて星の数が異なる（１

スター，２スターなど）
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ン後以外のレース中は，フィンを含む身体の一部が常

に水面から出ていなければならない（すなわち，潜っ

てはならない）．2013年現在12），プールで行われる種

目 は， 男 女 共 に，50 m，100 m，200 m，400 m，

800 mそして1500 mが公式種目となっている．この

他，海や湖，河川などを泳ぐオープンウォーター種目

も設けられており，世界選手権の場合，6 kmと20 

kmが，ワールドカップの場合，4 kmが正式種目とな

っている．APは，フィンをつけて無呼吸で50 mを泳

ぐ種目であり，スタートからゴールまで息継ぎをして

はならない．IMは，フィンをつけて水中を泳ぐ種目

であり，呼吸は空気タンクを用いて行う．BFは，ビ

ーフィンを用いて水面を泳ぐ種目で，SF同様，スタ

ート後およびターン後以外のレース中は，フィンを含

む身体の一部が常に水面から出ていなければならない．

4.2 アプネア

　アプネアとは，選手が水面下に顔を維持し，息を保

持するスポーツ競技を指す13）．呼吸を止めて水面に浮

き，その時間を競うStatic Apneaと言う種目，Speed-

Endurance Apnea14）と言う，100 mまたは400 mを

無呼吸で泳ぎ速さを競う種目（モノフィンもしくはビ

ーフィン装着する種目とフィンを装着しない種目があ

る），そしてDynamic Apnea15）と言われる，水面下

を泳げる水平距離を競う種目（モノフィンもしくはビ

ーフィン装着する種目とフィンを装着しない種目があ

る）などがある．

4.3 水中ラグビー

　1チーム最大6名の選手で構成され，水中マスク，

スノーケル，ビーフィンを装着し，水中で重いボール

をパスしながら水底に落とさないように運び，プール

両端水底に設置された相手チームの網のゴールにボー

ルを入れるという競技である16）．水深3.5 m ～ 5 mの

比較的深いプールで行われる．ラグビーとバスケット

を合わせた様なゲームであり，世界選手権等の国際大

会では，水中映像を大型映像装置に映し出し観覧でき

るようにしている18）．

4.4 水中ホッケー

　1チーム6名の選手で構成され，水中マスク，スノ

ーケル，ビーフィンを装着し，手に持ったスティック

を使って水底にあるゴム製のパックを運びあい，プー

ルの両端水底に据えられた相手チームのゴールにパッ

クを入れるという競技である17）（図5）．先述の水中ラ

グビーよりも浅い水深のプールで行われることから，

世界での競技人口が増えている18）．

4.5 アクアスロン

　アクアスロン（Aquathlon）とは，水を意味する

Aquaと競技・レスリングを意味するAthlonからの成

語で，文字通り水中で行う格闘技である13）．選手はマ

スクとフィンを装着し，足首に付けられたバンドにリ

ボンを通す．そして，2人の選手が水中もしくは水面

図４　フィンスイミングで用いる道具とモノフィンを

　　　使用した種目

図５　水中ホッケー
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で，互いの足首に付けられたリボンを，5 m×5 mの

枠内で奪う競技である．

4.6 水中オリエンテーリング

　SCUBA器材を装着し，コンパス・測量器などを使

用して（図6），海や川などの水中に様々な形状を型

取り設定されたポイント（図7）をオリエンテーリン

グ競技のように，正確に速く回る競技である19）．水中

でポイントを回る競技だが，観客は競技者の身体に結

び付けられた浮きが水面を移動する様子を見ることが

できる（浮きは安全のために取り付けている）．コン

パス等を用いて，ポイントの位置を正確に把握するこ

とに加えて速さも重要となるので，知力と体力の両面

が要求される競技である18）．

4.7 スポーツダイビング

　プールにて行う，SCUBAダイビングの能力を競う

競技であり，個人種目，バディー（2人）種目および

団体（4人）種目が設けられている13）．個人種目として，

M 300 mterと言う，50 m プールをスノーケルを使っ

て水面を泳いだり，SCUBAを使って水中を泳いだり

する種目，Emersion 6 kgと言う，リフトバッグ（空

気を利用した重量物引上げる袋）を使って，水底にあ

る6 kgのおもりを水面へ上昇させる種目などがある．

また，バディー種目として，Obstacle Courseと言う，

水中に設置された直径1 m長さ2 m のトンネルを通り

抜けたり，バディーへオクトパスにより空気を供給し

ながら曳航したり，マスク着脱をするなどして100 m

を泳ぐ種目がある（図8）．

4.7 水中ターゲットシューティング

　フィンを履き，息を止めてプールに潜り，水中に設

置された標的を水中銃で矢を撃つ，水中で行うバイア

スロンのような競技18）．矢を撃つだけでなく，撃ち終わ

ったら矢を抜いて元の位置まで泳がなければならない． 

５．CMAS GAMESとは

　4章で紹介した水中スポーツは，各競技毎に国別で

の国内選手権大会から世界選手権等の国際大会まで，

様々な競技会が開催される．一例としてフィンスイミ

ングでは，フランスでの競技会が1920年代に，イタ

リアでの競技会が1930年代に行われ，日本では1989

年に第１回の日本選手権大会が開催された．また，世

界選手権大会は，1976年に旧西ドイツで第１回世界

選手権大会が開催され，2年に1回の頻度で開催され

ている．

　CMAS GAMESとは，各水中スポーツ毎に開催され

ていた世界選手権を，同じ場所で同時開催するもので，

2007年に第1回大会がイタリアのバーリで開催された

（図9）．単一競技で開催する世界選手権とは異なり，

他の水中スポーツの選手とも交流でき，水中スポーツ

のオリンピック＝水中オリンピックとも称されている

（図10）．第2回大会が2011年に開催される予定であっ

たが，開催地の事情により中止，2013年に延期となり，

今年，開催地をロシアのカザンに改め，第2回大会が

開催された．

図６　水中オリエンテーリング

図8　スポーツダイビング

図７　水中オリエンテーションの目標ポイント配置の例19）

　　　star competitionおよび5-point course
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６　CMAS GAMES 2013に参加して

　今回のCMAS GAMESが開催されたカザンと言う都

市は，モスクワから東へ約800 kmに位置し，ロシア

連邦・タタールスタン共和国の首都である．CMAS 

GAMES開催の約1 ヶ月前にはユニバーシアード夏季

大会が行われ，2015年には水泳の世界選手権が開催

される予定である．今回のCMAS GAMESはユニバー

シアードの施設をそのまま利用して開催され（図11），

我々は選手村に滞在し，フィンスイミング・プール種

目は水球競技が行われたプールで開催された．フィン

スイミング競技には33カ国が参加し，日本からは13

名の選手と2名の役員が参加した．

　私が出場したフィンスイミング・オープンウォータ

ー種目は，ユニバーシアードで漕艇および競泳競技・

オープンウォーター種目が行われたRowing Sports 

Centerで開催された（図12）．Rowing Sports Centerは，

ヴォルガ河という全長約4000 kmにおよぶヨーロッパ

最長の河の一部に作られた漕艇場である．大会前に日

本で調べた情報によると，ヴォルガ河は3月まで全面

凍結しているとのことであり，水温が低いのではない

かと思われていたが，実際は25 ～ 27度と高すぎるぐ

らいであった．加えて，透視度は1 m以下と環境はあ

まり良くなかったが，大きな波やうねりがなかったい

う点では泳ぎ易い会場であった．このRowing Sports 

Centerに，1周1.5 ～ 1.67 kmのコースが作られ，個

人種目6 km（1.5 km×4周）と20 km（1.67 km×12

周），そしてリレー種目3 km（1.5 km×2周）×4人

が行われた．コース中には，エイドステーションが設

けられており，任意の飲料や栄養補助食品等を摂取で

き，波やうねりの状況もしくは体調の変化に応じてフ

ィンの交換もできる．

図９　 2007年に行われた第1回 CMAS GAMES（イタリ

　　　ア・バーリにて）

図10　CMAS GAMESでは自身の行っている競技以外の

　　　選手とも交流ができる

上：2007年のCMAS GAMES．食堂にてイタリアの水中ラグビ

ーチームと．下：2013年のCMAS GAMES．スポーツダイビン

グの優勝者・Natalja Kutsõk選手（エストニア）と.

図11　2013年 CMAS GAMESの選手村

2013年7月に行われたユニバーシアード夏季大会の会場を利用

図12　CMAS GAMES 2013　フィンスイミング・ロン

　　　グディスタンス種目

会場であるUniversiade Rowing Sports Centerとレースの様子．

そして，表彰式にてイタリアチームと共に
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　私が世界選手権大会に初出場した2001年（イタリ

ア・ラベンナ）に，フィンスイミングの世界選手権大

会で初めて20 km種目が導入され，そのレースを見て

この種目に挑戦しようと思い，2003年の世界選手権

大会（エジプト・アレキサンドリア）で20 km種目に

日本人として初めて出場した．その後，2005年大会（フ

ランス・ラ シオタ），2007年（イタリア・バーリ）大

会に続き，世界選手権での20 km種目出場は今回で4

回目となる．（成績はともかく）10年に亘り20 km種

目に出場する選手は世界でもそういない．いずれの大

会でも，レース前に各国選手に20 kmを泳ぐと言うと，

顔色を変えて「crazy」と言われ「good luck!」とも

言われる．私は2007年以降の2大会には出場しなかっ

たので，久々の20 km種目であったが，例外なく，

「crazy」そして「good luck!」と励ましてもらい，懐

かしい感覚を思い出しながら，何年経っても変わらず，

この種目はフィンスイミングの中でも特別なのだなと

感じた．

　そんな20 km種目には，今回16名（男子）が出場し，

イタリアのDavide De Ceglie選手が優勝した．彼は，

20 km種目の前日に行われた6 km種目でも優勝して

おり，世界選手権でロングディスタンス個人種目を全

て制覇した初めての選手となった．彼のコーチによる

と，毎日10000 mほどの練習をこなしていると言う．

競泳競技であれば毎日10000 mと言ってもさほど驚か

ないが，フィンをつけて毎日10000 m泳ぐというのは，

フィンの負荷に耐えうる頑丈な身体を持つと共に日々

のケアも重要となる．実際に，彼もレース後の談話で，

数年前に身体を壊し思うような結果が残せない時期が

あったと語っている20）．そのため，この20 km種目は

毎回，途中棄権者が多く，今回も長時間レースによる

疲労に加え，高水温も影響し，7名が途中棄権した．

　私の成績は，トップと1周遅れであったが，順位は

5位と，自己最高の記録であった．昨年，職場である

九州共立大学に室内プールが出来たこともあり，これ

までと比べて良い練習ができた中で出場できたと思う．

プールでの1500 mのベストタイムを比較しても，

2007年より20秒ほど速くなっており，そのタイムに

も安定感があった．そのため，今回は，もう少しトッ

プに着いていけるかと思っていたが，予想していた以

上にトップの選手は速かった．私が最後に参加した

2007年の世界選手権と20 kmの優勝タイムを比べる

と，（会場や海況が違うので直接の比較はできないが），

男子では2007年が3時間36分だったのに対し，今回は

3時間13分，女子では3時間54分だったのに対し，3時

間25分と，会場や海況の影響を加味しても速くなっ

たと言える．参加選手自身の能力が向上したことが主

要因ではあるが，それ以外に道具の進化に拠るところ

も大きいと思われる．近年，フィンは著しく変化して

おり，大きな推進力を得られるようになっただけでな

く，足の快適性も増している．これまでのフィンでは，

長く履くとブーツ（フィンを履く部分）の締め付けに

より足部の感覚がなくなってくるのだが，今回は，3

時間以上フィンを履いていても指の感覚があり，これ

までと比べて足部への負担は激減したといえる．これ

によって，長時間しっかり蹴り続けることができるよ

うになり，レース自体が高速化したと考えられる．一

方で，足部という局所ではなく，身体全体への負担が

増したように思う．今回，レース後しばらくは重力に

勝てず，どのような体勢を取っても，どこかが攣るよ

うで，しばらく陸上では動けないという初めての経験

をした．Davide選手のように，より高いレベルの練

習に耐え，道具の進化にも耐えられる，タフな選手で

なければ20 kmを戦うことができないと改めて感じた．

　昨年末に行われたCMASのフィンスイミング委員会

で，2014年から導入される新たなルールにより，残

念ながら20 km種目は廃止となった．様々な理由で廃

止が決まったことは理解するが，この種目にずっと挑

んできた私としては非常に残念である．2001年に初

めて出場した世界選手権以降，この種目に挑戦してき

たことで得たものは多く大きく，この種目に挑戦させ

続けてもらえたことをありがたく思う．フィンを使用

できるプールが少ない日本の練習環境で，20 km種目

に挑戦することは無謀だとも思えるが，この種目にこ

だわって挑戦してきた．結果，100%満足行く成績を

残すには至れなかったが，この種目と共に送った十数

年の選手生活は，貴重な財産であり，自分を大きく成

長させてくれたと思う．もし，2001年の世界選手権

で20 km種目が導入されていなければ，私は現在まで

泳ぎ続けていたかどうか分からない．そして，私を泳

ぎ続けさせてくれる糧となった20 km種目が最後とな

る今大会へ出場する機会を与えてくださった皆様，応

援・支援いただいた皆様に感謝いたします．
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の意を表します．また，出場に先立ち，九州共立大学

からはスポーツ功労賞を授与頂きました．大会後には，
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与頂きました．改めて御礼申し上げます．
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整理したもの．

　⑵　原著Original Paper

　　　独創性が高く，学術（科学）論文として完結し

ているもの．

　⑶　実践的研究Practical Research

　　　症例研究，事例研究など実践現場に即した研究．

　⑷　資料Research Paper

　　　国民の平均寿命や感染症の国別分布など資料そ

のものに価値のある研究．

　⑸　評論Criticism

　　　他者の研究や活動について専門家の立場から意

見を述べたもの．

　⑹　各種報告Report

　　　特別教育研究費等による成果や海外研修・国内

研修等の成果を報告したもの．

　⑺　寄稿Contributed Paper

　　　本学の教育・研究の推進に寄与するため特に寄

稿された論文．

　⑻　書評Book Review

　　　刊行された書物の内容を批評・紹介したもの．

特に本学の教職員の出版物あるいは本学教員の専

門領域にかかわる書籍．

　⑼　その他

　　　前記８項目に分類されない論文で，本委員会に

おいて紀要掲載にふさわしいと判断されたもの．

７　論文の執筆は九州共立大学研究紀要論文執筆に関

する申し合わせに従い，本委員会の定めた日時まで

に提出すること．

８　論文の著作権は執筆者に帰属するが，今後の機関

リポジトリーの進展によっては，執筆者の同意のも

とで大学ホームページ上に公開することがある．

９　原稿の提出は原則としてワードプロセッサーによ

り作成されたもので，プリントアウトされた原稿２

部（執筆要領２参照）と電子媒体を図書館業務課に

提出すること．

10　６⑴及び⑵に該当する論文の査読を希望する場合

は，本申し合わせ第９項に定める原稿のほか，論文

の種類，表題，表紙を含む論文の総ページ数，図及

び表の枚数のみを記載した表紙を含む原稿２部を添

えて提出すること．

11　別刷は５０部を無料贈呈するが，それ以上必要と

する場合は実費を著者が負担する．また，刷り上が

り８頁を超えるもの，特殊な印刷（写真等）を必要

とするものも著者が実費を負担する．

12　投稿された論文が投稿に関する申し合わせ及び執

筆に関する申し合わせを満たしているかを本委員会

において審査する．投稿に関する申し合わせあるい

は執筆に関する申し合わせに規定されている内容を

満たしていない場合は，投稿された論文に対して書

き直しを求めることがある．

13　この投稿に関する申し合わせに定めるものの他，

投稿，編集及び刊行に関して必要な事項は本委員会

九州共立大学研究紀要の投稿に関する申し合わせ
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において決定する．

附則　

１．この申し合わせは平成22年７月28日から施行する．

２．この申し合わせは平成23年4月1日から施行する．
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１　本申し合わせは九州共立大学紀要委員会要綱第８

条の規定により紀要の執筆要領について定めるもの

である．

２　原稿は縦置き横書きとするが，人文系論文におい

ては特段の理由がある場合に限り縦書きを認める．

その場合，本申し合わせ第３項に定める要領にこだ

わらず，当該分野に相応しい形式を用いる．

３　原稿の執筆については次の要領による．

　⑴　原稿には表紙を付し，論文の種類，表題，著者

名及び著者の所属先を和文と英文で，ランニング

タイトルを本文の言語で，連絡先となる著者とそ

の宛先，電話番号，ファックス番号及び電子メー

ルアドレスを記載する．また，表紙を含む原稿の

総枚数，図及び表の枚数を記載する．

　⑵　原稿は図，表，写真及び抄録を含め，刷り上が

り8頁以内を原則とし，次の書式に従うものとす

る．

　　ａ．原稿はA4版縦置き横書きとし，和文の場合

は12ポイントの明朝体，全角で１行40字，１

ページ30行，英文の場合は12ポイント程度の

活字を用いてダブルスペースで作成する．

　　ｂ．和文原稿は，常用漢字，現代かなづかいを用

い，句読点及びカッコは１字相当とする．

　　ｃ．日本語及び英語以外の言語を本文に用いる場

合は，本学に著者以外にその言語のネイティブ

スピーカーがいる場合に限って認める．その場

合，本項⑵ａ．に準じる．

　　ｄ．単位は原則として国際単位系を用いる．

　⑶　総説と原著には要約（Abstract）とキーワード

をつける．要約は本文が和文，英文，その他の外

国語のいずれの場合も英文とし，２-⑵-aに従い

200 ～ 500語で作成する．キーワードは英文で3

～5語とする．またキーワードは要約の最後に段

を変えて明記し，これらは表紙の次に独立ページ

として配置する．

　⑷　原著のうち自然科学論文の本文項目の順序は，

原則的に緒言（はじめに），方法，結果，考察

（謝辞，注釈），引用・参考文献の順とし，小項目

に見出しを付ける場合は，1.　2.　…，1）2）…，

⑴⑵…，①②…の順とする．

　⑸　本文中で引用・参考文献に言及した場合，末尾

の引用・参考文献に照合する番号をつける．また，

著者名を表記する場合は３名以上の共著の場合，

「ら」，「et al.」を用いて省略する．

　（例）

　　・…に発現すると考えられている5)．

　　・…については１例が松本ら12)により報告されて

いるが…

　⑹　図表は原則として英文で作成し，番号はFig. 1，

Table 1と表記する．またすべての図表は原稿末

尾に図，表の順にまとめ，原稿１枚につき図表１

編のみとする．本文には挿入する箇所の欄外に朱

書きで指定する．

　⑺　原図はそのまま製版可能なものとする．

　⑻　参考・引用文献は，本文中の引用順に番号（片

カッコ）を付け，掲載順序は下記a.及びb.に従っ

て記載する．巻数，発行年（西暦年），カッコ及

び欧文は半角とする．欧文雑誌名は，正式な省略

形がある場合のみ省略形を用いる．

　　ａ．雑誌から引用する場合

　　　　著者名（共著者はコンマ（,）で続け，全員

を掲載）（西暦発行年）：論文表題. 掲載雑誌名, 

巻数（号数を示す場合は巻数の後に（号数）, 

始頁—終頁.

（例）

　１）森本茂，加茂冬美(1990)：単一運動単位の活動

電位にみられる電気緊張性電位成分. 体力科学, 

39, 126—132.

　２）Morimoto, S. & Kamo, M. (1990) : Appearance 

of electrotonic component in human motor 

unit potentials. Jpn. J. Phys. Fitness Sports 

Med., 39,126-132.

　　ｂ．単行本から引用する場合

　　　　引用頁の書き方は，１頁のみのときはp. (小

文字のpの後にピリオド)，複数頁のときは

pp.（小文字のppの後にピリオド），引用箇所が

限定できないときの総ページ数をPp.（大文字

のPと小文字のPの後にピリオド）として記載

する．

九州共立大学研究紀要執筆に関する申し合わせ
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　　　①　著書

　　　　　著者名（共著者はコンマ（,）で続け，３

名以上の場合は他で略す）（西暦発行年）：書

名．版数（必要な場合）, 発行所, 発行地（欧

文の場合）, 始頁—終頁.

　（例）

　１）山本敏行, 他 (2002)：新しい解剖生理学. 改訂

第10版, 南江堂, p.141.

　２）Rowell, L. B. (1993) : Human Cardio -vascular 

Control, Oxford University Press, New York, 

pp.86—87.

　　　②　編集書・監修書

　　　　　執筆者名（共著者はコンマ（,）で続け，

３名以上の場合は他et al.で略す）（西暦発行

年）：章名, 編集者名（編）, 書名, 版数（必

要な場合）, 発行所, 発行地（欧文の場合）, 

始頁—終頁.

　（例）

　１）中澤公孝, 政二慶(2006)：４.筋を活動させる神

経機序, 福永哲夫（編）, 筋の科学事典—構造・

機能・運動—, 朝倉書店, pp.165-166.

　２）Segal, S. S. & Bearden, S. E. (2006): 

Chapter14 Organization and Control of 

Circulation to Skeltal Muscle, Tipton, C. M. 

( ed t . ) ,  ACSM’s Advanced  Exe r c i s e 

Physiology, Lippincott Williams & Wilkins, 

Philadelphia, p.345.

　　　③　翻訳書

　　　　　カタカナ著者名（共著者はコンマ（,）で

続け，３名以上の場合は他で略す）（翻訳者

名）（西暦発行年）：書名，版数（必要な場

合）， 発行所, 始頁—終頁.（原著者名（発行

年）：原書名, 発行所, 発行地）.

　（例）

　１）ギャロウ, J. S., 他（細谷憲政監修代表）(2004):

ヒューマン・ニュートリション―基礎・食事・

臨床—, 第10版, 医歯薬出版, pp.173-174. 

(Garrow, J. S. et al. (2000) : Human Nutrition 

and Dietet ics ,  Churchi l l  Livingstone, 

Edinburgh).

　⑽　原稿と電子媒体は，A４版の封筒に入れ，封筒

の表に原稿の種類，表題，著者名，連絡責任者，

原稿の総枚数，図の枚数，表の枚数，別刷りの希

望枚数を記入する（英文原稿の場合は表題のみ英

語表記で他は日本語，日本語原稿の場合はすべて

日本語で記載する）．

　⑾　初校と2校の校正は，執筆者によって行なわれ，

編集委員会の指定した期日内に終えなければなら

ない．３校の校正は編集委員会が行なう．校正に

よる大幅な原稿の修正は認めない．

附則　

１．この申し合わせは平成22年７月28日から施行す

る．

２．この申し合わせは平成23年4月1日から施行する．
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